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目的：敬老堂に関する業務と施策・整備状況の横断的把握
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方法：資料収集調査，ヒアリング調査
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対象：ソウル市に立地する敬老堂
方法：ヒアリング調査，非参与観察調査
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第4章　東京都における
自立高齢者支援施設の運営・利用に関する既往研究
本研究の到達点，施設計画に関する提案，今後の課題
章 調査方法 対象地域 目的 期間（断続） 対象
2章
ヒアリング・
資料収集
日韓
自立高齢者支援施設の概況・
敬老堂の歴史的経緯の把握
2013.9～
2014.10
ヒアリング：ソウル市職員
資料収集：6件
3章
資料収集・
アンケート
東京
自立高齢者支援施設に関する
施策・整備状況の横断的把握
2014.4～
2014.10
資料収集：33件
アンケート：東京都53自治体
4章 資料収集
既往研究レビューから，自立
高齢者支援施設の運営・利用
実態の把握
2013.10～
2014.10
資料6件
5章
ヒアリング・
資料収集
ソウル
敬老堂に関する施策・整備状
況の横断的把握
2013.9～
2014.12
ヒアリング：ソウル市・自治区（4ヶ
所）・洞（1ヶ所）・大韓老人会
資料収集：2件
6章
ヒアリング・
見学・
非参与観察
敬老堂の運営・計画動向の把
握，運営・利用実態の把握，
施設内部の実測
2013.9～
2014.12
ソウル市内敬老堂　計8ヶ所
文）18～文）22
文）7，文 10）～文 14）
文）22，文 87）
文）23～文）86
対象地 東京都（島嶼部除く） ソウル特別市
人口（2014） 13,174,703人 10,383,651人
面積 1,785.89㎢ 605.21㎢
人口密度 7377.11人/㎢ 17157.10人/㎢
高齢者人口（2014） 2,826,906人 1,193,827人
高齢化率（2014） 21.46% 11.50%
基礎自治体数 53カ所（23区26市3町1村） 25自治区
図 1．研究のフロー
表 1．調査の概要
表 2．調査対象地域の概要
表 4．研究対象施設の概要
表 3．用語の定義
用語 本研究における定義
自立高齢者 介護保険制度・長期療養保険制度で認定を受けていない65歳以上の者．
自立高齢者支援施設
以下の3条件を満たすもの．
1）設立の主目的が自立高齢者のための余暇・支援活動の提供及び，活動のた
めの空間の提供であり，営利目的でないこと．またその空間は一時的でなく，
固有の拠点として確立されていること．
2）設立・運営の主体に関わらず，基礎自治体が管轄すること．
3）主な利用対象を自立高齢者とすること．
第 1 章　研究の背景と目的
1.1　研究の背景　今日，日本と韓国は世界的にも高齢化が課題と
なっている国である．日本は高齢化率 23.0％（2010）と世界で最も
高齢化が進行しており，超高齢社会を迎えている文 1）．他方で韓国の
高齢化率は 11.1％（2010）と低いものの，その進行は世界で最も速
く，高齢化率 7% から 14％までの倍比年数は，日本の 24 年をしの
ぐ 18 年と推計されている文 2）．そのため，両国では介護の社会化を目
的として，介護保険制度（日本 ,2000 年施行）や老人長期療養保険
制度（韓国 ,2008 年施行．以下，療養保険制度）を施行した．これ
により，当該制度による認定を受けていない 65 歳以上の者は「自立
（保険制度非該当）高齢者」という位置づけとなり，その自立生活の
維持・支援は，今後の高齢社会において非常に重要な課題である．
　日本では，2005 年の介護保険制度改正に伴い，介護予防が重要施
策として位置づけられた．「高齢者が主体的に参加する地域の居場所
づくり」「介護予防拠点整備」が国策として示され，補助金制度も施
行されているものの，その整備や計画に関する具体的な指針は見出
されていない文 3），文 4）. 一方，韓国では，療養保険制度施行時点から介
護予防が重要課題として認識されていた文 5）．また，地域の自立高齢
者の居場所として，利用者が運営主体となる「敬老堂」が普及して
おり，近年では自立高齢者支援・介護予防の拠点にもなっている文 6）.
1.2　既往研究の到達点　日本における自立高齢者を支援する地域施
設の計画に関する既往研究としては，個々の事例研究は数多くみら
れるが，整備状況・施策を把握した研究や，高齢者自身が運営に参
与する施設の計画に関する提案を行った研究はみられない文 7）〜文 13）．
また，敬老堂に関する研究は福祉や建築の分野でいくつかあるもの
の，詳細な整備・利用の実態は明らかにされていない文 6），文 14）〜文 16）．
1.3　研究の目的　本研究では韓国独自の自立高齢者支援施設である
「敬老堂」に着目し，東京における自立高齢者支援施設の位置づけ・
整備状況を踏まえた上で，ソウルにおける敬老堂の整備状況，利用・
運営の実態を分析する．そして，自立高齢者を支援する機能をもつ，
地域に密着した施設を計画するための基礎的な知見を得ることを目
的としている . 具体的な研究課題を以下に示す．
（1）東京都における自立高齢者支援施設に関する施策・整備状況を
把握し，その位置づけを明らかにすること .
（2）ソウル市における敬老堂に関する施策・整備状況を明らかにし，
その位置づけを明らかにすること .
（3）ソウル市における敬老堂の，運営・利用の実態を把握し，自立
高齢者の居場所としての有用性を示すこと .
1.4　研究の概要　研究のフローを図 1 に，各章における調査の概要
を表 1 に，対象地域の概要を表 2 に示す．
1.5　用語の定義　本研究における語の定義を表 3 に示す．
第 2 章　日本・韓国における自立高齢者支援施設の概況
2.1　日本における自立高齢者支援施設の概況　日本において，全国
的な制度に基づき自立高齢者を主な対象とする施設は「老人福祉セ
ンター」（老人福祉法，各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生省
対象地域 ソウル 東京
施設名 敬老堂 老人福祉センター 老人憩の家 自治体独自施設
根拠法等
老人福祉法・
住宅建設基準規定
老人福祉法・ 
厚生省社会局長通知
厚生省社会局長通知
自治体ごとの
条例等
整備主体 自治体・民間組織 自治体
管轄 地方自治体
運営主体 利用者組織 自治体または民間組織（利用者組織等含む）
規模
20㎡以上・ 
定員20名以上
495㎡以上（A型）
165～495.5㎡（B型）
495.5㎡未満，平屋
自治体により
異なる
配置基準
（100世帯以上の団
地は40㎡以上の施
設を整備）
明確な基準はなし
職員 無し 有り 施設により異なる
利用対象 自力通所が可能な高齢者（60/65歳以上）
介護保険 適応無し
主な目的 教養・娯楽・情報交換・相談等を中心とした日中活動を行う空間の提供
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社会局長通達文 17）に基づく），「老人憩の家」（各都道府県知事・各指
定都市市長あて厚生省社会局長通達文 18）に基づく）の 2 種である．「老
人福祉センター」は，高齢者に対し各種相談や講座などのサービス
を提供する施設であり，大規模なものから特 A 型，A 型，B 型がある．
2014 年現在，東京都には A 型と B 型が存在する．「老人憩の家」は，
高齢者の心身の健康のために活動の場を提供するための施設である．
　また，各自治体が独自に整備する施設の中にも，自立高齢者を支
援する機能をもつものが多様に存在する．しかし，東京都において，
自立高齢者支援施設の整備状況は未だ体系的に把握されていない．
2.2　韓国における自立高齢者支援施設の概況　韓国では，地域で暮
らす高齢者の活動拠点として 3 種類の「老人余暇福祉施設」を法律
の中に位置づけている．老人余暇福祉施設のうち，「老人福祉館」は
日本の老人福祉センター A と類似した，高齢者のための相談やレク
リエーションなどのサービスを提供するための施設であり，「老人教
室」は老人福祉館の教育・講座機能のみを取り出した施設である．
　一方，「敬老堂」は利用者自身が運営を担う点が特徴である．設備
基準も 20㎡以上の居室と水道・電気のみであり，日本の制度上に類
似のものはない．全国 6 万ヶ所以上（2013）と非常に普及しており，
韓国独自の地域に密着した自立高齢者のための空間といえる．
　また近年では，地方自治体独自の取り組みも始まりつつある．ソ
ウル市では，50 〜 60 代を対象に就労支援を中心とした「人生二毛
作センター」や，日本の老人福祉センター B に類似した「小規模老
人福祉館」などの開設が始まっている．
2.3　研究対象施設の概要　本研究の対象施設の概要を表 4 に示す．
2.4　敬老堂の歴史的経緯　敬老堂は，裕福な者が住居を地域に開放
した「サランバン」が原型といわれる．1960 年頃からは朝鮮戦争に
よる住宅状況悪化に伴い，高齢者のシェルターとしての需要が高ま
り，全国的な整備が進んだ．その後，1989 年に老人福祉法の中に位
置づけられた事と，90 年代の集合住宅団地開発ラッシュに伴って施
設数は急増した．そして，2000 年代に入り，全国的に地域福祉施策
に重点がおかれるようになると，敬老堂では自立高齢者の健康維持・
コミュニティ形成等を支援するプログラムが提供され始めた．敬老
堂は集いの場だけではなく，地域福祉の拠点としての機能をもつよ
うになった文 20）, 文 21）．今日の敬老堂では，より生産性のある活動とし
て，高齢者による子ども支援等の新たなプログラムの導入等が始ま
り，より開かれた施設づくりが 1 つの課題となっている文 22）．
第 3 章  東京都における自立高齢者支援施設に関する施策・整備状況
3.1　東京都の各自治体における自立高齢者支援施設に関する施策　
　東京都の各基礎自治体の発行する基本計画，実施計画，高齢福祉
計画，地域福祉計画，公共施設白書及び自立高齢者支援施設に関す
る方針文 23）〜文 86）から，自治体ごとの当該施設に関する計画・施策の動
向を把握し，A 〜 F の各指標ごとに分類したものを表 5 に示す．
　自立高齢者支援施設の整備は基礎自治体に一任されており，その
施策も自治体ごとに大きく異なっていることが把握された．自立高
齢者支援の施策を含む計画や白書の種類も多岐にわたり，内容にも
大きな差がみられた．自立高齢者支援施設に関する具体的な施策が
みられない自治体や，維持のみに留まる自治体も確認された．
　施設の整備に関する計画としては，統廃合・見直しを計画する（指
標 C）中でも，複数の自治体において，特に浴室設備の縮小・見直
しが図られていた．施設維持・運営の面で，浴室が少なからず負担
となっていることが把握された．一方，全体では当該施設の増加を
目指す（指標 D）自治体が多い傾向がみられた．また，D グループ
の中でも，具体的な指針としては「既存ストックの活用」「地域・地
区単位の居場所整備」が複数の自治体であげられた．
　当該施設での活動・機能（指標 E）としては，自立高齢者を対象と
したデイサービスや，認知症予防講座などの介護予防・いきがい活
動を推進する自治体が全体の半数以上に上った．また，世代間交流
事業だけでなく，高齢者だけではなく，多世代の地域住民が利用で
きるように，既存の施設を機能転換する自治体も多くみられた．そ
の他の活動・機能に関する施策としては，自主教室やボランティア
など，高齢者自身が役割を担うことを前提とする活動のための支援
を進める自治体が 7 ヶ所みられた．
　運営方法（指標 F）に関しては，多くの自治体において，民間団体
による運営や利用者の参画，地域住民や他の団体との連携など，多
様な主体のノウハウを柔軟に取り入れていく傾向が把握された．ま
た，１ヶ所の自治体では，制度上は原則無料で利用できる老人福祉
センター A に対して利用者負担の導入を検討していた．
3.2　東京都における自立高齢者支援施設の整備状況　東京都の 53
自治体を対象とした資料収集及びアンケート調査から，東京都にお
ける自立高齢者支援施設の整備状況・施設特性を把握した．有効回
答施設数は 42 自治体の 523 ヶ所であるが，開設年の集計のみ，開
設年が明らかとなった 516 ヶ所を有効回答とする．
3.2.1　自治体ごとの整備状況　自治体ごとの施設数と運営主体別の
内訳を図 2 に示す．施設数は 50 ヶ所から 1 ヶ所の大きな幅がみられ
た．全体では 23 区の方が多い傾向である．運営主体に着目すると，
自治体内の全施設が民営の自治体が42ヶ所中9ヶ所で約2割であり，
全体としては 23 区の方が民営化が進んでいる傾向がみられた．
　図 3 では，自治体の面積をその自治体の施設数で除した値により，
自治体ごとにみた 1 施設あたりの自治体の面積を比較している．こ
の値は，どれだけの面積に対して施設が 1 つあるのかを示し，この
値が小さいほど自治体の中に拠点が多く存在し，利用者にとっては
アクセシビリティが高いと言える．中央値は 2.2㎢ / ヶ所と徒歩圏内
とは言えない値であり，ほとんどの自治体において，利用者は何ら
かの交通手段を用いる必要があることが把握された．全体としては，
23 区の方が比較的値が小さい傾向が把握された．
3.2.2　自立高齢者支援施設の施設特性　図 4 に，開設年別にみた施
設数の累積と施設種類別の内訳（N ＝ 516）及び東京都の高齢化率
の推移を示し，表 6 に種類別の施設数（N=523，開設年不明を含む）
を示す．全体の伸びは，1970 〜 1985 年頃がピークであり，特にこ
の時期に増えているのが老人憩の家と老人福祉センター B である．
自治体が独自に整備する施設は 2000 年頃からは特に大きな割合を占
め，現在は全体の約半数となっている．介護保険制度開始以降，介
護予防の重要性が認識されるようになり，自治体がそれぞれ独自の
取り組みを行う中で増えていると考えられる．
　表 7 に，施設種類別にみた浴室の有無を示す．制度により浴室の
整備が定められているのは老人福祉センター A のみであるが，その
他においても一定の割合で浴室が備えられており，全体では半数近
くに上る．個浴や浴室の管理が難しい高齢者にとっては，公共施設
での入浴は必要なサービスである．反面，コストや安全面，人員配
置上の理由から，浴室の管理・運営には課題も大きい．自治体単位
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1施設あたりの自治体の面積 平均値 中央値 
（㎢ /ヶ所）
5.8
2.2
52.7
0.5
種類 老人福祉センターA 老人福祉センターB 老人憩の家 独自 合計
施設数（ヶ所） 62 104 99 258 523
構成比 11.9% 19.9% 18.9% 49.3% 100%
表 5．東京都の各自治体における自立高齢者支援に関する施策・計画の分類
図 2．東京都の自治体ごとにみた施設数と運営主体別の内訳
図 3．東京都の自治体ごとにみた 1 施設あたりの自治体の面積
図 4．東京都における自立高齢者支援施設の開設年別の累計と施設種別による内訳
表 7．東京都における自立高齢者支援施設の種類別にみた浴室の有無（単位：ヶ所）
表 6．東京都における自立高齢者支援施設の種類別の施設数
老人福祉センターA 老人福祉センターB 老人憩の家 独自 合計
浴室有り 58（93.5％） 27（26％） 63（64％） 92（36％） 240（46％）
浴室無し 4（6.5％） 77（74％） 36（36％） 166（64％） 283（54％）
合計 62（100％） 104（100％） 99（100％） 258（100％） 523(100%）
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図 5．東京都における自立高齢者支援施設の面積階級別施設数と種類別内訳（s：面積）
併設施設タイプ コミュニティ施設 独立 児童・教育施設 福祉施設 その他公共施設 住宅 民間施設 全体
施設数（ヶ所） 211 140 74 45 34 17 2 523
構成比 40.3% 26.8% 14.1% 8.6% 6.5% 3.3% 0.4% 100%
一日平均利用人数
の平均（人）
54 61 76 118 59 95 27 66
表 8．東京都における自立高齢者支援施設の併設施設別にみた数と一日平均利用人数
では，一部に浴室を集約するなどの工夫が必要となると考えられる．
　図 5 には，面積階級別の施設数と種類別の内訳を示す．400㎡未満
の比較的小規模な施設が 6 割以上を占め，特に 100㎡から 400㎡の
範囲に集中していることがわかる．また，200㎡未満の階級では，特
に自治体独自の施設の占める割合が多く，施設数の伸びからも，今
後は小規模な施設が多くなると推察された．
　表 8 に，併設施設別の施設数及び一日平均利用人数の平均を示す．
全体としては 7 割以上の施設が何らかの併設施設をもつことが把握
された．公民館などのコミュニティ施設併設が最も多く，約 4 割で
ある．多世代との接点を持てる施設の中に専用の拠点があることで，
高齢者は安心して利用でき，必要に応じて他の利用者と分けられる
点が特長である．一方，一日平均利用人数は福祉施設併設型が顕著
に多い．この要因としては，併設施設が地域の福祉拠点として位置
づけられる多機能なものである場合は，施設規模が大きく，大規模
なプログラムが頻繁に提供されるためであると考えられる．
3.2.3　自治体ごとの取り組みと整備状況　自治体ごとに整備状況や
施策に大きな差がみられる理由の 1 つとしては，予算の問題があげ
られるが，財政力に余裕がない中でも，当該施設を数多く整備し，
今後も増設や新たな活動を検討している自治体も複数みられた．こ
のような自治体の取り組みの共通点としては，地域住民による自主
運営を進めている点，　地域のコミュニティ施設の中に高齢者のため
の空間を設けている点があげられる．この 2 点は，財源に余裕が少
なくとも施設整備・運営を行うための示唆となると考えられる．
第 4 章　東京都における自立高齢者支援施設の運営・利用実態に関
する既往研究
4.1　対象　東京都における老人福祉センター，老人憩の家，いきが
いデイサービス，ミニデイサービス施設，コミュニティセンター内
の高齢者スペースを事例とした既往研究文 7），文 10）〜文 14）を対象とする．
4.2　運営について　今後進んでいくと考えられる施設の民営化によ
り弾力的な運営が可能となることが示唆され，地域への情報提供の
重要性が指摘された．また，自治体が支援をすることで，小規模施
設では地域の力による運営が実現可能であることが明らかとなった．
4.3　利用者の属性と利用頻度・圏域　利用者は自立であるものの，
軽度の機能低下などをもつ場合もあり，このような利用者の自立を
維持するためにも，利便性を考慮した施設の配置・設えが求められる．
通所方法は徒歩やバス等の自力によるものが中心であった．
指標 該当する自治体数
A.直接の記述なし 5
B.維持のみ（修繕含む） 5
C.統廃合・見直しの計画 7
D.新設・増設の計画 14
E.特色ある
活動・機能
E1．介護予防・いきがい活動 28
E2．多世代利用・世代間交流機能 16
E3．その他…＊1 7
F.運営方法
F1．民間団体による運営 11
F2．利用者の参画 5
F3．その他…＊2 8
注
＊1… 自主活動・自主教室の支援，ボランティア・地域貢献活動の支援等
＊2…
利用者負担導入，地域住民・NPO・医療機関と連携，送迎，職員
の専門性向上等
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1施設あたりの自治体の面積 平均値・中央値 
（㎢ /ヶ所）
0.19
自治体名 ソウル市 陽川区 永登浦区 城北区 蘆原区
面積（㎢） 605.21 17.401 24.56 24.57 35.44
人口（2014） 1,038万人 49万人 42万人 48万人 59万人
高齢者人口（2014） 120万人 5万人 5万人 6万人 6.5万人
高齢化率（2014） 11.50% 9.53% 11.60% 12.72% 11.03%
財政自立度順位（2014） - 14位/25区 7位/25区 19位/25区 25位/25区
敬老堂施設数（ヶ所）（2013） 3,114 160 174 150 239
総予算中の敬老堂予算の割合 0.05% 0.24% 0.32% 0.30% 0.40%
大韓老人会中央会
洞（・面・邑）
敬老堂 保健所
市（・道）
区（・郡）
中央政府
大韓老人会連合会市立老人福祉館
区立老人福祉館
市立老人福祉館
区立老人福祉館
大韓老人会支会
地域住民
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検診・検査
物品・
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物品・
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イベント招待
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業務的連携
凡
例
表 9．ヒアリング対象自治体の概要
図 7．ソウル市の自治区ごとにみた敬老堂施設数と設立主体別の内訳
図 8．ソウル市の自治区ごとにみた 1 施設あたりの自治区の面積
図 6．敬老堂の運営に関連する各組織の連携
4.4　活動内容と空間について　自立高齢者は心身の能力も高く，
様々な欲求をもち，主体的な活動・交流が多岐にわたって行われる．
そのため，居場所の選択肢を用意するために，複数の空間を用意す
ること，家具等の設えの工夫による居場所づくりが求められる．
4.5　今後の施設整備について　既往研究の事例から，今後新規に高
齢者支援施設を開設する際は，既存ストックの有効活用が重要とな
ることが示唆された．また，必要に応じて様々な便利施設や多様な
利用者を想定した機能をもつ施設との併設をすることににより，高
齢者だけでなく地域の住民にとって身近な施設となる事が示された．
第 5 章　ソウル市における敬老堂に関する施策・整備状況
5.1　ソウル市における敬老堂に対する施策
5.1.1　敬老堂に関する各機関の連携　敬老堂とその運営に関わる機
関の連携を図 6 に示す．敬老堂に関わる組織では，国・市・区・洞
の各レベルの行政機関と，国・市・区の各レベルの「大韓老人会」（韓
国全域に組織される高齢者福祉に関する法人）があげられる．中で
も，各施設に最も直接的に関わるのは，行政としては自治区，大韓
老人会の中では区の支会である．自治区の役割はハード面（施設整備，
物品の提供）と施策の提案が中心である．一方，大韓老人会は日常
の相談や会計監査，多様な団体によるプログラムのとりまとめ等の
ソフト面での支援を行っている．また，これらの公的な支援の他に
も，地域住民等よる支援があることが把握され，ソウル市の敬老堂は，
日常的な運営は利用者の自治に任せつつも，多様な主体からの体系
だった支援が行われていることが明らかとなった．
5.1.2　敬老堂に関する自治区ごとの施策　ヒアリング対象の自治体
の概要を表 9 に示す．法定施設である敬老堂の施設数が非常に多く，
利用も活発なものであるため，各自治区の自立高齢者支援施設に関
する取り組みは，東京都ほどの多様性はみられなかった．敬老堂に
関しても，ヒアリングを行った 4 つの自治区でも，市の活性化プロ
グラムに基づき，今後は敬老堂の数を増やすこと以上に，生産的な
活動を増やし，質を向上させる施策をとる方向性が一致していた．
　敬老堂の整備・運営にかける予算の割合としては，施設が多い自
治区ほど多くなり，財政力の乏しい自治区にとっては負担となる．
城北区では，区立の敬老堂の需要があるが財政的な余裕が少ないた
め，既存の住宅を最低限に改修して敬老堂とする工夫をしていた．
敬老堂に要求される規模と設備面（20㎡以上の居間，台所，トイレ）
は住宅に近く，住宅地という立地も適しているため，住宅改修は低
コストで敬老堂を開設する有効な手段であることが把握された．ま
た，3 つの自治区では，敬老堂利用者の数名に対し，調理等を担当す
る事で手当を支給する制度があることが確認された．このシステム
は，敬老堂の運営を円滑にし，当該利用者にとっては，収入が得ら
れる上に通う動機付けがなされ，非常に有用であると考えられる．
5.2　ソウル市における敬老堂の整備状況　本節では，ソウル市が
2013 年に作成した敬老堂の統計資料文 87）を元に，24 区の 3,114 ヶ所
を有効回答として集計を行う．ただし，開設年に関しては，開設年
が明らかとなった 2,610 ヶ所を対象とする．
5.2.1　自治区別にみた敬老堂の整備状況　自治区ごとにみた施設数
と設立主体別の内訳を図 7 に示す．平均で 129 ヶ所が整備されてお
り，敬老堂が非常に普及していることがわかる．区立の施設数は区
ごとの大きな差はなく，総施設数の差は主に私立の施設数の差に起
因している．この理由としては，改正前の住宅建設基準等に関する
規則から，大規模な集合住宅団地を建設する際に，住宅建設主体に
よる私立の敬老堂が併設されることが多い事があげられる．このた
め，縁辺部のベッドタウンとなる区の施設数が多い傾向にある．
　図 8 では，区の面積をその区の敬老堂の数で除した値により，自
治区ごとにみた，どの程度の広さに 1 つの施設があるかを比較して
いる．最大でも 0.43㎢に１ヶ所，平均 0.19㎢に１ヶ所があり，東京
の平均 5.8㎢（中央値 2.2㎢）と比較してもアクセシビリティに優れ，
地域に密着した拠点であることが明らかとなった．この距離であれ
ば，独歩が可能な高齢者ならば徒歩圏内に 1 ヶ所は敬老堂があると
いえる．
5.2.2　敬老堂の施設特性　図 9 に，ソウル市における敬老堂の開設
年別の累計と設立主体別による内訳（N=2,160）と高齢化率の推移
を示す．1989 年の制度化に伴い施設数は急増し，1991 年以降は私
立施設の伸びが顕著であり，集合住宅に併設されることで施設数が
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集合住宅 独立 公共施設 その他 不明 合計
区立 20 754 14 74 45 907
私立 1912 114 11 27 7 2071
不明 0 0 0 0 136 136
合計 1932 868 25 101 188 3114
面積階級（㎡） 施設数（ヶ所） 構成比
1580 50.7%
1071 34.4%
262 8.4%
68 2.2%
20 0.6%
8 0.3%
6 0.2%
3 0.1%
1 0.0%
3 0.1%
63 2.0%
不明 29 0.9%
合計 3114 100%
面積階級（㎡） 施設数（ヶ所） 構成比
15 0.6%
281 10.6%
416 15.7%
397 15.0%
471 17.8%
365 13.8%
248 9.4%
209 7.9%
138 5.2%
111 4.2%
200未満の合計 2651 100%
図 9．ソウル市における敬老堂の開設年別の累計と設立主体別による内訳
表 10．ソウル市における敬老堂の設立主体・併設施設別の施設数
表 11．ソウル市における敬老堂の
面積階級別の施設数（s：面積）
表 12．ソウル市における 200㎡未満の敬
老堂の面積階級別の施設数（s：面積）
急増していったことが読み取れる．1998 年にも老人福祉法の改正が
あり，現行と同じ「地域の高齢者の自主的な活動の場」として再定
義された．この影響か，1998 〜 2005 年頃まで再び施設数の伸びが
大きくなっている．
　表 10 に，設立主体・併設施設別の施設数を示す．この結果から，
ソウル市における敬老堂の典型例は，「私立・集合住宅併設型」と「区
立・単独型」の 2 つの類型であることが明らかとなった．
　表 11 では，面積階級別（100㎡）の施設数を示す．この結果，市
内の敬老堂の約 85％が 200㎡未満であることが把握された．そこで，
これらの施設の面積階級別（20㎡）の施設数を集計すると，20㎡以
上 120㎡未満が最も多いことが明らかとなった（表 12）．この結果
からも，敬老堂は一般住宅と同程度の規模であることが把握された．
第 6 章　ソウル市における敬老堂の運営・利用実態
6.1　運営・活動の実態　訪問ヒアリング調査の結果を表 13 に示す．
6.1.1　利用者による運営　各施設で，利用者の中から会長・総務
などの役職を任命し，運営の中心的役割を担っていた．予算の使途
から活動内容までの全ての決定権を利用登録者で構成される組織が
握っており，敬老堂が利用者自治による施設であることが改めて把
握された．会長などの役職は，選挙や他の利用者からの推薦などに
よって任命されるため，就任することは名誉であると捉えられ，使
命感・責任感をもって受け止められていた．また，低額だが利用登
録料金があり，これが運営への関心の高さにも繋がっていた．
6.1.2　支援体制　各施設ともに，大韓老人会の担当者の訪問，様々
な公共団体からのプログラム提供や寄付を受けていた．特に大韓老
人会とは密接な繋がりがあり，定期的な会計報告だけでなく，新た
なプログラムの提案やトラブルが起きた際の相談等，利用者を支え
る存在となっていた．この大韓老人会の働きが，利用者たちが安心
して運営できることにつながっていると考えられた．
　公的な団体だけでなく，団地住民会や地域住民，教会などからの
金銭や物的な面での支援も全施設で行われており，施設改修費も寄
付でまかなわれていた．これは，敬老堂が地域の資源として認めら
れていることの証左といえる．また，利用者やその家族も，利用料
金に加えて寄付金や物品提供をしていた．
　これらの特徴から，敬老堂では，行政や大韓老人会によるフォー
マルな支援と，地域住民や利用者自身によるインフォーマルな支援
の双方が，人的支援と物的・金銭的支援の両面において，相互補完
的に行われていることが明らかとなった．
6.1.3　利用者　利用者の年齢層は施設によっては 100 歳近くまで
広い幅がみられたが，ほとんどが徒歩圏内に居住する方のため，杖
や歩行器を利用しても自力で通所していた．一日の平均利用人数は，
多くても 40 名前後であり，相互に認識ができる程度であった．
6.1.4　活動内容　全施設で定期的なプログラムを導入しているが，
頻度やバリエーションは多岐にわたり，利用者の意向に沿ったもの
となっていた．プログラムの中では，健康維持のため運動系の活動
が人気であった．また，利用者が提案する自主活動を行う施設もあり，
誕生日会や季節行事といったイベントから，利用者が講師を務める
教室，収入を得られる制作活動まで，利用者の能力を活かして自由
かつ柔軟な活動が展開されていた．更に，複数の施設で，敬老堂を
会場として，保健所よる認知症検査や検診なども行われており，保
健サービスの拠点の役割を果たしていることも把握された．
　また，全ての施設で日常的に敬老堂内で昼食をとっていた．区に
登録して手当を受ける調理担当者がいる施設もあったが，担当者だ
けでなく，その日の利用者で調理することが多いことも把握された．
6.1.5　建築　8 施設中 3 施設が改修型であり，SA，CI は住宅を改
修している．全施設で敬老堂の専有部分は上足の設えとなっていた．
6.2　空間の利用実態　図 10 に，4 施設で実施した利用実態観察調
査による，活動の流れと空間の使われ方を示す．
　全施設に共通して，台所に隣接する室がプログラムや食事などの
様々な活動に利用され，累計滞在人数も多いことが分かる．これら
の室の共通点として，通常は床面を広くあけてあり，食事等の際に
は座卓を出して使用していた．また，SB,GV,CI では，壁沿いに椅子
やソファが置かれ，床座の難しい利用者等の居場所となっていた．
　SB，GV では，ほとんどの利用者の食事が終わった後も女性用居
間の椅子・床の一方に，遅く来た方やゆっくり食べる方のために食
卓を残し，他方は自由な活動に使えるようにしていた．また，食事
やおやつの時間があったことから，その前後では台所にも一定数の
滞在がみられた．特に，プログラムの無かった SA では，一日を通じ
て台所の滞在が比較的多くみられ，食が活動の軸になっていること
が観察されたが，滞在しやすい理由として，居間との間にドアがなく，
続き間状になっていることが考えられる．
　複数の独立した居間をもつ SB 敬老堂，GV 敬老堂では，施設内に
いながらもプログラムに不参加の方もみられ，プログラム時間帯は
別の居間に移動するなどして居場所を選択していた．一方，続き間
の居間しかない CI 敬老堂では，全利用者が一斉にプログラムに参加
していた．また，SB 敬老堂では，動的活動（体操・歌）は床面を広
くとった女性用居間，静的活動（PA 製作）は椅子と机が用意された
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施設名称 KD敬老堂 SA敬老堂 CI敬老堂 SB敬老堂 DS敬老堂 YC敬老堂 GV敬老堂 DC敬老堂
調査日 2014.8.21 2014.8.21/2014.12.5 2014.8.20/2014.12.4 2014.12.2 2013.9.16 2013.9.16 2014.8.21/2014.12.3 2014.8.21
外観写真
運
営
所在地 永登浦区 蘆原区 城北区 永登浦区 陽川区 陽川区 蘆原区 永登浦区
区立/私立 区立 区立 区立 区立 区立 私立 私立 私立　
開設年 1974年以前 1984年 1988年 1996年 2002年 1995年 2001年 2012年
利用者役職 会長・総務・調理他 会長・総務・清掃他 会長・総務・調理他 会長・総務・調理他 会長・副会長他 会長・副会長・調理他 会長・総務・調理他 会長・副会長・調理他
利用料金（月） 5000W 2000W 5000W 1万W 12000W 2000W 2000W 5000W
民間の物的支援 近隣住民から
利用者・
利用者家族から
地域住民・
利用者知人から
アパート住民会・
利用者から
地域住民・
近隣の教会から
アパート設立者・
アパート住民会から
アパート住民会・
利用者・知人から
団地住民・利用者から
利
用
者
会員数 約70人 60人 49人 53人 38人 89人 70人以上 27人
1日平均人数 20人 約20人 15人 37人 20人 45人 30～35人 15～20人
年齢層 72～90歳 70～80代 68～96歳 76～90歳 70～80代 65歳以上 70～97歳 68歳以上
利用圏域 徒歩15分圏内 徒歩圏内 1.5km圏内 アパート内 徒歩5分圏内 アパート内 GVアパート・近隣団地 アパート内
活
動
プログラム
週2日
（体操等）
週2日
（運動）
週3日
（歌，体操，笑い）
週4日
（書道．体操，歌等）
週3日
（体操）
週4日
（体操，ヨガ等）
週4日
（運動，美術，歌）
週3日
（ヨガ等）
自主活動
食事会
（地域の独居者と交流）
季節行事
（キムチ作りなど）
家庭菜園・園芸・遠足
ポップアップアート製作
・日本語教室
パソコン教室・
サイクリング会
̶ 誕生日会・外食会 ̶
食事 毎日 毎日 毎日 月～土曜日 週3日 毎日 月～土曜日（冬季休み）毎日
建
築
築年 2012年 1969年 1967年 1991年 2002年 1995年 2002年 2010年
面積 144.48㎡ 134.11㎡ 71.97㎡ 165㎡ 230.4㎡ 259㎡ 343.18㎡ 147㎡
併設 公共施設等 無し 無し アパートの公園 無し アパート共用施設 アパート共用施設 アパート住戸
新築/改修 新築 改修（住宅） 改修（住宅） 新築 新築 新築 新築 改修（集合住宅）
上足/下足 上足 上足 上足 上足 上足 上足 上足 上足
表 13．調査対象施設の概要
図 10．活動の流れと滞在人数
S
B
敬
老
堂
平面図 エリア 設え・機能 活動の流れ 累計滞在人数
時刻当り
最大 備考
A1．
女性用居間椅子
椅子・ソファ
が並ぶ
21人 歌の時間に最大
A2．
女性用居間床面
フローリング 16人 食事，歌と体操
の時間に最大
B．
台所
調理・配膳 4人 食事の時間に最
大
C．
事務室
1人用の机と
椅子
1人 1名が連続して
書道に利用
D．
男性用居間北側
複数の机と椅
子
2人 男性が滞在
E．
男性用居間南側
椅子・ソファ
が並ぶ
18人 おやつの時間に
最大
1）11：00～15：30　2）講師2名，アート製作会社職員1名 　3）体操，ポップアップアート(PPA)製作，歌A)製作，歌 総累計滞在者数：309人
G
V
敬
老
堂
平面図 エリア 設え・機能 活動の流れ 累計滞在人数
時刻当り
最大 備考
A．
男性用居間北側
事務・会議用
の机
5人 帰宅前の会議時
に最大
B．
男性用居間南側
卓球台・
TV・将棋
7人 男性が集うが一
時女性も滞在
C．
共用居間北側
自販機 4人 おやつの時間に
最大
D．
共用居間南側
椅子・ソファ
が並ぶ
4人 帰宅前に最大，
少人数の利用
E1．
女性用居間椅子
椅子・ソファ
が並ぶ
20人 歌教室の時間に
最大
E2．
女性用居間床面
フローリング 28人 食事の時間に最
大
F．
台所
調理・配膳 4人 食後の片付け時
に最大
1）11：30～16：30　　2）講師2名，大韓老人会職員1名　　3）歌 総累計滞在者数：469人
S
A
敬
老
堂
平面図 エリア 設え・機能 活動の流れ 累計滞在人数
時刻当り
最大 備考
A．
台所
調理・配膳 4人 昼食準備時に最
大
B．
居間1
フローリン
グ，台所隣接
9人 おやつの時間に
最大
C．
居間2
フローリング 9人 来客（打ち合わ
せ）時に最大
D．
事務室
事務作業用の
机
1人 作業時に閉め
切って利用
1）11：30～16：00　　2）大韓老人会職員1名　　3）無し 総累計滞在者数：129人
C
I
敬
老
堂
平面図 エリア 設え・機能 活動の流れ 累計滞在人数
時刻当り
最大 備考
A．
共用居間西側
会長や総務の
指定席・TV
8人 プログラム時男
性が座る
B．
共用居間東側
床面と椅子，
台所隣接
23人 女性利用者の居
場所
C．
台所
調理・配膳 3人 おやつの準備に
使用
D．
予備室
座卓 4人 男性だけのおや
つ時に最大
1）14：00～16：00　　2）講師2名　　3）笑いセラピー（音楽に合わせた体操） 総累計滞在者数：197人
凡例
11 12 13 14 15
12 13 14 15 16 
12 13 14 15 16
14 14:30 15 15:30 16（時）
書道
1階
A
B
C
D
2m 4m
2m 4mA
B
C
D
5m 10m
A
C
E2
E1
D
B
F
2m 4m
A1
A2
 B
 C  D
 E
0 20 40 60 80 100 120 
0 40 80 120 160 200 240 
0 10 20 30 40 50 60 70 
0 20 40 60 80 100 120 
プログラム活動 食事・おやつ その他 1）調査時間　2）外来者　3）プログラム活動内容（自主プログラム含む）自由・個別活動 調理・片付け
体操
体操
歌
歌
PA PA PA
歌
歌
PA製作会社
職員訪問
おやつ・
帰宅準備
帰宅準備
事務作業
コーヒータイム
大韓老人会職員訪問
運営の相談
食事とおやつが続く
会議
歌
歌
女性が卓球を
しに来る
事務作業
おやつ・
帰宅準備
昼寝
花札
花札
笑いセラピー
笑いセラピー
帰宅準備会長に相談
講師帰宅準備 おやつ（男性）
おやつ（女性）
（時）
（時）
（時）
食事とおやつが続く
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活動と居場所の選択肢
SB敬老堂　歌教室の様子 GV敬老堂　食後の様子 SA敬老堂　食後の様子
女性用居間では大多数の利用者が歌教室に参加
する．一方，歌教室に不参加の方々は，隣室で
それぞれに自由な活動を行う．
女性用居間のソファで昼寝する方もいるが，中
央のフロアでは花札が盛り上がる．数名はその
集団から離れ，共用居間で静かに会話をする．
1人の女性が奥の居間で昼寝をするが，中央の
居間との間の戸を開け放ち，花札をするグルー
プの気配を感じられる状態で眠る．
食事・おやつによる交流
GV敬老堂　昼食の様子 SA敬老堂　おやつの様子 CI敬老堂　おやつの様子
女性用居間がに座卓を出して，来客・男性も一
緒に食事をとる．数名の女性が2ヶ所で配膳を
担当する．椅子座で食べる方もみられた．
利用者の1人が買ってきたおやつを配るついで
に，総務担当者が新たな運動サービスへの説明
をし，参加希望の確認をとって回る．
女性達は共用居間でナッツを食べる．比較的若
い方が他の方のために殻割りや片付けをする．
男性たちは予備室に集まって酒を酌み交わす．
プログラムへの参加度・身体機能に応じた居場所
SB敬老堂　体操教室の様子 GV敬老堂　歌教室の様子 CI敬老堂　笑いセラピーの様子
講師を囲み，中央の床面がメインステージのよ
うになるが，椅子に座っての参加や，昼食の支
度をしながらの参加もみられる．
フロアで踊る方から，ソファに座って手拍子す
る方，やや離れてうたた寝しながら参加する方
もみられる．
全身を動かす方は講師側に座り，手の振りのみ
で参加する方は壁や椅子にもたれる．会長・総
務は指定席で講師を補佐しながら参加．
〈凡例〉凡例
食事準備を
しながら体操
椅子に座って体操
床に座って体操
会
話
うたた寝
会話 手拍子
歌い踊る
手拍子
講師を補佐
しながら参加
歌いながら体操
全身を動かす
手の動き
だけ参加
手の動き
だけ参加
おかずを配る
ごはんを配る
床座で食事
椅子座で食事
床座で食事
床座で食事
食器を運ぶ
来客と食事
花札とおやつプログラムの説明
おやつを分ける
おやつを運ぶ
おやつを配る
殻をむく
酒とおやつ
ゴミを集める
おやつ・会話
おやつ・会話
将
棋
を
指
す
卓
球
昼寝
会話
花札・会話
会話
お茶をいれる
花札眠る
男性利用者 女性利用者 その他（講師・大韓老人会職員） 会話や交流がみられた集団
食事の片付け
新聞を読む うたた寝
くつろぐ ポップアップアート
製作の準備
手拍子と合いの手
歌教室
図 11．特徴的な場面の抽出
男性用居間で行われ，活動内容に合わせて空間が設えられていた．
6.3　特徴的な場面の抽出（図 11）
6.3.1　プログラムへの参加度・身体機能に応じた居場所　SB,GV,CI
では，同じ空間でプログラムに参加しながらも，参加の度合いや身
体機能に応じて居場所を選択している様子が観察された．中央の床
面がステージのように使用され，全身を動かす方は床座で参加する．
一方，あまり体を動かさない方等は，椅子座や壁にもたれて参加し
ていた．GV では，講師に近い居場所から順に，踊る，手拍子，見る，
眠るといった段階的な参加の形式がみられた．
6.3.2　食事・おやつによる交流　各施設で，食事やおやつをきっか
けとした交流や「してあげる」「してもらう」という関係性が観察さ
れた．GV では，数名の女性が居間で配膳を担当していた．特に高齢
の利用者は，ソファに座って，床座のグループと共に食事をしなが
ら，配膳・下膳は他の利用者を頼っていた．SA,CI では，利用者の 1
人が持ってきたおやつを数名の方が配り，皮むきや片付けなど，他
の利用者のために世話をしている様子が観察された．また，SA では，
おやつの時間が総務担当者から他の利用者への連絡の時間にもなっ
ており，交流だけでなく運営の面でも意味をもっていた．
6.3.3　活動と居場所の選択肢　各施設の観察から，複数の室と，そ
れらの分節の仕方により，活動に応じた居場所の選択がみられた．
SB では，ポップアップアート製作時に１人の男性が事務室を閉め
切って個別活動をし，その他の不参加者はドアを開けて作業の様子
を伺いながら隣室に滞在していた．GV では，食後に多くの女性利用
者が花札で盛り上がると，同じ空間でも離れた場所ではそれに参加
せず午睡をする方が数名みられ，静かに会話したい方は隣室に移動
する様子がみられた．また，SA では，食後に 1 人の利用者が午睡を
始めたが，隣室とのドアを開け放ち他の利用者の様子が見える位置
を選んで眠る様子が観察された．
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図 12．自立高齢者支援施設の空間構成ダイヤグラム
表 14．自立高齢者支援施設の整備・計画上の留意点
3）既に一部で行われている「地域施設の中に高齢者が安心して利
用できる場を設える」という形式が有用であると考えられる．また，
多様な活動や交流に応じたプログラムや空間・設えが求められる．
4）既存施設においても負担の大きい浴室に関しては，一部施設への
集約化等が必要と考えられる．運営では，既に進みつつある民営化
の中でも，地域への密着性・ニーズ把握等の面から，利用者自身や
地域住民による組織による運営の推進が望ましいと考えられる．
7.2.2　空間構成　小規模な空間で多様な活動を行うため，専有部分
は上足の設えが望ましい．そのため，玄関の周囲に手押し車等を置
く場所と，他者と一緒に靴・上着の着脱ができ，情報拠点にもなるゆっ
たりとしたホール空間が必要である．また，活動室は，活動の規模・
内容・参加 / 不参加に応じた空間選択を可能とする為，2 室に分けら
れる続き間が望ましい．家具は利用者自身が動かせる軽量なものと
し，椅子座に対応した設えが求められる．加えて，事務作業や個別
活動のための独立性をもつ空間が他の室とは別に求められる．
7.4　まとめ　今後の自立高齢者支援施設の１つのあり方は，「高齢
者自身が主体的に利用できる拠点を地域ごとにつくる」ことである
といえる．敬老堂では，高齢者は多様な主体からのサービスを受け
るだけでなく，時には互いが支援者でもあった．必要な支援を受け
ながら，自分の能力を活かして役割を発揮する場が身近な地域に存
在することが，高齢期の元気な地域生活の継続につながると考えら
れる．また，小規模な空間でも，利用者自身が工夫することで多様
な活動が可能であることも，敬老堂から得られた示唆である．
　本研究に不足する点として，1）東京都の基礎自治体へのヒアリン
グ調査，2）東京都の既存施設の運営・利用実態把握，3）敬老堂の
季節別実態観察調査　4）敬老堂の各利用者の属性調査　5）敬老堂
整備状況の追跡　等があげられる．今後の課題としたい．
第 7 章　総括
7.1　東京都とソウル市の比較　
7.1.1　施策　東京都における自立高齢者支援施設に関する施策は，
基礎自治体ごとの独自性が高く，施設の種類やその位置づけも多様
であった．そのため，自立高齢者支援環境には地域により差がある
ことが把握された．また，利用者・地域住民参加の運営や，地域ご
との点整備を検討する自治体が複数存在することも明らかとなった．
　一方で，ソウル市では敬老堂が普及しており，自治区独自の施設
や施策は少ない．全市的な自立高齢者支援としては，集約された拠
点の必要性が認識され，今後は極めて地域に密着した敬老堂だけで
なく，自治区に数カ所の小規模老人福祉館の整備をはじめていた．
7.1.2　整備状況・施設特性　東京都では，自治体ごとの施策に基
づく多様な施設が整備されていたが，ほぼ全てが公設であった．ま
た，老人福祉センター・老人憩の家の配置等に関する明確な規定が
ないため，法整備等を契機とした施設の急増がみられた時期はない．
2000 年以降は自治体独自の施設の伸びが顕著であり，この背景とし
て，介護予防が重要視されるようになったことがあげられる．施設
特性としては，入浴が一般的な機能であることが把握された．
　ソウル市では，3,000 以上の敬老堂のうち約 7 割が私設であり，
多くの私立の施設を公共が管轄している点が特徴である．また，敬
老堂は自然発生的にできた空間を制度化したことにより一気に整備
が進んだ．更に，韓国ではニュータウン開発等が盛んになった時期
と高齢化の加速が顕著になった時期がいずれも 90 年代であり，こ
れに合わせて施設数が急増したと考えられる．敬老堂の施設特性と
しては，住宅レベルの規模・設備であり，食料支援もあることから，
食事・調理が一般的な機能であることが明らかとなった．
7.1.3　相互の示唆点　東京都では，地域のコミュニティ施設との併
設が多くみられた．敬老堂の課題点として閉塞化があげられていた
ことから，公共施設と併設することで，より開かれた施設運営につ
ながると考えられる．また，東京では介護保険適応の福祉施設併設
型も一定数みられ，ケアが必要になっても同じ拠点を利用できる点
は，今後高齢化が進むソウルにおいても応用できると考えられる．
　ソウル市の敬老堂では，行政が高齢者の地域での居場所・役割の
重要性を認識し，信頼して運営を任せている点から学ぶことは大き
い．また，任せるだけでなく，多様な主体からの支援体制を構築し，
任せる部分（日常の運営）と管理する部分（施設整備・会計監査・
検診等）のバランスをとって運用している点は参考にすべきである．
7.2　今後の自立高齢者支援施設整備に関する考察　東京都の現状把
握，ソウル市の敬老堂から得られた示唆に基づき，自立高齢者を支
援する機能を持つ地域に密着した施設の計画に関する提案・留意点
を表 14 に，空間構成ダイヤグラムを図 12 に示す．
7.2.1　留意点　以下で表 14 の項目ごとに留意点を述べる．
1）敬老堂の利用者自治の背景には，区や大韓老人会による支援体制
があった．利用者参画のためには，公的な機関による相談や必要に
応じた支援が必要である．既に東京都の一部の区で行われている，「講
習修了者による自主教室」などの育成活動も有用である．
2）日常的に通いやすい場で保健サービスを集約することで，検診等
の参加しやすさが向上する．また，敬老堂では食事が相互支援・交
流の重要な機能となっていた．簡易な給湯や調理機能の付加により，
施設内での食事を促すことが交流促進にも繋がると考えられる．
1）高齢者の能力発揮を支援する場所として：利用者参画
　運営あるいは活動の主体として，高齢者自身が参画する形式が有用である．利用者組織によ
る運営や，利用者が企画者・講師として地域に知識・能力を伝承できる活動等の導入と同時
に，必要に応じて専門性をもつ機関による指導・管理が重要である．
2）自立生活維持を支援する場所として：保健サービス，生活行為
　既に多くの施設で導入されている介護予防のプログラムに加え，認知症チェックなどの保健
サービスを当該施設を拠点として行うことで，多様化するサービスを利用者に分かりやすく提
供できる．また，入浴だけでなく，中食を促進する簡易調理・給湯等の設備により，「食事の
場」としての機能も求められる．
3）交流・地域での居場所として：多様性，分散配置
　高齢者だけの空間ではなく，地域住民にも開かれた施設であることが望ましく，地域施設と
の併設などが有用である．また，自立高齢者の能力・欲求に応え，多様な活動や居場所の選択
肢が求められる．利便性・地域密着性から配置は小学校区（800m圏内）程度が望ましく，バ
ス停等との関係性も考慮する必要がある．
4）施設の実現・持続可能性：コストの考慮
　今後の超高齢社会において，地域に密着した拠点を増やすためには低コストな整備・運営が
重要である．整備面では，200㎡以内の小規模な拠点を，既存の高齢者支援施設や学校の余裕
教室などのストックを活用して整備することが望ましい．運営面では，民営化の推進や，一部
サービスの有料化も必要であると考えられる．
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第 1 章　研究の背景と目的
１. １　研究の背景
1）日本における高齢化の現状
　今日，先進諸国を中心とした世界各国で人口の高齢化が進んでいる . その中でも，我が国は世界で
最も高齢化が進展している国である . 国勢調査によれば，日本の人口は 1970 年（高齢化率 7.1％）に「高
齢化社会」となり，1995 年（同 14.5％）に「高齢社会」となった後，2007 年（同 21.5％）には世
界に先駆けて「超高齢社会」を迎えた . その後も高齢化のスピードは留まらず，2010 年における高
齢化率は 23.0％と，およそ 4 人に 1 人が 65 歳以上という状況になっている（図 1-1-1）.　
　国立社会保障・人口問題研究所による推計では，我が国の高齢化率は，2060 年に 39.9％（2.5 人
に１人が高齢者）となることが予想されている .2010 年に最大となった総人口は，今後次第に減少傾
向となることが予想され，同時に「団塊の世代」（1947 年〜 1949 年生まれ）が高齢期を迎えること
でさらに高齢化が加速するとみられている（図 1-1-2）　.
　65 歳以上の高齢者を含む世帯の構成に着目すると，年々，「単独世帯」「夫婦のみ世帯」が増加し，
高齢者のみで構成される世帯の割合が増加していることが分かる . また，総人口の高齢化に伴い，全
世帯のうち高齢者を含む世帯の占める割合も増加し，2007 年以降，40% を超えている（図 1-1-3）.
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図 1-1-1　世界の高齢化率の推移
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図 1-1-3　日本の高齢者を含む世帯構成の推移
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作成
表 1-1-1　諸国の高齢化率倍比年数の比較
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2）　日本における自立高齢者支援
2.1）日本における「自立高齢者」とは
　我が国では，人口の高齢化が進展するにつれ，要介護者の増加や長寿化に伴う介護期間の長期化な
ど，介護ニーズは増大してきた . 一方で，核家族化や高齢者のみの世帯の増加，介護者である家族自
身の高齢化をはじめ，中心的に介護を担ってきた家族の状況も変化し，家庭内だけで介護を完結させ
ることが困難となりつつあった . このような状況から，高齢者の介護を社会全体で支える仕組みとし
て，2000 年 4 月に介護保険制度が導入された .
　介護保険制度では，65 歳以上の者を「第一号被保険者」，40 歳〜 64 歳の者のうち医療保険加入者
を「第二号被保険者」とし，被保険者からの申請に応じて，自立（非該当），要支援 1 から要介護 5
までの 8 段階に認定を行い，要支援 1 以上のいずれかに該当した者に対して介護給付等によるサービ
スを提供している文 3）. 介護保険の開始以降，要介護認定を受けていない高齢者は，公的な線引きとし
て「自立（非該当）高齢者」という位置づけとなった .
　年々要介護認定者は増加しているものの，内閣府の調査によれば，2012 年の時点で前期高齢者（65
歳〜 74 歳）は 95％以上が，後期高齢者（75 歳以上）においても 68％以上が，介護保険の要支援・
要介護認定を受けていない　「自立」の状態である（図 1-1-5）. これらの自立高齢者を要支援・要介
護状態にしないことが喫緊の課題といえる .　
　
3.0% 
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1.4% 
8.4% 
95.6% 
68.60% 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 
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（65歳～74歳） 
後期高齢者 
（75歳以上） 
要介護 要支援 自立（認定無し） 
図 1-1-4　65 歳以上の要介護認定状況（2012）
出典：内閣府．「平成 26 年度版高齢者白書（全体版）」文１）．〈http://www8.cao.
go.jp/kourei/whitepaper/w-2014/zenbun/index.html〉．（2014.10.21 閲覧）
に基づき筆者作成
第 1 章　研究の背景と目的
1.1　研究の背景
4
2.2）日本における自立高齢者をめぐる環境
　長寿化が進んだ我が国では，長い高齢期をいかに元気に過ごすかは個人単位・社会単位の双方にお
いて重要な課題である . 高齢期においては，多くの人にとって居住地域周辺での活動が生活の中心と
なる . そのため，介護の必要がない自立高齢者の元気な暮らしを支えるための地域体制の整備が重要
視され，「地域での自立高齢者の居場所づくり」の重要性が注目されている . このような自立高齢者を
支える地域施設（以下，自立高齢者支援施設）は，生きがいづくりや介護予防の点からも，高齢者の
地域継続居住のための重要な空間であることが知られている文 4）.　
　国の動向としては，2005 年の介護保険制度の改正以降介護予防の重要性が認められ，介護予防型
システムにシフトするべく「介護予防事業（地域支援事業）」が創設された . この事業では，地方自治
体が主体となり自立高齢者を要支援・要介護状態にしないための取り組みが重視されるようになった .
　厚生労働省は，2006 年 5 月より，「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉
空間整備推進交付金」を創設し，全国の市町村に対し，老人福祉センターや公民館等の改修などによ
り「介護予防拠点」を整備することを後押ししている文 5）.
　また，2011 年の介護保険制度改正では，中学校区程度の単位で住まい・医療・介護・予防・生活
支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築が推進されるようになった . このシステ
ムの中で，介護予防拠点も中学校区あたり１ヶ所程度を整備することが目標とされており，「住民運
営の通いの場の充実」が一つの目標に掲げられている . この「住民運営の通いの場」では，高齢者自
身が指導役，運営役を担う事で，生きがいの創出や活動への動機付け，持続可能性につながることを
目指している .
　これらの背景から，近年では東京都世田谷区，千葉県柏市，鹿児島県大和村などをはじめとした全
国のモデル地区となる自治体で，地域包括ケアの推進に向けた様々な個別の取り組みが行われてい
る . しかし，介護予防拠点となる住民運営による通いの場に関する具体的な整備要件に関しては，「中
学校区あたり１ヶ所程度」という配置の目安のほかにはハード・ソフトともに体系だった基準や指針
がなく，自治体に一任されているのが実情である .
　また，介護保険制度開始以前から存在する高齢者のための施設のうち，特別なケアを実施しないも
のとして，老人福祉センター（老人福祉法第 5 条の 3，1977 年各都道府県知事・各指定都市市長あ
て厚生省社会局長通達文 6）に基づく），老人憩の家（1965 年の各都道府県知事・各指定都市市長あて
厚生省社会局長通達文 7）に基づく）がある .
　老人福祉センターは，高齢者を対象としてレクリエーションや各種相談・講座を行う総合的な施設
であり，機能・規模の大きなものから特 A 型，A 型，B 型の 3 種類に分けられる . 老人憩の家は，地
域の高齢者に向けて教養の向上・レクリエーションの場を提供し，心身の健康を増進するための施設
として位置づけられている . いずれも基礎自治体の管轄する施設であり細かな活動内容は自治体ごと
に異なるが，特別なケアを行わないため，元気な高齢者が主な対象となっている施設である . これら
の施設に加え，近年ではコミュニティ施設内に高齢者のための空間を設ける等の自治体ごとに独自の
取り組みが見られ，ケアを必要としない高齢者を支援する拠点の整備は多岐にわたっているが，制度
上に位置づけられる施設・自治体独自の施設を問わず，その整備状況の詳細は明らかになっていない .
　我が国の自立高齢者支援の現状としては，自治体ごとの独自の取り組みに一任され，多様化の可能
性がある一方，具体的な指針，体系だった方向性が明らかになっていない状況にある .
第 1 章　研究の背景と目的
1.1　研究の背景
5
5%
0%
10%
15%
20%
25%
30%
35%
40%
年
1
8
5
0
1
8
6
0
1
8
7
0
1
8
8
0
1
8
9
0
1
9
0
0
1
9
1
0
1
9
2
0
1
9
3
0
1
9
4
0
1
9
5
0
1
9
6
0
1
9
7
0
1
9
8
0
1
9
9
0
2
0
0
0
2
0
1
0
2
0
2
0
2
0
3
0
2
0
4
0
2
0
5
0
2
0
6
0
2
0
7
0
2
0
8
0
2
0
9
0
2
1
0
0
高
齢
化
率
[％]
5.7 5.5 5.5 5.3 5.3 4.8 4.8 4.9
5.7
7.1
9.1
12.1
17.4
20.2
23.0
29.1
31.6
36.1
38.8
39.940.6
41.2 41.2
41.1フランス 16.8％
ドイツ 20.8％
イギリス 16.6％
イタリア 20.3％
スウェーデン 18.2％
アメリカ合衆国 13.1％
韓国 11.1％
中国 8.4％
日本（社会研推計） 23.0％*
凡例 国名 高齢化率（2010）
＊　2010年までは総務省「国勢調査」，2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口
　　（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果
出典：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」，国連「2012年改訂国連推計」
推計値実測値
図 1-1-1　世界の高齢化率の推移（再掲）
3）　韓国における高齢化の現状
　日本の隣国である韓国は，今後，我が国を上回るスピードで人口の高齢化が進むと推計されている
（図 1-1-1）.2010 年時点での高齢化率は 11％であるが，「高齢化社会（高齢化率 7%）」から「高齢社
会（高齢化率 14％）」までに要する年数（倍比年数）は 18 年と推計され，世界でも類をみない急速
な高齢化が予測される（表 1-1-1，再掲）.
　韓国の人口は，2000 年代に入ってから高齢化が急速に進み，2020 年以降は更に劇的なスピードと
なることが予想されている（図 1-1-5）. この背景には，1955 年〜 1963 年に生まれた，韓国におけ
る団塊の世代（ベビーブーマー）の存在が大きいとされる .2020 年にはベビーブーマーの第一世代で
ある 1955 年生まれの人びとが 65 歳となり高齢者の仲間入りをし，その後約 10 年間は 1 年ごとに高
齢者の人口が急増するとみられている .
　世帯主別にみた世帯構成に着目すると，65 歳以上の高齢者を世帯主とする世帯が全世帯の中で占
める割合は年々増加し，2000 年から 2014 年までの間に 11.9% から 20.1％と約 2 倍になっている（図
1-1-6）. また，世帯のタイプ別の内訳では，単独世帯の占める割合は増加傾向にあり，独居の高齢者
が増えている . 一方で，高齢者夫婦とその子どもという世帯の占める割合は低下している . 高齢者の
みの世帯の割合が顕著に増加し，高齢者の支援を社会で担う必要性が高くなっている .
出典：内閣府．「平成 26 年度版高齢者白書（全体版）」文１）．〈http://www8.cao.
go.jp/kourei/whitepaper/w-2014/zenbun/index.html〉．（2014.10.21 閲覧）
に基づき筆者作成
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国）推計人口収録サイクル 1960 〜 2060 」．情報国家統計情報ポータル（オンライン）．〈http://kosis.
kr/〉．（2014.10.21 閲覧）に基づき筆者作成
出典：韓国統計庁．「2014 年の高齢者統計」．国家統計ポータル（オン
ライン）．〈http://kostat.go.kr〉（2014.10.21 閲覧）に基づき筆者作成
図 1-1-5　韓国の人口推移
図 1-1-6　韓国の高齢者を世帯主とする世帯数推移
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表 1-1-1　諸国の高齢化率倍比年数の比較（再掲）
出典：内閣府．「平成 26 年度版高齢者白書（全体版）」文１）．〈http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2014/
zenbun/index.html〉．（2014.10.21 閲覧），韓国統計庁．「2010 年高齢者統計」文 2）．国家統計ポータル（オンライン）．〈http://
kostat.go.kr〉（2014.10.21 閲覧）に基づき筆者作成
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出典：韓国統計庁「高齢者長期療養保険統計：市町村別 / 等級別 / 資格別 / 性別判定人員（65 歳以上）」・「人口・世帯＞推計人口・
世帯＞将来人口推計＞全国（2010）＞ 家庭構成年齢別（全国）推計人口収録サイクル 1960 〜 2060」国家統計ポータル（オ
ンライン）．〈http://kostat.go.kr〉．（2014.10.21 閲覧）に基づき筆者作成
表 1-1-2　65 歳以上の長期療養等級認定状況（2013）
4）　韓国における自立高齢者支援
4.1）韓国における「自立高齢者」とは
　韓国では，人口の急速な高齢化による老人医療費支出増加に伴う健康保険の財政悪化により，新た
な社会保険制度が求められるようになった . また，伝統的な価値観から主に家庭で担われていた介護
を社会化する必要性が生じたことから，2004 年から介護保険制度の導入を検討しはじめた文 8）. その後，
先駆けて介護保険制度を導入していたドイツ・日本の制度を参照し，2008 年 7 月に「老人長期療養
保険制度（以下，長期療養保険制度）」を施行した文 9）.
　長期療養保険制度では，65 歳以上の高齢者と 65 歳未満のうち大統領令で定められた老人性疾患を
もつ者を対象とし，被保険者からの申請に応じて自立（等級外），1 〜 3 等級の 4 段階に認定を行い，
1 等級以上のいずれかに該当した者に対して保険給付等によるサービスを提供している . また，等級
認定の申請をしたものの，自立と判断された者は，その日常生活能力により等級外者 A,B,C の 3 段階
に区分している文 8）. 日本の介護保険制度制度と同様に，長期療養保険制度の開始以降，等級認定を受
けていない高齢者は，公的な線引きとして「自立（非該当）高齢者」という位置づけとなった .
　韓国統計庁によれば，2013 年における 65 歳以上の等級認定者はより重度の 1 等級が 0.5％，2 等
級が 1.1%，最も軽度な 3 等級が 4.1% であり，認定者は 65 歳以上の総人口における 5.7% ほどであ
る（表 1-1-2）. 一方，等級認定の申請をしたが自立と判断された者は，等級外 A,B,C の 3 区分合わ
せて 3.4％である . これら等級外の者と等級認定を申請していない者を合わせて，等級認定をされて
いない自立高齢者は，韓国の 65 歳以上人口の 94.2％にのぼる .
　今後の急激な高齢化に備えて，韓国では今現在は大多数を占める元気な高齢者の心身の健康状態を
維持することが重要な課題である .
　
　
等級 人数（人） 割合
1等級（重度） 32,676 0.5%
2等級（中度） 67,785 1.1%
3等級（軽度） 253,467 4.1%
自立
自立（等級外）A 83,881
94.2%
1.4%
自立（等級外）B 50,624 0.8%
自立（等級外）C 14,085 0.2%
申請無し 5,635,184 91.8%
65歳以上総人口 6,137,702 100%
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4.2）韓国における自立高齢者をめぐる環境
　韓国社会においても，介護予防の重要性は強く認識されている .2008 年の長期療養保険制度施行以
降，等級認定外の高齢者や，等級申請を行っていない高齢者に対しての介護予防をはじめとする支援
事業が実施されている .
　等級申請をしたが認定されなかった者には，支援の必要性が高いものから A，B，C に区分し，そ
れぞれに合わせた地域保健福祉事業として，保健所や社会福祉施設の各種サービスを提供している文
8）. しかし，これらの取り組みも開始からの年数が少なく，試験的な段階といえる .
　また，韓国では，長期療養保険制度施行以前から，老人福祉法（第 36 条ほか）の中に「老人余暇
福祉施設」を位置づけ，特別なケアを行わない自立高齢者向けの施設整備が行われてきた . 現在，老
人余暇福祉施設には，老人福祉館，老人教室，敬老堂（Gyonrodan）の 3 種類が存在する .
　老人福祉館は，高齢者の福祉に必要な情報とサービスを提供する総合的な拠点であり，近年は上記
の等級認定外 A，B，C の者に対する健康増進支援サービス等を実施する場所でもある . 老人教室は，
高齢者を対象とした学習プログラムを提供する空間である . これらは日本における老人福祉センター
と類似した機能をもつ施設いうことができ，専門スタッフによるサービス・支援の提供が主な役割で
ある .
　一方，敬老堂は，老人福祉法第 36 条において「地域高齢者が自律的に余暇活動を行う事ができる
空間を提供することを目的とする」と位置づけられており，利用者である高齢者自身が運営の中心を
担う，韓国独自の施設形態である .1980 年代に法律に位置づけられる以前から存在したとされ，法定
高齢者施設の中でも最も施設数が多く , 韓国保健福祉部によれば，2013 年時点で全国に 63,251 施設
が整備されている . また，実際の敬老堂では , 余暇活動だけでなく , 巡回する支援員による健康相談
などの活動や , 施設内で昼食をとり，お茶をすることが一般的である（写真 1-1-1，写真 1-1-2）. 高
齢者の約 4 割が参加しているとされる文 11）敬老堂は，韓国の高齢者にとっては身近な地域の居場所で
あり , 韓国独自の自立高齢者のための余暇・支援施設であるといえる .
　近年では，韓国国内で最も普及した自立高齢者支援の拠点として，利用者の求めに応じた巡回の健
康講座などのプログラムを導入し，利用者の自主的な活動に加えた専門的なアプローチを行う活性化
事業も実施されている文 10）.
　また，敬老堂の特徴である，公共施設であるための安さ，施設数の多さによる身近さ，利用者主体
の運営・活動による楽しさは，日本における介護予防・高齢者支援への示唆となるとして着目されて
いる文 11）.
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写真 1-1-1　巡回プログラムによる健康体操の様子 写真 1-1-2　利用者同士でもてなすお茶の時間の様子
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5）　日韓における自立高齢者をめぐる環境
　ここで，日韓における自立高齢者をめぐる環境をまとめる .
　我が国は，世界的に史上経験したことのない超高齢社会におかれ，3 年ごとに見直される介護保険
制度をはじめとした様々な制度・サービスを確立してきた .
　その経緯の中で，2000 年の介護保険制度開始に伴い，要介護度の認定が行われることによって「自
立高齢者（要介護認定非該当高齢者）」の概念がうまれた .2005 年の介護保険改正により，自立高齢
者の心身の状態の維持・向上をはかる介護予防の重要性が改めて認知された .
　近年では，地域ごとに介護予防拠点を整備し，地域住民や高齢者自身が主体的な役割を担う高齢者
の居場所づくりが求められ，国からの助成金制度も整備された . 実際には，介護保険制度導入以前か
ら制度の中に位置づけられていた老人憩の家や老人福祉センターに加え，基礎自治体が独自に整備す
るコミュニティセンターなどの施設を含めた多様な取り組みがあるものの，その計画・運用は基礎自
治体に一任されており，具体的な提言・指針は見出されていない .
　韓国では，現状の高齢化率は高くないものの，数年後には世界最速のペースでの高齢化が進むとみ
られており，日本の制度を参照した長期療養保険制度を設立した . この制度に基づいたサービスは来
たる高齢化社会に向けた発展段階という見方もある .
　一方，韓国では長期療養保険制度開始以前から存在する，利用者の自治による「敬老堂」という独
自の法定施設が全国的に普及しており，自立高齢者の地域の居場所として認知されていた . 近年では
自主的な活動に留まらず，自立高齢者向けの支援拠点として活用されており，介護予防の拠点として
の可能性も指摘されている .
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6）既往研究の到達点・未到達点
6.1）日本における自立高齢者向け施設に関する既往研究
　自立高齢者を支援する施設の計画に関する既往研究は , 事例研究が数多くみられる .  
　
　鄭ら (2006)文 4）は , 多摩市の「いきがいデイサービス」実施施設の平面計画 , 運営・利用様態等を分
析した．その結果，いきがいデイサ ービスが利用者にとっていきがい・自己実現の場であると同時に ,
日常生活の延長であり , 地域社会での居場所であることを明らかにした．また，高齢者の地域での自
立生活を支えるためには , より柔軟な仕組みをもった地域密着型の居場所づくりが求められると考察
した .
　田中ら (2002) 文 12）は , 多摩市のコミュニティセンター内の高齢者スペースの平面計画 , 利用実態 ,
利用者属性等を分析し , 生活行為に関わるサービスと高齢者専用のフリースペースの組み合わせが利
用しやすさにつながること , 利用圏域は小学校区を基本に , 各館の特徴に合わせた利用館の選択があ
ることを明らかにした .
　今井・伊東ら (2005)文 13），文 14）は , 大阪府の「街かどデイハウス支援 事業」に着目し , 事業に利用し
ている建物の特徴 , 活動・利用者の実態について分析を行い , 街かどデイハウスが利用者の生活の中
で重要な位置を占めており , 食事空間としての利用が中心となっていることを明らかにした .
　山部・管野ら (2006) 文 15），文 16）は , 板橋区内の老人憩の家・老人福祉センターに関する区民・施設利
用者へのアンケート調査と利用実態の分析を行った . その結果，施設数の多い老人憩の家がより地域
に密着した拠点であり , 両施設のネットワークの構築の必要性を述た . また，これらの施設は，ハード・
ソフト面共に高齢者の多様なニーズに応える必要があること，地域住民のふれあいの場・知識の伝承
の場として機能させ，地域の活性化につなげることが期待されることを明らかにした .
　篠田ら（2005）文 17）は，千代田区神田の高齢者センター（老人福祉センター）の利用実態調査，長
寿会へのヒアリング調査・COE 神田拠点での活動を行った . その結果，高齢者のコミュニティ施設に
は月曜から日曜までの利用ニーズがあること，家具の配置や設えがグループ形成に影響を与えること，
地域に高齢者の集まれる自宅以外の居場所の必要があり，神田地域では空きビルの 1 階を利用した地
域密着の分散型施設に期待がもたれることなどを明らかにした .
 　西野ら（2004）文 18）は，要介護認定によらない利用者設定を行う東京都 M 市独自のミニデイサー
ビス T.H. を実施する複数の施設に着目し，心身が自立した高齢者が主な利用者である施設の活動場
面の分析を行った .「場を共有しながら別々の活動をする」という小規模な空間のミニデイ T.H. 特有
の空間利用法を見出し , この空間利用方法を，個々の居場所を保証しつつ，通所施設の本質的意義で
ある「社会的な接触の場」としても機能する重要なあり方の一つであると位置づけた .
　これらの研究は，いずれも事例的な研究に留まり，建築計画の立場から以下の点について明らかに
している研究は未だにない .
　・自立高齢者を対象とした多様な施設の面的な整備状況の把握（量的調査）
　・自立高齢者を対象とした施設に関する施策の整理
　・自立高齢者を支援する機能をもつ，地域住民が運営する高齢者の居場所の計画に関する具体的な
指針，提案
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6.2）敬老堂に関する既往研究
　 日本において , 敬老堂に関する既往研究は , 建築計画 及び社会保障・福祉の分野においていくつか
みられる .  
　古賀ら (2006) 文 19）は都市部と郡部の施設計画の比較を行い , 都市部では敬老堂単体の計画が多く郡
部は自治 会館との併設が多いこと , 都市部と郡部では利用の動機が違い , 計画上の留意点も異なるこ
とを明らかにした .
　斎藤ら (2007)文 11）は敬老堂での活動や参加状況を調査し , 利用者参加型の運営 , 昼食の提供 ,「安く
て近くて楽しい」等の敬老堂のもつ特徴を日本の施設 への示唆として提案している .
　朴ら (2007)文 20）は , 老人福祉会館併設型の敬老堂に関する分析から福祉会館と敬老堂の連携が重要
なことを明らかにした . 
　平井ら（2008）文 21）は，敬老堂をモデルとした介護予防モデル事業として，敬老堂の特徴である「ア
クセスのしやすさ｣ , ｢住民主体による運営と行政による支援の体制｣ を取り入れたサロンを愛知県武
豊町で実施した．その結果，従来の介護予防事業に比べ多くの参加があり， 高齢者が能力を発揮でき
る機会をつくっている点が認められたことを報告した .
　しかしながら，建築学の立場からの研究は数少なく，特に，長期療養保険制度開始以降の状況を報
告した研究はない . 既往研究の未到達点として，以下の点があげられる .
　・敬老堂の面的な整備状況の把握（量的調査）
　・個別の施設の 1 日を通じた詳細な利用，運営の実態把握（質的調査）
　・敬老堂に対する施策，自治体等の取り組みの整理
　・利用者，支援者の多面的な立場からの施設の利用，運営の実態把握
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1.2　研究の目的と方法
1）研究の目的
　 本研究では，韓国独自の自立高齢者支援施設である「敬老堂」に着目し，日韓の首都である東京都
（島嶼部を除く，以下東京都）とソウル特別市（以下，ソウル市）を研究対象地域とする .
　本研究の目的は，東京における自立高齢者支援施設の位置づけ・整備状況を踏まえた上で，ソウル
における敬老堂の整備状況と利用・運営の実態を分析することで，自立高齢者を支援する機能をもつ
地域に密着した施設を計画するための基礎的な知見を得ることである .
　具体的な研究課題を以下に示す .
（1）東京都における自立高齢者支援施設に関する施策・整備状況を把握し，その位置づけを明らかに
すること .
（2）ソウル市における敬老堂に関する施策・整備状況を明らかにし，その位置づけを明らかにすること .
（3）ソウル市における敬老堂の，運営・利用の実態を把握し，自立高齢者の居場所としての有用性を
示すこと .
2）研究の社会的意義と新規性
　本研究では，地域に密着した自立高齢者支援施設の計画に関する留意点・提言を示すことで，今後
の自立高齢者支援・介護予防の取り組みの発展に寄与する．
　
　また，本研究の新規性は以下の 3 点である．
①韓国の独自施設である敬老堂の歴史的経緯や制度，ソウル市における今日的な取り組みの状況を体
系的に示す．
②東京都・ソウル市の現在の自立高齢者支援の施策・整備状況についての横断的な調査を行い，それ
ぞれの優れた点を抽出し，相互に示唆となる点について示す．
③ソウル市の敬老堂について，市全域の施策・整備状況などの巨視的観点から，個別の施設における
活動場面や設えの使われ方などの微視的観点までの幅広い視点での分析を行い，その実態を明らかに
する．
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3）研究の構成
　本研究のフローを図 1-2-1 に示す .
　本研究は，全 7 章から構成される .
　第 1 章では，研究の背景と目的，調査対象地域の概要について述べる .
　第 2 章では，資料収集調査から，日本における自立高齢者支援施設の制度による類型と，韓国にお
ける自立高齢者支援施設の制度による類型及び敬老堂の歴史的経緯について述べる .
　第 3 章では，資料収集調査・アンケート調査から，東京都における自立高齢者支援施設に関する自
治体ごとの施策と全体の整備状況を明らかにする .
　第 4 章では，既往研究のレビューから，東京都における自立高齢者支援施設の運営・利用の実態に
関する知見を整理する .
　第 5 章では，資料収集調査・ヒアリング調査から，ソウル市における敬老堂に関する施策と全体の
整備状況を明らかにする .
　第 6 章では，訪問ヒアリング調査及び観察調査から，ソウル市における敬老堂の一日を通じた運営・
利用の実態とプログラム活動の特徴を明らかにする .
　第 7 章では，これらの調査から得られた知見をまとめ，総括を行う .
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第1章　研究の背景と目的
研究の背景 研究の目的と方法
・日本における高齢化・自立高齢者支援
・韓国における高齢化・自立高齢者支援
・既往研究の到達点・未到達点
・研究の目的
・研究の構成
・用語の定義
・東京都の概要
・ソウル市の概要
第7章　総括
自立高齢者を支援する機能をもつ
地域に密着した施設の計画に関する基礎的な知見
第3章　東京都における
自立高齢者支援施設に関する施策・整備状況
資料収集調査
53自治体における自立高齢者支援施設に関する施策
・自治体ごとの自立高齢者支援施設の整備・運営施策
・自治体の計画上における自立高齢者支援施設の位置づけ
53自治体における自立高齢者支援施設の整備状況
・自治体ごとの自立高齢者支援施設の整備状況
・項目別にみた自立高齢者支援施設の整備状況
東京都における
自立高齢者支援施設の運営・利用に関する既往研究レビュー
・老人福祉センターに関する研究
・老人福祉センター，老人憩の家に関する研究
・いきがいデイサービスセンターに関する研究
・ミニデイサービス施設に関する研究
・コミュニティセンター内の高齢者スペースに関する研究
資料収集調査
資料収集調査
アンケート調査
第5章　ソウル市における
敬老堂に関する施策・整備状況
訪問ヒアリング調査
各主体の敬老堂に関する施策・業務
・各行政機関と大韓老人会が敬老堂に担う役割と施策
各自治区における自立高齢者支援施設の整備状況
・自治区ごとの敬老堂の整備状況
・項目別にみた敬老堂の整備状況
資料収集調査
第6章　ソウル市における
敬老堂の運営・利用実態
訪問ヒアリング調査
ソウル市における敬老堂の計画・運営の動向
・ソウル市における敬老堂の施設形態による類型化
ソウル市における敬老堂の運営・利用の実態
・ヒアリング調査による運営・利用の実態把握
・利用者観察調査による空間利用の実態把握
訪問ヒアリング調査観察調査
第2章　日韓における自立高齢者支援施設の概況
日本における自立高齢者支援施設 韓国における自立高齢者支援施設
・制度上の位置づけ
・自立高齢者支援施設の類型
・制度上の位置づけ
・自立高齢者支援施設の類型
・敬老堂の歴史的経緯
資料収集調査 資料収集調査 ヒアリング調査
第4章　東京都における
自立高齢者支援施設の運営・利用に関する既往研究
図 1-2-1　研究のフロー
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対象地 東京都（島嶼部除く） ソウル特別市
人口 13,174,703人 10,383,651人
面積 1,785.89㎢ 605.21㎢
人口密度（人/㎢） 7377.11人/㎢ 17157.10人/㎢
高齢者人口（人） 2,826,906人 1,193,827人
高齢化率 21.46% 11.50%
基礎自治体数 53カ所（23区26市3町1村） 25カ所（25自治区）
3）研究対象地域の概要
　本研究では，日韓の首都である東京都とソウル市を対象地域とする .
　ただし，東京都では，アクセス性・生活環境等の特殊性から島嶼部は除くものとし，今後特に注釈
が無い場合，本研究における「東京都」とは東京都の島嶼部を除く地域を指すものとする .
　
　対象地域の概要を表 1-2-1 に，それぞれの基礎自治体別の高齢化率を図 1-2-2, 図 1-2-3 に示す .
出典：東京都「都内市区町村マップ」〈http://www.metro.tokyo.jp/〉（2014.11.4 閲覧），ソウル市．「ソ
ウル統計年報＞土地と気候＞行政区域（区別）」．ソウル統計情報システム（オンライン）．〈http://stat.
seoul.go.kr/〉（2014.11.4 閲覧），東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別）
/ 平成 26 年 1 月」　に基づき筆者作成
表 1-2-1　調査対象地域の概要
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16%
17%
19%
20%
21%
22%
23%
24%
25%
26%
31%
45%
0
N
5 10km
0
N
5 10km
9%
10%
11%
12%
13%
14%
15%
鍾路区
中区
龍山区
城東区
広津区
東大門区
中浪区城北区
江北区
道峰区
蘆原区
恩平区
西大門区
麻浦区
陽川区
江西区
九老区
衿川区
永登浦区
銅雀区
冠岳区
瑞草区
江南区
松坡区
江東区
出典：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（町
丁別・年齢別）/ 平成 26 年 1 月」に基づき筆者作成
出典：ソウル市．「人口構造（高齢者の現状）　2014 年
2/4半期」．ソウル統計情報システム（オンライン）．〈http://
stat.seoul.go.kr/〉（2014.11.4 閲覧）に基づき筆者作成
図 1-2-2　東京都の基礎自治体別高齢化率（2014）
図 1-2-3　ソウル市の自治区別高齢化率（2014）
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4）　調査対象・用語の定義
4.1）　「自立高齢者」
　本来．「自立」という語には多様な意味が含まれるが，本研究で用いる「自立高齢者」は，介護の
必要性を基準として，以下の定義に当てはまる者とする .
　
　・自立高齢者：日本の介護保険制度または韓国の長期療養保険制度において，要支援・要介護また
は等級の認定を受けていない 65 歳以上の者 .
4.2）「自立高齢者支援施設」
　本研究で用いる「自立高齢者支援施設」とは，介護保険制度・長期療養保険制度によらない，自立
高齢者を主な対象とした地域に密着した施設であり，交流・レクリエーション等の余暇活動や生活支
援・講座・相談等の支援やサービスが受けられるものとする．具体的には，以下の 3 つの条件を満た
すものとする .
（1）設立の主な目的が，高齢者のための余暇・支援活動の提供及び活動のための空間の提供であり，
営利目的でないこと . その空間提供は一時的なものではなく，固有の拠点として確立されているもの
とする .
（2）設立・運営の主体に関わらず，基礎自治体が管轄すること .
（3）介護保険制度・長期療養保険制度の適用がなく，主な利用対象者を自立高齢者とすること .　
　よって，地域のコミュニティ施設の集会室等の利用者の制限が全くない施設や，コミュニティカフェ
等の店舗，固有の拠点ではないサロン活動の場は，実態的には自立高齢者を支える空間となっている
可能性はあるものの，上記の定義により，本研究では直接の調査対象に含まない .
第 1 章　研究の背景と目的
1.2　研究の目的と方法
19
4.3）　「自助」「互助」「共助」「公助」
　本研究では，厚生労働省「地域包括ケア研究会 報告書〜今後の検討のための論点整理〜」文 22）を引
用し，「自助」「互助」「共助」「公助」を以下の定義で用いることとする .
・自助：自ら働いて，又は自らの年金収入等により，自らの生活を支え，自らの健康は自ら維持すること .
・互助：インフォーマルな相互扶助，例えば，近隣の助け合いやボランティア等 .
・共助：社会保険のような制度化された相互扶助 .
・公助：自助・互助・共助では対応できない困窮等の状況に対し，所得や生活水準・家庭状況等の受
給要件を定めた上で必要な生活保障を行う社会福祉等 .
　　　　　　　　　　　  第 2 章　
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第 2 章　日本・韓国における自立高齢者支援施設の概況
2.1　本章の目的と概要
1）目的
　本章の目的は，以下の 2 点である．
　・日本・韓国における自立高齢者支援施設の概況を把握し，その類似点，相違点を分析すること．
　・韓国独自の施設である「敬老堂」の歴史的経緯を整理し，その成り立ち・変遷を社会的背景を踏
まえた上で明らかにすること．
　本章の各節の具体的な課題を以下に示す．
　2.2 では，資料収集調査に基づき，日本における概況として，全国的な制度に基づく高齢者支援施
設の概要を把握した上で，今日的な自立高齢者支援施設の類型をレビューする．
　2.3 では，資料収集調査に基づき，韓国における概況として，老人福祉法に基づく高齢者支援施設
の概要を把握し，資料収集調査及びソウル市職員へのヒアリング調査に基づき，韓国における自立高
齢者支援施設の今日的な類型をレビューする．
　
　2.4 では，資料収集調査とソウル市職員へのヒアリング調査・資料収集に基づき，ソウル市による
敬老堂活性化事業の資料文 10）及び조소영（Cho So-Young）の敬老堂に関する 2 つの先行研究文 23），文 24）
を引用しながら，敬老堂の成り立ちから今日的状況や今後の展望に関して，歴史的な経緯を踏まえて
レビューする．
　2.5 では，第 2 節から第 4 節までの内容を踏まえ，本章で得られた知見を整理する．
2）調査の概要
　本章で行ったヒアリング調査の概要を表 2-1-1 に示す．
対象 内容 調査日 担当者
ソウル特別市 ヒアリング・資料収集
2013.9.16
2014.8.20
ソウル市庁　高齢者福祉課チーム長，職員
表 2-1-1　ヒアリング調査の概要
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2.2　日本における自立高齢者支援施設の概況
1）高齢者支援施設の類型
　今日，我が国では多種多様な高齢者支援施設が整備されている．表 2-2-1 に，老人福祉法または厚
生労働省（旧厚生省）による通知に基づく，全国的な制度に位置づけられた高齢者向けの施設・住宅
を表す．
　
　2000 年の介護保険制度施行以来，同制度に基づいた施設の整備が進んでおり，多種多様な事業主
体から要介護者向けのサービスが提供されている．
　また，2011 年の高齢者住まい法の改正等により，居住施設・住宅のうち，健康型・住宅型有料老人ホー
ム，シルバーハウジング，サービス付き高齢者向け住宅など，生活支援サービスが利用できる住宅が
制度化された．これらの住宅は，要介護ではないものの，生活が不安になりつつある高齢者を主な対
象として広がりつつある．
　一方，地域に住む高齢者を主な対象とする通所施設は，老人福祉法に基づく「老人福祉センター」と，
各都道府県知事あて厚生省社会局長通知に基づく「老人憩の家」の 2 種類である．これらは介護保険
の適応がなく，医療・介護などの特別なサービスは実施されない施設である．要介護高齢者のための
通所施設はデイサービスセンター等があることから，実質的に自立高齢者が主な対象となっている．
出典：厚生労働省老健局総務課　．「公的介護保険制度の現状と今後の役割　平成 25 年度」文 3）．厚生労働省（オンライン）．〈http://www.mhlw.
go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/gaiyo/dl/hoken.pdf〉（2014．10．21 閲覧），独立行政法人福祉医療機構．「高齢
者福祉 ＞ 制度解説・ハンドブック ＞ サービス一覧／サービス紹介」．独立行政法人福祉医療機構（オンライン）．〈http://hp.wam.go.jp/〉．（2014.11.25
閲覧）に基づき筆者作成
表 2-2-1　制度に基づく日本の高齢者支援施設
施設区分 施設名称 介護保険 主な利用対象
居住施設
介護保険施設
介護療養型医療施設 ○ 医療・介護が必要な高齢者
介護老人保健施設 ○ 在宅復帰を目指す要介護高齢者
介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） ○ 要介護高齢者
その他の施設
認知症高齢者グループホーム ○ 家庭的なケアを求める認知症高齢者
養護老人ホーム 低所得で自立生活が難しい高齢者
軽費老人ホームA,B型
家族の援助がなく自立生活困難な高齢者
軽費老人ホームC型（ケアハウス）
介護付き有料老人ホーム ○ 介護・生活支援サービスを求める高齢者
健康型・住宅型有料老人ホーム
生活支援サービスを求める高齢者
住宅 高齢者住宅
シルバーハウジング
サービス付き高齢者向け住宅
高齢世帯向け公営住宅 住宅に困窮する高齢者のみの世帯
利用施設
通所・居宅
介護施設
訪問看護・介護ステーション ○ 看護・介護を必要とする在宅高齢者
通所介護（デイサービスセンター） ○ 日常生活に支障のある在宅高齢者
通所リハビリテーション（デイケアセンター） ○ リハビリを必要とする在宅高齢者
短期入所療養介護（ショートケア） ○
一時的に居宅での介護が困難な高齢者
短期入所生活介護（ショートステイ） ○
小規模多機能型居宅介護 ○ 日常生活に支障のある在宅高齢者
通所施設
老人福祉センター 地域に住む高齢者
老人憩の家 地域に住む高齢者
宿泊施設 老人休養ホーム 高齢者
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2）自立高齢者支援施設の類型
2.1）老人福祉センター
　老人福祉センター A 型（以下，老人福祉センター A），老人福祉センター B 型（以下，老人福祉センター
B）の概要を表 2-2-2 に示す．
　老人福祉センターは，老人福祉法第 5 条の 3 に基づく老人福祉施設である．その施設基準は，
1977 年の各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生省社会局長通達に記された設置運営要綱文 6）に基
づき，原則無料で，高齢者を対象とした教養講座・レクリエーション及び機能訓練や生活相談に応じ
る総合的な施設である . 規模の大きさの順に特 A 型，A 型，B 型の 3 種類にわけられる．
　厚生労働省の統計によれば，2012 年 10 月時点での全国の老人福祉センターの総数は 2,188 ヶ所
である．また，2014 年 10 月時点では，東京都内に整備されているのは A 型，B 型の 3 種類のみで
ある．
　A 型と B 型の大きな違いは要求される機能と面積である．
　要綱によれば，B 型で行われる各種相談・教養講座等の実施・老人クラブへの援助に加え，A 型で
は生業・就労支援と機能回復訓練を行うことが求められている．また，B 型でも要求されている生活
相談室・教養娯楽室等に加えて，機能回復訓練室・図書室・浴室の設置が要求されている．機能とし
ては言及が無いものの，A 型では入浴という生活行為を行えることが求められている点が特徴である．
　面積に関しては，B 型は 165㎡以上 495.5㎡未満が基準であり，A 型では 495.5㎡以上が基準となり，
B 型の配置基準として，「A 型との連携」が可能なことが求められている．
　老人福祉センターの自治体ごとの施設数・所在地は，東京都福祉保健局が一覧を作成している．
　
2.2）老人憩の家
　老人憩の家の概要を表 2-2-2 に示す．
　老人憩の家は，老人福祉法に位置づけられる老人福祉施設では無いが，1965 年の各都道府県知事・
各指定都市市長あて厚生省社会局長通達による「老人憩の家設置運営要綱」文 7）に基づき各市区町村
が設置する社会福祉施設である．教養の向上やレクリエーション等のための場を提供し , 高齢者の心
身の健康の増進を図ることを目的とする施設と定義されている．
　老人福祉センターとの最も大きな違いは，定義上，サービスを提供する施設ではなく，教養の向上
やレクリエーションのための「場の提供」に主眼がおかれている点である．
　要綱による面積の基準は 495㎡以内であり，老人福祉センター A よりは小さくすることが基準と
なっており，老人福祉センターとは異なり，原則として平屋建てという階数の指定がある．
　設備・室に関する要綱上の指定は無いが，「設計指針」として，集会室・浴室を設置することを想
定した面積や仕上げに関する言及がある．
　老人福祉センターと異なり，法律上の位置づけがない．そのため，各基礎自治体の管轄に委ねられ
ており，現状，東京都全域における老人憩の家の整備状況を明らかにする資料はない．　
第 2 章　日本・韓国における自立高齢者支援施設の概況
2.2　日本における自立高齢者支援施設の概況　
23
施設名 老人福祉センターA 老人福祉センターB 老人憩の家
根拠法等
・老人福祉法第5条の3
・「老人福祉法による老人福祉センター
の設置及び運営について」昭和52年8月
1日各都道府県知事・各指定都市市長あ
て厚生省社会局長通達別紙一「老人福祉
センター設置運営要綱」
・老人福祉法第5条の3
・「老人福祉法による老人福祉センター
の設置及び運営について」昭和52年8月
1日各都道府県知事・各指定都市市長あ
て厚生省社会局長通達別紙一「老人福祉
センター設置運営要綱」
・「老人憩の家の設置運営について」
昭和40年4月5日各都道府県知事あて厚
生省社会局長通知「老人憩の家設置運営
要綱」
利用対象 原則60歳以上
運営主体 地方公共団体又は社会福祉法人 地方公共団体又は社会福祉法人
市町村（必要があるときは、社会福祉法
人又は都道府県知事が適当と認めたもの
に委託することができる）
整備主体 各市区町村
内容・目的
（1）生活相談・健康相談
（2）生業及び就労の指導
（3）機能回復訓練の実施
（4）教養講座等の実施
（5）老人クラブに対する援助 等。
（1）各種相談
（2）教養講座等の実施
（3）老人クラブに対する援助
市町村の地域において、老人に対し、教
養の向上、レクリエーション等のための
場を与え、もつて老人の心身の健康の増
進を図ることを目的とする。
施設基準
（抜粋）
(1)　建物の構造、規模
ア　延面積は495.5㎡以上
イ　次の設備を設けなければならない。
所長室、事務室、生活相談室、健康相談
室、機能回復訓練室、集会室、教養娯楽
室、図書室、浴場、便所
(2)　立地条件
老人の利用上の便宜を図ることが可能で
あり、かつ、事業を円滑に行うことので
きる場所に設置するものとする。
(1)　建物の構造・規模
ア　延面積は165㎡以上495.5㎡未満
イ　次の設備を設けなければならない。
管理人室、生活相談室、健康相談室、教
養娯楽室、集会室、便所
(2)　立地条件
老人福祉センター(A型)との有機的な連
携及び老人の利用上の便宜を図ることが
可能であり、かつ、事業を円滑に行うこ
とのできる場所に設置するものとする。
(１)立地条件について
環境、老人の分布状況等の地理的条件等
を考慮し、その社会的需要に応じた効率
的な利用を確保できると認められる地で
あること。
(２)構造設備について
延面積は４９５平方メートルの範囲内
老人憩の家設計基準
・原則として平屋建
・集会室の広さは利用人員１人当たり
1.0㎡(0. 3坪)
・浴室を設ける場合は，火気を用いる部
分の周囲は不燃性材料で被覆すること
・浴室は老人の利用を考慮し，浴槽の形
態等についても配慮すること
利用料金 原則無料
管轄 東京都保健福祉局及び各基礎自治体 各基礎自治体
表 2-2-2　全国的な制度に基づく日本の自立高齢者支援施設の概要
出典：「老人福祉法による老人福祉センターの設置及び運営について」文 6），「老人憩の家の設置運営について」文 7）に基づき筆者作成
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2.3）　基礎自治体独自の施設
　今日，自立高齢者のための施設としては，制度上に位置づけられる老人福祉センター・老人憩の家
の他にも，基礎自治体がそれぞれ独自に多様な施設を設置している．当然，名称・活動内容・利用料金・
形態等も自治体ごとに異なるが，近年では，国の制度・補助金の影響もあってか，自立高齢者を対象
とした介護予防や生きがい作り，子どもとの世代間交流をねらいとする施設が複数みられる．
　
　これらの施設は，老人福祉センター・老人憩の家と異なり国の社会福祉施設には含まれないため，
基礎自治体が主体となって設置をする場合，開設や運営，耐震補強や老朽化等の対策にかかる費用に
関して，原則として国庫負担金は得られない．そのため，自治体ごとの財政的な能力等により施設の
整備状況に差異がでることが考えられる．
　一方，2006 年 5 月より，「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備
推進交付金」文 5）の制度が創設され，公民館等を改修した介護予防を行う拠点の整備には国からの補
助金が支給されることとなった．今後，この交付金により，既存の自治体独自の施設に介護予防機能
を付加することも考えられる．
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2.3　韓国における自立高齢者支援施設の概況
1）韓国における高齢者支援施設の類型
　韓国においても，高齢者を支援する施設は多様な種類が存在する．表 2-3-1 に，老人福祉法による
通知に基づく，全国的な制度に位置づけられた高齢者向けの施設・住宅を表す．
　
　2008 年の長期療養保険制度施行以来，同制度が適応される施設も整備されている．日本の制度を
参照して制度設計がなされたため，ケアが必要な高齢者のための施設には日本との類似点も見られる．
　一方で，韓国の大きな特徴は，自立高齢者を主な対象とした「老人余暇福祉施設」を法律の中に定め，
地域に暮らす高齢者の余暇活動を制度的に支えている点である．
　老人余暇福祉施設は，「老人福祉館」，「敬老堂」，「老人教室」の 3 種類である．いずれも長期療養
保険制度の適応がなく，医療や介護などの特別なケアは行わない日中利用（通所）施設である．
　表 2-3-2 に各施設数の年次推移を示す．敬老堂の施設数が全施設の中でも圧倒的に多いことがわか
る．
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出典：韓国　国家法令情報センター．「老人福祉法」．国家法令情報センター（オンライン）．〈http://www.law.go.kr/〉．
（2014.11.25 閲覧）の情報に基づき筆者作成
出典：韓国福祉保健部　．「2013 老人福祉施設の現状」，「2014 老人福祉施設の現状」．保健福祉部（オンライン）〈http://www.
mw.go.kr/〉．（2014.11.25 閲覧）に基づき筆者作成
表 2-3-1　制度に基づく韓国の高齢者支援施設
種別 施設 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
合計 63,919 66,854 69,237 70,643 71,873 72,860
老人住居
福祉施設
小計 347 360 397 414 416 435
養老施設 306 285 300 303 285 285
老人共同生活家庭 21 56 618 87 108 125
福祉住宅 20 19 22 24 23 25
老人医療
福祉施設
小計 1,832 2,712 3,852 4,079 4,352 4,585
老人療養施設 1,332 1,642 2,429 2,489 2,610 2,497
老人療養共同生活家庭 422 1,009 1,346 1,590 1,742 2,088
老人専門病院 78 61 77 0 0 0
老人余暇
福祉施設
小計 59,422 61,065 62,469 63,375 64,077 64,983
老人福祉館 228 237 259 281 300 319
敬老堂 57,930 59,543 60,737 61,537 62,442 63,251
老人教室 1,260 1,280 1,464 1,557 1,335 1,413
老人保養所 4 5 9 0 0 0
在宅老人
福祉施設
小計 2,298 2,696 2,496 2,750 3,003 2,832
訪問介護 1,111 1,228 1,118 1,180 1,113 1,042
昼夜間保護 621 714 786 842 840 848
ショートステイ 217 288 67 95 94 110
訪問入浴 349 466 525 633 633 603
在宅支援 0 0 0 0 323 229
老人保護専門機関 老人保護専門機関 20 21 23 25 25 25
表 2-3-2　各施設数の年次推移（2013 年 12 月 31 日時点）注 1）
注 1）　老人専門病院・老人保養所は 2011 年の老人福祉法の改正に伴い廃止された．
施設区分 施設名称 長期療養保険 主な利用対象
生活施設
老人住居福祉施設
養老施設 日常生活に支障はないが扶養を必要とする高齢者
老人共同生活家庭
日常生活の便宜が必要な高齢者
老人福祉住宅
老人医療福祉施設
老人療養施設 ○
心身に障がいがあり，支援が必要な高齢者
老人療養共同生活家庭 ○
利用施設
在宅老人福祉施設
訪問療養サービス ○ 看護・介護を必要とする在宅高齢者
昼・夜間保護サービス ○
一時的に居宅での介護が困難な高齢者
短期保護サービス ○
訪問入浴サービス ○ 居宅での入浴が困難な高齢者
その他サービス ○ その他のケアが必要な在宅高齢者
老人余暇福祉施設
老人福祉館
地域に住む高齢者敬老堂
老人教室
老人保護専門機関 老人保護専門機関 虐待等により保護が必要な高齢者
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2）韓国における自立高齢者支援施設の類型
2.1）老人福祉館
　老人福祉館の概要を表 2-3-3 に示す．
　
　老人福祉館は，韓国の老人福祉法第 36 条に基づく老人余暇福祉施設の 1 つに位置づけられる．高
齢者を対象として教養 · 趣味や社会参加活動などの情報やサービス，健康増進や疾病予防と所得保障
等の福祉の増進に必要なサービスを提供することを目的とする総合的な施設である．老人福祉法施行
規則第 26 条によれば，老人福祉館の面積は 500㎡以上，スタッフ配置は社会福祉士の有資格者を含
む 7 名以上が必要とされる．また，必要所室として，調理室や相談室・理学療法士室が求められている．
　これらの機能や面積要件から，韓国における老人福祉館は，日本における老人福祉センター A と非
常に類似しており，同様の位置づけであると考えられる．しかし，2013 年末時点で全国に 319 ヶ所
しかなく（表 2-3-2），日本の老人福祉センターと比較しても，広く普及した施設とは言い難い．
2.2）敬老堂
　敬老堂の概要を表 2-3-3 に示す．
　
　敬老堂は，韓国の老人福祉法第 36 条に基づく老人余暇福祉施設の 1 つに位置づけられる．地域の
高齢者を対象として，自律的な趣味活動や交流，共同作業場の運営と情報交換，その他余暇活動を行
うための空間の提供が目的となっている．
　老人福祉法施行規則第 26 条によれば，敬老堂は 20 名以上（農漁村部では 10 名以上）の利用定員
を確保した上で，20㎡以上の居間と電気・トイレがあればよく，スタッフを必要としない．
　加えて，2013 年 6 月に改正される以前の住宅建設基準等に関する規定第 55 条では，100 世帯以上
の住宅団地建設時には敬老堂の設置が義務づけられていた．敬老堂の施設数の多さはこの規定による
ところが大きかったと考えられる．また，この規定では，団地に併設する敬老堂には，老人福祉法に
よる要件に加え，調理設備と庭の設置，男女の室を分けることが求められていた．ごく近年まで存在
していた規定であるため，この要件に則って設計された敬老堂は非常に多く現存していると考えられ
る．
　
　以上の要件から，他の 2 種類の余暇福祉施設や日本の制度上の施設とも異なる点として，以下の 3
点があげられる．
　1）自律的な活動を行う
　2）常駐するスタッフを配置せず，運営も利用者自身が行う
　3）住宅レベルの設備で対応可能
　また，2013 年末時点で 63,251 ヶ所が整備されており（表 2-4-2），非常に普及した施設である．
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2.3）　老人教室
　老人教室の概要を表 2-3-3 に示す．
　
　老人教室は，韓国の老人福祉法第 36 条に基づく老人余暇福祉施設の 1 つに位置づけられる．高齢
者を対象として，社会参加の一環として健康維持・健全な趣味等のための講座を行う施設である．老
人福祉法施行規則第 26 条によれば，50 名以上の利用定員を確保した上で 33㎡以上の面積を持つ教
室とラウンジ等を備えればよく，スタッフ配置は社会福祉士の有資格者と講師を含む 2 名以上が求め
られる．
　
　老人福祉館の講座機能のみを抽出した施設であり，戦前・戦中世代の，学齢期に十分な教育を受け
られなかった高齢者等に対する教養プログラム提供の役割を担っていると考えられる．2013 年末時
点では全国に 1,413 ヶ所が整備されている（表 2-3-2）．
施設名 老人福祉館 敬老堂 老人教室
根拠法等
・老人福祉法第36条
・老人福祉法施行規則第26条（別表7）
・老人福祉法第36条
・老人福祉法施行規則第26条（別表7）
・住宅建設基準等に関する規定第55条　注2）
・老人福祉法第36条
・老人福祉法施行規則第26条（別表7）
利用対象 60歳以上の者 65歳以上の地域の高齢者 60歳以上の者
運営主体 国又は地方自治体など 利用者 国又は地方自治体など
整備主体 国又は地方自治体，民間団体など
内容・目的
高齢者の教養・趣味や社会参加活動など
の各種情報やサービスを提供し，健康増
進・室病予防と所得保証などその他高齢
者の福祉の増進に必要なサービスを提供
すること
地域の高齢者が自律的に親睦・趣味・共同作業場
運営及び各種情報交換やその他の余暇活動をする
ための場所を提供すること
高齢者の社会活動への参加意欲を満たす
ために，健全な趣味・健康維持・所得保
障その他の日常生活と関連した学習プロ
グラムを提供すること
施設基準
（抜粋）
（1）施設規模
　延べ床面積500㎡以上
（2）施設基準（必要所室）
　事務所，食堂・調理室，相談・面会
室，集会室・講堂，プログラム室，トイ
レ，理学療法室，非常防災設備
（3）スタッフ配置
　社会福祉士2級以上を有する者を施設
長とし，理学療法士，相談指導員（社会
福祉士有資格者），調理員含む7名以上
（1）施設規模
　利用定員20名以上（農漁村部では10名以上）
（2）施設基準（必要所室）
　居間（20㎡以上），トイレ，電気設備
（3）スタッフ配置
　なし
（住宅建設基準等に関する規定第55条の基準：
100世帯以上の住宅団地には，以下の条件を満た
す敬老堂の設置義務
・面積40㎡以上．団地が150世帯以上の場合に
は150を超えるごとの世帯数あたり0.1㎡を加え
た面積とする
・男女の室を分ける
・給水設備，トイレ，調理設備，庭を備える）
（1）施設規模
　利用定員50名以上
（2）施設基準（必要所室）
　事務所，トイレ，教室（33㎡以上），
ラウンジ
（3）スタッフ配置
　社会福祉士2級以上を有する者を施設
長とし，講師を含む2名以上
管轄 各自治体
表 2-3-3　老人福祉法に基づく老人余暇福祉施設の概要
出典：韓国　老人福祉法第 36 条，老人福祉法施行規則第 24 条，第 26 条，住宅建設基準等に関する規則第 55 条に基づき筆者作成
注 2）住宅建設基準等に関する規則第 55 条は，2013 年 6 月の改正により削除された．
しかし，現存する敬老堂の施設計画に関連する規定であるため，参考として掲載する．
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2.4）人生二毛作センター
　近年，韓国においても地方自治体独自の自立高齢者向けの取り組みが始まっている．その一つであ
る「人生二毛作センター」は，老人福祉法に位置づけられる施設ではなく，ソウル市が独自の取り組
みとして整備する，比較的まだ若いシニア層向けの施設である．
　韓国における「団塊の世代（ベビーブーマー）」である 1955 年〜 1963 年生まれの人びとが高齢期
を迎えるにあたり，50 代や 60 代を「新高齢者」と位置づけ，新高齢者が社会の一員として活躍する
ための支援を目的としている．
　
　具体的な事業としては，資格獲得やスキルアップのための教育・教養プログラム，社会貢献等によ
るコミュニティ形成支援，就職支援等が行われており，就労や社会貢献活動への支援が中心となって
いる．
　2014 年 8 月時点では，ソウル市中心部の鍾路区（Jongno-gu），郊外の恩平区（Eunpyeong-gu）に 1 ヶ
所ずつの計 2 ヶ所が整備されている．
2.5）小規模老人福祉館
　ソウル市における条例に位置づけられた老人余暇福祉施設として，「小規模老人福祉館」の整備を
開始・検討している自治区もみられる．
　これは，敬老堂よりも設備・機能面が充実しており，既存の老人福祉館よりも普及した施設として，
いくつかの洞（韓国における最小行政単位）ごとに，老人福祉館の機能を縮小させた定員 300 名程度
の施設を整備する取り組みである．現在は導入段階であるが，既存の老人福祉館との関係性から，日
本の老人福祉センター A に対する老人福祉センター B のような位置づけの施設となることが考えら
れる．
　
写真 2-3-1　鍾路区の人生二毛作センターの外観
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2.4　敬老堂の歴史的経緯
1）敬老堂の起源から 1990 年以前の敬老堂文 10），文 23），文 24）
　歴史上，敬老堂は高麗王朝の時代から存在していた可能性があるとされている．古くの敬老堂は，「サ
ランバン」という西洋における個人住宅の客間のようなものとして使用されていた空間であるとされ
る．これは，裕福な家庭が，旅人や地域の貧困者，高齢者のための一時的な居場所として，自宅の大
きな一室あるいは外部空間の公共的な利用を認めたものである．このような空間が「敬老堂」として
発展してきた．
　1950 年代から 60 年代にかけて起きた朝鮮戦争により，多くの人びとが家を失い，韓国国内の住宅
環境は悪化した．戦後は，祖父母と親子だけでなく，親戚どうしが部屋を共有し，同居せざるを得な
い大家族の家庭が発生した．そのため，高齢者の中には家を離れて屋外で時間を過ごし，木の下で眠
る者も多くいた．このような状況の人びとにとって，敬老堂は一時的な住処・シェルターとして貴重
な存在となっていた．
　その後，1960 年代から 1970 年代にかけて経済復興が進むにつれて核家族化が進行し，高齢者は
更に家庭内で疎外されがちになっていった．住宅取得そのものが目標となっていた時代のために住宅
空間は狭小で，当時は福祉制度が不十分だったこともあり，高齢者のための居場所は不足していた．
　
　このような背景から，韓国で伝統的な「サランバン（広間）」の概念に「高齢者の公共の場所の確
保」という時代の要請が加わり，自然発生的に「老人ホーム」の名称で各地の村など高齢者のための
居場所が設置されるようになった．1970 年代以降は地方自治体の支援によって設立されるようにな
り，数的増加と現在における「敬老堂」としての空間・設備環境が向上しはじめた．
　
　これらの動きをうけ，韓国政府は 1 つの村に 1 ヶ所以上の「老人ホーム」を設置することを義務づ
ける法律を制定した．その後，1978 年からは 100 世帯ごとに 1 つの敬老堂を設立することが住宅及
び建設法（第 55 条）によって義務づけられ，後に法的な要件は 150 世帯ごとに 1 つに変更された．
　政府・行政の支援によって全国的に当時の「老人ホーム」の数は増加したものの，1970 年から 80
年頃までは，「高齢者の公共空間の確保」という機能でしかなかったとされる．
　その後，80 年代初頭からは，福祉社会の実現に向けた国民の要求もあり，高齢者のための公共の
場の確保への政府の責任がより一層強調された．そこで，政府の福祉部を中心に全国の老人ホーム（敬
老堂）の実態調査が行われ，運用上の問題などが認識され始めた．
　1987 年に行われた調査では，当時の敬老堂は全国に約 11,300 ヶ所整備されていたが，80% 近く
の施設が 20 坪（約 66㎡）以下の面積であり，非常に狭小な空間であることが明らかとなった．また，
1970 年以降にはじまった政府の支援によってつくられたものは，面積が増大していることが認めら
れた．
　そして，1989 年末に大幅に改正された老人福祉法において，敬老堂は「老人余暇福祉施設」の 1
つとして初めて法的な位置づけを与えられ，その空間整備と運営に対する根拠が確立された．
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2）1990 年代の敬老堂文 10），文 23），文 24）
　1990 年代は，敬老堂の施設数が急増した時代であった．その伸び率は人口の増加率の 10 倍にもの
ぼり，全国的に広く普及するようになった．また，現在に至るまで適応されている法的な位置づけが
なされたのも 90 年代であり，敬老堂の歴史上，一つの転換期でもあった．
　韓国政府が保健福祉部に高齢福祉課を新設したため，1990 年以降の老人ホーム（敬老堂）の支援
にあてられる予算は全面的に向上した．
　また，1991 年頃から始まった全国的な集合住宅団地の開発に伴い，敬老堂の施設数は急増していた．
そのため，増え続ける施設数に対して行政から与えられる予算は十分といえず，各施設に配当される
金額は非常に不足しており，利用者が運営資金を持ち寄ることもあるほどの環境であった．これを受
けて，その後，福祉部が優先的に老人ホーム（敬老堂）事業に取り組み，大韓老人会注 3）との協力も
うまれた．
　1990 年の時点で全国に約 11,500 ヶ所あった老人ホーム（敬老堂）のうち，6 割近くが 1970 年代
以降に設立されたものであった．特にソウル市では，約 86% が 1970 年代以降に開設されたものであ
り，これらは 20 坪（約 66㎡）以上の比較的規模が大きいものであった．
　1984 年の韓国の高齢者問題研究所の調べによれば，敬老堂の利用者は経済力が通常の者が 54%，
低い者が 47% であり，性別は男性が 84% を占め，中庶民階層の男性が中心であった．また，現在の
ような正規のプログラム活動はなく，会話や囲碁・花札，他人の活動をながめること，ラジオやテレ
ビなどが主な過ごし方であり，食事を行う施設は 10% ほどであった．また，日々の利用時間は 80%
程度の者が 5 〜 6 時間であった．この状況と比較すれば，90 年代に入ってからは快適な環境への改
善がなされ，運用や管理への支援が改善されたという点がみられた．しかし，その環境は未だ高齢者
福祉というにはほど遠く，一部の高齢者が良くない使い方をすることもあった．
　特に，この時代の韓国の高齢者は，国家的な混乱の時代を生きており，余暇的な文化の経験や老後
への対策無しに年齢を重ねていることもあり，敬老堂では花札やギャンブルが自然発生的に行われ，
けんかなどをしては下位の文化を形成していった．
　
　このような背景の中で，全国の敬老堂は 1998 年 9 月制定の老人福祉法第 36 条の中に，「老人余暇
福祉施設」として，現行法制度と同じ規定で再定義された．敬老堂はもはや一時的なシェルターでも，
地域のクラブハウスでもなく，高齢者の自主的な余暇活動の空間として定義付けがなされた．しかし，
20 世紀末までの敬老堂には，現在のようなプログラムの提供が行われている施設は存在していなかっ
た．　
　注 3）大韓老人会…韓国全域に組織される高齢者福祉・敬老堂事業に関する業務を行う法人
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3）2000 年代の敬老堂文 10），文 23），文 24）
　2000 年頃から，韓国政府は後の高齢化社会に対する施策として，高齢者福祉施設の増加政策を樹
立した．この政策において，敬老堂は「地域社会の高齢者福祉資源」という位置づけにより増設政策
がとられ，国内全域の集合住宅に敬老堂が確保された．また , この頃から，各施設において定期的な
プログラム活動が行われるようになった．現在の「敬老堂」と同じすがたとなったのは 2000 年代になっ
てからといえる．
　韓国の老人福祉事業は，日本などの先進諸国を参照して施策が行われた．先進諸国がかつて行って
いた施設重視型の福祉施策の反省から，韓国では地域社会における福祉も同様に重視するようになっ
た．
　韓国社会における儒教の教えでは，実際の血縁関係に関わらず，地域の年長者を実の親のように扱っ
てきた．この考えに基づいて地域の高齢者のための安全な居場所として提供されてきた，かつての「老
人ホーム（敬老堂）」の機能のうち，安全な住まいという側面は，2000 年代に入ってからの高齢者福
祉政策における「居住施設」が担った．そして，社会参加・社会的な役割づくりや余暇活動，日中の
食事といった面を担っているのが敬老堂という考え方である．
　具体的には，90 年代まではただ地域の高齢者が集い，会話や遊びを楽しむだけの空間であった敬
老堂を，2000 年代からは高齢者の健康づくりや健全な趣味のプログラム，地域の人びととのつなが
りを保つための支援の場として提供するようになった．敬老堂は，行政からの支援を地域に住まう高
齢者に普及させるための配信拠点としての機能をもつようになったのである．
　2005 年の調査において，敬老堂の登録会員数は全国に 2,190,513 人となった．韓国の高齢者の
40% 以上が敬老堂を利用している結果となり，地域の身近な施設であることが明らかとなった．
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4）今日の敬老堂と今後の展望文 10），文 23），文 24）
　2010 年代に入り，韓国の高齢化は更に加速している．これに伴い，敬老堂の施設数も依然増加し
つづけている．
　しかし，2013 年に住宅建設基準等に関する規定第 55 条が削除された．これは，集合住宅建設時に
敬老堂の併設を義務づけ，施設数を増加させていた要因の一つであり，老人福祉法による要件以外に
も男女の室を分けることや調理設備を求めるなど，これまでの敬老堂の施設計画に影響を及ぼしてき
た．この条文がなくなることにより，今後の施設数の伸びが変化することも考えられる．
　
　また，2008 年の長期療養保険制度開始以降，介護予防の重要性が認識されるようになった．加えて，
高齢者数の増加に伴い，元気な高齢者のもつ能力を社会の中で活かしていく必要性も認識されつつあ
る．このような背景から，ソウル市では敬老堂の活性化事業を実施している．
　具体的には，現在提供されている体操や唱歌，セラピーや健康相談などのプログラムに加え，軽作
業や都市農業，高齢者による乳幼児の見守りなどの，高齢者自身が役割を担う活動を取り入れる．また、
各敬老堂ごとに特化したプログラムを設定し、活動内容によって利用する敬老堂を選択できるような
取り組みも検討しており、恩平区（Eunpyeong-gu）をはじめとした一部の区ではプログラムのコーディ
ネーターを試験的に配置している。
　今日の敬老堂の開設方法としては，これまでの主流であった団地に併設されるタイプだけでなく，
地域の空き家を自治区が買い取り，改修するなどで新たな敬老堂を開設する取り組みや，公共施設の
新設時に，地域施設の一つとして敬老堂を設置する取り組みもみられた．
　今後，これまで以上の速度で増加する高齢者人口と高齢福祉のニーズに応じて，敬老堂も変化をし
ていくと考えられる．
　ソフト面においては，2000 年代から導入されたプログラムに加え，更なる生産性をもつプログラ
ムの提供や，比較的若い世代のニーズに応える活動が求められるだろう．また，プログラムによる施
設選択を可能にするなど，より開かれた施設運営が検討されている．ハード面では，これまでのよう
に集合住宅建設時に併設する義務がなくなり，施設整備の動機・手法に変化が訪れる可能性がある．
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2.5　小括
　本章では，日本と韓国における自立高齢者支援施設の制度等の概況及び敬老堂の歴史的経緯につい
てレビューを行った．表 2-5-1 に，日韓の当該施設に関する取り組み・出来事の年表を示す．
1）日韓の自立高齢者支援施設の概況
　日本では，ケアを必要とする高齢者を対象とするものを中心に，様々な種類の高齢者支援施設・住
宅が整備されている．全国的な制度に基づく高齢者支援施設のうち，自立高齢者を主な対象とするも
のは「老人福祉センター」，「老人憩の家」の 2 種類である．その他にも，各自治体による独自の取り
組みとして，介護予防や余暇活動，多世代交流などを目的とした自立高齢者のための施設が整備され
ている．
　しかし，自立高齢者支援施設のうち，老人福祉センター以外のものに関する整備状況は体系的にま
とめられておらず，施設数すら明らかになっていない現状がある．
　また，2006 年から，介護予防の機能をもつ拠点の整備を行う際に国からの補助金が交付されている．
この影響から，今後は，単なる余暇や教養のための施設ではなく，介護予防の機能をもつ施設が増え
ていく傾向にあるのではないかと考えられた．
　韓国でも，ケアを必要とする高齢者や生活に困窮する高齢者を対象とするものを中心に，様々な種
類の高齢者支援施設・住宅が整備されている．韓国では地域で暮らす高齢者の活動拠点として「余暇
福祉施設」を法律の中に位置づけている点が特徴である．
　老人余暇福祉施設のうち，「老人福祉館」は日本の老人福祉センター A と類似しており，「老人教室」
は老人福祉館の教育・講座機能のみを取り出した施設である．
　一方，「敬老堂」は利用者自身が運営を担う自律的な施設であり，全国に 6 万ヶ所以上が整備され
ていた．住宅レベルの設備で成立する，韓国独自の地域に密着した自立高齢者のための空間といえる．
また，近年では，50 代 ,60 代を対象とした就労支援を中心とした「人生二毛作センター」や，日本
の老人福祉センター B に類似した「小規模老人福祉館」など，地方自治体独自の取り組みもはじまり
つつあることが把握された．
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2）敬老堂の歴史的経緯
　敬老堂の歴史的経緯としては，古くは裕福な者の住宅の一室を地域の人びとのために開放した「サ
ランバン」が原型であるとされた．
　1960 年頃から，朝鮮戦争後の住宅事情の悪化により，地域の高齢者のシェルターとしての需要が
高まり，サランバンに高齢者のための居場所という概念が加わった事によって「老人ホーム」が生まれ，
各地につくられるようになった．その後，1970 年代からは行政の支援もあって老人ホームの施設数
は増加した．しかし，その空間は狭小で，福祉施設というにはほど遠いものであった．その後，1989
年に老人福祉法の中に敬老堂が位置づけられた．
　1990 年代に入ると，国内の集合住宅団地開発ラッシュに伴って老人ホームの数は急増したが，高
齢者たちによる自然発生的な活動が中心であり，あまり良くない使い方をすることも少なくなかった．
その後，1998 年の老人福祉法改正により現行法と同じ位置づけとなり，自主的で健全な余暇活動の
場と再定義された．
　2000 年代に入り，韓国でも地域福祉施策に重点がおかれるようになると，敬老堂では高齢者の健
康維持・コミュニティ形成等を支援するプログラムが提供され始めた．敬老堂はただの集いの場だけ
ではなく，地域福祉の拠点としての機能をもつようになった．
　今日の敬老堂では，より生産性のある活動として，高齢者による子ども支援等，地域貢献となる新
たなプログラムの導入等が始まり，プログラムによる施設選択を可能とするような取り組みもみられ
た．これまで以上に開かれた施設運営が検討されている．
　
年代 年 日本の出来事 韓国の出来事
高麗王朝 敬老堂の原型である「サランバン」が開設されはじめる
1940～
1945 第二次世界大戦終戦
1948 大韓民国独立
1950～ 朝鮮戦争による住宅難が社会問題化
1954
高度経済成長期
1960～ 1965 「老人憩の家」設置要綱通知 各地方自治体で「老人ホーム（当時名称）」が設立されは
じめる
1970～
1970 高齢化率7.1％（高齢化社会）
1973
1977 「老人福祉センター」設置要綱通知
1978
住宅建設法第55条で，100世帯ごとに1つの敬老堂の設置
義務が定められる
1980～
初頭
「老人ホーム（当時名称）」の福祉施設化が課題．政府が
全国調査を実施
1989 「ゴールドプラン」策定 老人福祉法第36条の中に「敬老堂」を制度化
1990～
1991
「住宅建設基準等に関する規定」
により100世帯以上の集合住宅建
設時に敬老堂の設置を義務づけ
集合住宅建設ラッシュ
1994 「新ゴールドプラン」策定
1995 高齢化率14.5%（高齢社会）
1998 老人福祉法改定
2000～
2000
「ゴールドプラン21」策定
介護保険制度開始
高齢化率7％（高齢化社会）
地域福祉施策として敬
老堂の増加
定期プログラム活動の
開始
2003 指定管理者制度開始
2005 介護保険制度改定（介護予防の重視）
2006
「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地
域介護・福祉空間整備 推進交付金」制度開始
2007 高齢化率21.5％（超高齢社会）
2008 介護保険制度改定 長期療養保険制度開始
2013
住宅建設基準等に関する規定によ
る敬老堂設置の規定を削除
表 2-5-1　日韓の自立高齢者支援施設に関する出来事・取り組みの年表
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3.1　本章の目的と方法
1）目的
　本章の目的は，以下の 2 点である．
　・東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する施策や計画を整理し，その動向を
明らかにすること．
　・東京都における自立高齢者支援施設に関して，基礎自治体ごとの整備状況を明らかにすること．
2）方法
　東京都の 53 自治体を対象として，自立高齢者支援施設に関する施策や計画に関するインターネッ
トによる資料収集及び整備状況に関するアンケート調査を実施している．調査の具体的な手法は各項
目で述べる．
3）調査の対象
　調査の対象となった 53 自治体の概要を総人口順に整理し，表 3-1-1 に示す．
　全体の高齢化率は 22.8% で全国の高齢化率（23.0％）よりもわずかに低い．日の出町，奥多摩町，
檜原村は高齢化率が 30% を超えており，町村部では特に高齢化が深刻になっていることが分かる．
一方，23 区では 20% を下回る自治体もいくつかみられる．
　65 歳以上で自立の割合（以下の補足説明参照）は，全体としては 82.9％（約 2,075,660 人）であり，
ほぼ全ての自治体で 80% を上回っている．このことから，東京都の高齢者の大半は自立高齢者であ
ることがわかる．
　財政力指数（以下の補足説明参照）は武蔵野市の 1.43 から檜原村の 0.18 まで大きな幅がみられる．
財政力の差は，施設整備・運営にかけられる予算の差につながると考えられる．
　
　表中の項目についての補足説明を以下に示す．
　65 歳以上で自立の割合：東京都保健福祉局　「介護保険事業状況報告（年報）」　平成 24 年度年報
のデータより，各基礎自治体の介護保険第 1 号被保険者のうち要介護認定を受けていない者の割合を
算出して用いた．
　財政力指数：総務省の公表する地方公共団体の財政力を示す指数で，基準財政収入額を基準財政需
要額で除して得た数値の過去３年間の平均値．財政力指数が高いほど，財源に余裕があるといえる．
　対象施設数：本研究における「自立高齢者支援施設」に該当する施設の数を示す．この項目の数値は，
各自治体宛に行ったアンケート調査において，本研究における自立高齢者支援施設に該当するものの
数を回答していただいた結果によるものである．アンケート未回答のため自治体が管轄する正確な施
設数が把握できなかった場合，公式 HP 上で公開する施設数を参考数値として（　）で示している．
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自治体名 総人口（人） 65歳以上人口（人） 高齢化率 65歳以上で自立の割合 面積（㎢） 財政力指数 対象施設数（ヶ所）
世田谷区 867,552 169,568 19.5% 80.0% 58.08 0.73 27
練馬区 711,212 148,225 20.8% 81.6% 48.16 0.45 36
大田区 701,416 153,497 21.9% 82.2% 60.42 0.53 28
江戸川区 676,116 133,600 19.8% 85.5% 49.86 0.4 (22)
足立区 670,385 157,831 23.5% 82.6% 53.20 0.33 50
八王子市 563,482 130,715 23.2% 83.0% 186.31 0.92 5
杉並区 542,956 112,044 20.6% 80.3% 34.02 0.62 33
板橋区 540,040 118,683 22.0% 82.1% 32.17 0.43 20
江東区 487,142 100,273 20.6% 84.5% 39.99 0.47 12
葛飾区 448,186 105,025 23.4% 83.7% 34.84 0.34 2
町田市 426,222 101,481 23.8% 83.8% 71.64 0.98 6
品川区 368,761 76,153 20.7% 83.5% 22.72 0.54 20
北区 334,723 83,913 25.1% 82.0% 20.59 0.37 23
新宿区 324,082 63,968 19.7% 81.3% 18.23 0.63 22
中野区 313,665 64,653 20.6% 80.5% 15.59 0.49 21
豊島区 271,643 54,742 20.2% 82.5% 13.01 0.51 (18)
目黒区 267,379 52,444 19.6% 80.9% 14.70 0.73 25
墨田区 254,627 56,955 22.4% 82.5% 13.75 0.38 15
府中市 253,288 50,467 19.9% 82.7% 29.34 1.13 12
港区 235,337 40,426 17.2% 80.7% 20.34 1.3 17
調布市 223,691 45,556 20.4% 81.6% 21.53 1.19 4
渋谷区 214,665 40,621 18.9% 80.0% 15.11 0.99 14
荒川区 207,635 47,085 22.7% 82.7% 10.20 0.31 21
文京区 204,258 40,479 19.8% 82.1% 11.31 0.64 2
西東京市 197,546 43,925 22.2% 81.6% 15.85 0.87 7
台東区 187,792 44,043 23.5% 81.5% 10.08 0.43 4
小平市 186,339 40,266 21.6% 83.2% 20.46 0.94 4
三鷹市 180,194 37,198 20.6% 81.9% 16.50 1.08 (3)
日野市 179,571 41,244 23.0% 82.7% 27.53 0.94 11
立川市 178,194 39,691 22.3% 83.3% 24.38 1.09 (5)
東村山市 152,088 36,571 24.0% 81.4% 17.17 0.8 5
多摩市 147,681 35,567 24.1% 87.4% 21.08 1.09 14
武蔵野市 140,527 29,803 21.2% 80.4% 10.73 1.43 7
青梅市 137,833 34,238 24.8% 86.1% 103.26 0.86 (3)
中央区 132,610 21,613 16.3% 81.0% 10.18 0.7 4
国分寺市 118,697 24,635 20.8% 83.3% 11.48 0.99 7
小金井市 117,001 23,281 19.9% 81.2% 11.33 1 8
東久留米市 116,417 29,615 25.4% 85.6% 12.92 0.81 8
昭島市 112,905 25,889 22.9% 83.1% 17.33 0.96 3
稲城市 86,169 16,221 18.8% 86.6% 17.97 0.9 (8)
東大和市 85,297 20,390 23.9% 85.5% 13.54 0.85 5
あきる野市 81,912 21,302 26.0% 87.8% 73.34 0.71 3
狛江市 77,923 18,162 23.3% 82.2% 6.39 0.85 (1)
国立市 74,385 15,590 21.0% 81.9% 8.15 0.97 7
清瀬市 74,216 19,240 25.9% 82.4% 10.19 0.66 (14)
武蔵村山市 72,169 16,487 22.8% 86.6% 15.37 0.8 (6)
福生市 58,821 13,303 22.6% 85.8% 10.24 0.73 (4)
羽村市 56,837 12,525 22.0% 86.8% 9.91 0.95 2
千代田区 54,160 10,150 18.7% 79.8% 11.64 0.81 1
瑞穂町 33,904 7,977 23.5% 85.7% 16.83 0.99 2
日の出町 16,932 5,265 31.1% 86.4% 28.08 0.72 4
奥多摩町 5,659 2,538 44.8% 82.7% 225.63 0.36 (0)
檜原村 2,461 1,105 44.9% 81.5% 105.42 0.18 2
全自治体 11,592,781 2,503,812 22.8% 82.9% 1778.09 - 523(84)
表 3-1-1　調査対象自治体の概要
出典：東京都保健福祉局　「介護保険事業状況報告（年報）」　平成 24年度年報，総務省「平成 24年度地方公共団体の主要財政指標一覧」，東京都総務局「住民
基本台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別）/平成 26年 1月」，東京都公式HP（http://www.metro.tokyo.jp/，2014.11.4 閲覧）　及びアンケー
ト調査結果に基づき筆者作成
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3.2　東京都の各自治体における自立高齢者支援施設に関する施策
1）調査の概要
　本節で行った資料収集調査の概要及び具体的な方法を表 3-2-1 に表す．
　まず，各自治体の公式ホームページ（以下，HP）及び東京都保健福祉局公式 HP で公開されている
情報から，本研究における「自立高齢者支援施設」に該当する施設を抽出し，掲載情報（施設名称，種類，
対象者，活動内容・機能，利用料金）の一覧表を作成した．
　その後，各自治体の公式 HP に公表される政策情報のうち最新版を参照し，各自治体の「自立高齢
者支援施設」に関する施策・計画文 25）〜文 87）の文章を抽出した．対象とした政策は，基本計画，実施計画，
地域福祉計画，高齢福祉計画，公共施設白書，個々の施設に関する個別の計画等である．
表 3-2-1　調査の概要
調査対象 調査内容 調査の種類 具体的手法 調査期間
東京都53自治体
自治体ごとの
自立高齢者支援施設の概況
資料収集調査
自治体公式HP，東京都保健福祉局公式HPで公開される情報から
本研究における「自立高齢者支援施設」に該当する施設を抽出
し，掲載情報の一覧表を作成．
2014.4～
2014.6
自治体ごとの
自立高齢者支援施設に関する
施策・計画
公式HPで公開される下記の種類の政策情報のうち，最新のものか
ら当該施設に言及する文章を抽出．記述が重複するものに関して
は，より詳細に述べられているものを使用．（計画等の具体的名
称は自治体によって違うため，代表的な名称を示す．）
　・基本計画
　・実施計画
　・地域福祉計画
　・高齢福祉計画
　・公共施設白書
　・その他，個々の自立高齢者支援施設に関する計画，提言書等
2014.10
　
2）結果
2.1）自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する施策の動向
　上記の調査によって得られた，東京都の 53 自治体における自立高齢者支援施設に関する情報の概
況及び当該施設に関する計画・施策文 25）〜文 87）の概要を別表 1（付録編参照）に示す．
　この結果から，自治体が整備する施設には非常に様々な内容・活動のものがみられ，施設整備の方
針は基礎自治体に一任されている現状が明らかとなった．
　自立高齢者支援施設に対する施策の位置づけが自治体ごとに大きく異なっていることも把握され
た．公式 HP で公開する情報量にも大きなばらつきがあると同時に，自立高齢者支援の施策を含む計
画や白書の種類も様々であり，その内容にも大きな差がみられた．練馬区の「敬老館事業の今後の基
本方針」のような，個別の施設に対する具体的な計画が策定されている自治体もあれば，自立高齢者
支援施設に関する具体的な施策がみられない自治体もあり，自治体内での自立高齢者支援の施策は非
常に多様であることが明らかとなった．
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指標
A．直接の
記述なし
B．維持のみ
C．統廃合・
見直しの計画
D．新設・
増設の計画
E．特色のある活動・機能に関する施策 F．運営方法に関する施策
E1．介護予防・
いきがい活動
E2．多世代利用
・世代間交流
E3．その他
F1．民間団体
による運営
F2．
利用者参画
F3．その他
該当
する
自治体
・あきる野市
・八王子市
・東久留米市
・奥多摩町
・檜原村
・昭島市
・調布市
・羽村市
・武蔵村山市
・日の出町
・板橋区
・大田区
・品川区
・世田谷区
・西東京市
・多摩市
・東村山市
・荒川区
・北区
・品川区
・世田谷区
・千代田区
・豊島区
・稲城市
・清瀬市
・国立市
・小金井市
・東大和市
・日野市
・町田市
・武蔵野市
・足立区
・荒川区
・江戸川区
・葛飾区
・北区
・渋谷区
・新宿区
・墨田区
・台東区
・千代田区
・中野区
・練馬区
・文京区
・港区
・目黒区
・稲城市
・青梅市
・小金井市
・国分寺市
・小平市
・立川市
・多摩市
・西東京市
・東村山市
・府中市
・福生市
・町田市
・瑞穂町
・渋谷区
・新宿区
・杉並区
・千代田区
・豊島区
・港区
・目黒区
・稲城市
・国立市
・国分寺市
・小平市
・多摩市
・西東京市
・東村山市
・町田市
・武蔵野市
・江戸川区
　…自主教室の支援
・江東区
　…ボランティア講座
・杉並区
　…自主的活動
・港区
　…地域貢献活動
・国分寺市
　…ボランティア活動
・小平市
　…活動の多様化
・三鷹市
　…機能拡充
・板橋区
・葛飾区
・新宿区
・杉並区
・豊島区
・中野区
・練馬区
・稲城市
・国立市
・多摩市
・武蔵野市
・江戸川区
・葛飾区
・墨田区
・中央区
・日野市
・板橋区
　…利用者負担
・練馬区
　…地域の人材活用
・港区
　…区民・NPOと恊働
・国立市
　…NPOと連携
・狛江市
　…医療機関と連携
・小金井市
　…効率化
・立川市
　…専門性の向上
・多摩市
　…送迎の実施
2.2）計画・施策の分類　
　次に，別表3-2-2の内容を以下のA〜F3までの指標ごとに自治体を分類した（表3-2-3）．幅広い計画・
施策をとる自治体もあるため，複数の指標に該当する自治体も存在する．
〈指標〉
　A．直接の記述なし：当該施設に直接的に関係する記述がみられないもの．
　B．維持のみ：現在設置されている施設を維持・管理するという内容のみに留まるもの．老朽化対
策も含む．
　C．統廃合・見直しの計画：現在設置されている施設を廃止・集約化する計画をしているもの．ま
たは統廃合・機能縮小に向けた見直しを行うもの．
　D．新設・増設の計画：施設の増加や，新たな施設の設置を計画しているもの．
　E．特色のある活動・機能に関する施策：下記の 3 グループに大別する活動や機能に関する記述が
あるもの．
　　E1．介護予防・いきがい活動：介護予防や，自立高齢者向けデイサービスなどのいきがい活動に
関す　る記述があるもの．
　　E2．多世代利用・世代間交流：自立高齢者が主な対象であるが多世代の地域住民が使える施設と
する計画，世代間交流事業の実施など，対象を広げる活動・機能に関する記述があるもの．
　　E3．その他：上記の 2 種類以外に，特に計画の中に位置づける活動がある場合．
　F．運営方法に関する施策：下記の 3 種類に大別する運営に関する記述があるもの．
　　F1．民間団体による運営：民営化の推進や民営化の方法に関する記述があるもの．
　　F2．利用者参画：利用者である高齢者自身が運営に参加する記述があるもの．
　　F3．その他：上記の 2 種類以外に，運営方法に関する記述がある場合．
表 3-2-3　自治体ごとの計画・施策の分類
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2.3）施設の整備に関する施策　
　C グループにあげられた自治体では，施設の老朽化やニーズの変化に伴い，施設の統廃合や機能の
縮小を見越した見直しが検討されている．板橋区・大田区では，現在所有する施設の中でも特に浴室
設備の縮小・見直しが図られており，施設維持・運営の面で浴室が負担となっていることがうかがわ
れた．
　一方，D グループにまとめられている自治体では，現在整備されている施設の数を増やすことや，
これまでにはないタイプの施設を整備することが計画されている．施設減少を検討している C グルー
プよりも多くの自治体がこのグループに属することから，東京都の全体的な傾向としては，今後も自
立高齢者支援施設は増加することが予測された．複数の自治体にみられた具体的な施策としては，既
存の土地・建物の活用（品川区・世田谷区・町田市）や自治体内での地域ごとの身近な拠点の整備（豊
島区・稲城市・日野市）などがあげられる．
　また，品川区・世田谷区は C グループ（統廃合・縮小）と D グループ（新設・増設）の両方に分類され，
老朽化や使用状況によって一部の施設を廃止した上で，現状に合わせた新たな施設をストックを活用
しながら設置していく方針であることが明らかとなった．
2.4）施設の機能・活動に関する施策
　施設で行う活動や，施設のもつ機能に関する施策としては，E1 グループにあげられる「介護予防・
いきがい活動」に関する施策を行う自治体が非常に多いことが把握された．全 53 自治体中の 28 自治
体において，当該施設を拠点として，介護予防やいきがい活動に関する何らかの施策がみられた．東
京都の自立高齢者支援の取り組みの中で，最も大きな課題のひとつといえる．また，複数の自治体（江
戸川区・墨田区・練馬区・文京区・多摩市・東村山市・府中市・福生市・武蔵野市・瑞穂町）において，
要介護認定の非該当ではあるが，心身に不安のある高齢者などを対象としたデイサービスを実施する
拠点が存在することが確認された．
　また，E2 グループの「多世代利用・世代間交流」の実施や実施検討をしている自治体も多く確認
された．中でも，現在所有している施設を，高齢者のみならず多世代の人が利用できるように転換・
機能変化させていくことを検討している自治体が複数みられた（渋谷区・杉並区・豊島区・港区・目
黒区・町田市）．
　E3 グループの活動・機能に関するその他の施策としては，高齢者自身が支援する側になる活動を
提案する自治体が目立った．自主教室・自主活動の支援（江戸川区・杉並区）や，ボランティア・地
域貢献の支援（江東区・港区・国分寺市）などがその代表例といえる．
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2.5）運営方法に関する施策　
　運営方法に関しては，F1 グループにあげられた自治体では，今後の民営化や，現在民営化されて
いる施設に対して更に新たな評価方法などを検討していた．具体的な記述としては，委託・指定管理
者制度によって NPO などの民間事業者のノウハウ・視点を導入するものや，地域の団体による運営
を行うものなどがみられた．また，多摩市では，施設運営を行う民間組織同士の情報共有を支援する
取り組みが施策に盛り込まれている．
　また，F2 グループに分類された自治体では，利用者自身が運営に関わることを検討していた．高
齢者自身がニーズを発見し，運営・企画に関わることで社会参加やいきがいにつなげることを狙いと
している．
　F3 グループの運営方法に関するその他の施策としては，地域の人材活用（練馬区）・NPO 等との連
携（港区・国立市）・医療機関との連携（狛江市）といった，自治体職員のみの運営ではなく多様な
主体との柔軟な連携を目指す自治体が複数みられた．また，板橋区における「老人福祉センター A の
利用者負担の検討」は，設置要綱において原則無料と指定されている老人福祉センターにおいてもは
珍しい例といえる．しかし，今後も高齢者が増加する中，必要に応じて受益者負担を求めることは施
設を維持していく上では有効 8 な手段となると考えられる．
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3.3　東京都における自立高齢者支援施設の整備状況
1）調査・集計の概要　
　本節で行ったアンケート調査の概要及び具体的な方法を表 3-3-1 に表す．アンケート調査による有
効回答施設数は 523 ヶ所であり，以下で行う集計の有効回答数は N=523 とした．
　ただし，開設年の集計については開設年が明らかな施設のみを対象としたため，有効回答数を
N=516 としている（表 3-3-2）．また，延べ床面積が 400㎡未満の施設数を集計する際には，該当す
る施設のみを対象としたため，有効回答数を N=339 とした（表 3-3-3）．
調査対象 東京都53自治体
具体的手法
1）各自治体公式HP，各自治体発行の施設白書，東京都福祉保健局HPから収集
した情報により，自治体ごとの施設一覧を作成（資料収集調査）
2）不足するデータ及び，HPに記載の無い自立高齢者向け施設の有無，「老人
憩の家」に該当する施設の有無（施設数）について，自治体ごとに個別に作成し
た一覧表及び質問状を担当部署宛に添付の上，情報提供の依頼状を郵送．
3）依頼状発送後，電話により回答方法（郵送・メール・電話による口頭・
FAX）等の確認．
調査項目
施設名称，施設種別（老人福祉センターA，老人福祉センターB，老人憩の家，
自治体独自施設のいずれか），所在地，延べ床面積，所在階，併設施設の有無と
種類，運営主体，整備主体，築年，開設年，改修の有無，改称の有無，一日平
均利用人数，利用料金
回収率 79%　（回収：42自治体/53自治体）
有効回答施設数
523ヶ所（一部の項目が不明の施設を含む）
（開設年の集計に限り，開設年が明らかとなった516ヶ所のみを有効とする）
調査期間 2014.8～2014.10
表 3-3-1　調査の概要
アンケートによる
有効回答施設数
523ヶ所
開設年が明らかな施設 516ヶ所
開設年が明らかでない施設 7ヶ所
アンケートによる
有効回答施設数
523ヶ所
面積が400㎡未満の施設 339ヶ所
面積が400㎡以上か不明の施設 184ヶ所
表 3-3-2　開設年の分類による有効回答数の設定
表 3-3-3　延べ床面積の分類による有効回答数の設定
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2）自治体別にみた自立高齢者支援施設の整備状況
2.1）自治体ごとにみた施設数と種別の内訳　
　図 3-3-1 に自治体ごとの施設数と 65 歳以上人口との相関を，図 3-3-2 に自治体ごとにみた施設数
と種別の内訳を示す．本項目では，資料収集・アンケート調査において施設数及び種別が明らかとなっ
た 42 自治体の計 523 施設を有効回答とする．
　施設数の最多は足立区の 50 ヶ所，最少は千代田区の 1 ヶ所であり，42 自治体の平均値は約 12 ヶ所，
中央値は約 8 ヶ所であった．自治体ごとにばらつきが大きく，足立区，練馬区等のの施設数が突出し
ているが，65 歳以上人口と正の相関があるといえる（相関係数 r=0.72）．全体的には，23 区の自治
体が多くの施設を所有する傾向がみられ，中央値の半数以下の施設数の自治体に着目すると，町村部
などの縁辺部と千代田区を筆頭とした 23 区中央部の対照的な地域に属する自治体であることが明ら
かになった．
　次に，施設数と施設種別の内訳に着目する．
　全体的には，施設数の多い自治体ほど，独自の施設が占める割合が多く，施設数の少ない自治体ほ
ど，老人福祉センター A を設置する割合が高い傾向がみられた．施設数が少ない自治体は，幅広い機
能をもち，規模の大きな老人福祉センター A を設置することで，一つの施設で幅広い需要をカバーし
ようとしていると考えられる．一方，この全体的な傾向があてはまらない自治体の例として，足立区，
大田区，目黒区，国分寺市，武蔵野市があげられる．
　足立区は 50 施設（老人福祉センター A：1 ヶ所，老人福祉センター B：49 ヶ所）と全自治体の中
でも施設数が突出して多く，高齢化率も 23.5% と区部の中では最も高い．一方で財政力指数（2012）
は 0.33 であり，財源に余裕があるとは言えない．施設を維持するために，助成金が適応される，法
律に位置づけられた施設である老人福祉センターに統一しているのではないかと考えられる．
　大田区は，28 施設のうち 7 ヶ所が独自の施設であり，21 ヶ所が老人憩の家となっている．浴室の
設置が求められる老人福祉センター A は 1 つもないものの，28 施設中 27 ヶ所で浴室が設置されて
おり，全区的に高齢者が入浴を行う公共の空間が整備されている．一方で，大田区高齢者福祉計画・
公共施設整備計画によれば，老人憩の家の利用者の固定化・高齢化が課題となっており，浴室の利用
状況調査を含めた，施設の機能についても再構築が検討される．
　目黒区は，25 施設のうち老人福祉センター A が 1 ヶ所で残り 24 ヶ所は全て老人憩の家となって
おり，施設数は多いが全て制度に準拠した施設となっている．今後老人憩の家において，本来の機能
である高齢者の自主的な活動・交流への支援に加え，軽度の認知症への対応を含めた利用者の高齢化
に伴う心身面での支援を積極的に行う方針を立てており，老人憩の家の多機能化が検討されている．
　国分寺市は，施設数は 7 ヶ所と平均を下回るものの，全てが自治体独自の施設である．これらの施
設は全て「生きがいセンター」と呼ばれ，これまでの自立高齢者向けの生きがい活動サービスを統合
した「（仮）地域生きがい交流事業」のための拠点として整備されている．具体的には，介護予防や
自主的な活動の支援，異世代交流，高齢者自身のボランティア活動支援などが行われている．
　武蔵野市は，7 施設のうち 6 ヶ所が「テンミリオンハウス」と呼ばれる市独自の施設であり，地域
での見守りや社会とのつながりが必要な高齢者等の生活を総合的に支援するミニデイサービス等を実
施している．地域住民による組織が年間 1,000 万円を上限とした市の補助を受けて運営しており，施
設によっては自立高齢者だけでなく要介護高齢者の利用もある．本調査では自立高齢者を主な対象と
している施設のみを対象とした．
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図 3-3-1　自治体ごとの施設数と 65歳以上人口の相関（N=42，r=0.72）
図 3-3-2　自治体ごとの施設数と種別の内訳
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2.2）自治体ごとにみた施設数と運営主体の内訳　
　図 3-2-3 に自治体ごとにみた施設数と運営主体の内訳を示す．本項目では，資料収集・アンケート
調査により施設数と施設ごとの運営主体が明らかとなった 42 自治体の計 523 施設を有効回答とした．
　運営主体は以下のように分類した．自治体直営以外のものは以下で「民営」と総称する．
　・自治体：基礎自治体が直営するもの
　・その他の団体（委託・指定管理者制度等による）：民間企業・NPO・社会福祉法人等の自治体以
外の団体が，業務委託や指定管理者制度によって運営するもの
　・地域住民組織（委託・指定管理者制度等による）：運営協議会・管理委員会等の，地域住民によっ
て構成されることが明らかな団体が，業務委託や指定管理者制度によって運営するもの
　
　全体としては，多摩地域と比較して 23 区の方が民営化が進んでいる傾向がみられた．自治体内の
全ての施設において直営以外の方式をとっている自治体は 42 ヶ所中 9 ヶ所であり，全体の 2 割程度
にのぼる．足立区・練馬区・北区・国立市・武蔵野市・墨田区・日野市・多摩市などは地域住民組織
による運営が行われる施設が多く，住民参加が進んでいる．特に，足立区は 50 施設全てを地域住民
による運営管理委員会が自治しており，自治体職員のコストをおさえることにも繋がっているのでは
ないかと考えられる．練馬区・多摩市・武蔵野市などでは地区区民館・コミュニティセンター・テン
ミリオンハウスといった自治体独自の施設に限り，地域住民による運営が行われており，自治体職員
と地域住民の役割分担がなされていることが分かった．また，杉並区・新宿区では NPO が運営する
施設が多く，港区では特定の民間事業者による運営が行われる施設が多いなどの特徴も見られた．
　各自治体の地域福祉計画等によれば，今後，葛飾区では直営施設の民間委託の検討や，日野市・中
央区などでは利用者である高齢者自身が運営に参加する方向性を打ち出しており，利用者参加型の運
営をはじめとした施設運営の民営化は進行していくと考えられる．
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図 3-3-3　自治体ごとの施設数と運営主体別の内訳
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2.3）自治体ごとにみた施設数と面積階級別（200㎡）の内訳　
　図 3-2-4 に自治体ごとにみた施設数と面積階級別（200㎡）の内訳を示す．本項目では，施設数と
施設ごとの延べ床面積に関する回答が得られた 42 自治体の計 523 施設を有効回答とする（ただし，
中野区は 1 施設が仮の施設であるため，延べ床面積が未定）．
　
　施設数の多い自治体は小規模な施設の占める割合が高く，施設数の少ない自治体は大規模な施設の
占める割合が高い傾向がみられる．地域別には，23 区には小規模な施設を多く有する自治体が多く，
多摩地域には大規模な施設を少数有する自治体が多い傾向がみられるといえる．しかし，荒川区や港
区などは，施設数も多く，かつ大規模な施設が大半を占めており，例外的だった．
　この全体的な傾向は，自治体ごとの施設数と種別の内訳の項目で明らかとなった「施設数の多い自
治体ほど独自の施設の占める割合が高く，施設数の少ない自治体ほど老人福祉センター A を所有して
いる」という傾向と関連づけて考えることができる .
　制度による 3 種類の施設の設置要綱による面積要件（老人福祉センター A：495.5㎡以上，老人福
祉センター B：165㎡以上 495.5㎡未満，老人憩の家：利用者一人につき 0.3㎡の集会室）を満たさず
とも設置できる基礎自治体独自の施設は，学校の余裕教室などの既存のストックによっても整備する
ことができ，結果的に数を増やしやすいと考えられる．そのため，施設数の多い自治体には小規模な
独自の施設が多くなる傾向がみられる．一方，老人福祉センター A は大規模な施設が多く，施設総数
の少ない自治体ほどこれを所有しているため，結果的に大規模な施設の割合が高くなると考えられる．
　品川区や町田市・小平市などの地域福祉計画等によれば，学校の余裕教室や区有施設の空きスペー
ス・団地の集会所といった既存ストックを利用した高齢者の居場所づくりを進めていく方針がとられ
ていた．このような自治体が複数あることから，今後は大規模な施設ではなく，現在あるハードを活
用した小さな拠点が増え，個々の活動により多様なニーズに対応していくのではないかと考えられる．
図 3-3-4　自治体ごとの施設数と面積階級別（200㎡）の内訳
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2.4）自治体ごとにみた全施設の総延べ床面積の比較　
　図 3-3-5 に自治体ごとにみた全施設の総延べ床面積を示す．本項目では，施設数と施設ごとの延べ
床面積に関する回答が得られた 42 自治体の計 523 施設を有効回答とし，各自治体の施設の延べ床面
積を合計したもの（以下，総延べ床面積）を自治体ごとに比較した．ただし，中野区は 1 施設が仮の
施設のために延べ床面積が未定であり，残りの 20 施設のみを集計したものを総延べ床面積とした．
　
　42 自治体の平均値は約 6672㎡，中央値は約 3817㎡であった．　
総延べ床面積の最大は港区（17 施設）の 27136.68㎡であり，次いで荒川区（21 施設）の 20901.18
㎡であった．これらの自治体は，大規模な施設を多く設置する自治体の典型例といえる．また，総延
べ床面積の最小は小金井市（8 施設）の 550.92㎡．次いで東久留米市（8 施設）の 597.9㎡であった．
港区と小金井市の総延べ床面積の比は 49 倍にものぼった．
　
　また，北区（23 施設）や墨田区（15 施設）は施設数が多いものの，それぞれ総延べ床面積が 3774.49㎡，
2724.15㎡と小さく，小規模な施設を多く設置する自治体の典型といえる．この 2 自治体では，地区
ごとのコミュニティ施設内の一室や一部エリアを高齢者のために整備している事例が多いために，自
治体内の各地区に小規模な施設が点在していると考えられる．
　一方，調布市（4 施設）や八王子市（5 施設）は施設数が少ないものの，総延べ床面積はそれぞれ
13913.84㎡，13858.25㎡と大きく，少数ながら大規模な施設をもつ自治体の典型といえる．これら
の自治体では，高齢者の活動場所の集約化が進んでいると考えられる．
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図 3-3-5　自治体ごとの総延べ床面積
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2.5）自治体ごとにみた 1施設あたりの自治体の面積　
 図 3-3-6 に自治体の面積と施設数の相関を，図 3-3-7 に自治体ごとにみた 1 施設あたりの自治体の
面積を示す．本項目では，アンケート調査において施設数に関して回答があった 42 自治体を対象に，
自治体の面積をその自治体の施設数で除した値により，自治体ごとにみた 1 施設あたりの自治体の面
積を比較した．この値は，どれだけの広さの圏域に対して施設が 1 つあるのかを示し，この値が小さ
いほど自治体の中に拠点が多く存在し，利用者にとってはアクセシビリティが高いと言える．
　最大値は檜原村の 52.7㎢ / ヶ所，最小値は荒川区の 0.5㎢ / ヶ所であり，約 105 倍もの大きなばら
つきがみられた．ただし，檜原村は面積の約 6 割が国立公園の指定を受けているため，特殊な事例で
ある．全体の平均値は 5.8㎢ / ヶ所，中央値は 2.2㎢ / ヶ所である．図 3-3-6 から，檜原村・八王子市・
町田市・あきる野市の面積が 70㎢を超える自治体を除くと，自治体の面積と施設数には正の相関が
みられるといえる（全 42 自治体での相関係数は 0.06，上記 4 自治体を除いた 38 自治体での相関係
数は 0.65）．
　この値が徒歩圏内と考えられる 1.5㎢ / ヶ所に収まっているのは，武蔵野市から荒川区区までの 17
の自治体のみであり，約 40% に留まる．他の自治体では，多くの利用者が何らかの交通手段を用い
る必要があると考えられる．
　このような現状から，町田市では各施設を巡回するバスを運行させる対策をとっている．府中市・
武蔵野市など他の自治体でも，施設の前にコミュニティバスの停留所を設けるなどのアクセス性の向
上を図っている例も見られた．
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図 3-3-7　自治体の 1施設あたりの面積
図 3-3-6　自治体の面積と施設数の相関（N=42）
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3）自立高齢者支援施設の施設特性
3.1）開設年別にみた施設数の累積と施設種類別の内訳　
　図 3-3-8 に，開設年別にみた施設数の累積と施設種類別の内訳及び東京都の高齢化率の推移を示す．
本項目では，資料収集・アンケート調査において開設年（施設としての運営を開始した年）及び施設
の種別が明らかとなった 516 施設のみを有効回答とした．
　1965 年の「老人憩の家設置要綱」が通知以前に開設された施設が 17 ヶ所，1977 年に「老人福祉
センター設置要綱」が通知されるまでに開設された施設が累計 163 ヶ所みられ，これらのうち現在老
人憩の家や老人福祉センターとなっているものは，後追いで制度上に位置づけたものと考えられる．
　施設の全数の伸びとしては，老人憩の家・老人福祉センターが制度化された 1970 年頃〜 1985 年
頃が増加のピークであったことがわかる．特にこの時期に施設数が増えているのが老人憩の家と老人
福祉センター B である．その後，1990 年代中頃からは老人憩の家はほとんど増えておらず，現在の
99 施設に至っている．老人福祉センター B は，近年でも少しずつではあるが施設数を増やしている．
老人福祉センター A は比較的早い段階から一定数が整備されており，1970 年代中頃までは老人福祉
センター B よりも大きな割合を占めていたが，2000 年頃からはほぼ横ばいとなっている．
　一方で，自治体が独自に整備する施設は，1960 年代半ばから現在まで着実に数を増やしている．
2000 年に介護保険制度が始まり，高齢者の中でも「要介護」「要支援」と「自立」に区分されるようになっ
て以降，介護予防などの重要性が認識されるようになり，自治体がそれぞれ独自の取り組みを行う中
で増えていると考えられる．2000 年代に入ってからは，他の種類の施設と比較しても唯一コンスタ
ントに施設数が伸びている．東京都の高齢化率は，全国平均と比較すると未だ低いものの，2010 年
代に入ってから急速に進行し，2014 年時点では 22.5% となっている．これに伴い，高齢者福祉の需
要も急増する中で，自立高齢者支援施設も増加率が伸びて行くことが考えられる．
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3.2）施設種類別の分布
3.2.1）施設種類別にみた施設数の分布　
　図 3-3-9 に，施設種類別にみた施設数の分布を示す．本項目では，資料収集・アンケート調査にお
いて施設種別が明らかとなった 523 施設を有効回答とした単純集計を行った．
　施設種別の類型としては，下記のように分類される．
　・老人福祉センター A：老人福祉法による「老人福祉センター」の内，A 型（大規模）に該当する
もの
　・老人福祉センター B：老人福祉法による「老人福祉センター」の内，B 型（小規模）に該当する
もの
　・老人憩の家：厚生局長通知「老人憩の家設置要綱」に基づいて設置されるもの
　・独自：自立高齢者向け施設であるが，上記の制度・要綱によらず，基礎自治体が独自に整備する
もの
　全 523 施設のうち，約半数の 258 ヶ所が自治体独自の施設であることが分かった．
　設置要綱の条件を満たさずとも開設できる「独自」タイプの施設は，ストック活用などの点からも
施設数を増やしやすいと考えられる．
　また，自立高齢者の中でも，心身に不安がある・閉じこもりがちなどの見守りが必要な高齢者を対
象とした，介護予防・閉じこもり防止に重点をおいた「生きがいデイサービス」・「ミニデイサービス」
を行う自治体は，多摩市などをはじめ複数存在する．これらのサービスの拠点となる「生きがいデイ
サービスセンター」なども，「独自」タイプに位置づけられる．これらの施設は，自立から要支援のグレー
ゾーンにあたる高齢者のための居場所であると考えられ，近年の自立高齢者のための施設の一つの典
型であるといえる．全国的に制度化はされていないものの，その必要性が複数の自治体で認知され，
拠点づくりが行われていることが確認できた．
　老人福祉センター，老人憩の家の設置要綱の通知はそれぞれ 1977 年と 1965 年であり，通知から
はかなりの年数が経過している．要綱による施設要件が今日の実情にそぐわなくなっていることも考
えられ，今後は自治体ごとに柔軟な視点で整備される「独自」タイプの施設が増えていくと考えられる．
11.9% 
19.9% 
18.9% 
49.3% 
老人福祉センターA 老人福祉センターB 老人憩の家 独自 
62ヶ所
258ヶ所
99ヶ所
104ヶ所
図 3-3-9　種類別にみた施設数の分布
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3.2.2）施設種類別にみた運営主体の分布　
　図 3-3-10 に，施設種類別にみた運営主体の内訳を示す．本項目では，資料収集・アンケート調査
において施設種別及び運営主体が明らかとなった 523 施設を有効回答としたクロス集計を行った．運
営主体の類型の詳細については，本章 2.2 を参照のこと．
　全体の傾向としては，民間企業・NPO 等が業務委託・指定管理者制度等により運営する施設が
40% 程度を占め，最も多いタイプとなった．一方，地域住民組織による運営が行われる施設も全体の
4 分の 1 程度あり，住民参加の施設運営が進みつつあることが明らかとなった．自治体による直営タ
イプは約 35% に留まり，施設管理・運営の民営化が普及しつつあることがわかった．　
　また，施設種類別にみると，老人福祉センター B（小規模型の老人福祉センター）と自治体独自施設の，
比較的小規模な施設が多いタイプほど，地域住民組織による運営が行われている割合が高い．この理
由としては，まず規模が小さい方が管理面が比較的容易になりやすいことが考えられる．また，自治
体独自の制度を柔軟に定めることにより，住民による自治を後押しできることが，自治体独自施設の
住民による運営の割合をあげていることも推測された．
　一方，老人憩の家は約 70% が自治体直営となっていた．これは，1965 年通知の設置要綱により，
管理者を「市町村　または都道府県知事が適当とみとめたもの」と指定しているため，基礎自治体だ
けの判断では民営化することが難しいのではないかと考えられる．
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3.2.3）施設種類別にみた浴室の有無の分布　
　図 3-3-11 に，施設種類別にみた浴室の有無の割合を示す．本項目では，資料収集・アンケート調
査において施設種別及び浴室の有無が明らかとなった 523 施設を有効回答とする．また，建物そのも
のに浴室が設置されていても，併設される別の施設が専有する浴室である場合は，「無し」に分類した．
　全体の傾向としては，約46%の施設に浴室が設置されていることが分かった．「老人福祉センターA」
以外は，法律・要綱等での浴室の設置は義務づけられておらず，老人福祉センター A が全施設の中で
占める割合が約 12% であることをふまえると，要求される設備ではないにも関わらず浴室を備えて
いる施設が多いということが分かった．このことは，日本の生活・文化の中で入浴という行為が暗黙
のうちに重視されていることを示唆しているともいえる．
　施設種類別にみると，設置要綱の中に浴室の設置が義務づけられている老人福祉センター A におい
ては，93.5％の施設に設置されていたが，残る 6.5%（4 カ所）の施設には浴室がなく，要綱を満た
していないという実態が明らかになった．また，老人憩の家も約 64% の施設に浴室が備えられていた．
老人憩の家設置要綱においては，設置が義務づけられてはいないものの，浴室の仕上げに関する言及
があり，設置が想定されていたのではないかと考えられる．また，99 ヶ所の老人憩の家うち，21 ヶ
所が大田区の施設であったが，大田区では 1 ヶ所を除く全ての老人憩の家に浴室が設置されている．
このため，全体の数値を引き上げているとも考えられる．
　また，浴室の設置が義務づけられていない老人福祉センター B や，自治体が独自に開設するタイプ
の施設においても，それぞれ約 26%，約 37％もの施設に浴室があることが把握された．
　高齢になり，自宅での個浴や浴室の管理が難しいなどの不安をもつ高齢者にとっては，公共施設で
入浴ができる意義は大きいと考えられる．反面，水道・光熱費などのコスト面の負担はもちろん，利
用者の安全面にかけるコストや人員配置上の理由から，浴室の管理・運営には課題も大きい．自治体
単位で考えると，一部の施設に入浴施設を集約するなどの工夫が必要となっていると考えられる．
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3.3）面積階級別にみた整備状況
3.3.1）面積階級（100㎡）ごとにみた施設数の分布と種類別の内訳　
　図 3-3-12 に，面積階級（100㎡）ごとにみた施設数の分布と種類別の内訳を示す．
本項目では，資料収集・アンケート調査において施設種別及び延べ床面積が明らかとなった 523 施設
を有効回答とする．うち 1 施設は仮施設のため延べ床面積が未定であった．
　最大値は 8720.47㎡，最小値は 6.9㎡であり，大きなばらつきがみられた．これは，独立（専有）
の大規模施設と，他の施設の一部分を利用するタイプの施設などの多様な施設が含まれていること，
設置要綱により面積が 495.5㎡以上であることが義務づけられている老人福祉センター A と，自治体
が独自の判断で整備している施設が含まれていることに起因する．また，平均値は約 542㎡，中央値
は約 321㎡となった．
　1000㎡以上の非常に大規模な施設も 67 ヶ所あるものの，400㎡以内の比較的小規模な施設が 60％
以上を占めることが明らかとなった．特に，100㎡から400㎡の範囲がボリュームゾーンとなっている．
また，老人福祉センター A に要求される最低面積である 495.5㎡を超えた 500-599㎡の階級から施設
数の減少が顕著である．
　一方で，老人福祉センター A であるが 100㎡未満のものや老人福祉センター B であるが 1000㎡以
上のものなど，施設設置要綱を満たさない施設もいくつかみられた．
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3.3.2）面積階級（50㎡）ごとにみた延べ床面積が 400㎡未満の施設数の分布と種類別の内訳　
　面積階級（100㎡ごと）に施設数の分布をみた結果，400㎡以内の施設が約 65%（339 ヶ所）と大
きな割合を占めた．そこで，これらの比較的小規模な施設の詳細な面積分布と施設種類を把握する．
　図 3-3-13 に，面積階級（50㎡）ごとにみた延べ床面積が 400㎡未満の施設数の分布と種類別の内
訳を示す．本項目では，資料収集・アンケート調査において延べ床面積及び施設の種類が明らかとなっ
た 525 施設のうち，延べ床面積が 400㎡未満の 339 施設を有効回答とした．集計に際して，50㎡ご
との面積階級のほか，「老人福祉センター B」の面積要件である 165㎡の前後でも階級を区切った．
　老人福祉センターの設置要綱により，老人福祉センター B は延べ床面積が 165㎡〜 495.5㎡の範囲
内に定められており，これより小さいものは，定義上は老人憩の家または自治体が独自に整備する施
設となる．実際に面積が 165㎡未満の施設は計 126 施設存在した．面積の明らかとなった全 523 施
設のうち約 24％がこの小規模なカテゴリに含まれる．
　施設種別にみると，設置要綱の規定により面積が 495.5㎡以上必要であり，本来ならば本項目の対
象からは外れるはずの老人福祉センター A が 8 ヶ所含まれており，165㎡未満の施設にも老人福祉セ
ンター A・B が複数含まれていた．165㎡未満の 3 階級では自治体が独自に整備する施設の占める割
合が顕著に高い．165-199㎡，200-249㎡の 2 階級では老人憩の家の割合が高く，それ以降は老人福
祉センター B の占める割合が高くなっている．
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3.3.3）面積階級（50㎡）ごとにみた延べ床面積が 400㎡未満の施設数の分布と浴室の有無　
　面積階級（100㎡ごと）に施設数の分布をみた結果，400㎡以内の施設が約 65% と大きな割合を占
めた．そこで，これらの比較的小規模な施設の詳細な面積分布と浴室の有無の関係について把握する．
　図 3-3-14 に，面積階級（50㎡）ごとにみた延べ床面積が 400㎡未満の施設数の分布と浴室の有無
の内訳を示す．本項目では，資料収集・アンケート調査において延べ床面積及び浴室の有無が明らか
となった 525 施設のうち，延べ床面積が 400㎡未満の 339 施設を有効回答とした．集計に際して，
50㎡ごとの面積階級のほかに，「老人福祉センターB」の面積要件である165㎡の前後でも階級を区切っ
た．
　本項目の対象となった 339 ヶ所のうち，浴室をもつ施設は 117 ヶ所であり，約 35% である．いず
れの階級においても浴室を備える施設は半数以内となったが，300㎡以上の階級から浴室を有する割
合が顕著に高くなっている．0-49㎡の階級に 1 施設のみ浴室をもつ施設があったが，この施設は地区
センター内の 1 室を利用したものであり，共用部に浴室があるという場合が考えられた．
　339 ヶ所のうち，浴室の設置が必要である老人福祉センター A は 8 ヶ所である．残りの 331 ヶ所
は全国的な制度上では浴室の設置が求められておらず，かつ小規模な施設であるにも関わらず浴室を
備えているということになる．小規模な施設にのみ着目した場合においても一定の割合で浴室が整備
されているということは，日本の高齢者の生活・文化的な面で，入浴行為がいかに重要視されている
かを示しているともいえる．
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3.4）人数階級（20人）ごとにみた施設数の分布と施設種類の内訳
　図 3-3-15 に，人数階級（20 人）ごとにみた施設数の分布と施設種類の内訳を示す．本項目では，
資料収集・アンケート調査において一日平均利用人数について明らかとなった 523 施設を有効回答と
した．ただし，利用人数の統計をとっていない施設は回答を「不明」としてまとめた．また，一日ず
つの平均をとっていない施設に関しては，年間の延べ利用人数を年間の延べ開所日数で除したものを
一日平均利用人数として集計している．平均値・中央値に関しては，回答が「不明」を除いた 492 施
設を母集団として求めた．
　最大値は 864 人，最小値は 0.4 人であり，平均値は 65 人，中央値は 43 人であった．一日平均利
用人数が 60 人未満の施設で約 6 割を占めている．一方，一日平均利用人数が 200 人を上回る施設が
29 ヶ所存在した．ただし，これらの数字は単純な平均値であるため，イベント・行事を実施する日
に爆発的に多くの人が利用した場合などによって数字が極端に大きくなってしまう可能性もある．
　施設の種類別にみると，自治体独自の施設は各階級にまんべんなく分布するが，0-19 人，20-39 人，
40-59 人の 3 階級で特にその割合が大きくなり，200 人以上の階級で再び大きな割合を占めている．
自治体独自の施設のあり方の多様さが平均利用人数からも示されているといえる．
　また，60 人未満の階級では，老人福祉センター B と老人憩の家の占める割合も大きく，老人福祉
センター A はきわめて少ない．一方で，80-99 人の階級を境に，人数の大きい階級になるほど，老人
福祉センター A の占める割合が高くなる傾向が見られた．これは，各施設が設置要綱により求められ
る面積規模・機能から考えると妥当な結果であるといえる．
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図 3-3-15　人数階級（20人）ごとにみた施設数の分布と種類別の内訳（p=人数（人））
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3.5）併設施設タイプ別にみた分布
3.5.1）併設施設タイプ別にみた施設数の分布
　図 3-3-16 に，併設施設タイプ別にみた施設数の分布を示す．本項目では，資料収集・アンケート
調査において併設施設が明らかとなった 523 施設を有効回答とする．
　集計に際し，アンケートの回答を以下の 7 タイプに分類した．
　・コミュニティ施設：集会施設または集会機能をもつ複合施設（例：コミュニティセンター，地区会館）
　・単独：併設する施設がない場合
　・児童・教育施設：子どものための施設または学校（例：保育園，小学校，児童館）
　・福祉施設：障がい者福祉施設または介護保険による高齢者福祉施設（例：福祉作業所，介護保険
デイサービスセンター）
　・その他公共施設：上記に当てはまらない公共施設（例：防災倉庫，区役所出張所）
　・住宅：住宅以外に併設する施設がない場合
　・民間施設：公共施設以外（例：商業施設，個人住宅）
　併設施設タイプとして最多なのはコミュニティ施設であり，約 4 割が該当した．多様な世代の利用
者がいる地域のコミュニティ施設の中に高齢者のためのスペースを整備し，各種の活動を行っている
タイプがこの類型である．コミュニティ施設の中に高齢者の拠点を設けることで，既存施設の中でも
高齢者は安定的に安心して利用でき，必要に応じて他の利用者と分けられる点が特長であるといえる．
　次いで大きな割合を占めるのが併設施設の無い単独型であり，その次は児童・教育施設となった．
保育園・幼稚園・児童館との併設や，公立学校の余裕教室を利用した施設がこの類型に含まれ，東村
山市・小平市をはじめとした自治体では，近接性を活かした日常的な世代間交流を行っている．また，
渋谷区では地域福祉計画において，今後，各自立高齢者向け施設を児童福祉センター・保育園と一体
型の施設へと建替えることを予定している．
　福祉施設併設タイプでは，介護保険制度による福祉施設との併設や，「総合福祉センター」等の，
介護保険適応の高齢者・障がい者・子どもなどの多分野にわたる総合的な福祉拠点のなかに設置され
ているものもあり，要支援・要介護になってからも同じ施設を使い続けられるような例もみられた．
7 割以上の施設が何らかの施設と併設されており，高齢者だけが集まっているのではなく，多世代・
多属性の住民との接点を持ちながら，高齢者が利用できる空間が整備されている傾向が把握された．
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図 3-3-17　併設施設タイプ別にみた一日平均利用人数の分布（p=人数（人））
表 3-3-4　併設施設タイプ別の一日平均利用人数の平均　
3.5.2）併設施設タイプ別にみた一日平均利用人数の分布
　図 3-3-17 に，併設施設タイプ別にみた一日平均利用人数の分布を示す．本項目では，資料収集・
アンケート調査において一日平均利用人数が明らかとなった 523 施設を有効回答とした．ただし，利
用人数の統計をとっていない施設は回答を「不明」としてまとめた．また，一日ずつの平均をとって
いない施設に関しては，年間の延べ利用人数を年間の延べ開所日数で除したものを一日平均利用人数
として集計している．平均値・中央値に関しては，回答が「不明」を除いた 492 施設を母集団として
求めた．併設施設タイプの分類については本章 3.5.1「併設施設タイプ別にみた施設数の分布」を参
照のこと．併設施設タイプごとの平均は表 3-3-4 の通り．
　最も平均利用人数が多い併設タイプは福祉施設であり，次いで住宅であった．これは，福祉施設併
設タイプには面積の大規模なものの割合が高いことや，併設する福祉施設が，地域の福祉拠点として
位置づけられる多機能なものである場合，多様なプログラムが展開される事例が見られることなどが
要因であると考えられる．住宅に併設されるタイプの一日平均利用人数が多い理由としては，アクセ
シビリティの高さなどが考えられるが，このタイプは 17 ヶ所しかなく，特殊な事例の影響が強く反
映されている可能性もある．また，コミュニティ施設併設・独立タイプの施設は，一日平均利用人数
が少ない施設の割合が高い．これらのタイプは小規模な施設が多いことも影響していると考えられる．
　全体の平均としては一日 1 施設あたり 66 人強が利用しており，元気な高齢者の居場所づくりの需
要が大きなことが明らかとなった．
併設施設タイプ コミュニティ施設 単独 児童・教育施設 福祉施設 その他公共施設 住宅 民間施設 全体
施設数（ヶ所） 211 140 74 45 34 17 2 523
平均一日平均利用人数（人） 53.9 61.0 76.3 117.8 58.8 95.3 27.0 66.3
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3.5.3）併設施設タイプ別にみた面積（200㎡ごと）の分布
　図 3-3-18 に，併設施設タイプ別にみた面積（200㎡ごと）の分布を示す．本項目では，資料収集・
アンケート調査において延べ床面積及び併設施設が明らかとなった 523 施設を有効回答とした．ただ
し，うち1施設は仮施設のため延べ床面積は未定であった．併設施設タイプの分類については本章3.5.1
「併設施設タイプ別にみた施設数の分布」を参照のこと．
　コミュニティ施設に併設されているタイプは 80% 近くが 300㎡未満の比較的小規模なものであっ
た．これらの施設は，地区会館などの地域の交流・活動拠点の中に高齢者が安心して使える空間を整
備しているものである．施設数そのものとしてもこのタイプが最も多く，コミュニティ施設の中の小
さな空間は，今日の東京都における自立高齢者のための居場所として 1 つの典型例であるといえる．
　また，民間施設に併設されている 2 ヶ所はいずれも 100㎡未満の小規模なものだが，これらの施設
はそれぞれ，商店街（ショッピングセンター）の一部部分を利用したものと個人住宅の一部分を利用
したものである．
　一方，福祉施設に併設されたタイプは，1000㎡以上の大規模なものが約 4 割を占めている．これ
らの中には，「総合福祉センター」等の，高齢者・障がい者・子ども（母子）などの多分野にわたる
総合的な福祉拠点のなかに設置され，大きな施設に含まれる様々な機能・サービスを他の世代の利用
者と共有しながら利用できるタイプのものが含まれているためと考えられる．このタイプの施設は一
日平均利用人数も多く，広い空間で多様なプログラム・サービスが受けられる場として，自立高齢者
のための居場所のもう 1 つの典型例なのではないかと考えられる．
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3.5.4）併設施設タイプ別にみた階数の分布
　図3-3-19に，併設施設タイプ別にみた当該施設の階数の分布を示す．本項目では，資料収集・アンケー
ト調査において所在階及び併設施設が明らかとなった 523 施設を有効回答とする．接地階にあるかに
関わらず，1 フロアを「1 層」として集計した．このため，建物の 2 階部分のみを利用する場合は，「1
層」に含まれる．集計に際して，所在階が 5 層以上の 7 施設は，まとめて「5 層以上」とした．「5 層
以上に含まれる内訳は表 3-3-5 の通り．
　階数の最小は 1 層，最大は 9 層であった．分布をみると，1 層（平屋）が約 7 割を占めた．これは，
全 523 施設中 99 施設を占める老人憩の家の設置要綱に，指針として「原則として平屋とする」とい
う文言が含まれていることが影響していることも考えられる．
　また，1 層と 2 層の施設を合わせると全体の 9 割以上となり，ほとんどの施設が 2 層以内に収まっ
ていることがわかった．一方で，併設施設があるものの中には，地下 1 階・1 階・3 階などの変則的
なフロア利用をしている施設も一部みられた．
　併設施設タイプ別にみると，コミュニティ施設に併設するものは約 85% が 1 層であった．これは，
コミュニティセンター等の一部や一室を高齢者スペースとして利用するタイプが多いためと考えられ
る．一方，独立タイプでは 2 層の割合が約 4 割と大きくなっており，敷地の容積率を有効に使うこと
を考慮しているのではないかと考えられる．また，延べ床面積が大きい施設が多い福祉施設に併設す
るタイプやその他の公共施設に併設するタイプは，比較的階数も多くなる傾向がみられた．
階数 5層 6層 7層 8層 9層 合計
施設数（ヶ所） 3 2 1 0 1 7
84.8% 
52.1% 
70.3% 
53.3% 52.9% 
76.5% 
100.0% 
69.0% 
12.3% 
38.6% 
21.6% 
31.1% 29.4% 
23.5% 
23.7% 
1.9% 
6.4% 4.1% 
8.9% 
5.9% 
4.2% 
0.5% 2.1% 2.7% 
4.4% 
2.9% 
1.7% 
0.5% 0.7% 1.4% 2.2% 
8.8% 
1.3% 
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コミュニティ施設 
（211ヶ所） 
単独 
（140ヶ所） 
児童・教育施設 
（74ヶ所） 
福祉施設 
（45ヶ所） 
その他公共施設 
（34ヶ所） 
住宅 
（17ヶ所） 
民間施設 
（2ヶ所） 
全体 
（523ヶ所） 
1層 2層 3層 4層 5層以上 
表 3-3-5　「5層以上」に含まれる施設の内訳（N=7）
図 3-3-19　併設施設タイプ別にみた階数の分布
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3.6）整備主体別の施設数の分布
　表 3-3-6 に，整備主体別の施設数の分布を示す．本項目では，資料収集・アンケート調査において
施設の整備主体が明らかとなった 523 施設を有効回答とする．
　全体の約 96％にあたる 500 ヶ所が，基礎自治体が単独で整備していた．
　一方で，自治体が土地または建物を借用している事例が 5 ヶ所，国有地・都有地に建物を建ててい
る事例がそれぞれ 1 ヶ所ずつみられた．また，武蔵野市のテンミリオンハウスや日野市のふれあい交
流型のサロンでは，自治体と地域住民（運営協議会）が恊働して施設を設立しており，住民参加の施
設づくりが行われている点で，これらは先駆的な事例といえる．
3.7）利用料金別の施設数の分布
　表 3-3-7 に，利用料金別の施設数の分布を示す．　本項目では，資料収集・アンケート調査におい
て施設の利用料金が明らかとなった 523 施設を有効回答とする．
　全体の約 95％にあたる 498 施設では利用料金が原則無料であった．ただし，部屋の貸切・イベン
ト参加等の実費は除いている．老人福祉センター A・B および老人憩の家の設置要綱において，「利
用は原則無料とする」という一文が書かれていることもあり，公共サービスの一環としてほとんどの
施設は無料で利用が可能である．
　一方で，武蔵野市・多摩市・東村山市などが独自に整備する，見守りや介護予防が特に必要な自立
高齢者向けのデイサービスを実施する施設では，一日または半日あたりの利用料金や，デイサービス
で提供される食事やおやつのための料金が必要となることがわかった．また，日野市の独自施設であ
る「ふれあい交流型」のサロンでも，入室費やお茶代などが施設ごとに一定額必要となっていた．
　その他にも，施設の入館とは別に，入浴施設の利用にのみ料金が発生する施設もみられた．水光熱
費の大きな入浴施設の維持のための一つの手段といえる．
　今後，自治体独自の施設の多様化が進む中で，デイサービスや多様なプログラム，入浴施設など，
公共施設の中でも受益者負担のサービスも増えて行くのではないかと考えられる．
整備主体 施設数（ヶ所）
基礎自治体 500
基礎自治体（借用） 5
基礎自治体＋国（一部土地） 1
基礎自治体＋都（都営住宅） 3
基礎自治体＋都（土地） 1
基礎自治体＋地域住民 12
基礎自治体＋個人（寄贈） 1
合計 523
表 3-3-6　整備主体別の施設数の分布
表 3-3-7　利用料金別の施設数の分布
利用料金タイプ 施設数（ヶ所）
原則無料 498
参加費有り 21
入浴費有り 4
合計 523
第 3章　東京都における自立高齢者支援施設に関する施策・整備状況
3.4　小括
63
3.4　小括　
　本章では，資料収集調査とアンケート調査から，東京都における自立高齢者支援施設に関する施策
と整備の今日的な状況について把握した．
　以下では項目別に考察を行う．
1）基礎自治体独自の施設
　各調査の結果から，東京都における自立高齢者支援施設は，全国的な制度上に位置づけられる老人
福祉センター，老人憩の家の他にも自治体が独自に整備する多様な施設がみられ，全数における割合
としても約半数を占めることが明らかとなった．これらの独自の施設の形態としては，複数の自治体
に共通の取り組みがみられるもの，類似するものが数種類把握された．その例を以下に示す．
　Ⅰ．いきがいデイサービスセンター型：自立ではあるが，心身・生活上の不安をもつ高齢者等を対
象とした，閉じこもり防止や介護予防を目的とする介護保険によらないデイサービスを行う施設．参
加費用等の利用者負担が発生する．（例：福生市生きがい活動支援デイサービス，武蔵野市テンミリ
オンハウス他）
　Ⅱ．カルチャーセンター型：元気な高齢者のいきがいづくりや仲間づくりなどを目的とした講座や
教室を行うことが主な機能となる施設．（例：板橋区シニア学習プラザ．江戸川区くすのきカルチャー
センター他）
　Ⅲ．老人福祉センター型：制度上の「老人福祉センター」ではないが，機能・目的が老人福祉センター
におおむね一致するもの．（例：中央区敬老館，目黒区高齢者センター他）
　Ⅳ．コミュニティ施設一部利用型：多世代の地域住民のためのコミュニティ施設の中の一部を高齢
者のためのスペースとするもの．（例：練馬区地区区民館内敬老室，多摩市コミュニティセンター内
シルバーサロン他）
　Ⅴ．地域交流拠点型：地域住民が主体となって運営する地域住民の交流のための空間であり，その
主な利用対象者として高齢者を位置づけ，高齢者の閉じこもり防止等をはかるもの．（例：世田谷区
地域支えあい拠点，日野市ふれあい交流拠点他）
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2）自治体ごとの自立高齢者支援施設整備に関する取り組み
　各自治体の公表する地域福祉計画・公共施設白書等の政策情報文 25）〜文 87）からは，全体としては自立
高齢者支援施設を増やす方向性がみられたものの，当該施設に関する施策の重み付けには自治体ごと
に非常に大きな差がみられることが把握された．また，アンケート調査による施設整備状況からは，
多摩地域と比べて 23 区の自治体の方が施設数が多い傾向にあり，自治体の面積も狭いことから，23
区の方が利便性が高いという傾向がみられた．一方，多摩地域では，調布市・八王子市・町田市など
の自治体において，大規模な施設を少数所有する集約化の傾向があることが把握された．
　自治体ごとに大きな差がみられる理由の 1 つとしては，予算の問題があげられる．財政力指数の低
い自治体では，自立高齢者の支援にまで予算を投入できないという現状があるのではないかと考えら
れる．
　一方で，足立区や北区・豊島区といった財政力に余裕がない自治体の中でも，当該施設を数多く整
備し，今後も増設や新たな活動を検討している例もみられた．以下はこれらの自治体の取り組みの特
徴である．
　足立区：当該施設は全て老人福祉センターであり，1 ヶ所を除く全てが区民センターに併設．全て
の運営を地域住民組織の自治に委ねている．
　豊島区：これまで利用者を高齢者に限定していた施設を，高齢者のための居場所を確保しながらも
多世代の地域住民のための施設に再編．小学校区単位のコミュニティ施設と位置づける．多くの施設
において，運営は区と地域住民組織が協力して行う．
　北区：区民センターの中に高齢者が安心して利用できるスペースを設置．運営は区のシルバー人材
センターや自主管理委員会が行う．元気な高齢者の活動を支援する窓口や活動拠点の整備，各種事業
に関する情報提供を進める．
　
　これらの共通点としては，地域住民による運営を進めている点，　地域住民のコミュニティ施設の
中に高齢者のための空間を設けている点があげられる．この 2 点は，財源に余裕が少なくとも施設整
備・運営を行うための示唆となると考えられる．また，地域のコミュニティ施設の中に設置することで，
高齢者だけでなく多世代の利用者との接触の機会が得られる点も有効であると考えられる．
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3）自立高齢者支援施設における活動・機能
　各自治体の公表する計画・施策文 25）〜文 87），整備状況から，自立高齢者支援施設における活動・機能
において特に重要性が高いと考えられるものは以下の 4 点である．
　1：介護予防・いきがい活動
　2：多世代の交流・コミュニティづくり
　3：元気な高齢者自身が役割を発揮する活動
　4：入浴
　これらはいずれも，日本においてこれまで制度化されていた自立高齢者のための施設である老人福
祉センター・老人憩の家の制度上の「目的・内容」に必ずしも含まれているとは言えないものである．
今日的な自立高齢者支援施設に必要とされる機能と，制度により規定される機能にずれが生じてきて
いることの証左であるといえる．
4）個別の施設の状況
　アンケート調査により，東京都における「自立高齢者支援施設」は 523 施設以上あることが確認さ
れた（アンケート調査の有効回答施設数 523 ヶ所，アンケート未回答自治体にも施設が存在すると考
えられるため）．
　523 ヶ所のうち，半数近くは全国的な制度によらない，基礎自治体独自の施設であった．また，運
営方法としても，民営化されているものが約 65％であった．このことから，自治体が独自の方針で
整備し，民間団体が運営を行う「自治体独自の公設民営」施設がもっとも典型的なものであることが
わかった．
　延べ床面積は非常に幅広く分布したが，ボリュームゾーンは 400㎡以内のものであり，特に 200㎡
前後のものが多く分布し，比較的小規模な施設のストックが多いことが把握された．また，併設施設
のタイプとしてはコミュニティ施設併設のものが全体の中で最も多く，児童・教育施設との併設も一
定数みられた．この傾向は，自治体ごとの計画において，当該施設を高齢者だけでなく地域住民や多
世代の交流の場とする傾向がみられたことと一致している．
　また，全体では約半数の施設に浴室が備えられており，法的には浴室を要求されない老人福祉セン
ター B・老人憩の家・自治体独自の施設においても，約 26%，約 64％，約 36％と一定の割合で浴室
が設置されていた．これらの結果から，自立高齢者支援施設において浴室は一般的かつ需要のある設
備であると考えられるが，浴室の見直しを検討している自治体もいくつかみられることから，水光熱
費や安全管理の面からも浴室が管理・運営上の負担となっていることが明らかとなった．
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5）今後の自立高齢者支援施設整備
　本章で得られた結果から，今後の東京都における自立高齢者支援施設整備・運営について得られた
示唆を以下に示す．
　
　・既存ストックを活かした整備
　　既存の施設の改修や学校の余裕教室・空き物件の活用による整備がコストや環境面などの様々な
　面からも有効である．
　・地域住民，利用者による運営
　コストやニーズ把握といった実務面，コミュニティ形成の面からも，自治体の直営ではなく，地　
　域住民や利用者が運営に参画することは有効なのではないかと考えられる．
　・浴室の整備に関する再検討
　　既存施設においては，一定の割合で浴室が整備されており，一般的かつ需要のある機能であるこ
　とが把握された．一方，浴室の維持管理や運営には少なからず負担があることも明らかとなった．
　　今後は，自治体内において一部の施設に浴室機能を集約することや，利用料金の設定等の負担軽
　減策が求められる．
　  第 4 章　
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第 4章　東京都における自立高齢者支援施設の運営・利用実態に関する既往研究
4.1　本章の目的と方法
1）目的
　本章の目的は，以下の事柄である．
　・東京都における様々な種類の自立高齢者支援施設の運営や利用の実態に関する既往研究をレ
ビューし，その知見を整理すること．
　本章の各節の具体的な課題を以下に示す．
　4.2 から 4.6 では，以下の施設に関する既往研究のレビューを行う．
　　4.2：千代田区神田にある老人福祉センターAの利用実態
　　4.3：板橋区における老人福祉センターと老人憩の家の運営・利用実態
　　4.4：多摩市が独自に設置するいきがいデイサービスセンターの運営・利用実態
　　4.5：東京都M市が独自に設置するミニデイサービスセンターの運営・利用実態
　　4.6：多摩市が独自に設置するコミュニティセンター内の高齢者スペースの利用実態
　4.7 では，これらの既往研究から得られた知見を項目ごとに整理・考察し，本章の小括を行う．
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2）方法
　本章では，論文検索サイトCiNii（http://ci.nii.ac.jp/）において既往研究を検索し，レビューの対
象となる論文を選定した．
　論文選定の条件を表 4-1-1 に示す．各検索対象施設について，キーワード 1とキーワード 2の語か
らそれぞれ 1つずつを組み合わせて得られた検索結果に対し，第 1章で述べた本研究で対象とする「自
立高齢者支援施設」の条件を満たすものを研究対象としている論文のみを抽出した．その上で，建築
学の立場から運営・利用の実態について論じているもののうち，研究対象を東京都に立地する施設と
している論文を選定した．
　上記の選定方法から，本章でレビューする論文の研究対象となる施設は，廃止されたものを除きい
ずれも第 3章で分析の対象となった施設のうちに含まれている．
3）選定結果
　資料収集の結果，本章でレビューする論文を表 4-1-2 で示す．
　各自治体が独自に設置している自立高齢者支援施設に関しては，「いきがいデイサービスセンター」，
「ミニデイサービス施設」，「コミュニティセンター内の高齢者スペース」を対象とする論文を選定した．
表 4-1-1　論文選定の方法
検索対象施設 検索キーワード1 検索キーワード2 分野 内容 対象地域
老人福祉センター 「老人福祉センター」 ̶（無し）
建築学
施設の運営実態または
利用実態
東京都
老人憩の家
「老人憩の家」・「老人憩いの家」・
「老人いこいの家」から1つ
̶（無し）
自立高齢者支援施設
全般
「施設」・「居場所」・「環境」・
「空間」から1つ
「高齢者」・「自立高齢者」・
「地域高齢者」・「健常高齢者」から1つ
対象施設名 論文タイトル 筆頭筆者 出版年
老人福祉センター
「都心部における既存建築ストックの高齢者福祉・生活支援施設への転換に関
する基礎的研究 ̶千代田区神田地域における事例検討̶」
篠田紀行 2005
老人福祉センター・
老人憩の家
「地域余暇活動施設の利用実態に関する研究 ̶大都市部における健常高齢者が
利用する地域余暇活動施設の建築計画に関する研究 その1̶」
山部なつ紀 2006
「地域余暇活動施設内の交流・使われ方に関する観察調査 ̶大都市部における
健常高齢者が利用する地域余暇活動施設の建築計画に関する研究 その2 ̶」
管野 明日美 2006
いきがい
デイサービスセンター
「自立高齢者の地域支援施設のあり方に関する考察  ̶多摩市いきがいデイサー
ビスセンターの利用実態と利用者の特性 ̶」
2006
ミニデイサービス 「小規模高齢者通所施設の利用実態と空間の使われ方の特性について」 西野達也 2004
コミュニティセンター内
高齢者スペース
「自立高齢者の地域生活支援施設のあり方に関する研究 ̶多摩市コミュニティ
センター内の高齢者スペースにおけるケーススタディ̶」
田中裕基 2002
文 18）
文 16）
文 15）
文 17）
文 4）
文 12）
表 4-1-2　本章でレビューを行う論文の一覧
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4.2　老人福祉センターに関する研究
1）概要と目的
　東京都における老人福祉センターに関する既往研究として，篠田ら（2005）文17）による千代田区の
高齢者センター（老人福祉センターA）を対象とした研究があげられる．
　篠田論文では，高齢者センターを千代田区神田地域における，高齢者の地域継続居住を支援するコ
ミュニティー施設として位置づけ，コミュニティー施設の機能分散に向けた基礎的研究として，高齢
者センターの実態調査と合わせて千代田区長寿会及び地域住民を対象としたインタビュー調査を行っ
ている．
2）方法
　千代田区立の高齢者センターにおいて，利用者へのインタビュー調査（対象 27 名），利用形態に
関するアンケート調査（対象 224 名），利用の様態を把握するための館内のマッピング調査（2日間）
及び入り口と浴室での入退室者数の計測（7日間）を行っている．
　また，地域で生活する高齢者の生活様態を把握するため，千代田区の高齢者組織の 1つである長寿
会の会員及び地域の住民へのインタビュー調査を行っている．
3）結果
3.1）日別入館者数・入浴者数
　1週間の日別入館者数の計測により，平日の平均来館者数に対し日曜日は約半分になること，男女
比はおよそ 1：3と女性に偏ることを明らかにした．また，利用者の多くがコミュニティバスを利用
して来館しているためバスの発着時刻が入退館時間に影響を及ぼしており，利用者の平均利用時間は
3.5 時間であった．時間帯としては，平日・休日ともに昼食後の利用が多い．
　浴室に関しても同様に 1週間を通じた入浴者数の計測を行い，平日に対して日曜日の方が圧倒的に
来館者が入浴する割合が多く，女性に比べて男性の方がより浴室をよく使うことが明らかとなった．
3.2）高齢者センター利用者の類型化
　アンケート調査をもとに数量化 3類によって分析を行い，高齢者センターの利用者を類型化した．
その結果，A. 浴室・休憩室のある 2階を中心に他のフロアも複合利用するタイプ，B. 機能訓練室を
中心とするリハビリタイプ，C. 機能訓練室・食事室のある 3階を筆頭に他のフロアも複合利用するタ
イプ，D.3 階を主に利用するタイプの 4種類の利用形態がみられた．Aの 2階を中心としたタイプが
最も多く，全体の 7割を占めることが明らかとなった．また，施設利用のスタンス・目的の違いによっ
て自分のこだわりをもつ居場所があるかどうかが異なることが明らかとなった．
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3.3）フリースペースのマッピングによる利用者状態の把握
　高齢者センターの 2階と 3階のフリースペースのマッピング調査を行い，利用者の交流の様態など
をとらえた．
　2階はフロア内にある浴室利用者が多く，グループ構成が頻繁に変わる点が特徴であった．一方 3
階は椅子と机が配置されたコーナーを拠り所にグループが1日を通して固定され，常連の居場所となっ
ていた．
　この結果から，浴室との位置関係と，家具の設えが利用形態やグループ形成，滞在場所への意識に
影響を与えていることを明らかにした．
3.4）インタビュー調査による長寿会・地域住民の意向の把握
　長寿会会員，地域住民へのインタビュー調査により，千代田区の高齢者の中でもコミュニティの衰
退が問題視されていることを明らかにした．特に，町中で集まれる場所やおしゃべりが出来る場所が
なくなってしまい寂しいという意見が多く，長寿会でイベントをする時には会っても，普段会員同士
で会う機会がないという実態が明らかになった．これらの内容から，千代田区神田地域の高齢者には，
地域分散型・地域密着型のコミュニティー施設のニーズがあることが確認された．
4）結論
　固定化された家具と設えで形成される，利用者の安定した居場所を提供する機能の分散や，休憩・
サークル・リハビリなどと浴室を組み合わせた形の分散などが，コミュニティ施設の分散化の例とし
て示唆された．神田地域においては，増加しつつある空きビルの 1階部分などの有効なストックを活
用し地域に密着した分散型施設をつくることが，地域コミュニティーの再生に寄与する可能性がある
としている．
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4.3　老人福祉センター・老人憩の家に関する研究
1）概要と目的　
　東京都における老人福祉センター・老人憩の家に関する既往研究として，山部・管野ら（2006）文
15），文 16）による板橋区のふれあい館（老人福祉センターA）・いこいの家（老人憩の家）を対象とした
研究があげられる．
　山部・管野らはこれらの施設を「地域余暇活動施設」として，健常高齢者（本研究における「自立
高齢者」）のための余暇活動の場として位置づけ，ハードとソフトの両面からこれらの施設の現状と
課題をみつけることを目的としている．
2）方法
　まず，地域余暇活動施設への参加状況・要望を明らかにするため，60 歳以上の区民を対象とした
アンケート調査を行った（配布数 1200 通，有効回収率 27.0％）．加えて，施設利用者の属性や利用
目的・形態及び利用上の要望を明らかにするため，区内の 4施設の施設利用者を対象としたアンケー
ト調査を行っている（配布数 38枚〜 75枚，有効回収率 73.5％〜 87.8％）．
　また，施設内での利用実態を明らかにするため，区内のいこいの家（15施設）・ふれあい館（5施設）
のそれぞれから，単独型と他の施設に併設された複合型を対象施設として 1つずつ選び，計 4施設に
おいて館内の交流が発生しうる場所において交流の種類・人数・グループを定時ごとに記録した．
3）結果
3.1）60歳以上の区民へのアンケート調査からみる施設への参加状況・要望
　回答者 303 人中，地域余暇活動施設への参加率は 10%程度であり，参加しない理由としては主に
仕事のため（22.2％），施設自体を知らないため（17.3％），活動内容がわからないため（14.8%）が
あげられた．
　施設形態への要望としては，多世代の人と利用できる施設を望む人は 54.1% と多数いる一方，高
齢者のみが利用できる施設を望む人も 17.6%と一定数存在することが明らかとなった．
　施設活動の参加者からは家の近くにほしい（31.8％），交通の便をよくしてほしい（29.5％）と通
いやすさを求める意見が多くみられた．一方不参加者からは，地域社会との関わりがほしい（31.0％），
開館時間を延ばしてほしい（29.1％），情報を公開してほしい（22.7％）というより開かれた施設運
営を望む意見が多くみられた．
　活動内容としては，1人でも参加しやすい活動や健康づくり活動への要望が大きく，併設してほし
い施設としては区役所・区民センターや医療・保健施設などの希望が多く，利便性を求める傾向がみ
られた．求める諸室としては，参加者・不参加者ともにトレーニング室・マッサージ室が多かった．
参加者のみから要望の多かったのは浴室，不参加者からは図書室であった．
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3.2）施設利用者へのアンケート調査からみる施設の利用状況・要望
　利用者の年齢層としては各施設共に 70〜 74 歳が最も多く，いこいの家は「教養講座」を受講する
60歳代が多く，ふれあい館は 80歳代後半が少ない傾向であった．利用の目的は「余暇時間を充実さ
せたい」が多く，いこいの家では「活動内容に興味をもった」が，ふれあい館では「健康づくりのため」
が多い傾向であった．利用の形態としては，いこいの家ではクラブ・講座を，ふれあい館ではカラオ
ケや囲碁などの娯楽や入浴を主な参加活動とする利用者が多くみられた．対象となった 4施設ともに
入浴施設はそなえられている．
　活動内容への要望として，いこいの家・ふれあい館ともに「１人で参加しやすい活動」「健康づく
り対策の強化」への要望が多くみられた．いこいの家では教養講座やサークル活動への充実への要望
が多かったことに対し，ふれあい館では子どもとの交流機会への要望が多くなっていた．
　施設内への要望としては，求める諸室は，利用の形態（主な参加活動）ごとに異なった．設えとし
ては椅子を増やすことなどが求められていた．
3.3）観察調査による施設の利用実態
　単独型・複合型をそれぞれ調査したが，複合型における共有スペースでの併設施設利用者との交流
はわずかであり，単独・複合による差はみられなかった．そのため，詳細な分析は単独型いこいの家・
ふれあい館について行っている．また，　複合型施設の共有スペースが交流の機能を果たせていなかっ
た理由としては，共有スペースの距離が離れている点，靴の脱ぎ履きが必要な設えとなっている点が
考えられる．
　〈単独型いこいの家〉
　ロビーや娯楽室の使われ方として挨拶や休憩の短時間滞在が多くみられた．また，和室利用者の中
には椅子を持参している人が確認された．茶道教室終了後の廊下など，交流を意図していない空間が
会話などによる交流の場となっていた．
　〈単独型ふれあい館〉
　ロビーや娯楽室の使われ方として仲間との交流やマッサージなどの長時間滞在が多くみられた．健
康体操では，個別活動をしていた人が集まってきており，１人でも参加しやすい活動となっていたこ
とから，施設利用のきっかけとして有効だと考えられる．入浴を目的とする利用者は，特に高齢の方
や下肢機能が低下した方多く，浴室と同じフロアに滞在する人が多い．クラブ・講座目的の利用者，
健康づくり目的の利用者は，活動に関係する室以外はほとんど利用しないことが明らかとなった．ク
ラブ・講座の利用者は活動後はすぐに帰宅し，健康づくり目的の利用者は交流も訓練室やその周辺の
みで行っていた．
　運営を民間委託しており，装飾や掲示物による情報提供や，スタッフによる声かけが多くみられた．
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4）結論
　アンケート調査時点では，設置数・活動内容・運営方法・施設の環境が高齢者のニーズには合致し
ておらず，情報提供や下肢機能が低下している高齢者への配慮が不足していた．今後，様々な事情か
ら単独型施設の設置は難しいため，利便性をもつ施設と複合させていきながら施設数を増やし，多世
代で利用できる共用スペースや活動・イベントの幅を広げていくことが求められている．
　施設での取り組みとしては，１人でも利用しやすく，静的活動・動的活動の両方に対応した空間作
りやプログラム提案が必要である．また，ロビーのスペースを広くとり，椅子や装飾などの設えによ
り明るく交流しやすい空間が求められる．
　いこいの家は 80 歳代後半の利用者が多く，施設数も多いため，地域に密着した施設ということが
できる．今後，健康体操など１人でも参加しやすい活動を行い，利用者拡大をする必要があると考え
られる．
　一方，ふれあい館は 5つと数も少なく，地域余暇活動の拠点として広域の利用者に対応する必要が
あるため，施設までの移動サービスが求められていた．両施設では提供されるサービスの種類が異な
り，利用者の利用形態も異なった．今後具体的に求められる活動としては，前期高齢者に人気の高い
教養講座プログラムや，区民からの要望の大きい健康づくり活動があげられる．
　今後は，運営の民営化が進むことが想定され，運営者は施設の情報を積極的に提供すると同時に利
用者のニーズを把握することが求められる．また，機能・規模の異なるいこいの家とふれあい館のネッ
トワークを構築し，地域住民にとって身近な施設とすることが不可欠である．
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4.4　いきがいデイサービスセンターに関する研究
1）概要と目的
　東京都における自治体が独自に設立する施設に関する既往研究の 1つとして，鄭ら（2006）文4）に
よる多摩市のいきがいデイサービスセンターを対象とした研究があげられる．
　多摩市のいきがいデイサービスセンターは，自立高齢者の介護予防と社会交流の場としての機能を
もち，高齢者の自立生活を支える，「高齢者いきがい活動支援通所事業」（いきがいデイサービス，以
下いきがいデイ）を行う地域施設であり，鄭らの調査時点では市内に 6ヶ所が整備されていた（本研
究の調査時では 3施設）．また，6施設の全てがNPO法人等による民営施設である．
　鄭らはこのいきがいデイサービスセンターに着目し，その運営・活動・利用様態を分析することに
より，いきがい活動支援通諸事業の意義を考察し施設計画に必要な知見を得ることを目的としている．
2）方法
　市内 6ヶ所のいきがいデイサービスセンターにおいて，職員へのヒアリング調査，利用者属性調査，
しつらえ調査，終日観察調査を実施し，各施設の概要や利用者の属性，利用実態を把握した．その後，
単独型 2施設で 1週間の連続観察調査を行い，プログラム活動内容によるグループ形成の様態と利用
者の類型を分析した．
3）結果
3.1）利用者の属性・利用圏域
　利用者は全員自立歩行可能であるが，軽度の認知症や疾病・障がいをもつ利用者もみられた．全体
としては女性が80％をしめる．各施設の利用者の平均年齢は74〜86歳で，後期高齢者の割合が高い．
　通所方法は，6ヶ所中 3ヶ所では 90％以上が送迎を利用するが，2ヶ所では徒歩やバスが 80%を
超えるなど，利用者の状況の他にも施設の立地状況が影響していることが考えられた．施設の利用圏
域は 80%利用距離が 200m〜 1200mと幅があったが，送迎サービスの利用率が高い併設型の施設
は比較的利用圏域が広い傾向がみられた．
3.2）運営プログラムと活動場面
　いきがいデイの一日の主な運営プログラムは利用者到着→体操→自由時間→食事→自由時間又は提
供プログラム活動→帰宅準備となっており，多少の違いはあるが，これが6施設に共通した流れである．
　どの施設も強制的ではなく自由な雰囲気のもと活動が行われていた．しかし，介護保険制度による
デイサービスと一体的にいきがいデイが実施されている施設では，1）いきがいデイ単独活動はみら
れず介護保険デイサービスのプログラムにあわせて活動が行われる場面が多い　2）身体自立度が相
対的に低い介護保険デイサービス利用者と，自立度の高いいきがいデイ利用者の活動を同一スペース
で一体的に行うことは困難　という様子が観察された．このため，併設型の施設であっても，いきが
いデイ専用スペースが必要であると考えられる．
　静的プログラムと動的プログラムではグループ形成の規模に差があり，前者には机や床座のできる
スペースが，後者には全員が広がって活動できるスペースが求められた．また，食事や集会時に全員
が着席できるスペースが必要である．自由時間のグループ形成は施設内の様々な場所で自然に展開さ
れており，個別活動をする人もいた．多様な活動のニーズに対応した空間が必要であると考えられる．
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3.3）いきがいデイ利用者のグループ形成とその特性
　いきがいデイは多様な内容の提供プログラムがあるが，1週間の中にプログラムがある日・ない日
を設けることで様々な利用者層に対応しようとしている．提供プログラムの有無・内容によって利用
者数やグループ形成の様子に相違があり，利用者数によっても活動グループ形成の様態が異なる．
　動的プログラムがある日は特に利用者が多く，動的プログラム時には一斉に 1つのグループが形成
されるが，その後の自由時間にはいくつかのグループに分かれて活動が起きていた．静的プログラム
がある日には，プログラムの時間帯にも自由活動グループとプログラム参加グループが並存していた．
提供プログラムがない日には，いくつかの小規模な趣味・会話のグループが形成されると同時に，何
もしない利用者や１人で活動する利用者も存在した．総利用者数が少ない日は，限られた場所でのみ
活動が行われ，グループ形成にもあまり変化は見られない．
　これらの事柄から，異なる活動が同時に展開できる空間が必要であることが示唆された．
　いきがいデイ利用者の利用目的といきがいデイでの活動・過ごし方の観察・分析により，利用者は
以下の 4タイプに分類された．
　趣味活動タイプ：主にプログラム活動がない日に訪れ，１人かグループで趣味活動を行う．
　プログラムタイプ：自分が参加したいプログラム活動のある日を選んで通う．
　自適滞在タイプ：活動参加よりも会話やテレビ視聴など，自宅以外の居場所としての意味を見出し
ている．
　多目的利用タイプ：提供プログラムへの参加・趣味の双方に興味をもつ．
4）結論
　いきがいデイは多様なプログラム提供・高齢者の交流や外出を促すことなどにより，高齢者の介護
予防と日常生活を支援している地域社会の中での居場所として機能しており，今後の高齢者支援のあ
り方のひとつである．
　計画上の留意点としては，以下の点があげられる．
　1）いきがい・自己実現の場：提供プログラム・趣味活動に意義を見出す高齢者は多く，多様な異
なる活動が同時に展開できるような空間・コーナーが必要．
　2）日常生活の場：利用回数が多い人など一部の利用者にとっては，日常生活の延長としての固有
の居場所をもつことができるように，過ごし方に応じて選択できる場の用意が重要．
　3）地域社会の中での居場所：住み慣れた地域の中で気軽に利用できるよう，生活上の利便性や交
流のしやすさを考え，商店街に隣接するなどの配慮が望ましい．
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4.5　ミニデイサービス施設に関する研究
1）概要と目的
　東京都における自治体が独自に設立する施設に関する既往研究の 2つめとして，西野ら（2004）文
18）による東京都M市のミニデイサービス T.H.（以下，ミニデイ T.H.）を実施する施設を対象とした
研究があげられる．この研究では，一部で要介護認定を受けている利用者を対象とする施設を扱うが，
詳細な利用特性の分析の対象は自立高齢者を主な対象とする施設である．
　M市のミニデイ T.H. は，要介護認定とは異なる利用者設定が行われ，地域住民による地域ぐるみ
での運営体制をとる点，10 人程度の小規模な施設であり，一部では既存の民家等を転用して施設と
して利用している点が特徴である．ミニデイ T.H. を運営するための補助金事業はM市独自の取り組
みであり，地域の互助的な関係による「共助」システムの構築が目的となっている．
　西野らは，ミニデイ T.H. には介護保険制度の枠からはずれた高齢者のニーズをもつ実験的な通所
施設と位置づけ，その利用実態と空間の使われ方の特性を明らかにし，ミニデイの可能性と限界を論
じることを目的としている．
2）方法
　M市におけるミニデイ T.H. を行う 4施設を対象とし，各施設における終日行動観察調査，利用者
属性調査を行い，M市高齢者福祉課担当者・各施設運営者へのインタビュー調査・ヒアリング調査を
実施した．観察調査の分析においては，活動（種類）・空間（集団）・時間（プログラム）の 3軸を用い，
各利用者の活動の集積によって構成される全体的状況の観点からの分類を試みている．
3）結果
3.1）利用者属性・利用の傾向とミニデイ T.H. 施設の類型
　4施設のうち，地域住民グループによる運営とNPOによる運営が 2施設ずつであった．また，利
用者の状態としては，4施設中 3施設の利用者は要介護度認定がなく，ADL自立度も高い．プログラ
ム活動については，自立高齢者が主な利用者である 3施設のうち，1ヶ所のみが日替わりで様々な活
動が行われており，残りの 2ヶ所は週に 1回程度であった．要介護者が多い 1施設については，プロ
グラム活動が困難なため，個別の対応がとられている．
　利用頻度は全体の 7割の利用者が週に 1〜 2日利用し，中には 5〜 6日利用する人もみられ，利
用者の生活にミニデイ T.H. が根付いていることが明らかとなった．自立高齢者を主な対象とする 3
施設の距離別利用者累積出現率は 80%出現距離が約 525 〜 780mであり，80%以上の利用者が徒歩
で通所していた．認知症の高齢者を主な利用者とする施設のみ，車による送迎により 80％出現距離
が約 3770mとなった．
　これらの特徴から，4施設を対象者の要介護度とプログラム活動の頻度から図 4-5-1 の通りに類型
化した．
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図 4-5-1　ミニデイ T.H. の施設類型の分類
出典：文18
3.2）各施設における空間の使われ方の特性　
　〈予防型サロンタイプ：プログラムのない日〉
　施設A：1つのテーブルを囲んで各人がやりたいことを行う状態が典型的．
　施設 B：上記の傾向に加え，さらに各人が完全にバラバラな活動をする場面がみられた．
　このような「同じ場を共有しつつ別々の活動をする状態」を「パラレルな場」と定義した．この場
の生起要因として，ミニデイ T.H. では小規模な空間に限定されており，このことが異なる活動を行っ
ていても同じ場を共有している一体感を増加させるためと考えられた．
　〈予防型サロンタイプ：プログラムのある日〉
　施設A：プログラム参加・不参加のグループにわかれる場面がみられる．
　施設 B：異なる活動をする人も同じテーブルにつく場面があり，空間的には未分化．
　テーブルの数という空間の規模・設えの違いにより，空間的余裕のより少ない Bではパラレルな場
が標準となっていた．
　〈予防型アクティビティプログラムタイプ〉
　空間展開の余裕があるため，プログラムグループの空間分離が顕著．
　〈痴呆特化型〉
　利用者数が少なく，ケアの必要性が高いため個別の活動が中心．
4）結論
　自立高齢者を主な利用者とする予防型の施設では，サロンタイプの特徴として「パラレルな場（場
が結ぶ）」が，アクティビティプログラムタイプの特徴として「一つの活動を共有し，活動ごとに場
を分け隔てる（コトが結ぶ）」ことがあげられた．空間的余裕が無い場合は「場所が変わらず時間によっ
てモードが変わる」，空間的余裕がある場合は「場所を変えてモードを変える」という特性も指摘さ
れた．一般型デイ（介護保険によるデイサービス）との比較から，「パラレルな場」は，サロンタイ
プのミニデイ T.H. 固有の空間の使われ方であった．
　通所施設は，要介護者だけでなく，自立であっても，独居や日中独居の高齢者からの社会的なニー
ズがある．サロンタイプのようにプログラムの有無に関わらず施設利用の定着があることから，「パ
ラレルな場」は，個々の居場所を確保しつつ，通所施設の本質的な意義である「社会的な接触の場」
としても機能する重要なあり方の 1つである．　
　一方で，利用者の虚弱化が進む中で，継続的な利用を可能にするシステム構築の必要性があるが，
ミニデイ T.H. では規模の小ささから混合処遇が難しいという限界も指摘された．
第 4章　東京都における自立高齢者支援施設の運営・利用実態に関する既往研究
4.6　コミュニティセンター内の高齢者スペースに関する研究
78
4.6　コミュニティセンター内の高齢者スペースに関する研究
1）概要と目的
　東京都における自治体が独自に設立する施設に関する既往研究の 3つめとして，田中ら（2002）文
12）による東京都多摩市のコミュニティセンター内の高齢者専用スペースを対象とした研究があげられ
る．
　多摩市のコミュニティセンターは，福祉コミュニティの育成を目的とし，地域の中学校区程度にそ
れぞれ配置されている．田中らの調査時点では市内に 7ヶ所あるコミュニティセンターのうち 6ヶ所
に高齢者専用スペースがあり，6ヶ所全てで無料入浴サービスが行われていた（本研究の調査時点で
は無料入浴サービスは全て廃止されている）．その他の併設機能は施設ごとに異なる．
　田中らは，高齢者の利用を想定した施設の中から，居住地域内に配置されており，高齢者が自らの
意思によって自力で利用する施設を「地域生活支援施設」と定義した．コミュニティセンター内の高
齢者施設をそのうちの 1つととらえ，その利用実態と活動展開の把握を通し，自立した生活を営む高
齢者を支える地域施設のあり方に関する知見を得ることを目的としている．
2）方法
　各館ごとに，入館時に手渡しし退館時に回収する利用者全数アンケート調査を実施し，利用者の属
性・利用の目的・利用形態等を把握した上で，数量化 3類によって利用者を類型化した（6館合計の
アンケート回答数 357 枚）．
　その後，各館の高齢者スペースで 1日ずつ終日の行動観察を行い，30 分ごとに利用者の滞在場所
と行為内容を平面図上に記録した．
3）結果
3.1）利用者の属性・利用の傾向
　利用者の年齢層は，60歳代，70歳代が多く，全体でも 80歳以上の利用者は 2割に満たなかった．
家族構成としては，1人暮らしと高齢者のみ世帯が利用者の 7割弱を占めた．来館の手段は 7割以上
の人が徒歩で訪れており，所要時間が 15分以上の人は全体の 15%程度にすぎないことから，対象施
設は周辺地域に密着したものであることが明らかとなった．
　来訪頻度は，全体を通して 6割以上の人が週 3〜 5回以上利用しており，多くの利用者が常連であっ
た．来訪目的（複数回答）としては，8割以上の人が入浴を目的としており，自宅で入浴することの
負担や，公営住宅のため浴室が狭いためという意見がみられた．入浴以外には他者との交流を前提と
した回答も一定数あり，加えて高齢者スペースでの活動以外に目的を見出すなど，来訪目的は多岐に
わたる．滞在時間は入浴所要時間との関連が深く，入浴を目的とする利用者が多いことが把握された．
館内での他者との交流に関しては，様々な人と交流するという回答が半数をこえ，多くの利用者が常
連であり互いに顔なじみであると考えられる．
　利用圏域は施設ごとに異なったが，6館全体でみると距離別の利用者累積出現率の 80%出現距離は
約 800mであり，首都圏の公立小学校区域とほぼ等しい値であった．ただし，遠方からの来訪者も一
定数存在し，施設そのものに魅力を感じて利用する人がいると考えられる．
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3.2）利用者の類型化　
　アンケート調査結果から数量化 3類による分析を行い利用者を以下の 4パターンに類型化した．
　施設によって各タイプの構成比が異なった．
　1）定常的入浴利用（近隣）：ほぼ毎日利用し，目的には必ず入浴が含まれる．滞在時間は 8割以上
が 30〜 60 分であり，入浴後周囲と会話する程度で帰宅する人が中心．単身者の近隣居住者が多い．
各館の浴室を自宅風呂のように捉え，家の延長として利用しているタイプといえる．
　2）頻繁長居利用（近隣）：来訪頻度が高く，目的は入浴に限らない．滞在時間が 1時間以上が 6割，
30 分未満が 3割であることから，気軽に訪れ，話し相手等がいれば長居し，いなければ出直すとい
うスタイルと考えられる．対象施設を余暇行為のための居場所としているタイプといえる．
　3）特定日入浴利用：週に 1,2 回入浴のために利用するタイプで，遠方から訪れる人が比較的多い．
　4）散発立寄り利用：来訪頻度が少なく，子世帯との同居者が多い．乗り物を利用してくる人が多く，
所要時間も長い傾向にあることから，外出のついでや気分転換に利用するタイプといえる．
3.3）高齢者スペースにおける利用者の活動と展開
　対象施設の捉え方は利用者によって異なり，高齢者スペースでの他者との関わり方にも多様な欲求
があると考えられる．
　各館の空間構成や設えなどの建築的要因が交流様態・滞在者数の経時的変化等の活動展開に影響を
及ぼしていることが明らかとなった．各館の高齢者スペースの平面構成はオープンスペースが浴室と
直結するオープン型 4館，浴室を含む複数の部屋が中央の廊下で結ばれる中廊下型 2館に分けられる．
　オープン型の施設では家具配置により同一空間内に多様な場がうまれ，利用者にとって様々な交流
様態が選びやすいといえた．一方，中廊下型では 1つの活動が部屋全体に広がりやすく，消極的な交
流様態（同じソファに座るが眼を閉じて眠る，離れた位置から囲碁を観戦するなど）が生まれにくい．
　オープン型の施設では，部屋の隅で眺めの良い窓際において積極的交流（会話など）がみられた．
消極的交流は，居合わせた人と同じ方向を向かせる設え要素の有る場所や出入り口から見える場で発
生していることが特徴である．交流がない行為は，壁に囲まれた空間で目立って発生していた．
4）結論
　施設配置に関しては，利用圏域の基本は小学校区程度であるが，遠距離利用者もいることから，各
館の周辺環境の違いや建物の魅力から利用者が好みに応じて使い分けていることが明らかとなった．
　施設機能は，無料入浴サービスが大半の人に利用され，浴室に付随するオープンスペースで多様な
過ごし方が見られると同時に，ここに様々な意味を見出している利用者も多くみられた．基本生活行
為と関わるサービスと高齢者専用のフリースペースを組み合わせる事で，気軽に訪れやすく，自立高
齢者の様々な欲求にも対応した場となっていた．
　内部空間では，利用者が多様な交流様態を選択できるよう一体感のある空間を設けた上で，家具等
の設えの工夫により，異なる性格を持つ場を用意することが重要である．
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4.7　小括
　本章では，老人福祉センターに関する論文，老人福祉センターと老人憩の家に関する 2つの論文と，
自治体が独自に整備する施設として，いきがいデイサービスセンター，ミニデイサービス施設，コミュ
ニティセンター内の高齢者スペースを対象とする論文の計 6つの既往研究をまとめ，それらから得ら
れた知見を整理した．以下では項目別に考察を行う．
1）運営について
　老人福祉センターAに関する篠田ら（2005）文17）の論文，コミュニティセンター内の高齢者スペー
スを対象とする田中ら（2002）文12）の論文においては，運営の実態についての詳細な分析が行われて
いない．
　山部・管野ら（2006）文15），文 16）の論文においては，運営を民営化した施設においては，装飾や掲示
物の工夫とスタッフによる声かけという物的・人的な両面で，よりきめ細かい利用者への関わりが行
われていることが発見されている．また，老人福祉センター・老人憩の家が今後民営化していくこと
を示唆し，民間の運営者に求められる視点として，積極的な情報提供と利用者のニーズの把握をあげ
ている．また，施設利用のない高齢者からは，施設からの広報不足が指摘された．
　鄭ら（2006）文4）の対象とした多摩市のいきがいデイサービスセンターは，いずれも民間団体によ
る運営であり，各施設が多様なプログラムを用意するとともに，利用者の主体性・意思を尊重した弾
力的な運営を行い，プログラムの有無や内容，参加の度合いを利用者が選択できるようになっていた．
　西野ら（2005）文18）の着目としたミニデイ施設は，地域の互助的なつながりを「共助」システムと
して確立することを目的とした施設であり，対象施設全てが地域住民やNPOなどの民間団体によっ
て運営されていた．地域住民による運営が行われている施設では，運営者の知人がボランティアとし
て関わっているなど，ミニデイ T.H. 施設は地域の力による運営が実現している事例としても捉えら
れる．
　これらの知見から，今後進んでいくと考えられる施設の民営化に伴い，より積極的・弾力的な運営
が可能となることが示唆され，地域への情報提供の重要性が指摘された．また，自治体が事業として
支援をすることで，小規模施設では地域の力による「共助」の運営が実現可能であることが明らかと
なった．
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2）利用者の属性と利用頻度・圏域について
　利用者の属性としては，いずれも自立高齢者であるものの，軽度の疾患や障がい，機能低下などを
もつ利用者の存在する施設があることが確認された．このような利用者にとってもできる限り自立を
維持するためにも，利用しやすい施設の配置・設えが求められる．
　また，ミニデイサービスやいきがいデイサービスのような通所する日を登録するタイプの施設と，
老人福祉センター・老人憩の家・コミュニティセンターのような自由に訪れることのできる施設では
利用の頻度や形式が異なるが，自由に訪れるタイプの施設であっても，「常連」となっている利用者
が少なからず存在し，地域での居場所となっていることが把握された．
　全ての調査対象に共通し，通所方法は徒歩やバスといった自力でのものが中心となった．そのため，
利用圏域は主に徒歩圏内であり，小学校区程度が基本となると考えられる．この点が，送迎を行う介
護保険の通所施設と大きく異なる点と考えられる．
　篠田ら（2005）文17）や山部・管野ら（2006）文15），文 16）が指摘するように，利用の利便性・地域コミュ
ニティの拠点としての意味からも，より地域に密着した分散型の施設が求められていることが把握さ
れた．老人福祉センターAのような大規模な広域型施設の場合には，バスなどの公共交通機関との連
携も重要であると考えられる．
3）活動内容と空間について
　各施設において，多様なプログラム活動・講座・サービスが行われていることが報告され，利用の
形態の様々に類型化された．これらを総合すると，利用者の主な利用目的として，「プログラム・講座」
「健康づくり」「交流」「生活行為（食事・入浴）」があげられた．田中ら（2002）文12）の論文では生活
行為のための利用は高頻度あるいは定期的な利用につながること，常連や近隣居住者は特に積極的な
交流があること把握された．また，多くの施設で常連がいる一方で，山部・管野ら（2006）文15），文 16）
の報告では，１人でも参加できるプログラムが求められていることや，多世代利用スペースが求めら
れていることから，より開かれた，参加しやすい活動・空間も求められていることが明らかになった．
　自立高齢者は心身の能力も高く，様々な欲求をもつと同時に，主体的な活動・交流が多岐にわたっ
て行われる．交流の形態も，他者と同じ活動や会話をするものから，自己完結的なものまで幅広い．
そのため，多様な活動や交流のための居場所の選択肢を用意するために，複数の空間を用意すること
や，家具等の設えの工夫による居場所づくりが求められる．一方，西野（2005）文18）はミニデイ T.H. の
ように小規模なため部屋を設けられる空間的余裕がない場合には「パラレルな場」が発生すると指摘
し，このような場が却って他者との交流につながるという見方を提示している．
　また，自立であっても身体機能の低下しつつある利用者もいるため，椅子座の設えや下足置き場の
高さを配慮する必要性や，自宅での入浴が負担となった場合に地域の施設で入浴している利用者が存
在することが明らかとなった．
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4）今後の施設整備の動向について
　今後，新規に施設を開設するにあたって，篠田ら（2005）文17）は今後は既存のストックを活用した
分散型施設が，山部・管野ら（2006）文15），文 16）は区民センターや医療保健施設などと併設させた施設
や，高齢者だけでなく多世代の利用が可能な施設がありうるのではないかと述べていた．また，鄭ら
（2006）文4）の着目したいきがいデイサービスセンターのうち 2施設は，廃校となった学校を転用した
施設であり，西野（2005）文18）の着目したミニデイ施設の一部は住宅を転用した施設であった．
　これらの知見からも，今後新規に高齢者支援施設を開設する際は，既存ストックの有効活用が重要
といえる．また，必要に応じて様々な便利施設や高齢者だけでない利用者を想定した機能をもつ施設
との併設をすることににより，高齢者だけでなくより多くの地域住民にとって身近な施設となると考
えられる．
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第 5 章　ソウル市における敬老堂に関する施策・整備状況
5.1　本章の目的と方法
1）目的
　本章の目的は，以下の 2 点である．
　・ソウル市における敬老堂に関する行政，各団体の取り組み，役割や施策を明らかにすること．
　・ソウル市における敬老堂に関して，自治区ごと，項目（開設年，設立主体，面積，併設施設等）
ごとの整備状況を整理，分析し，その現状を明らかにすること．
2）方法
　　調査の概要を表 5-1-1 に示す．本章では，ソウル市，ソウル市内の陽川区（Yangcheon-gu），永
登浦区（Yeongdeungpo-gu），蘆原区（Nowon-gu），　城北区（Seongbuk-gu），城北区の長位第 2 洞
（jangwi-jjae-dong），大韓老人会蘆原支部へのヒアリング調査及び資料収集調査を行っている．本章
で行う敬老堂の整備状況に関する集計・分析は，ソウル市へのヒアリング調査の際に入手したソウル
市作成の統計資料文 89）を用いている．
対象 内容 調査日 担当者
ソウル特別市 ヒアリング・資料収集
2013.9.16
2014.8.20
ソウル市庁　高齢者福祉課チーム長，職員
陽川区 ヒアリング・資料収集 2013.9.16 陽川区庁　高齢者福祉課職員
永登浦区 ヒアリング・資料収集 2014.8.21 永登浦区庁　高齢者福祉課課長，行政チーム長
蘆原区 ヒアリング・資料収集 2014.8.21 蘆原区庁　高齢者福祉課職員
城北区 ヒアリング・資料収集 2014.12.4 城北区　高齢福祉課職員
城北区　長位2洞 ヒアリング・資料収集 2014.8.20 長位2洞住民センター　福祉支援チーム長
大韓老人会　蘆原支部 ヒアリング 2014.12.5 大韓老人会蘆原支部　担当者
表 5-1-1　調査の概要
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5.2　ソウル市における敬老堂に対する施策
1）調査対象の概要
1.1）ソウル市，自治区
　本項目で調査の対象となったソウル市と各自治区の概要を表 5-2-1 に示す．
　陽川区（Yangcheon-gu），永登浦区（Yeongdeungpo-gu）は漢江の南側，蘆原区（Nowon-gu），　
城北区（Seongbuk-gu）は北側に位置する．
　高齢化率は集合住宅団地の多い陽川区が顕著に低く，戸建て住宅の多い城北区が高い傾向にある．
65 歳以上で自立の割合（以下の補足説明参照）は市の全体で約 94% であり，4 区もそれぞれ 90% を
超えている．財政自立度（以下の補足説明参照）は，大企業の本社などが所在する汝矣島（Yeouido）
を含む永登浦区のみ上位であり，他の 3 区は中〜下位である．特に蘆原区は最下位となっている．
　表中の項目についての補足説明を以下に示す．
　65 歳以上で自立の割合：韓国国家統計「長期療養認定・申請＞市郡区別 / 等級別 / 資格別 / 性別判
定人員（65 歳以上）　2013 年」から，各自治区の 65 歳以上の人口のうち長期療養保険制度の認定を
受けていない者の割合を算出して用いた．
　財政自立度：地方自治体の全体財源（予算規模）の自主財源の割合を示す．これが大きいほど税収
が大きいといえる，財政力の指標の 1 つである．　
　敬老堂施設数：ソウル市が調査し作成した 2013 年度の市内の敬老堂の統計資料文 89）に基づく．
表 5-2-1　調査対象自治体の概要
出典：ソウル市．「自治区財政自立度 2010 〜 2014」．ソウル市クリーン財政情報開示システム（オンライン）．〈http://cleanplus.seoul.
go.kr/〉．（2014.12.10 閲覧），ソウル市．「人口構造（高齢者の現状）　2014 年 2/4 半期」．ソウル統計情報システム（オンライン）．〈http://
stat.seoul.go.kr/〉．（2014.11.4 閲覧），ソウル市．「ソウル統計年報＞土地と気候＞行政区域（区別）」．ソウル統計情報システム（オンライン）．
〈http://stat.seoul.go.kr/〉（2014.11.4 閲覧），韓国統計局．「保健・社会・福祉＞保健＞健康保険＞長期療養認定・申請＞市郡区別 / 等級別
/ 資格別 / 性別判定人員（65 歳以上）　2013 年」．国家統計情報ポータル（オンライン）．〈http://kosis.kr/〉（2014.12.20 閲覧），陽川区．「 
2013 年度予算運営現況」〈http://www.yangcheon.go.kr/〉．（2013.9.18 閲覧）及びヒアリング調査に基づき筆者作成
注：予算額は陽川区のみ 2013 年度，他の自治体は 2014 年度
自治体名 ソウル市 陽川区 永登浦区 城北区 蘆原区
面積（㎢） 605.21 17.401 24.56 24.57 35.44
人口（人） 10,383,651 494,583 423,518 482,095 589,878
高齢者人口 1,193,827 47,122 49,126 61,316 65,087
高齢化率 11.50% 9.53% 11.60% 12.72% 11.03%
65歳以上で自立の割合 93.9% 92.6% 94.7% 94.0% 91.9%
財政自立度 - 29.4％（14位/25区） 42.4％（7位/25区） 23.9％（19位/25区） 17.2％（25位/25区）
敬老堂施設数（ヶ所） 3,114 160 174 150 239
敬老堂関連予算（W) 114億8400万 9億4084万6000 12億9166万9000 12億5000万 25億7000万
総予算における
敬老堂予算の割合
0.05% 0.24% 0.32% 0.30% 0.40%
配置図
鍾路区
中区
龍山区
城東区
広津区
東大門区
中浪区城北区
江北区
道峰区
蘆原区
恩平区
西大門区
麻浦区
陽川区
江西区
九老区
衿川区
永登浦区
銅雀区
冠岳区
瑞草区
江南区
松坡区
江東区
N
第 5 章　ソウル市における敬老堂に関する施策・整備状況
5.2　ソウル市における敬老堂に対する施策
85
1.2）大韓老人会
　大韓老人会は，韓国全域に組織される社団法人である．1969 年の設立後，1970 年に法人化された．
　「高齢者の権益伸長と福祉の増進 ・ 奉仕活動などを通じた社会の発展に寄与」を目的に掲げ，高齢
者を対象としたボランティア活動の啓発・促進や就業支援に加え，敬老堂に対する支援も中心的に担っ
ている．韓国の地域の高齢者たちを会員として構成され，敬老堂の利用者は利用登録と同時に全員が
この大韓老人会の会員となるため，韓国の自立高齢者を代表する組織となっている．
　大韓老人会と敬老堂の関係を図 5-2-1 に示す．会を運営する組織としては，「中央会」が全国規模
のとりまとめを行い，その下に市・道レベルの組織である「連合会」があり，更にその下に市・郡・
区または邑・面・洞の敬老堂をまとめる「支会」が設置されている．
　近年は行政機関との連携もみられ，韓国の高齢者支援において大きな役割を担う存在である．
出典：大韓老人会ボランティアセンター．「老人会の紹介」．大韓老人会ボランティアセンター公式 web
サイト．〈http://www.ksvsc.or.kr/〉．（2014.12.20 閲覧）及びヒアリング調査に基づき筆者作成
大韓老人会中央会
（国）
大韓老人会連合会
（市・道）
敬老堂
（会員）
敬老堂
（会員）
敬老堂
（会員）
敬老堂
（会員）
敬老堂
（会員）
大韓老人会支会・分会
（支会：市・郡・区）
（分会：邑・面・洞）
支援・管轄
業務的連携
凡
例
図 5-2-1　大韓老人会と敬老堂の連携
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2）結果　各主体の行う敬老堂への施策・業務
2.1）ソウル市
2.1.1）ソウル市の敬老堂整備・運営に担う役割
　市が敬老堂の整備・運営に担う役割は主に以下の 3 つである．
　・全市的な政策，方針の提案及び通達
　・補助金・物資等の分配
　・各自治区に認可された敬老堂の登録
　これらの各項目について，以下で詳細に述べる．
2.1.2）全市的な政策，方針の提案及び通達
　市が担う役割の 1 つとして，主にプログラム活動を中心とした，全市的な施策，方針の提案及び通
達があげられる．その具体的な例としては，2013 年 1 月に策定された敬老堂活性化事業文 9）の中に位
置づけられた巡回プログラム及び特化プログラムサービスがある．
　巡回プログラム・特化プログラムの概要を表 5-2-2 に示す（参加率は 2014 年 8 月時点）．これらの
プログラムは，条件を満たす施設ごとに参加の登録ができ，具体的な内容も施設ごとに自由に選択が
可能なものである．また，このプログラムにかかる費用は市が負担し，区別に予算を分配している．
区ごとの予算は，プログラム参加の施設数の多寡や，プログラムごとに必要な費用の差を考慮し配分
を決定している．特化プログラムは，敬老堂での活動に生産性や社会貢献性をもたせることを目的と
して設定されたものであるが，現状は普及しているとはいえない状態である．市は，これらのプログ
ラム活性化に向け，25 区に 1 名ずつのプログラムコーディネーターを配置している．
名称 巡回プログラム 特化プログラム
参加条件 1）施設の延べ床面積54㎡以上　　　　　2）登録会員40名以上
内容 歌，体操，レクリエーション等 農業，乳幼児の見守り，手工業等
備考 老人福祉館の講師が巡回する教室形式 活動に応じて収入が得られる
参加率 39% 7%
表 5-2-2　活性化事業によるプログラムの概要
出典：ソウル特別市　「2013 年敬老堂活性化事業推進計画」文 10），ヒアリング調査結果に基づき筆者作成
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2.1.3）補助金・物資等の分配
　市が分配する補助金・物資の概要を表 5-2-3 に示す．
　これらに加え，直近の 3 年間では通常の暖房費とは別に国が 10% を負担し，残りを市と区が共同
負担する形式で「特別暖房費」が支給されていた．法的には国の一般会計による予算で敬老堂に対す
る運営費の支援を行うことが明記されていないため，特別予算による「特別暖房費」となっている．
　また，冷暖房費の公的な支援があるのはアパートに併設されていないタイプの施設に限られる．ア
パートに併設された施設では，アパートの管理費の中に冷暖房費が含まれ，ほとんどが中央管理シス
テムであるため，敬老堂への個別的な支援が必要とされていないためである．
　物品の支援としては，1 施設あたり年間 120kg 分の米を入手できるバウチャーが支給されている．
このバウチャーでは，米の購入先が限定されており，政府の備蓄する米を敬老堂利用者への支援とい
うかたちで効率的に消費することにつなげている．この米の支援は，大規模な施設に対しては十分な
量とはいえないが，この公的な支援が住民組織や民間団体からの支援をよぶきっかけとなっている．
また，実際には敬老堂での調理・食事は安全性の面などから「法的に認められている」とは言えないが，
現実として支援されていることを象徴するのが米の支援といえる．
項目 1施設あたりの金額・量 備考
運営費 30万W/月
市と区が共同負担．
区の財政能力に応じて，市が70%,60%,50%,30%のいずれかの率で負担する．
暖房費 30万W/月（冬季5ヶ月） 市と区が共同負担．
区の財政能力に応じて，市が70%,60%,50%,30%のいずれかの率で負担する．
対象は集合住宅に併設されていない施設のみ．冷房費 5万W/月（夏季2ヶ月）
米 120㎏/年
備蓄米を買うためのバウチャーの支給．
国が10％を負担，残りを市と区が共同負担（運営費等と同システム）．
2.1.4）各自治区に認可された敬老堂の登録
　敬老堂の施設整備には市が直接関わることは少なく，公立のものは各自治区が設置し，私立のもの
についても自治区が法的基準確認の上で認可している．そのため，市はそれらの施設をとりまとめて
登録を行うのみとなっているが，定期的に各自治区の敬老堂の整備状況の調査を行い，統計資料を作
成している．
2.1.5）ソウル市における敬老堂施策に関する展望・課題
　市としてはプログラムの内容の充実・発展をめざしているが，利用者にとっては現在の自由で自主
的に活動できる空間であることの方が重要視されている傾向があり，市の担当者は「集まるところが
ある」ということが大事なのではないかという見解となっている．そのため，今後も会計面を含めた
具体的な運用は利用者自身にやってもらい，自主的な運営を継続していく方針である．
　また，敬老堂は施設数が非常に多いため関連業務も多く，業務の煩雑さから担当者が長続きしにく
い点が課題となっている．
表 5-2-3　市による敬老堂への補助金・物資支援の概要
出典：ソウル特別市　「2013 年敬老堂活性化事業推進計画」文 10），ヒアリング調査結果に基づき筆者作成
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2.2）自治区
2.2.1）自治区の敬老堂整備・運営に担う役割
　行政の中で敬老堂の整備・運営に直接的関わっているのが各自治区である．
　具体的には，以下の項目が自治区の担う主な役割である．
　・施設整備，施設の認可
　　区民の要望・需要により，区立の敬老堂の開設（寄付や区の予算での建物調達，開設に伴う改修）
や集合住宅建設時に併設される私立の敬老堂の認可 ( 法的基準を満たすかの確認 ) を行う . 区立の施
設に修繕や改修が必要な場合に予算をつける場合もある．
　・各施設への予算，物品の分配
　　表 5-2-3 に示す各種の補助金・物資を各施設に分配する．また，その他に必要とする備品がある
場合の調達や区の所有する物品の中から寄贈を行う．食料も特別予算等で支給する場合がある．
　・運営の補助
　　巡回プログラム・特化プログラムの参加や修繕依頼などの各種の申請を受け付けている．また，
区内の施設でトラブルなどが発生した場合に担当職員が巡回を行う．
　以下ではヒアリングを行った自治区におけるそれぞれの取り組みを紹介する．
2.2.2）自治区ごとの施策：陽川区
　陽川区の概要を表 5-2-1 に示す．陽川区における 2013 年度の敬老堂の設立主体・併設施設別の概
要を表 5-2-4 に示す．陽川区はソウル市の南西部に位置し，財政力は中位である．ソウル市中心部に
対するベッドタウンとしての役割もあり，区庁の周囲には中〜低所得者層向けの公営団地が整備され
る．敬老堂関連事業に関する予算割合は，他の 3 区に比べるとやや低い．
　陽川区における敬老堂に関する取り組みは主に以下の 2 点である．
　
　・敬老堂提携事業
　　区内の敬老堂に対する支援を行う団体のとりまとめ・広報を行う．2013 年度上半期の実績とし
ては，職能団体・宗教団体・アパートの住民会・学校・個人などの 374 団体から，昼食の提供・資金
提供・食料提供等の 585 件の支援をとりまとめた．
　・旧正月，秋夕（chuseog）の慰問品提供
　　秋夕は韓国のお盆にあたる行事である．年 2 回の節目に，姉妹都市で作られた米を慰問品として
提供．
単独 集合住宅 公共施設 その他 合計
区立 47 1 0 0 48
私立 0 112 0 0 112
合計 47 113 0 0 160
表 5-2-4　陽川区内敬老堂　設立主体・併設施設別内訳（2013）
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2.2.3）自治区ごとの施策：永登浦区
　永登浦区の概要を表 5-2-1 に示す．永登浦区における 2013 年度の敬老堂の設立主体・併設施設
別の概要を表 5-2-5 に示す．永登浦区はソウル市の南西部に位置し，漢江の中州である汝矣島洞
（Yeouido-dong）には大企業のオフィス街や行政機関があり，財政力は上位である．敬老堂の整備状
況としては，私立であるが単独のものが比較的多い点が特徴である．
　永登浦区では，2010 年より区庁の福祉課の中で敬老堂担当の独立したチームを組織し，2014 年度
は 15 人が担当となっている．永登浦区における敬老堂に関する取り組み・方針は以下の通り．
　
　・敬老堂の新設について：
　ベビーブーマーが高齢期を迎えるにあたり，今後は高齢者の中でも比較的若い世代に対応できるよ
う，敬老堂だけでなく「小規模老人福祉館」の設立を段階的に進める．ただの集い場ではなく，機能
性を付加した施設にできるよう既存の敬老堂などのストックを活かしていく方針．敬老堂は，集合住
宅建設時に併設されたものなどこれまでかなりのストックがあるため，増やしすぎない方針をとる．
　・敬老堂の設計方針について：
　区内の敬老堂については，老人福祉法には基準がないものの，男女の室を分けるように指導してい
る．
　・敬老堂利用者の中での役割による手当：
　各敬老堂の利用者の中で希望がある場合，調理などの特定の役割を行うことを条件に手当を支給し
ている．施設の規模・会員数に合わせて，1 施設につき 1 人〜 2 人を登録している．
単独 集合住宅 公共施設 その他 合計
区立 24 2 0 16 42
私立 17 115 0 0 132
合計 41 117 0 16 174
表 5-2-5　永登浦区内敬老堂　設立主体・併設施設別内訳（2013）
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2.2.4）自治区ごとの施策：城北区
　城北区の概要を表 5-2-1 に示す．城北区における 2013 年度の敬老堂の設立主体・併設施設別の概
要を表 5-2-6 に示す．城北区はソウル市の北部に位置し，7 つの大学のキャンパスがある教育の街で
ある．財政力がやや低いため，区立の老人福祉館は設置されていない．戸建て住宅が比較的多い地域
のため，他の自治区に比べると区立の敬老堂が多い点が特徴である．
　城北区における敬老堂に関する取り組み・方針は以下の通り．
　
　・敬老堂の新設について：
　予算の都合などもあり，区立の施設は多くが既存の住宅を改修して作られたものである．現在は利
用状況に対して施設数が多い傾向にあるので，利用人数が少ない施設は合併などで整理をしていき，
区立の施設は新設しすぎないようにする．予算をうまく活用して小規模老人福祉館の設立を目指して
いる．
　・敬老堂への見守り業務：
　電話による安全確認や相談を行っている．実際に訪問して見守り・確認や相談をすることも多い．
　・敬老堂利用者の中での役割による手当：
　各敬老堂の利用者の中で希望がある場合，調理などの特定の役割を行うことを条件に手当を支給し
ている．施設の規模・会員数に合わせて，1 施設につき 1 人〜 2 人を登録している．
単独 集合住宅 公共施設 その他 合計
区立 43 2 0 0 45
私立 9 96 0 0 105
合計 52 98 0 0 150
表 5-2-6　城北区内敬老堂　設立主体・併設施設別内訳（2013）
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2.2.5）自治区ごとの施策：蘆原区
　蘆原区の概要を表 5-2-1 に示す．蘆原区における 2013 年度の敬老堂の設立主体・併設施設別の概
要を表 5-2-7 に示す．蘆原区はソウル市の北東端に位置し，市内では郊外のベッドタウンに位置づけ
られると同時に，自然が豊かな地域である．財政力は低いが，市内では最も敬老堂が多い区であるため，
総予算における敬老堂関連予算の割合も比較的高い．また，集合住宅が多いために区内の敬老堂の内
訳としては私立の集合住宅併設型が圧倒的である．また，区立の施設は，2 ヶ所が賃貸物件，残りの
24 ヶ所が区の所有である．
　蘆原区における敬老堂に関する取り組み・方針は以下の通り．
　
　・敬老堂の日常的な支援，プログラムについて：
　市内の敬老堂は非常に数が多く，日常的な見守りや相談は大韓老人会職員に，新規のプログラムの
企画やプログラム関連予算の拠出は区立の老人福祉館に任せている．
　・区職員の職務について：
　上記の体制をとっているため，区の職員は主にハード面や各種申請受理の役割を担う．区内の全施
設の施設の点検（法的基準，修繕の必要性等）や備品管理等が重要な職務である．
　・敬老堂利用者の中での役割による手当：
　各敬老堂の利用者の中で希望がある場合，調理などの特定の役割を行うことを条件に手当を支給し
ている．施設の規模・会員数に合わせて，1 施設につき 1 人〜 2 人を登録している．
2.3）洞（dong）が敬老堂整備・運営に担う役割
　ソウル市では，最も小さな行政単位である洞においても，「住民センター」と呼ばれる事務所が設
置されることが一般的である．
　この住民センターは，区庁の補助的な役割を担う．敬老堂の運営に関しては主に以下の業務を行っ
ている．
　・窓口・広報機能：
　敬老堂利用者からの，日常の運営における相談などの受付を行う．敬老堂に物品や人材（清掃，修
繕等）が必要である場合には，寄付・協力を募るための声かけや広報を行う．
　・臨時の補助金，物品の配布：
　区から各施設に特別に支給される金品を，洞の中の各施設に分け，配布する．
表 5-2-7　蘆原区内敬老堂　設立主体・併設施設別内訳（2013）
単独 集合住宅 公共施設 その他 合計
区立 26 0 0 0 26
私立 3 210 0 0 213
合計 29 210 0 0 239
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2.4）大韓老人会の敬老堂運営に対する役割
　大韓老人会の中でも，実際に敬老堂の利用者と日常的な連携をもつのは支会と呼ばれる末端の組織
である．支会は，ソウル市では主に自治区あたりに 1 つ配置され，その区の支会の職員が区内の敬老
堂を直接担当している．
　大韓老人会が敬老堂の運営に担う役割は主に以下の 3 点である．
　・会計監査：
　担当する各施設に対し，年に 4 回の会計報告を義務づけ，これを監査している．大韓老人担当者が
明細書によるチェックをするため，物品の購入や水光熱費の支払いなど利用者が敬老堂運営のために
使用するお金は，原則カードによる支払いをすることとなっている．
　・プログラム，活動のコーディネート：
　利用者によるプログラム参加に関する細かい要望と，老人福祉館をはじめとして，その他の国民健
康公団や地域のボランティアといった様々なプログラム提供者からの提供内容のコーディネートを行
う．
　また，プログラム活動以外の，保健所からのサービスや老人福祉館でのサービス，イベントなどを
敬老堂に伝え，参加希望などをとりまとめる業務も行う．
　・見守り，相談：
　各敬老堂からの要望に合わせ，担当者が施設を巡回し，相談を受ける．来客やトラブルなどの突発
的な事態にも応じ，問題の多い敬老堂には頻繁に訪れるなどの個別の対応を行う．
　行政機関（市・区・洞）の中で敬老堂に中心的に関わっているのは各自治区であったが，自治区は
主に施設や物品といったハード面の支援の中心であり，大韓老人会はプログラムや相談といったソフ
ト面での支援の中心といえる．敬老堂の運営において，大韓老人会の担う役割は非常に大きい．
2.5）その他の団体からの支援
　行政機関や大韓老人会の他にも，様々な主体が敬老堂への支援を行っている．陽川区のように自治
区がとりまとめを行っている場合もあるが，そうでない自治体においても個別に寄付やボランティア
などの支援が行われていることが確認されている．
　集合住宅併設型の施設では，アパートの住民会が支援の中心となることが多い．戸建て住宅地の施
設では，町内会や近隣住民による支援が行われる．また，韓国ではキリスト教が普及しているため，
地域の教会からの寄付も一般的である．
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5.3　ソウル市における敬老堂の整備状況
1）分析の概要
1.1）集計の概要
　本節では，ソウル市が 2013 年度にまとめた市内の敬老堂に関する統計資料文 89）に基づき，ソウル
市における敬老堂の整備状況を把握する．
　ソウル市の敬老堂に関する統計資料は，ソウル市庁高齢者福祉課により作成された資料であり，
2013 年 8 月末時点でのソウル市の敬老堂に関する以下の項目についてリスト化したものである．
　資料項目：所在する自治区，所在する洞，施設名称，所在地，会員数，電話番号，設立主体（区立
/ 私立），併設施設タイプ（集合住宅，単独，公共施設，その他），敷地面積，建築面積，延べ床面積，
階数，竣工年，開設年，プログラム，運営費，暖房費，1 日平均利用人数
　
　集計の概要を表 5-3-1 に示す．
　資料に掲載された全項目のうち，分析に必要となる項目のみを集計の対象とした．
　統計資料における有効回答施設数は 3,114 ヶ所であり，本節での集計の有効回答数は N=3,114 と
する．ただし，開設年の累積を集計する際には，3,114 ヶ所のうち開設年が明らかとなった施設のみ
を対象としたため，有効回答を N=2,610 とした（表 5-3-2）．また，延べ床面積が 200㎡未満の施設
数を集計する際には，該当する施設のみを対象としたため，有効回答数を N=2,648 とした（表 5-3-
3）．
対象自治体 ソウル市　25自治区
集計項目
所属自治区，施設名，設立主体，併設施設（集合住宅，
単独，公共施設，その他），延べ床面積，開設年，一日
平均利用者数
有効回答施設数
3,114ヶ所
（一部の項目が未回答，不明を含む）
資料提供 ソウル市　高齢者福祉課
資料作成時期 2013年8月末
表 5-3-1　集計の概要
統計資料による
有効回答施設数
3,114ヶ所
開設年が明らかな施設数 2,610ヶ所
開設年が明らかでない施設数 504ヶ所
統計資料による
有効回答施設数
3,114ヶ所
延べ床面積が200㎡未満の施設数 2,648ヶ所
延べ床面積が200㎡以上または不明な施設数 466ヶ所
表 5-3-2　開設年の分類による有効回答数の設定
表 5-3-3　延べ床面積の分類による有効回答数の設定
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1.2）対象自治体の概要
　ソウル市 25 自治区の概要を表 5-3-4 に示す．瑞草区からは敬老堂に関する情報が得られなかった
ため，詳細な分析の対象とはしない．施設数，総会員数はソウル市による統計資料文 89）に基づく 2013
年 8 月末時点での数値である．
　高齢化率は，市全体では 11.5％であるが，鍾路区や中区などの中心地域の区が顕著に高い傾向にあ
る．一方，高級集合住宅などの開発が進む江南区など一部の自治区では未だに 9％台である．65 歳以
上で自立の割合は全体で約 94％（約 1,121,003 人）であり，最も高い鍾路区では約 95% で，全ての
自治区において 9 割以上である．ソウル市の高齢者人口は東京以上に自立高齢者が多くを占めている
ことがわかる．
　また，財政自立度は最低が蘆原区の 17.2％，最高が江南区の 64.3％である．財政自立度は，本章
の 2 節で述べた，ソウル市の支出する敬老堂への補助金において，市と区の負担割合を決める際にも
参考とされる数値である．
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自治区名 総人口（人） 65歳以上人口（人） 高齢化率 65歳以上で自立の割合 面積（㎢） 財政自立度 施設数（ヶ所） 総会員数（人）
松坡区
（Songpa-gu）
677,460 63,470 9.4% 93.9% 33.9 44.5% 160 6,266
蘆原区
（Nowon-gu）
589,878 65,087 11.0% 91.9% 35.4 17.2% 239 8,657
江西区
（Gangseo-gu）
577,254 61,476 10.6% 92.3% 41.4 23.3% 200 7,740
江南区
（Gangnam-gu）
574,226 55,362 9.6% 93.9% 39.6 64.3% 158 5,939
冠岳区
（Gwanak-gu）
534,617 61,198 11.4% 94.6% 29.6 25.3% 108 4,677
恩平区
（Eunpyeong-gu）
505,935 65,579 13.0% 93.9% 29.7 22.1% 139 5,069
陽川区
（Yangcheon-gu）
494,583 47,122 9.5% 92.6% 17.4 29.4% 160 5,150
江東区
（Gangdong-gu）
485,422 48,911 10.1% 93.8% 24.6 30.4% 123 4,372
城北区
（Seongbuk-gu）
482,095 61,316 12.7% 94.0% 24.6 23.9% 150 5,452
九老区
（Guro-gu）
457,516 49,799 10.9% 94.3% 20.1 63.0% 179 無回答
瑞草区
（Seocho-gu）
448,511 45,884 10.2% 94.2% 47.0 27.1% 無回答 無回答
永登浦区
（Yeongdeungpo-gu）
423,518 49,126 11.6% 94.7% 24.6 42.4% 174 7,345
銅雀区
（Dongjak-gu）
422,234 51,181 12.1% 94.4% 16.4 31.8% 127 4,581
中浪区
（Jungnang-gu）
422,741 50,495 11.9% 93.8% 18.5 23.0% 118 4,643
麻浦区
（Mapo-gu）
390,712 46,424 11.9% 94.1% 23.9 32.8% 144 5,448
広津区
（Gwangjin-gu）
380,146 38,464 10.1% 94.3% 17.1 30.4% 92 3,500
東大門区
（Dongdaemun-gu）
374,664 49,817 13.3% 94.9% 14.2 28.6% 126 6,250
道峰区
（Dobong-gu）
358,590 45,432 12.7% 93.5% 20.8 21.2% 134 5,455
江北区
（Gangbuk-gu）
340,167 49,744 14.6% 94.6% 23.6 20.4% 96 4,424
西大門区
（Seodaemun-gu）
323,449 44,650 13.8% 94.3% 17.6 28.4% 91 3,973
城東区
（Seongdong-gu）
306,692 36,085 11.8% 94.7% 16.8 32.2% 142 6,035
衿川区
（Geumcheon-gu）
258,532 28,934 11.2% 94.0% 13.0 30.3% 66 無回答
龍山区
（Yongsan-gu）
250,922 34,366 13.7% 94.7% 21.9 43.1% 84 4,456
鍾路区
（Jongno-gu）
166,665 24,265 14.6% 94.9% 23.9 55.0% 55 2,590
中区
（Jung-gu）
137,122 19,640 14.3% 94.4% 10.0 63.5% 49 2,474
全自治区 10,383,651 1,193,827 11.5% 93.9% 605.4 - 3114 114,496
出典：ソウル市．「自治区財政自立度 2010 〜 2014」．ソウル市クリーン財政情報開示システム（オンライン）．〈http://cleanplus.seoul.go.kr/〉．（2014.12.10
閲覧），ソウル市．「人口構造（高齢者の現状）　2014 年 2/4 半期」．ソウル統計情報システム（オンライン）．〈http://stat.seoul.go.kr/〉．（2014.11.4 閲覧），
ソウル市．「ソウル統計年報＞土地と気候＞行政区域（区別）」．ソウル統計情報システム（オンライン）．〈http://stat.seoul.go.kr/〉（2014.11.4 閲覧），韓国国
家統計局．「保健・社会・福祉＞保健＞健康保険＞長期療養認定・申請＞市郡区別 / 等級別 / 資格別 / 性別判定人員（65 歳以上）　2013 年」．KOSI 韓国国家統
計情報システム（オンライン）．〈http://kosis.kr/〉．（2014.12.20 閲覧），2013 年度版ソウル市敬老堂統計資料に基づき筆者作成
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2）自治区別にみた敬老堂の整備状況
2.1）自治区ごとにみた施設数と設立主体別の内訳
　図 5-3-1 に自治区ごとの施設数と 65 歳以上人口との相関を，図 5-3-2 に自治体ごとにみた施設数
と設立主体別の内訳を示す．本項目では，統計資料により施設数と設立主体（区立，私立，不明のい
ずれか）が把握された 24 自治区の 3,114 施設を対象とする．
　施設数の最多は蘆原区の 238 ヶ所，最少は中区の 49 ヶ所であり，平均値・中央値は共に約 130 ヶ
所であった．自治区ごとにばらつきが大きく，韓国・ソウル市の中心業務地域である中区，鍾路区と
工業団地が広がる衿川区の施設数が少ないことからも，図 5-3-1 が示すように，自治区ごとの 65 歳
以上人口と施設数には正の相関があるといえる（相関係数 0.75）．
　設立主体別にみると，区立の敬老堂の施設数は自治区ごとにあまり大きな差はみられず，総施設数
の差は主に私立の敬老堂の数の差によるものとなっている．内訳としては，中区・鍾路区・龍山区を
除く自治区では私立の施設の割合が高く，総施設数の多い自治区ほど私立の割合が顕著に高い傾向が
みられた．この理由としては，改正前の住宅建設基準等に関する規則から，大規模な集合住宅団地を
建設する際に，住宅建設主体による私立の敬老堂が併設されることが多いため，特にベッドタウン地
域では住宅建設に伴って敬老堂が増えやすいことがあげられる．大規模なニュータウン開発が行われ
た蘆原区がやや突出して施設数が多いのはこのためである．
　一方，中区や鍾路区などの中心地域では大規模な住宅団地の建設があまり行われなかったため，居
住者も少なく，敬老堂も少ない結果になっていると考えられる．加えて，これらの自治区では財政力
に余裕があり区立の敬老堂を増やすことができたため，全体の内訳としては私立よりも区立が多い結
果となっている．
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図 5-3-2　自治区ごとの施設数と設立主体別の内訳
図 5-3-1　自治区の 65 歳以上人口と施設数の相関（N=24）
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2.2）自治区ごとにみた施設数と併設施設別の内訳
　図 5-3-3 に自治体ごとにみた施設数と併設施設別の内訳を示す．本項目では，統計資料により施設
数と併設施設（集合住宅，単独，公共施設，その他，不明）が把握された 24 自治区の 3,114 施設を
対象とする．
　多くの自治区において集合住宅との併設が最も多い．これは，「自治区ごとにみた施設数と設立主体」
の項で述べた通り，集合住宅開設時に併設される敬老堂が多いことを示していると考えられる．特に
集合住宅併設タイプが多い自治区の中でも，蘆原区，陽川区，恩平区は，ソウル市内では郊外に位置
するベッドタウンである．
　江北区から鍾路区までの総施設数が少ない自治区では，単独型の占める割合が顕著に高い．「自治
区ごとにみた施設数と設立主体」の項の結果と合わせると，これらの自治区には集合住宅団地が少な
いため，区立・単独型の施設が多いという傾向になっていることが考えられる．
　また，中区では公共施設併設型の割合が高い．中区は市内でも最も面積が狭く，かつ中心的な業務
を担う地域であるため，敷地の制約が大きい．そのため，他の公共施設と併設し，土地を節約する傾
向にあるのではないかと考えられる．
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図 5-3-3　自治区ごとの施設数と併設施設別の内訳
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2.3）自治区ごとにみた 1 施設あたりの自治体の面積
　図 5-3-4 に自治区の面積と施設数の相関を，図 5-3-5 に自治区ごとにみた 1 施設あたりの自治区の
面積を示す．本項目では，統計資料において施設数が把握された 24 自治区を対象に，自治区の面積
をその自治区の敬老堂の数で除した値により，自治区ごとにみた 1 施設あたりの自治区の面積を比較
した．この値は，どれだけの広さの圏域に対して施設が 1 つあるのかを示し，値が小さいほど区の中
に敬老堂が多く存在し，利用者にとってはアクセシビリティが高いと言える．
　最大値は鍾路区の 0.43㎢ / ヶ所，最小値は陽川区の 0.11㎢ / ヶ所であり，平均値・中央値は共に 0.19
㎢ / ヶ所であった．図 5-3-4 の通り，区の面積と施設数には正の相関がみられた（相関係数 0.61）．
　この結果から，最大でも 500㎡圏内には 1 つの敬老堂があり，最も便利な地域では 100㎡圏内程度
に 1 つの敬老堂があることが把握され，敬老堂がいかに地域の中に多く存在するかが明らかとなった．
500㎡圏内であれば，介護を必要としない高齢者であればたいていの人が徒歩で行き来できる距離で
あり，容易に通うことができる．この近接性による利便性の高さは敬老堂の一つの特長といえる．
　また，鍾路区のみ突出して大きな数値となったのは，鍾路区は中心業務地域であると同時に，区内
に複数の大学や歴史的建造物などがあり，区の面積に対して居住地域が狭いためと考えられる．
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図 5-3-5　自治区ごとの 1 施設あたりの面積
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図 5-3-4　自治区の面積と施設数の相関（N=24）
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2.4）自治区ごとにみた平均登録会員数
　図 5-3-6 に，自治区ごとにみた平均登録会員数を示す．本項目では，統計資料により施設数と総登
録会員数が把握された 22 自治区を対象に，自治区ごとに総登録会員数を施設数で除することで，自
治体ごとのの平均登録会員数を算出し，比較している．
　最大は龍山区の 53 人，最小は陽川区の 32 人であり，平均値は 40 人．中央値は 39 人であった．
あまり大きな差はみられないが，陽川区が目立って少ない．おおむねどの自治区においても，日本の
公立中学校 1 学級分にあたる人数が登録していることがわかった．
　平均登録会員数が多い区に着目すると，龍山区をはじめ，中区，鍾路区，西大門区など，区内の総
施設数が少ない自治区が目立つ．これらの区にも他の自治区と同様に敬老堂利用の需要はあり，施設
数が少ないために１ヶ所に登録人数が集中しがちになっていることが考えられる．
　一方，陽川区は本章の「自治区ごとにみた 1 施設あたりの自治体の面積」の項目で明らかになった
とおり，約 110㎡圏内に 1 つの敬老堂が設置されている．そのため，1 ヶ所あたりの登録会員数は少
なくなる傾向がみられる．
　また，ソウル市による敬老堂活性化事業による巡回プログラム・特化プログラムの参加要件の会員
数は 40 名であり，平均がこれを上回っているのは 22 区 10 区である．
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図 5-3-6　自治区ごとの平均登録会員数
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2.5）自治区ごとにみた 1 日平均利用人数
　図 5-3-7 に，自治区ごとにみた 1 日平均利用人数の平均を示す．本項目では統計資料により施設数
と 1 日平均利用人数が把握された 24 自治区を対象に，自治区ごとに 1 日平均利用人数の総和をを施
設数で除することで，自治体ごとの 1 日平均利用人数を算出し，比較している．
　最大は冠岳区の 40 人，最小は恩平区の 13 人であり，平均値・中央値は共に 21 人であった．総登
録会員数の平均と比較すると，区によるばらつきが大きくなっている．また，平均値・中央値は，老
人福祉法による敬老堂の定員数とほぼ同数である．また，冠岳区と中区の人数が突出して多いことが
分かる．
　冠岳区は区内の敬老堂の平均登録会員数が 43 人，1 日平均利用人数の平均が 40 人と，会員と利用
人数が非常に近く，出席率が高い．一方，全体の平均値としては，平均登録会員数は 40 人，利用人
数が 21 人と約半数であることから，全体的には会員の半数程度が出席している施設が多いことがわ
かる．
40  
38  
29  
28  
26  26  
25  
23  23  22  22  
21  21  20  20  20  19  19  19  19  18  
16  
14  
13  
0  
5  
10  
15  
20  
25  
30  
35  
40  
45  
冠
岳
区
 
中
区
 
龍
山
区
 
広
津
区
 
江
西
区
 
松
坡
区
 
東
大
門
区
 
鍾
路
区
 
銅
雀
区
 
衿
川
区
 
江
南
区
 
九
老
区
 
道
峰
区
 
蘆
原
区
 
城
東
区
 
永
登
浦
区
 
江
北
区
 
江
東
区
 
西
大
門
区
 
城
北
区
 
陽
川
区
 
中
浪
区
 
麻
浦
区
 
恩
平
区
 
自治区ごとの一日平均利用人数の平均 平均値・中央値 
（人）
21
図 5-3-7　自治区ごとの 1 日平均利用人数の平均
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図 5-3-8　開設年別にみた施設数の累積と設立主体別の内訳
3）敬老堂の施設特性
3.1）開設年別にみた施設数の累積と設立主体別の内訳
　図 5-3-8 に，開設年別にみた施設数の累積と設立主体別の内訳及びソウルの高齢化率の推移を示す．
本項目では，統計資料により開設年と設立主体が明らかとなった 2610 施設を対象としている．
　1989 年の制度化に伴い施設数は急増し，1 年間で 359 ヶ所から 622 ヶ所にまで増えている．その後，
1991 年に「住宅建設基準等に関する規定」の中で，100 世帯以上の大規模集合住宅建設時に敬老堂
を併設させることが義務となるまでには累計 709 ヶ所となっている．この時期までは区立の施設が占
める割合が大きかったが，1991 年以降は私立施設の伸びが顕著であり，集合住宅に併設されること
で施設数が急増していることが読み取れる．
　1998 年にも老人福祉法も改正があり，敬老堂が「老人余暇福祉施設」の 1 つとして，現行法と同
様の内容で，地域の高齢者の自主的な活動の場として再定義された．この影響があってか，1998 年
から 2005 年ごろまで再び施設数の伸びが大きくなっている．
　そして 2013 年には施設数を急増させた「住宅建設基準等に関する規定」による敬老堂設置の義務
が撤廃された．この改正が今後，施設数の増加にどのような影響を及ぼすのかは注目すべき点である．
また，ソウル市では「小規模老人福祉館」を整備する方針もあり，城北区など一部の自治体では敬老
堂の施設を転用することも検討されている．これにより，区立の施設の増加がとまる，あるいは減少
することも考えられる．
　ソウル市は 1990 年代後半から急速な高齢化を迎えており，高齢社会に入るにあたって自立高齢者
支援も変容を迎えることが予想されている．
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3.2）設立主体別にみた施設数の分布
　図 5-3-9 に，設立主体別にみた施設数の分布を示す．本項目では，統計資料により設立主体（区立・
私立・不明）が把握された 3,114 施設を対象とする．
　全体のおよそ 29% が区立施設，67% が私立施設であった．
　私立の施設が多い背景には，1991 年から 2013 年に制定されていた住宅建設基準等に関する規定
が影響していると考えられる．
3.3）併設施設別の分布
3.3.1）併設施設別の施設数の分布
　図 5-3-10 に，併設施設別にみた施設数の分布を示す．本項目では，統計資料により併設施設（集
合住宅・単独・公共施設・その他・不明）が把握された 3,114 施設を対象とする．
　集合住宅に併設された施設が最も多く，全体の約 2/3 を占める．単独のタイプは集合住宅併設型の
約半数である．
　公共施設に併設されたものは極めて少なく，江西区（11 ヶ所），中浪区（2 ヶ所），中区（12 ヶ所）
と一部の自治体にしか存在しない．　
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図 5-3-9　設立主体別の施設数の分布
図 5-3-10　併設施設別の施設数の分布
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3.3.2）併設施設別にみた設立主体の分布
　図 5-3-11 に，設立主体別にみた設立主体の分布を示す．本項目では，統計資料により併設施設（集
合住宅・単独・公共施設・その他・不明）と設立主体（区立・私立・不明）が把握された 3,114 施設
を対象とする．
　集合住宅併設のものはほぼ全てが私立であった．集合住宅設立時のものであると考えられるこのタ
イプは，全体の中でも最も数が多い累計である．一方，単独タイプは約 87% が区立の施設であった．
　また，公共施設併設型でありながら私立の敬老堂が約 44%（11 ヶ所）あり，これらの施設では，
建物の中に公共のものと私設のものが混在しながら運営されていると考えられる．
　これらの結果から，ソウル市の敬老堂の典型的なパターンは以下の2種類であることが明らかになっ
た．
　1）私立・集合住宅併設型
　2）区立・単独型
　
図 5-3-11　併設施設別にみた設立主体別の分布
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3.4）敬老堂の面積
3.4.1）面積階級（100㎡）ごとにみた施設数の分布と併設施設の内訳
　図 5-3-12 に，面積階級（100㎡）ごとにみた施設数の分布と設立主体の内訳を示す．本項目では，
統計資料により面積（不明含む）と併設施設（集合住宅・単独・公共施設・その他）が把握された 3,114
施設を対象とする．
　全体としては 100㎡未満の施設が最も多く，100㎡未満の施設（1,579 ヶ所）と 100-199㎡の施設
（1,069 ヶ所）で全体の約 85% を占めることから，敬老堂は小規模な施設がほとんどであることがわ
かる．一方で，1,000㎡を超える施設も 66 ヶ所あり，これらの大規模な敬老堂は老人福祉館などと共
有施設の可能性が考えられる．
　また，100㎡未満の階級と比べ，それ以降の階級では単独型の施設の割合が伸びている．集合住宅
併設型の多くは団地の共有部として設置されるが，単独型は敬老堂のために新設されるか，地域の住
宅の転用などで開設されるため，比較的空間には余裕がある場合が多いと考えられる．
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図 5-3-12　面積階級（100㎡）ごとにみた施設数の分布と併設施設の内訳（s= 面積（㎡））
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3.4.2）面積階級（20㎡）ごとにみた延べ床面積が 200㎡未満の施設数の分布と併設施設別の内訳
　面積階級（100㎡ごと）に施設数の分布をみた結果，200㎡以内の施設が約 85%（2,648 ヶ所）と
非常に大きな割合を占めた．そこで，これらの小規模な施設の詳細な面積分布と併設施設の内訳を把
握する．
　図 5-3-13 に，面積階級（20㎡）ごとにみた延べ床面積が 200㎡未満の施設数の分布と併設施設別
の内訳を示す．本項目では，統計資料において延べ床面積（不明含む）及び併設施設（集合住宅・単独・
公共施設・その他）が明らかとなった 3,114 施設のうち，延べ床面積が 200㎡未満の 2,648 施設を対
象とした．
　集計の結果，計 15 施設が，老人福祉法の基準である施設面積の 20㎡に満たない状態で運営をして
いることが明らかとなった．
　全体の施設数としては 20-39㎡の階級から 100-119㎡の階級に特に集中していることが分かる．
　また，80-99㎡の階級以降，単独型の施設の割合が増加している．このことからも，単独型の施設
の方が比較的面積が大きいことが明らかとなった．
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図 5-3-13　面積階級（20㎡）ごとにみた延べ床面積が 200㎡未満の施設数の分布と併設施設別の内訳
　　　　　　（s= 面積（㎡））
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5.4　小括
　本章では，ソウル市における敬老堂に関する各行政機関や団体が担う役割と施策について整理し，
ソウル市庁が作成した資料文 89）をもとに，2013 年時点でのソウル市の敬老堂の整備状況について把握
した．
　以下では項目別に考察を行う．
1）　敬老堂に関する各機関の連携
　本章で明らかとなった，敬老堂とその運営に関連する各機関の連携を図 5-4-1 に示す．
　敬老堂に関わる組織としては，国・市・区・洞の各レベルの行政機関と，国・市・区の各レベルの
大韓老人会が最も大きな役割を果たす．中でも，各敬老堂に最も直接的に関わるのは，行政機関とし
ては自治区，大韓老人会の中では区の支会である．自治区の役割としてはハード面（施設整備，物品
の提供）と施策の提案が中心である．一方，大韓老人会は日常的な相談や会計監査と，多種多様な団
体から提供されるプログラムのとりまとめを行うソフト面での支援を行っている．また，これらの機
関による公的な支援の他にも，地域住民やアパートの住民会等の私的なつながりによる支援があるこ
とが把握された．
　ソウル市の敬老堂は，日常的な運営は利用者の自治に任せつつも，多様な主体からの体系だった支
援が行われていることが明らかとなった．
　
　一方で，課題・懸念点も明らかとなった．
　プログラムや物品・資金などは，公的な団体の他にも地域の企業や大学，教会，ボランティアなど
非常に多様な団体から提供されている．そのため，これらの団体の信頼性を担保することが，敬老堂
の活動の安全性・健全性を保つ上で非常に重要である．大韓老人会職員によるプログラム提供団体と
の調整や，陽川区で行われているような区庁による寄付のとりまとめなどが有効であるが，施設数の
多さから職員の負担が大きいことが課題の 1 つである．
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図 5-4-1　敬老堂の運営に関連する各機関の連携 出典：ヒアリング結果に基づき筆者作成
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2）　敬老堂に関する自治区ごとの施策・整備状況
　ソウル市における全予算に対する敬老堂関連予算の割合と，ヒアリングを実施した 4 つの自治区に
おける全予算に対する敬老堂関連予算の割合の比較（表 5-2-1）からも，市以上に各自治区が敬老堂
の整備・運営に対して大きな役割を担っていることが明らかとなった．
　敬老堂は法定施設であるため，敬老堂の整備・運営に関する基本的な方針は各自治区ともに法的な
基準の遵守である．法定施設である敬老堂の施設数が非常に多く，利用も活発なものであるため，各
自治区の自立高齢者支援施設に関する取り組みは，東京都の各自治体ほどの多様性はみられなかった．
　しかし，敬老堂の施設数を大幅に増やす要因が「住宅建設基準等に関する規定」による集合住宅へ
の併設義務であったことから，自治区ごとの施設数やその内訳（設立主体・併設施設）には自治区に
おいて集合住宅団地開発が大規模に行われたかが大きく影響していることが明らかとなった．大規模
な集合住宅団地の開発が行われた自治区（蘆原区など）では，敬老堂の施設数が多く，内訳としては
私立・集合住宅併設型が大半を占めていた．
　全自治区で最も施設数の多い蘆原区では，施設数の多さや私立の施設が多いことから，区庁の職員
が日常的には関与せず，ハード面での支援に徹していた．施設の所有者の違いはもちろん，冷暖房費
の支援がないことや，アパートの住民会との連携が強いことなどから，私立と区立の施設では区庁と
の連携の強さが異なると考えられる．そのため，区内の敬老堂の総数における区立・私立の施設の内
訳の違いにより，区の職員の取り組みや区の施策に違いが出ているとみられる．
　また，ヒアリングを行った自治区の中でも，今後はより若い世代やベビーブーマーを対象とした施
設づくりを行い，敬老堂を増やさず「小規模老人福祉館」の設立を検討している自治区が複数みられた．
敬老堂に対しては，今後は施設数を増やすことではなく，市による敬老堂活性化事業による生産的な
活動を増やすなど，より質を向上させる方向に転換していくのではないかと考えられた．
　一方で，自治区ごとの一日中平均利用者数の平均からは，敬老堂の数が少ない自治区ほど平均利用
人数が多くなり，1 つの施設に利用者が集まっている傾向がみられた．このため，中区などの施設数
が少ない自治区においては，今後も敬老堂を増やす需要があると考えられる．
　　敬老堂の整備・運営にかける予算としては，施設が多い自治区ほど多くなる傾向にあり，財政力
の乏しい自治区にとっては負担となる．城北区では，区立の敬老堂の需要があるが，財政的な余裕が
少ないため，既存の住宅を最低限に改修して敬老堂とする工夫をしていた．
1）住宅地にあるため，近隣の高齢者にとってアクセスしやすい　
2）敬老堂に要求される機能は，20㎡以上の部屋（可能な限り男女で部屋を分ける）・台所・トイレな
ど，住宅の機能と近い　
3）敬老堂の一般的な規模は 20-120㎡であり，住宅として一般的な面積である　
4）自立高齢者が対象であり，大幅なバリアフリー改修が求められないので，新築に比べて安価
などの理由から，住宅を転用して敬老堂とすることは非常に合理的といえる．
　また，ヒアリング対象とした 4 つの自治区のうち 3 ヶ所では，敬老堂利用者の 1 〜 2 名に対し，調
理等を担当する代わりに手当を支給する制度があることが確認された．このシステムは，敬老堂の運
営を円滑にするだけでなく，当該利用者にとっては，収入が得られる上にやりがいや敬老堂に通う動
機付けがなされ，閉じこもり防止となる点で非常に有用であると考えられる．
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3）　敬老堂の増加と高齢化率の進展
　統計資料による開設年の集計から，ソウル市における敬老堂は，1989 年の老人福祉法による制度
化を契機として急増してきたことが明らかとなった．その後，1991 年の「住宅建設基準等に関する
規定」による集合住宅への併設の義務化により，大規模集合住宅開発・ニュータウン開発に伴って私
立の敬老堂が急激に増加し，区立の施設を大きく引き離した．現在は市内の敬老堂の約 65% を占め
るまでになっている．
　韓国全域の高齢化率ほどではないものの，ソウル市の高齢化率は 1990 年代後半から急激に進展し
ており，人口構造は急速に大きな変化を迎えている．今後，現在自立の高齢者を要介護にしないこと
は非常に重要であり，自立高齢者の元気な地域生活を支える拠点としての敬老堂の役割や，敬老堂を
含む自立高齢者支援施設整備に変化が求められることが考えられる．
4）　敬老堂の類型
　統計資料の併設施設（集合住宅・単独・公共施設・その他）及び設立主体（私立・区立）の集計から，
ソウル市内における敬老堂の中でも数が多い，典型的な類型として，以下の 2 種類があげられた．
　1）私立・集合住宅併設型
　2）区立・単独型
　また，延べ床面積に関する集計から，2）区立・単独型は比較的延べ床面積が大きい施設が多いこ
とが明らかとなった．これは，1）私立・集合住宅併設型では，敬老堂は集合住宅の共用施設として
位置づけられていることに対し，2）区立・単独型では，敬老堂のために施設を新設する場合や，既
存の住宅を転用する場合が多いためであると考えられる．
5）　敬老堂の規模
　　統計資料の集計から，ソウル市内の敬老堂の約 85% が 200㎡未満であることが把握され，小規
模な施設が一般的であることが明らかとなった．
　また，これらの施設の中での分布を 20㎡ごとの階級別にみると，20 ≦ s ＜ 40㎡の階級から 100 ≦
s ＜ 120㎡の階級に 7 割程度が集中していた．これらの結果から，ソウル市における敬老堂は 20㎡か
ら 120㎡の規模のものが典型的であるということができる．
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6.1　本章の目的と方法
1）目的
　本章の目的は，ソウル市における敬老堂を対象として，以下の 4点を明らかにすることである．
　・運営や計画の動向，概況を訪問ヒアリング調査，見学によって明らかにすること．
　・運営，活動，利用者の概要を，利用者への訪問ヒアリング調査によって明らかにすること．
　・施設建物の平面構成を実測調査，訪問ヒアリング調査によって明らかにすること．
　・プログラム活動や自主活動，食事の様子などを含む空間利用の実態を観察調査によって明らかに
すること．
　本章の各節の具体的な課題を以下に示す．
　6.2 では，ソウル市に立地する 7ヶ所の敬老堂への訪問ヒアリング調査から，各施設の運営・利用
者層・活動内容・建築に関する概要を整理し，ソウル市での敬老堂の運営・計画の動向をレビューする．
　6.3 から 6.6 では，ソウル市に立地する敬老堂のうち，最も典型的な集合住宅併設型・単独型の敬
老堂をそれぞれ 2ヶ所ずつ，計 4ヶ所を対象とした，利用・運営の実態を把握するための終日または
プログラム活動前後の観察調査の結果を報告する．具体的には，利用者の代表への詳細なヒアリング，
建物内部の実測調査による各施設の概要の報告，各施設内におけるゾーンごとの滞在人数の変化の分
析及び各施設でみられた特徴的な場面の抽出を行う．
　6.7 では，これらの結果から得られた知見をまとめ．本章の小括を行う．
2）調査の概要と方法
2.1）訪問ヒアリング調査　
　調査の概要と方法を表 6-1-1 に示す．
対
象
施設名称 KD敬老堂 SA敬老堂 DS敬老堂 CI敬老堂 YC敬老堂 GV敬老堂 DC敬老堂
区立／私立 区立 区立 区立 区立 私立 私立 私立
併設 公共施設 単独 単独 単独 集合住宅 集合住宅 集合住宅
調査日 2014.8.21 2014.8.21 2013.9.16 2014.8.20 2013.9.16 2014.8.21 2014.8.21
内容・方法 利用者組織会長，総務等への施設運営，利用者属性，活動内容，施設建物に関するヒアリング・見学
表 6-1-1　訪問ヒアリング調査の概要と方法
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2.2）運営・利用実態　観察調査
　調査の概要と方法を表 6-1-2 に示す．
　対象となった 4施設のうち，SA敬老堂，GV敬老堂，CI 敬老堂は事前に行った訪問ヒアリング調
査においても対象とした施設である．第 5章の統計調査からソウル市内の敬老堂の中でも典型的な例
としてあげられた，集合住宅併設型の区立・私立タイプと単独型の区立タイプを対象とした．
　4施設全てで，利用者組織の代表者への詳細なヒアリングと施設建物の実測を行った．SB敬老堂・
GV敬老堂・SA敬老堂では一日を通じた利用実態の観察調査，CI 敬老堂では午後のプログラム活動
以降の利用実態の観察調査を実施した．
　利用者の中の任意の者が鍵の管理をし，開錠後は施設への出入りが自由であるため，敬老堂の開所
時間は施設によっても日によっても異なり，施設利用時間は利用者によって様々である．そのため，
調査時間は施設ごとに異なり，同一施設においても時間ごとに滞在人数が変化している．
　また，本文・図表中における各施設における室の名称は，プレート等により室名の表示がある場合
はその表記に準じた日本語の表記とした．無い場合は，利用者組織の代表者に室名又は用途を確認し
た上で，日本語において理解がしやすい名称を使用した．そのため，「女性用居間」に男性利用者が
滞在するなど，実態としての使用方法と名称が異なる場合がある．
　
対
象
施設名称 SB敬老堂 GV敬老堂 CI敬老堂 SA敬老堂
区立／私立 区立 私立 区立 区立
併設 集合住宅 集合住宅 単独 単独
日時 2014.12.2　11時-16時 2014.12.3　11時30分-16時30分 2014.12.4　14時-16時 2014.12.5　11時30分-16時
内容
・施設建物の実測
・利用者組織会長，総務への施設運営，利
用者属性，活動等に関するヒアリング
・食事，体操教室，歌教室，ポップアップ
アート製作活動を含む一日利用実態観察
・施設建物の実測
・利用者組織会長，総務への施設運営，
利用者属性，活動等に関するヒアリング
・食事，歌教室を含む一日利用実態観察
・施設建物の実測
・利用者組織会長，総務への施設運営，
利用者属性，活動等に関するヒアリング
・笑いセラピープログラム前後の活動実
態観察
・施設建物の実測
・利用者組織会長，総務への施設運営，
利用者属性，活動等に関するヒアリング
・食事を含む一日利用実態観察
観察調査
方法
調査開始時刻から終了時刻まで30分おきに，施設内に滞在する人を属性（女性利用者，男性利用者，その他）と姿勢（立位，座位，臥位）を明らかにし，会話・同じ
行為を行う人をグループとして平面上にプロットした．その際，各個人の特定・追跡はせず，各時刻ごとの断面の記録のみを行った．また，記録時刻以外には，特徴的
な場面が捉えられた時刻のみ例外的に記録を行った．
表 6-1-2　運営・利用実態観察調査の概要と方法
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6.2　ソウル市における敬老堂の運営・計画動向
　ソウル市における 7ヶ所の敬老堂の訪問ヒアリング調査の結果を表 6-2-1 に示す．
1）設立主体による違い
　7 施設中，区立が 4ヶ所，私立が 3ヶ所であった．
　区立の 4ヶ所はいずれも戸建て住宅地の中にあり，KD敬老堂のみが公共施設を含む複合施設に併
設されたものであり，その他の 3ヶ所は併設施設のない単独型であった．また，SA敬老堂，CI 敬老
堂は一般の住宅であったものを区が買い取って改修し，敬老堂として転用したものであった．区立施
設の利用者は徒歩 5分〜 20分程度の距離に住んでおり，施設により居住圏域には差がみられた．
　私立の 3ヶ所はいずれもアパート（団地）の共用施設として位置づけられ，YC敬老堂，GV敬老
堂はアパートの管理事務所などと同じ建物に併設されていた．DC敬老堂のみ，アパートの管理人室
と隣接して住戸と同じ棟の地下に配置されている．また，3施設ともに利用者のほとんどがそのアパー
トの住民であり，自宅と敬老堂が非常に近いことと，アパートの住民会からの物的な支援を受けてい
ることが特徴である．
2）利用料金と自治体以外からの支援について
　7 施設の利用者が支払う利用料金は，月額 2000 から 5000 ウォンであり，安価ながらもどの施設
も料金が発生していることがわかった．また，いずれの施設も自治体以外からも物的な支援を受けて
いることがわかった．その提供者は主に近隣の住民・教会などの地域のつながりがある団体であった．
3）活動について
　7施設ともに，週に2〜4回の余暇プログラムを実施しており，週に3日以上は食事も行われていた．
一方で，自主的な活動の有無や内容は施設によって差がみられた．DS敬老堂では，利用者が講師を
務めるパソコン教室や遠足を兼ねたサイクリングの集いなどが行われていたが，YC敬老堂，DC敬老
堂では特に決まった活動やイベントは行われていなかった．
4）建築について
　　施設の面積は約 72㎡〜約 343㎡と 5倍弱の差がみられた．SA敬老堂，DS敬老堂は 2層であり，
他の敬老堂は 1層であった．
　諸室の構成としては，老人福祉法，改正前の住宅法に準拠し，2室以上の居間と台所，収納スペース，
トイレによる構成が基本となっている（CI 敬老堂は共用居間として続き間で利用しているが，元々は
2室であり，現在もアコーディオンカーテンによって仕切ることができる）．KD敬老堂，GV敬老堂，
DC敬老堂では，男女の居間の間に共用の居間が設けられており，SA敬老堂．CI 敬老堂では，複数
の居間があったが，名称上は男女の区別はしていない．DS敬老堂，SA敬老堂，YC敬老堂では台所
が 2ヶ所設置されているが，昼食の調理などに主に使用しているのはいずれも 1ヶ所ずつであった．
　また，法的な整備要件にはないものの，DC敬老堂を除く 6施設には会長室，事務室などの事務作
業をするための室や，居間の中に事務作業ができるスペースが設えられていた（写真 6-2-1 〜 6-2-
6）．会計報告書や利用者の名簿，余暇プログラムの参加申し込み書などの書類作成をはじめとして，
利用者組織の代表（会長，総務など）が事務作業をする機会が多いためと考えられる．
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写真 6-2-1　KD敬老堂会長室
写真 6-2-3　DS敬老堂事務室
写真 6-2-5　YC敬老堂男性用居間　事務スペース 写真 6-2-6　GV敬老堂男性用居間　事務スペース
写真 6-2-4　CI 敬老堂共用居間　事務スペース
写真 6-2-2　SA敬老堂事務室
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6.3　集合住宅併設型　区立SB敬老堂　運営・利用実態調査
　SB敬老堂の概要を図 6-3-1 に示し，以下に項目ごとの特徴を記す．
施設名称 SB敬老堂
調査日時 2014.12.2　11時～16時
外観
配置図
運営
所在地 ソウル特別市永登浦区SBアパート　公園内
開設年 1996年
設立主体 区立（永登浦区）
利用者の役職 会長・副会長・チーム長・調理担当
利用料金 1万W/月
運営費 ̶（未詳，寄付あり）
行政以外の物的支援（提供者） 備品・食料の寄付（利用者・地域の教会）
利用登録方法 直接届け出
利用者
登録者数（男：女） 53人（9：44）
一日平均利用人数 約37人
年齢層 平均：約85歳　最年少：76歳 最年長：90歳　
利用期間 平均：約10年　最長：18年
居住圏域／交通手段 SHアパート内／徒歩
独居者 48人
心身が不自由な利用者 杖・歩行器利用者複数名
活動
余暇プログラム
月曜：書道・マッサージ　火曜・金曜：体操・歌
水曜：書道・体操　　　　木曜：マッサージ
その他の支援活動（提供者） 健康・認知症チェック（保健所）
自主活動 朝の体操・日本語教室・ポップアップアート製作
食事・調理
頻度：月曜～土曜　平均人数：37人
調理担当：登録の担当者2人が中心
建築
築年 1991年
延べ床面積／階数（建物階数） 165㎡／1階（地上1階建て）
改修の有無 無し
同建物内に併設する施設の有無 無し
0 25 50 100m
ＳＨ 敬老堂
最寄り駅まで：
831.2m
図 6-3-1　SB敬老堂の概要
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1）ヒアリング調査結果
1.1）施設概要
　SB敬老堂は，永登浦区（Yeongdeungpo-gu）の SBアパートの敷地内にある公園の中に立地する．
集合住宅の中にありながら，設立主体は永登浦区である．
　SB アパートは漢江の中州であり，大企業のオフィス群や漢江を臨む大規模な公園のある汝矣島
洞（Yeouido-dong）に，1970 年代後半に開発された団地群の一つである．最寄り駅は汝矣ナル
（Yeouinaru）駅であり，この駅は団地群の居住者，オフィス通勤者，漢江遊覧を目当てとする観光客
など様々な人びとが利用している．
1.2）運営について
　SB敬老堂の運営に関する主な役職は，会長・副会長・チーム長（総務）・調理担当者 2名である．
会長職は 4年を任期とし，任期満了ごとに利用登録者の中で選挙をして任命している．調理担当者は，
利用者の中で所得の少ない者が区に届け出を出す事で，中心となって調理を担当する代わりに区から
一定額の手当を受け取る事が出来るシステムとなっている．また，この担当者は調理の際はユニフォー
ムとなるエプロンを着用している．
　利用者が支払う利用料金は1人あたり月に1万ウォンであり，この他に自治体からの補助金やアパー
ト住民会等からの寄付金を運営費用に充てている．また，テレビなどの備品や米などの食料は，利用
者の中で生活に余裕がある人，地域の教会などからの寄付も行われている．
1.3）利用者について
　SB敬老堂の利用登録者数は，調査時点で 53名であり，うち男性が 9名女性が 44名であった．年
齢層は 76歳〜 90歳と全員が後期高齢者であった．利用期間が最長の利用者は開設時から現在まで継
続して利用しており，平均でも 10年程度は継続利用されていた．
　利用者のほとんど全員が SBアパートの住人であるが，区立ということもあり，近隣の他のアパー
トに居住する人も利用している．また，53名の登録者のうち，独居者が 48名と非常に多いことが特
徴であり，独り暮らしの高齢者にとっての居場所となっていることがうかがえた．利用者の中には，
自立ではあるものの杖や歩行器を使用している人が数名いた．
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1.4）活動について
　定期的な余暇プログラムは週に 5日，5種類実施されている．その内容は書道のような静的活動，
体操のような動的活動が両方あり，気に入ったプログラムの日を選んで訪れる利用者もいる．これら
のプログラムは大韓老人会，近隣の大学，老人福祉館，国民健康公団から派遣された職員が講師とし
て担当している．
　自主的な活動として，毎月の誕生日会のほか，毎週土曜日には利用者の 1人が講師を務める日本語
教室が行われている．不定期ではあるが，この利用者を中心として日本語の歌の歌詞カードをハング
ルに訳す活動も行っている．
　また，2年前からは，SB敬老堂が独自にポップアップアート注1）製作を行う企業と提携し，利用者
の中で希望者が製作活動を行うことで，1人あたり月 15 万ウォン前後の副収入を得ている．このよ
うな収入につながる活動を行っている敬老堂はソウル市内でも数少なく，ポップアップアート製作活
動で収入を得ている敬老堂は，調査時点で SB敬老堂のみであった．
　SB敬老堂は定期的なプログラム活動に加え，自主的な活動，収入につながる活動など多岐にわた
る活動を積極的に行っている先駆的な敬老堂であるといえる．これらの活動は，現在の会長を務める
女性が中心となって，利用者たち自身が区や大韓老人会へ提案することで実現したものである．利用
者の中には様々な能力やエネルギーを持った人たちが多くいるが，ただ日中集まるだけではその力を
持て余してしまうと考え様々な活動を行うことにした結果，現在のようなバリエーションとなった．
　食事に関しては，日曜日以外はその日の利用者全員で一緒に昼食をとっている．調理は，上述の調理担
当者 2名が中心となって行う．
1.5）建築について
　敬老堂のために設計された建物である．
　八角形の平面形状をしており，公園内に立地する事から，韓国における公園内の東屋で一般的な「八
角亭」をモチーフにしたものと考えられる．
　注 1）　ポップアップアートとは，韓国では一般的に教
材や絵本，広告等に用いられる立体的な紙細工のこと．イ
ラストや図案が描かれた紙を切り貼りし，組み立てて製作
される．
写真 6-3-1　ポップアップアートの例
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2）平面計画
　実測調査に基づく SB敬老堂の平面図を図 6-2-2 に示す．
　SB敬老堂は平屋の単独型施設であり，女性用居間，台所，男性用居間，事務室と倉庫，トイレが各 2ヶ
所の構成である．
　以下では，平面図中の丸番号に従って SB敬老堂内の様子を写真で説明する．
図 6-3-2　SB敬老堂平面図
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倉庫1
倉庫2
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トイレ2
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SB敬老堂平面図　S=1/100
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3
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2.1）各部屋の特徴
　・女性用居間　（写真：①から③）
　名称は女性用居間であるが，男性も利用する．
　中央部分は一部にフローリング風のマットを敷かれており，食事等の必要に応じて座卓が設置され
るが，基本の状態は床面を広くとってあり，体操や立って歌うなどの動的な活動に対応している．壁
沿いには椅子やソファが並べられている（写真①）．玄関脇には会長が事務作業をするための机があり，
会長の指定席となっている（写真②）．
　窓際に並ぶ椅子の隙間にはコート掛けがあり，SB敬老堂を訪れた利用者は，まずこのコート掛け
や近くの椅子に上着や荷物を置く（写真③）．
　・台所，倉庫　（写真：④から⑤）
　女性用居間の奥が台所となっている．
　一般の家庭用の台所と同様の設備で，昼食の前後では調理担当者を始めとする利用者が数名同時に
作業している（写真④）．
　倉庫の前にも冷蔵庫と炊飯器があり，ここでも調理や配膳が行われる．また，この倉庫には主に食
材や食事用の座卓などが収納されている（写真⑤）．
　・トイレ　（写真：⑥）
　台所の横がトイレとなっている．
　限られた空間に個室を 2つ設けるため，片方の個室の戸はアコーディオンカーテンとなっている（写
真⑥）．
　
　・男性用居間　（写真：⑦から⑪）
　名称は男性用居間であるが，女性も利用する．
　部屋の中央には長机が並び，主に書道教室やポップアップアート製作などの静的な活動などを行う．
窓際にはソファや椅子が並んでいる（写真⑦）．玄関脇にはポップアップアートの材料や完成品が箱
詰めされたものが積まれている（写真⑧）．女性用居間側の壁には，ポップアップアートの作品が展
示された棚や，今月行った製作品の数や単価が記入されたホワイトボードが設置されている（写真⑨，
⑩）．
　また，トイレの前にはコート掛けがあり，SB敬老堂に入るとまずこちらに上着や荷物を掛けにく
る利用者もいる．
　・事務室　（写真：⑫）
　名称は事務室となっているが，集団と離れ，静かに１人での作業や活動を行うための部屋としても
利用される．外へ出るドアがあるため，自転車と収納するスペースにもなっている（写真⑫）．
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写真①　女性用居間
写真③　女性用居間のコート掛け
写真⑤　台所横の倉庫
図 6-3-3　SB敬老堂　各部屋の様子 1
写真⑥　トイレ
写真④　台所
写真②　女性用居間の事務スペース
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写真⑦　男性用居間
写真⑨　男性用居間の棚
写真⑪　男性用居間のコート掛け
写真⑫　事務室
写真⑧　男性用居間の玄関横
写真⑩　男性用居間のホワイトボード
図 6-3-4　SB敬老堂　各部屋の様子 2
第 6章　ソウル市における敬老堂の運営・利用実態
6.3　集合住宅併設型　区立SB敬老堂　運営・利用実態調査
123
3）利用実態観察調査
3.1）ゾーン別滞在人数の経時変化
　観察調査を行うにあたり，建築的特徴を考慮して SB敬老堂内部を図 6-2-5 の通りのゾーンに分類
した．
　12月 2日（火）の，SB敬老堂内をゾーン別にみた滞在者の経時変化を図 6-2-6 に表す．
　この日は，11時に調査を開始し，16時に終了した．主な活動としては，午前に体操教室，12時頃
に昼食をとった後，午後に歌教室とポップアップアート製作の活動が行われ，15 時頃におやつを食
べた．
　調査時間内に把握された最大の利用者数は男女合わせて 30 名であり，利用者以外の外来者は午前
中に体操の講師が 1名，午後にポップアップアート製作会社の職員が 1名，歌教室の講師が 1名の計
3名であった．
ゾーン 役割
A
A1
女性用居間
椅子 椅子・ソファに座る
A2 床面 床座，体操等のステージ
B 台所 調理，片付け，配膳
C 事務室 事務作業・個人の活動
D 男性用居間北側 机と椅子を使った活動
E 男性用居間南側 椅子・ソファに座る
A
B
C
D
E
図 6-3-5　SB敬老堂　ゾーン分類
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3.2）　ゾーン別滞在人数の経時変化の考察
　・A1．女性用居間椅子
　一日を通してよく利用された．特に，食後や歌教室の際には10人から20人が同時に使うこともあり，
女性利用者にとっての居場所となっていた．また，体操教室や食事の際にも数名が座っており，床座
が難しい利用者にとっては有効な設えと考えられた．
　・A2．女性用居間床面
　体操教室や食事，歌教室の終盤では 15 人程度が同時に利用していた．ポップアップアート製作の
時間帯などは滞在者が減少するが，少人数の利用がみられた．体操・歌の教室タイプの活動時には，
講師がいる定位置でもあった．
　・B．台所
　定時の記録では，食事の前後 1〜 2時間の時刻に利用が記録された．ただし，記録時刻以外にも水
を飲む，食器が乾いたか確認するなどの短時間の利用がみられた．
　食事担当として登録している利用者は 2名であったが，調理時にはそれ以上の人数が記録され，担
当者以外の利用者も調理に関係していることがうかがえた．
　・C．事務室
　13時以降，1名の男性利用者が継続して利用していた．他の利用者の活動から離れた個別の活動を
集中して行う場所となっていた．
　・D．男性用居間北側
　活動の始まりと終わりの時間帯の利用がみられた．男性の滞在が多いことが特徴で，女性が体操や
歌の活動をしている時間帯に，プログラムに関与しない利用者が過ごす場所となっていた．
　・E．男性用居間南側
　主にポップアップアート製作のためのスペースとなっていた．作業のあとのおやつの時間に，最大
となる 18 名が同時に滞在していた．また，食事の時間には，椅子とテーブルで食事をとりたい女性
も利用していた．
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4）　特徴的な場面の抽出
4.1）　場面 1　11時の様子
椅子に座って体操
食事の支度 床に座って体操
会話・テレビ鑑賞
女性利用者
男性利用者
その他（講師等）
立位
座位
臥位
〈属性〉 〈姿勢〉 〈グル プー〉
凡
例 会話・同じ行為
をするグル プー
　図 6-3-7 に，SB敬老堂の 11時の様子を示す．
　11 時の調査開始時には女性用居間で国民健康保険公団の講師による体操教室が行われていた．体
操の参加者は女性利用者のみであった．室内の床にマットや座布団を敷いた上に座るか，壁沿いに設
置された椅子やソファに座って，音楽に合わせて歌いながら体操をしていた．八角形の平面によって
発生した斜めの壁沿いに椅子を配置することで，自然と講師の方をぐるりと囲むかたちとなっていた．
体操参加者はそれぞれが可能な範囲で，自由に体を動かしていた．
　同時に，女性用居間の奥の台所では，エプロンをつけた調理担当者 2名と，他の女性利用者 1名の
計 3名が昼食の支度をしつつ，様子を見ながら体操の動きにも参加していた．
　女性達が体操や調理をしている間，男性利用者たちは男性用居間でテレビを眺め，談笑していた．
図 6-3-7　SB敬老堂　12月 2日 11時の様子
写真1：調理の様子
写真 2：体操教室の様子
写真 3：体操教室の様子
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4.2）　場面 2　12時の様子
　図 6-3-8 に，SB敬老堂の 12時の様子を示す．
　12 時にはほとんどの利用者の食事が終わり，片付けはじめていた．台所では担当者 2名と他の利
用者が協力して洗い物や掃除をしていた．
　女性用居間では，壁沿いのソファや椅子に座って少人数グループの談笑などが起きていた．ポップ
アップアート製作会社の職員が訪れており，男性用居間では，テーブルの周りに利用者が集まり，今
日の作業内容に関する職員の説明を聴いたり，道具を倉庫から出して作業の支度をしたりしていた．
図 6-3-8　SB敬老堂　12月 2日 12時の様子
体操
会話
会話
会話
会話
食事
食事の片付け
ポップアップアート製作の説明
新聞を読む
くつろぐ
道具を並べる
写真 4：ポップアップアート製作
作業の説明を受ける
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4.3）　場面 3　12時 30分の様子
　図 6-3-9 に，SB敬老堂の 12時 30 分の様子を示す．
　元々の予定では，12時 15 分からは歌教室の予定であり，女性利用者たちは一斉に女性用居間に集
まって講師の到着を待っていたが，通常は定刻前にくるはずの講師が来ないというトラブルが発生し
ていた．そのため，12時 30 分になった段階で，会長（女性）がカラオケ機を使って自主的に歌い始め，
他の利用者たちを促して即席の歌教室を始めた．それに合わせて周りの女性たちは女性用居間の壁沿
いのソファや椅子に座って手拍子や踊りをし，順番にマイクを握って得意の歌を歌い楽しんでいた．
　一方，男性利用者たちと 1名の女性利用者は，男性用の居間で新聞を読んだりポップアップアート
製作の準備をしたりするなど，個々人の自由な活動をしていた．
図 6-3-9　SB敬老堂　12月 2日 12時 30分の様子
食事の片付け
新聞を読む
うたた寝
くつろぐ
歌う
ポップアップアート製作の準備
手拍子と合いの手
手拍子と合いの手
写真 5：男性用居間の個別
活動の様子
写真 6：会長が歌い始める
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4.4）　場面 4　13時 45分の様子
　図 6-3-10 に，SB敬老堂の 13時 45 分の様子を示す．
　女性用居間では 13時 15 分頃に始まった歌教室が続いており，歌だけでなく，歌に合わせた体操や
踊りをしはじめていた．講師を取り囲むようなかたちで座っていた多くの女性利用者は立ち上がって
体を動かしていたが，ソファや椅子に座ったまま参加している人もいた．総務の男性も女性用居間に
来て，女性達を見守りながら歌を口ずさんでいた．
　一方，事務室では 13時頃から男性利用者が１人で書道に集中して取り組んでいた．
図 6-3-10　SB敬老堂　12月 2日 13時 45分の様子
書道
見守る
歌に合わせて体操
椅子に座って体操
写真 7：書道の様子
写真 8：歌に合わせた体操
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　図 6-3-11 に，SB敬老堂の 14時 30 分の様子を示す．
　総務の男性が作業後に皆で食べるおやつを購入するため外出して行った．
　男性用居間に集まった利用者はおしゃべりしつつポップアップアートの製作を続けていた．テーブ
ルの玄関側に座る利用者が完成品の仕分け，中央部の利用者は製作に専念，倉庫側の利用者は道具の
追加などの役割分担が見られた．事務室では男性利用者が黙々と書道を続けていた．
　女性用居間では 4名の女性が残り，男性用居間との仕切りのドアを開けたまま，床に座っておやつ
を食べながらおしゃべりしていた．これは，ポップアップアート製作は賃金が発生するため，区に登
録した人しか参加しない決まりになっているためである．昼食調理を担当する事で手当を得ている方
や，参加登録をしていない方はポップアップアートに参加せず，その時間は自由に過ごしている．
図 6-3-11　SB敬老堂　12月 2日 14時 30分の様子
書道
会話
ポップアップアート製作
完成品の仕分け
在庫の確認
4.5）　場面 5　14時 30分の様子
写真9：ポップアップアート製作
の様子
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5）利用実態観察調査・ヒアリング調査のまとめ
　〈運営・プログラムについて〉
　会長を務める女性利用者を中心とした，利用者発信の多様な活動が行われている施設であり，調査
日にも 1日を通じてプログラムや自主活動など様々な場面がみられた．
　敬老堂の自主・自律的な運営形態を活かし，収入を伴う自主的な生きがい活動を行っている点が先
進的である．
　〈空間利用について〉
　建築の特徴としては，八角形の平面を大きく 2つに分けていた点があげられる．
　主な活動の場である 2つの居間は，女性用居間を動的活動，男性用居間を静的活動の空間として使
い分けていた．体操教室・歌教室・ポップアップアート製作のような，大多数が参加するメインの活
動には参加したくない利用者たちにとっては，もう一方の部屋が居場所となっていた．メインの活動
に参加しない利用者は，2つの居間の間にあるドアを開けたり閉じたりすることよって，距離感を調
節していた．
　女性用居間には中央の広い床面だけでなく壁沿いの椅子があることで，床座や立って体操すること
が難しい利用者も動的なプログラムに参加することが可能となっていた．一方床面は，プログラム時
には講師や活発に活動したい利用者が集まる場所となっており，椅子にぐるりと囲まれたステージの
ような空間となっていた．
　男性用居間・女性用居間はそれぞれ 50㎡前後の面積であった．この広さは，部屋の端と端でも会
話が可能であり，互いに何をしているかもよく見えるため，15名から 20名程度の高齢者が一体的に
同じ活動をすることに適した面積であると考えられる．
　
　事務室は，メインの活動を行わない利用者の中でも更に個別的な活動のための空間として利用され
ていた．SB敬老堂内では唯一の個室であるためと考えられる．この一部屋があることで，利用者の
居場所選択の幅が広がっていた．
　全体的な空間構成としては，北側（女性用居間側）・南側（男性用居間側）ともに，玄関寄りの 2/3
程度を主な活動の空間としていた．玄関から遠い 1/3 程度のスペースに台所・倉庫・トイレなどのバッ
クヤード的な用途を集約することで，延べ床面積が 165㎡と小規模ながら，同時に最大で 30 人の利
用者が滞在・活動することが可能となっていたと考えられる．
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　6.4　集合住宅併設型　私立GV敬老堂　運営・利用実態調査
　GV敬老堂の概要を図 6-4-1 に示し，以下に項目ごとの特徴を記す．
施設名称 GV敬老堂
調査日 2014.12.3　11時30分-16時30分
外観
配置図
運営
所在地 ソウル特別市蘆原区GVアパート内
開設年 2001年
設立主体 私立（GVアパート設立者）
利用者の役職 会長・副会長・総務・運営委員・調理担当
利用料金 2000W/月
運営費 約50万W/月（公共料金はアパート住民会負担）
行政以外の物的支援（提供者） 備品・食料の寄付　（アパート住民会・利用者・利用者の知人）
利用登録方法 直接届け出
利用者
登録者数（男：女） 65人（13：52）
一日平均利用人数 約35～40人
年齢層 平均：約85歳　最年少：70歳 最年長：97歳　
利用期間 平均：約5～6年　最長：13年
居住圏域／交通手段 GVアパート及び近隣アパート／徒歩
独居者 5人
心身が不自由な利用者 5人　杖・歩行器利用者複数名
活動
余暇プログラム 火曜・木曜：運動　水曜：歌　金曜：美術
その他の支援活動（提供者） 歯科検診・認知症予防活動（保健所）
自主活動 誕生日会（外食）・月例集会
食事
頻度：月曜～土曜　平均人数：約30人
調理担当：登録の担当者2人を中心とした利用者
建物
築年（改修年） 2002年
延べ床面積／階数（建物階数） 343.18㎡／1階（地上3階建て）
改修の有無（旧用途） 無し
同建物内に併設する施設の有無 アパート共用施設（図書室・会議室・婦人会事務所・管理事務所）
ＧＶ 敬老堂
0 25 50 100m
最寄り駅まで：
355.59m
図 6-4-1　GV敬老堂の概要
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1）ヒアリング調査結果
1.1）施設概要
　GV敬老堂は，蘆原区（Nowon-gu）の GVアパートの敷地内にあるアパートの共用施設棟内に配
置されている．アパート設立者による私立の敬老堂である．
　GVアパートは蘆原区の南西部に位置し，最寄りの石渓（Seokgye）駅からは徒歩 5分程度の集合
住宅団地であり，周囲にも他の集合住宅団地が広がっている．石渓駅の反対側からは城北区となって
いる．
1.2）運営について
　GV敬老堂の運営に関する主な役職は，会長・副会長2名・総務・運営委員2名・調理担当者2名である．
会長職は 4年を任期とし，任期満了ごとに利用登録者の中で選挙をして任命している．調理担当者は，
利用者の中で所得の少ない者が区に届け出を出す事で，中心となって調理を担当する代わりに区から
月 20ウォンずつの手当を受け取る事が出来るシステムとなっている．
　利用者が支払う利用料金は 1人あたり月に 2000 ウォンであり，この他に自治体からの補助金やア
パート住民会からの公共料金の提供を受け，これらを合わせて月に約 50万ウォンの予算で運営を行っ
ている．また，消耗品などの物品は，会長をはじめとした利用者の中で生活に余裕がある人，アパー
トの住民会などからの寄付も行われている．
1.3）利用者について
　GV敬老堂の利用登録者数は，調査時点で 65 名であり，うち男性が 13 名女性が 52 名であった．
年齢層は最年少が 70歳，最年長が 97歳と親子ほどに幅が広く，平均はおよそ 85歳である．利用期
間が最長の利用者は開設時から現在まで継続して利用しており，平均で 5〜 6年程度は継続利用され
ていた．
　利用者の多くがGVアパートの住人であるが，転居した人なども含め，15 名ほどが近隣の他のア
パートの居住者である．GV敬老堂はアパート住民会から多くの支援を受けていることもあり，利用
登録者のうち，GVアパートの居住者を「正会員」，その他の者を「特別会員」と位置づけ，会長職の
選挙権は正会員のみに与えられるなどの区別がある．特別会員は，GV敬老堂に親しい友人がいるため，
転居して遠くなっても通い続けることが多いという．
　また，登録者の中で独居と分かっている人は 5名程度であり，杖や歩行器の利用者も 5名程度であっ
た．
　利用登録は，希望者自身が直接敬老堂を訪れて届け出る方法であるが，GVアパート内に高齢者が
転居してきた場合，住民会役員や近くの住戸に住む利用者が利用を勧めることもある．
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1.4）活動について
　定期的な余暇プログラムは週に 4日，3種類実施されているが，冬季の 1月から 3月は休みとなっ
ている．内容は美術のような静的活動，歌・体操のような動的活動が両方あり，気に入ったプログラ
ムの日を選んで訪れる利用者もいる．これらのプログラムは近隣の大学，区の老人福祉館，国民健康
公団から派遣された職員が講師として担当している．
　自主的な活動として，利用登録者が全員集まる月例会，月に一度の食事会（外食）を行っている．
月例会では，会長や総務を中心に活動方針や予算の使い方を話し合っている．
　食事に関しては，日曜日以外はその日の利用者全員で一緒に昼食をとっているが，12 月を目安に
冬季は敬老堂内での食事を行わないことが多い．調理は，上述の調理担当者 2名が中心となって行う．
1.5）建築について
　アパート共用施設棟（3階建て）の 1階に位置する．
　同じ建物内には図書室・会議室・婦人会事務所・管理事務所があり，敬老堂利用者以外も頻繁に利
用する建物である．
　敬老堂専有部分の延べ床面積は 343㎡と，ソウル市内の施設の中では比較的大規模な部類である．
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2）平面計画
　実測調査に基づくGV敬老堂の平面図を図 6-4-2 に示す．
　GV敬老堂は他の施設と建物を共有しているため，トイレは建物共用部にある．敬老堂の専有部分は，
女性用居間，共用居間，男性用居間，台所，台所兼倉庫，倉庫の構成となっている．
　以下では，平面図中の丸番号に従ってGV敬老堂内の様子を写真で説明する．
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台所 倉庫
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アパート職員休憩室
建物共用部
GV敬老堂平面図　S=1/200
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4
図 6-4-2　GV敬老堂平面図
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2.1）各部屋の特徴
　・女性用居間　（写真：①から②）
　名称は女性用居間であるが，男性も利用する．105㎡とGV敬老堂の中で最も広い部屋である．
　中央部分は必要に応じて座卓が設置されるが，基本の状態は床面を広くとってあり，体操や立って
歌うなどの動的な活動に対応している．壁沿いには2人掛けや3人掛けのソファが並べられている（写
真①）．台所の近くには畳んだ座卓が数台立てかけてあり，食事の際に広げて使用される（写真②）．
　・台所，台所兼倉庫　（写真：③から④）
　女性用居間に面して，台所と台所兼倉庫の 2室が並んでいる．
　向かって左側の室には一般の住宅と同様の調理設備があり，昼食作りやおやつの準備を行う台所で
ある（写真③）．右側の室は複数の冷蔵庫や備蓄の食料があり，主に調理の準備を行う場所である（写
真④）．
　・共用居間，玄関　（写真：⑤から⑧）
　共用居間はGV敬老堂の中央に位置する．部屋の南側にはソファとテーブルがあり，利用者が上着
を脱ぎ着したり荷物を整えたりするほか，来客があった際の応接スペースとしても利用される．壁に
は隣接するアパートの職員休憩室と通じるドアと窓があるが，ほとんど使用されることはない（写真
⑤）．玄関付近の壁には掲示板があり，区役所やアパート住民会，大韓老人会などからのお知らせや，
イベント時の写真を貼っている（写真⑥）．共用居間の北側にはコーヒーベンダーがあり，1杯200ウォ
ンでコーヒーを飲むことができる．ここにはフィットネスマシーンや予備の座卓が置かれているほか
にも，利用者が使用している手押し車や歩行器が置かれている（写真⑦）．
　玄関は 5㎡ほどの広さがあり，ここにも手押し車や歩行器を置くスペースが十分にある．また，建
物共用部にあるトイレを利用するための出入りが頻繁にあるため，共用のサンダルが用意されている
（写真⑧）．
　・男性用居間　（写真：⑨から⑩）
　名称は男性用居間であるが，女性も利用する．
　部屋の北側には会長などが使用する事務机や打ち合わせに使われるテーブルセットがある．一方，
南側にはテレビやソファと卓球台があり，娯楽のためのスペースとなっている（写真⑨）．男性用居
間の掃き出し窓からは，直接屋外に出ることができる．この出入り口はアパートの職員休憩室の出入
り口と隣り合っている（写真⑩）．
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写真①　女性用居間
写真③　台所 写真④　台所兼倉庫
写真②　女性用居間の座卓収納
図 6-4-3　GV敬老堂　各部屋の様子 1
第 6章　ソウル市における敬老堂の運営・利用実態
6.4　集合住宅併設型　私立GV敬老堂　運営・利用実態調査
138
　　
写真⑤　共用居間南側 写真⑥　共用居間の掲示板
写真⑦　共用居間北側
写真⑨　男性用居間 写真⑩　男性用居間を外から見る
写真⑧　玄関
図 6-4-4　GV敬老堂　各部屋の様子 2
第 6章　ソウル市における敬老堂の運営・利用実態
6.4　集合住宅併設型　私立GV敬老堂　運営・利用実態調査
139
3）利用実態観察調査
3.1）　ゾーン別滞在人数の経時変化
　観察調査を行うにあたり，建築的特徴を考慮してGV敬老堂内部を図 6-3-5 の通りのゾーンに分類
した．
　12月 3日（水）の，GV敬老堂内をゾーン別にみた滞在者の経時変化を次ページの図 6-3-6 に表す．
　この日は，11 時 30 分に調査を開始し，16 時 30 分に終了した．主な活動としては，12 時頃から
昼食をとり，15時から 16時にかけて歌教室が行われた．
　調査時間内に把握された最大の利用者数は男女合わせて 35名であり，利用者以外の外来者は，12
時頃に大韓老人会蘆原支部の担当者が 1名，午後に老人福祉館から派遣されている歌教室の講師が 1
名の計 2名であった．
ゾーン 役割
A 男性用居間北側 事務作業，会議
B 男性用居間南側 テレビ，卓球等の娯楽
C 共用居間北側 玄関，コーヒーを買う
D 共用居間南側 ソファに座る
E
E1
女性用居間
椅子 椅子・ソファに座る
E2 床面 床座，ダンス等のステージ
F 台所 調理，配膳，片付け
A
E
F
D
B
C
図 6-4-5　GV敬老堂　ゾーン分類
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3.2）　ゾーン別滞在人数の経時変化の考察
　・A．男性用居間北側
　滞在がみられたのは 2回のみであった．しかし，11 時 30 分には会長の男性が書類を作成し，16
時 30 分には利用者が集まって会議をするなど，事務スペースとして他のゾーンとは異なる使われ方
がみられた．
　・B．男性用居間南側
　食事の時間を除く一日を通じて男性利用者が滞在していた．テレビの前の椅子・ソファのスペース
が男性利用者の居場所となっていることが確認された．また，女性利用者 2名が訪れ，卓球をする場
面もみられた．
　・C．共用居間北側
　椅子等の拠り所となる設えがほとんどないため，他のゾーンと比較して滞在人数は少ない傾向がみ
られた．しかし，出入り口になるため，通過する人数は多くみられた．
　・D．共用居間南側
　人数は少ないものの，一定の滞在者がみられ，少人数の集まりに利用されていることが確認された．
また，記録時刻以外にも，上着の脱ぎ着，荷物整理などの身繕いをするスペースとして，短時間立ち
寄る人数は多くみられた．
　・E1．女性用居間椅子
　食事の前後，くつろぎの時間，歌教室と一日を通じて女性の滞在者がみられた．特に歌教室の時間
には，床面から一斉にソファへの移動がみられ，最大で 20 名が同時に滞在していた．ソファの数が
多いため，どの時間帯でも自由にゆっくりと利用できることが特に高齢の女性利用者にとっての居場
所となっていた．
　・E2．女性用居間床面
　全ての時間帯を通じて多くの滞在者がみられた．特に食事の時間には男性利用者，大韓老人会の担
当者を含めた最大の 28名が滞在していた．食後には遊びや歌と踊りのスペースとして利用され，10
名から 20名が滞在していた．歌教室の時には，広さを利用してダンスのステージにもなっていた．
　・F　台所
　食事の前後を中心に，数名の滞在がみられた．敬老堂の全体の面積に対して小さな台所のため，他
のゾーンでも調理を行っていた．そのため，実際に調理を行っている人数よりも，記録された滞在人
数は少なくなった．
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4）　特徴的な場面の抽出
4.1）　場面 1　12時の様子
　図 6-4-7 に，GV敬老堂の 12時の様子を示す．
　12 時頃からは昼食の時間であった．女性用居間の床面に座卓を広げ，多くの利用者は 4つの座卓
に別れて自由に着席し，大皿に盛られた料理を取り分けて食べていた．この日は昼食に合わせて大韓
老人会蘆原支部の担当者が訪れており，利用者と共に出来上がった食事を囲み，酒もふるまわれた．
また，一部の利用者は椅子に座り，取り分けられた食事をトレーに載せて食べていた．2名の男性利
用者も女性と同じ食卓についていた．
　台所は 2室あるが，狭いためか炊飯器やおかずを温める調理器が台所の外に出されていた．これら
を使い，米飯の配膳は女性用居間の出入り口で，おかずの配膳は女性用居間の窓際で行われていた．
ご飯をよそう
食器を持ってくる
ソファに座って食事
床に座って食事
来客と話しながら食事
おかずのおかわり 女性利用者
男性利用者
その他（講師等）
立位
座位
臥位
〈属性〉 〈姿勢〉 〈グル プー〉
凡
例 会話・同じ行為
をするグル プー
図 6-4-7　12月 3日 GV敬老堂　12時の様子
写真1：食卓の様子 写真 2：昼食時の女性用居間
写真 3：台所の外でも調理・配膳を行う
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4.2）　場面 2　12時 45分の様子
　図 6-4-8 に，GV敬老堂の 12時 45 分の様子を示す．
　12時 30 分ごろにはほとんどの人が食事を終えたため，途中から来た人やゆっくり食べている人に
合わせて，1つの座卓を残して他の場所を片付けた．男性達は男性用居間に戻り，女性たちも壁沿い
のソファに座ってくつろぐ人や，床で花札を始める人たちなど自由に過ごす．
　12時 45 分ごろ，食事が続いていた 1つの座卓で自然と歌が始まり，立ち上がって踊る人もみられ
た．それに合わせて部屋にいる他の利用者たちも手拍子や合いの手を入れて参加する．その周りでは，
歌いながら食事の片付けなどをしている女性もみられた．広い女性用居間の中には様々な活動をして
いる人がいたが，歌や踊りをするグループを中心に，緩やかながら一体感が生まれていた．
図 6-4-8　12月 3日 GV敬老堂　12時 45分の様子
テレビを観る
椅子を整える歌いだす
くつろぐ
歌に合わせて踊る
花札をしながら手拍子
食事を続ける
会話
花札
食事の片付け
写真 4：立ち上がって歌いはじめる様子
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4.3）　場面 3　13時 40分の様子
　図 6-4-9 に，GV敬老堂の 13時 40 分の様子を示す．
　13時 40 分ごろ，歌や踊りが終わった女性用居間でくつろいでいた利用者の数名が，小銭を持って
連れ立って共用居間のコーヒーベンダーにならび，お互いにコーヒーをごちそうしあっていた．その
まま共用居間のソファでコーヒーをのみながら会話をする利用者もいた．女性用居間に残っている利
用者にコーヒーを運んで行って配る人もみられた．
　女性用居間に残っている利用者は，いくつかの小グループに分かれて花札などをしていた．
　一方，男性用居間では，4名の男性が将棋をしていた．
将棋を指す
コーヒーを運ぶ
身だしなみを整える
コーヒーを買う
コーヒーを飲んで会話
花札と会話
花札
うたた寝
会話
会話
図 6-4-9　12月 3日 GV敬老堂　13時 40分の様子
写真5：部屋の隅に集まって将棋を指す様子
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4.4）　場面 4　14時 30分の様子
　図 6-4-10 に，GV敬老堂の 14時 30 分の様子を示す．
　14時 30 分には，女性用居間で花札をしているグループがくっつき，1つのグループとなっておしゃ
べりしながら花札を楽しんでいた．その周囲のソファでくつろぐ利用者はうとうとしている人が多く
みられた．
　共用居間では，コーヒーを飲みながら 3人で静かに会話をしているグループがいた．
　男性用居間には 2名の女性がやってきて卓球をしていた．
　男性利用者たちは，テレビの前で 5人で将棋の手を検討しながら話し合っていた．
図 6-4-10　12月 3日 GV敬老堂　14時 30分の様子
将棋を指す
花札を眺める
うたた寝
うたた寝
花札と会話
うたた寝
会話
会話
卓球
写真 6：集まって花札をする様子
写真 7：卓球の様子
第 6章　ソウル市における敬老堂の運営・利用実態
6.4　集合住宅併設型　私立GV敬老堂　運営・利用実態調査
146
4.5）　場面 5　15時 30分の様子
　図 6-3-11 に，GV敬老堂の 15時 30 分の様子を示す．
　女性用居間の歌教室は盛り上がり、利用者が順にマイクをもったり，床で踊ったりしはじめた．途
中から参加する人も数名いた．また，一部の利用者はソファで眠り始めたり，会話をしていた．
　共用居間では，歌教室から抜け，小さな声で会話をする女性が 2名いた．
　男性の歌教室参加者は 1名（会長）のみで，部屋の隅に立ち，女性達と一緒に歌ったり踊ったりし
ていた．
　男性用居間では，3名の男性がテレビをみながらくつろいでいた．　
図 6-3-11　12月 4日 GV敬老堂　15時 30分の様子
歌い踊る
手拍子と歌
手拍子と歌
手拍子と歌
歌い踊る
うたた寝しながら口ずさむ
会話
会話
テレビを観る
写真 8：歌教室の様子
写真 9：歌に合わせて踊る様子
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5）利用実態観察調査・ヒアリングのまとめ
　団地の共用施設の 1つに位置づけられる私立の敬老堂であり，ソウル市内の敬老堂としては典型的
な施設であった．その中でもGV敬老堂は広い面積をもち，一日を通じて利用者数も比較的多い部類
であった．
〈運営・プログラムについて〉
　利用者の年齢層の幅が広いためか，調理担当などの役職があるかに関わらず，比較的元気で動ける
利用者が年長の利用者や動きにくい利用者のために動くことが多く観察された．年配の利用者は女性
用居間のソファで一日をゆっくり過ごし，比較的若い利用者は，何かとよく働いたり遊んだりという
傾向がみられた．
　また，団地内にあるため，自宅との行き来が比較的頻繁にあり，食事のために敬老堂を訪れる利用
者や，反対に食事のために一時的に外出する利用者もみられた．　
〈空間利用について〉
　食事・くつろぎ・プログラムと様々な活動の中心は女性用居間であった．台所が狭いために，女性
用居間では簡単な調理や配膳も行われており，この部屋が敬老堂としての機能の大きな部分を担って
いた．
　この部屋は広いため，常に複数のグループが発生し，基本的にはグループごとの活動・交流が行わ
れていた．歌教室の際も，先生に近い位置の利用者は盛り上がって歌い踊り，離れた利用者は同じ部
屋でプログラムに出席しながらも眠る姿が観察され，同じ場を共有しながらも異なる行為が見出され
た．この特徴は，空間の広さだけでなく，縦長の矩形という平面形状であり，長手方向には 10m以
上の距離があるためと考えられた．一方で，自然と始まった歌などで，違う行為をしながらも一体的
な雰囲気となる場面も見られた．
　また，食事の際に利用される座卓は，最大で 4台使用されていたが，ゆっくり食べる人や遅く来た
人などに対応し，最も台所に近い 1台のみを 14 時ごろまで食卓として残してあった．床座に座卓の
組み合わせは，使う人数に合わせて設えを自分たちで簡単に改変できる点が，敬老堂の自由な利用形
態とマッチしていた．
　共用居間は，女性用居間で発生している活動と距離をおき，少人数で落ち着いて会話をする際に利
用されていた．この部屋にあるコーヒーベンダーでコーヒーを買うことが，新たな会話や交流のグルー
プを発生させることも確認された．
　また，この部屋は，身だしなみを整えたり，手押し車などを置いておいたりと玄関の延長線上とし
ても利用されていた．GV敬老堂は玄関やその周囲が非常にゆったりと設えられており，手押し車・
歩行器を置いておくスペースが十分にあり，落ち着いて支度ができる空間があることで，少し体が不
自由な利用者も安心して通うことができると考えられた．
　調査日において，GV敬老堂は男女が同時に活動する場面が少なく，男性は食事を除いて専ら男性
用居間を居場所としていた．
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施設名称 SA敬老堂
調査日 2014.12.5　11時30分～16時
外観
配置図
運営
所在地 ソウル特別市蘆原区
開設年 1984年
設立主体 区立（蘆原区）
利用者の役職 会長・副会長・総務・会計・運営委員・調理担当
利用料金 2000W/月
運営費 500～550万W/年
行政以外の物的支援（提供者） 備品寄付・資金援助・食料寄付　（地域の住民・利用者家族・利用者）
利用登録方法 直接届け出
利用者
登録者数（男：女） 60人
一日平均利用人数 15～20人
年齢層 平均：76歳　最年少：70歳 最年長：80歳　
利用期間 平均：約10年　最長：30年
居住圏域／交通手段 200m～1㎞／徒歩
独居者 1人
心身が不自由な利用者 歩行器利用者3名
活動
余暇プログラム 月曜・金曜：運動
その他の支援活動（提供者） 無し　*近傍の保健所に自主的に行くことを推奨
自主活動 キムチ作りなど季節行事
食事
頻度：毎日　平均人数：15～20人
調理担当：早く来た利用者
建物
築年（改修年） 1969年（1984年など）
延べ床面積／階数（建物階数） 134.11㎡／１・２階（地上３階建て）
改修の有無（旧用途） 有り（平屋の住宅）
同建物内に併設する施設の有無 無し
ＳＡ 敬老堂
0 25 50m
最寄り駅まで：
409.3m
6.5　単独型　区立 SA敬老堂　運営・利用実態調査
　SA敬老堂の概要を図 6-5-1 に示し，以下に項目ごとの特徴を記す．
図 6-5-1　SA敬老堂の概要
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1）ヒアリング調査結果
1.1）施設概要
　SA敬老堂は，蘆原区（Nowon-gu）の戸建て住宅地に立地する．区立の敬老堂でああり，併設施設
のない単独型である．
　ソウル市内において郊外に位置する蘆原区の中でも，居住エリアとしては北東の端に近い地域に立
地しており，市境の山にもほど近い．
1.2）運営について
　SA敬老堂は約 30年前に開設され，SA敬老堂という名前を維持しながら数回の移転を経て，2004
年から現在の建物での運営に至っている．
　SA敬老堂の運営に関する主な役職は，会長・副会長 2名・総務・幹事（会計）・運営委員 10 名・
清掃担当者 1名である．会長職は利用登録者の中で選挙をして任命し，会長に選ばれた利用者が，清
掃担当以外の他の役割を任命している．役職をもつ利用者の数が 15 名以上と非常に多いことが特徴
であり，利用者たちは役割に誇りをもって「みんなで運営している」という認識である．
清掃担当者は，利用者の中で所得の少ない者が区に届け出を出す事で，他の利用者の帰宅後に清掃を
担当する代わりに区から一定額の手当を受け取る事が出来るシステムとなっている．本来は調理担当
として他の利用者 1名と合わせて 2名分を区に届け出ているのだが，調理は特定の人だけでなくその
日の利用者で分担して行うため，負担の大きい清掃を 1人に頼み，2名分の手当を渡しているという．
　利用者が支払う利用料金は 1人あたり月に 2000 ウォンであり，この他に自治体からの補助金を加
え，年に 500 〜 550 万ウォンの予算で運営している．また，テレビなどの備品は地域住民からの寄
付があり，運営資金や米などの食料は，利用者の家族や利用者自身からの寄付がある．
　利用登録は，敬老堂に直接届け出る方法であるが，現在は利用登録希望者が施設のキャパシティを
超えているために，登録待機者がいる状態である．そのため，利用料金の滞納が続いた人や，利用頻
度があまりにも少ない人などは年末に登録を解除し，新たな会員を受け入れられるようにしている．
1.3）利用者について
　SA敬老堂の利用登録者数は，調査時点で 60 名であり，うち男性が 5名女性が 55 名であったが，
男性は行事の際などにしか利用しないようである．年齢層は 70〜 80 歳，平均はおよそ 76歳と比較
的若い利用者が多いことが特徴である．
　利用期間が長い利用者が多く，SA敬老堂が移転を繰り返した約 30年間のほとんどを知っている利
用者もいる上，平均利用期間も約 10 年とかなり若い年齢の時期から継続して利用していることが分
かる．
　利用者のほとんどは SA敬老堂から 200m程度のごく近隣に住んでいる．最も遠い利用者は 1km
ほどの距離に住んでいるが，徒歩で通っている．
　現在は歩行器を必要とする利用者が 3名いる．
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2）平面計画
　実測調査に基づく SA敬老堂の平面図を図 6-5-2 に示す．
　3階建ての単独型施設であり，現在利用できるのは 2階までである．1・2階間の動線は屋外の階段
である．以下では，平面図中の丸番号に従って SA敬老堂内の様子を写真で説明する．
共用居間1
共用居間3
共用居間4
事務室
1階
2階
倉庫1
共用居間2
倉庫2
バッファゾ ンー
バッファゾ ンー
倉庫4
倉庫3
トイレ1
トイレ2
台所1
台所2
4450
4
5
0
0
4
1
0
0
4100 2610
SA敬老堂平面図　S=1/100
1
10
11 129
7
8
6
2
3
5
4
図 6-5-2　SA敬老堂　平面図
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1.4）活動について
　定期的な余暇プログラムは週に 2日実施されているが，冬季の 12月から 2月は休みとなっている．
内容は運動教室のみである．これは運動不足を懸念した利用者の強い希望により，様々なプログラム
が提案された中でも，健康維持や介護予防のための運動を 2回行うことにしている．このプログラム
は国民健康公団から派遣された職員が講師として担当している．
　自主的な活動として，冬季のキムチ作りを始めとする季節の行事などを不定期に行っているが，決
まった活動はない．また，それぞれが敬老堂外にも活動場所をもち，積極的に活動するようにしている．
　保健所が近いため，認知症検査などはそれぞれの利用者が自主的に行くことが推奨されており，施
設内に巡回される保健サービスなどは利用していない．
　食事は特定の担当者はいないが，毎日の昼食をその日の利用者で協力して調理しており，おやつな
ども作っている．
1.5）建築について
　平屋の住宅に 2・3階と外部階段を増築した建物を区が買い取り，水回り等の設備を改修して敬老
堂としている．現在は 1・2階部分のみを使用している．
　築年数が経過していることもあり，老朽化により修繕の必要な部分も出てきている．区立の施設で
あるため，1階部分の天井張り替えなどの大規模な工事は区役所に予算を出してもらったが，運営予
算内で出来る小規模な修繕は話し合って利用者同士でお金を出し合って直している．今後は建物の構
造的な安全性の診断をしたいが，その予算の捻出が課題である．
　また，今後は 2階を更に改修して保育所などをつくり，現在の敬老堂利用者がそのスタッフとして
働くことを検討している．
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2.1）各部屋の特徴
　・共用居間 1，台所 1　（写真：①から③）
　1階の中央の部屋を，複数ある共用居間のうち 1とする．この部屋は，台所とは仕切りがなく繋がっ
ている．食事の際には座卓を出して使用するが，通常は中央の床面は広く空けてあり，隅にキムチ用
の冷蔵庫が置いてある（写真①）．また，日当りの良い窓沿いには多くの観葉植物が並んでいる（写
真②）．
　台所は一般の家庭と同様の設備である．昼食やおやつの調理は専らここで行われる（写真③）．
　・共用居間 2　（写真：④）
　玄関を入って左手の部屋を共用居間のうち 2とする．この部屋も大きな窓があり日当りが良く，床
座の設えである．また，ドアの近くにコート掛けが置かれている（写真④）．
　・事務室，倉庫 1（写真：⑤から⑥）
　共用居間 1の右手の部屋は，総務担当者などが使用する事務机のある事務室である．この部屋にも
観葉植物が置かれている（写真⑤）．また，事務室の奥は倉庫であり，食材などが収納されている（写
真⑥）．外に繋がるドアがあるが，現在は使用されていない．
　・トイレ 1　（写真：⑦）
　1階のトイレは，元々シャワーがついていたものを改修した痕跡がみられた（写真⑦）．
　・バッファゾーン（写真：⑧）
　1階部分は外部空間，2階部分はテラスであったと考えられる場所に壁を立て，暖房の配管が取り
付けられている外壁だった部分を内部化し，バッファゾーンの役割を果たしている空間（写真⑧）．
通常，人が入ることはない．
　・共用居間 3，台所 2（写真：⑨から⑩）
　2階の中央の部屋を共用居間のうち 3とする．この部屋は，運動教室のプログラムが行われる際の
会場や，利用者が多い日の活動スペースとして使用されている．運動がしやすいよう，ほとんど家具
はない（写真⑨）．2階にも台所はあるが，1階の台所で事足りるため，あまり使われていない（写真⑩）．
　・共用居間 4（写真：⑪）
　2階の共用居間 3の奥の部屋を共用居間のうち 4とする．この部屋にはフィットネス機器が置いて
あり，運動教室の際に使用するほか，その他の時間にも利用者が自由に使用できる（写真⑪）．
　・トイレ 2（写真：⑫）
　2階のトイレは広く，洗濯機が置かれている（写真⑫）．
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写真①　共用居間 1
写真③　台所 1
写真⑤　事務室
写真②　共用居間 1の観葉植物
写真④　共用居間 2
写真⑥　倉庫 1
図 6-5-3　各部屋の様子 1
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写真⑦　トイレ 1
写真⑨　共用居間 3
写真⑪　共用居間 4
写真⑫　トイレ 2
写真⑧　バッファゾーン
写真⑩　台所 2
図 6-5-4　各部屋の様子 2
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3）利用実態観察調査
3.1）　ゾーン別滞在人数の経時変化
　観察調査を行うにあたり，建築的特徴を考慮して SA敬老堂内部を図 6-5-5 のゾーンに分類した．
　12月 5日（金）の，SA敬老堂内をゾーン別にみた滞在者の経時変化を図 6-5-6 に表す．この日は
プログラムがなく，1階のみの使用であったため，以降は 1階のみを分析の対象とする．
　この日は，11時 30 分に調査を開始し，16時 30 分に終了した．この日はプログラムがなく，主な
活動としては，12 時頃に昼食をとった後，午後は花札などでゆっくり過ごしていたが，13 時 30 分
頃から 14時 45 分頃までは大韓老人会の蘆原支部の担当者が訪れ，新しいサービスや今後の会員登録
方法等についての話し合いを行った．15時 30 分頃からおやつを食べ，16時 30 分頃には多くの利用
者が帰り支度をしていた．
　調査時間内に把握された最大の利用者数は 15 名であり，利用者以外の外来者は午後に訪れた大韓
老人会の蘆原支部担当者の 1名であった．また，調査時間内に確認された利用者は全員女性であった．
A
B D
C
ゾーン 役割
A 台所 調理，配膳，片付け
B 居間1 床座
C 居間2 床座
D 事務室 事務作業等
図 6-5-5　SA敬老堂　ゾーン分類
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3.2）　ゾーン別滞在人数の経時変化の考察
　・A．台所
　食事の前後を中心として，コンスタントに滞在者が記録された．遊び・くつろぎの時間にも滞在者
がみられたことから，一部の利用者にとっては居心地の良い場所となっていることが考えられた．
　・B．共用居間 1
　一日を通じて多くの滞在者がみられ，食事・遊びの両方で利用されていた．1階の中央に配置され
ていることからも，SA敬老堂の中心的な空間と考えられる．
　・C．共用居間 2
　13 時 30 分に来客が来てから，多くの利用者が共用居間 1からこの部屋に居場所を移した．その後
は共用居間1と同程度の滞在者を記録し，共用居間1に次ぐ利用者の滞在場所となっていた．また，コー
ト掛けがあるため，敬老堂に出入りする利用者が荷物を置いたり身支度をしたりするための短時間の
利用も確認された．
　・D．事務室
　総務の利用者が 1度滞在しただけであったが，他の利用者から離れ，事務作業をするための空間と
しての独立性がみられた．
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お茶をいれる
花札
眠る
女性利用者
その他
（大韓老人会
担当者）
立位
座位
臥位
〈属性〉 〈姿勢〉
凡
例
〈グル プー〉
会話・同じ行為
をするグル プー
4）　特徴的な場面の抽出
4.1）　場面 1　12時 45分の様子
　図 6-5-7 に SA敬老堂の 12時 45 分の様子を示す．
　昼食のあと，中央の居間1にマットと座布団を広げて花札が始まり，多くの利用者が集まる（写真1）．
台所では，洗い物をしたり，利用者全員分のコーヒーを入れたりしていた（写真 2）．また，奥の居間
2では 1人の女性が座布団を並べた上で昼寝をしはじめるが，中央の居間 1との間の戸は開け放って
あり，花札をするグループから見える位置に横たわった．
図 6-5-7　12月 5日 SA敬老堂　12時 45分の様子
写真2：食後のお茶を用意する様子写真 1：花札をする様子
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図 6-5-8　12月 5日 SA敬老堂　14時 30分の様子
4.2）　場面 2　14時 30分の様子
　図 6-5-8 に，SA敬老堂の 14時 30 分の様子を示す．
　14時 30 分ごろからは大韓老人会担当者が，敬老堂の会員登録の電子化に関する説明をし，その必
要性に疑問をもった利用者たちとの話し合いが白熱していた．奥の居間 2で花札をしていた人たちが
会話に加わり（写真 3），中央の居間 1で花札をしていたグループも，開いたドアから奥の居間 2の
様子を見ていた．
花札
会話
花札
会話と花札
写真 3：花札をしながら話し合う様子
第 6章　ソウル市における敬老堂の運営・利用実態
6.5　単独型　区立 SA敬老堂　運営・利用実態調査
160
図 6-5-9　12月 5日 SA敬老堂　15時の様子
4.3）　場面 3　15時の様子
　図 6-5-9 に SA敬老堂の 15時の様子を示す．
　14 時 45 分頃に大韓老人会の職員が帰ったあと，15 時頃からは，奥の居間 2では花札に加えて歌
いはじめる利用者もいた．間のドアが開いているため，中央の居間 1にも歌が聞こえていたが，こち
らでは静かに花札が続いていた．
　事務室はドアが閉められ（写真 4），中では１人の女性利用者が，先ほど大韓老人会の担当者が説明
をしていた運動施設利用サービスの申込書を作成していた．
花札
花札と歌
書類作成
写真 4：事務所のドア（奥）が閉められた様子
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図 6-5-10　12月 5日 SA敬老堂　15時 30分の様子
4.4）　場面 4　15時 30分の様子
　図 6-5-10 に，SA敬老堂の 15時 30 分の様子を示す．
　数名の利用者がみかんなどを買ってきて，おやつの時間となった．数名で手分けをしてみかんを分
け，配っていた（写真 5）．他の利用者はみかんを食べながら花札やおしゃべりを続けていた．
　その間，総務担当の女性が他の利用者のもとをまわり，運動施設利用サービスの参加希望をきいて
いた（写真 6）．
花札とおやつ
花札とおやつ
おやつを分ける
プログラム参加希望をきく
写真 5：おやつを配る様子 写真 6：サービスの説明と参加の確認をする
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5）利用実態観察調査・ヒアリングのまとめ
　〈運営・活動について〉　
　SA敬老堂は，プログラム活動が少ない上に特定の自主活動がなく，食事を中心とした比較的自由
な活動方針の施設であった．保健所などの定期巡回サービスやアパートの住民会などの関連組織もな
く，運営の独立性も高かった．これらの要素ともともと住宅だった建物ということもあり，家庭的な
敬老堂といえた．また，利用者の多くも 200mほどの距離に住んでいることから，もう 1つの自宅・
共用のリビングといった，古くからの「サランバン」に近い敬老堂なのではないかと考えられる．
　〈空間利用について〉
　調査日はプログラムがなく，全く自由な活動の日だったことと，冬季であったために利用者数も少
なく，活動範囲が 1階のみに収まっていた．
　空間の利用方法としては，食事以外の調査時間を通じて，奥の居間 1と中央の居間 2に別れたグルー
プが形成されていたが，間の戸は開け放たれていた．加えて，それぞれの部屋の中では，昼寝すると
きも含め，常にお互いが見える位置に座っていた．これらの使い方や部屋を越えた会話や交流が発生
していることから，居間 1と居間 2は続き間のように扱われていると考えられる．また，他の 3施設
とは異なり，居間には椅子がなく，全ての利用者が床座で終日過ごしていた．これは比較的若く身体
能力が高い利用者が多いことと，他の 3施設と比べて一部屋の面積が小さいためであると考えられる．
今後，利用者が高年齢化していくに従って床座が難しくなると，椅子やソファが必要となるだろう．
　また，今回の調査では 1階のみの利用であり，2階のプログラム用の空間の利用実態は把握できて
いないため，他の施設に見られた，プログラム時などの「ステージ」に該当するような空間を見出す
ことはできなかった．
　台所は，居間 1と連続していることもあってか一定の滞在者が観察され，他の利用者とのつながり
を持ちながら作業ができる居心地のよい空間となっていることがうかがえた．
　SA敬老堂は，各部屋は小さいものの，2つの居間と台所を 1部屋のように利用することで，複数
の行為をするグループがゆるやかにつながりながら時間を過ごす工夫をしていた．
　また，事務室は使用頻度が少なかったが，使用する際はドアを閉め，１人で集中できる空間として
使われていた．
〈その他〉
　今後の展望として，ソウル市が提案する敬老堂活性化事業にもある，敬老堂における子どもの預か
り事業のような保育活動などを行うことも検討していた．
　比較的利用者の年齢層が若く，心身の能力に余裕があり，空間的にも 3階部分などの余裕がある
SA敬老堂のような施設は，活性化事業導入のモデルケースとして適しているのではないかと考えら
れる．
　
　
第 6章　ソウル市における敬老堂の運営・利用実態
6.6　単独型　区立CI 敬老堂　運営・利用実態調査
163
6.6　単独型　区立CI 敬老堂　運営・利用実態調査
　CI 敬老堂の概要を図 6-6-1 に示し，以下に項目ごとの特徴を記す．
施設名称 CI敬老堂
調査日 2014.12.4　14時～16時
外観
配置図
運営
所在地 ソウル特別市城北区
開設年 1988年
設立主体 区立（城北区）
利用者の役職 会長・副会長・総務・運営委員長・会計・調理担当
利用料金 5000W/月
運営費 約40万W/月（公共料金・施設管理費の補助あり）
行政以外の物的支援（提供者） 備品の寄付・イベント資金援助　（利用者の知人・地域住民）
利用登録方法 本人や紹介者が総務に届け出る
利用者
登録者数（男：女） 49人（8：41）
一日平均利用人数 約15人
年齢層 平均：約80歳　最年少：68歳 最年長：96歳　
利用期間 平均：約10年　最長：26年
居住圏域／交通手段 洞内（約1.5㎞圏内）／徒歩
独居者 15～20人
心身が不自由な利用者 杖の利用者１人
活動
余暇プログラム 火曜：歌教室　水曜：体操　木曜：笑いセラピー
その他の支援活動（提供者） 予防注射・認知症検査（保健所）
自主活動 園芸（家庭菜園）・遠足
食事
頻度：毎日　平均人数：11～14人
調理担当：登録の担当者１人を中心とした利用者
建築
築年（改修年） 1967年（1988年など）
延べ床面積／階数（建物階数） 71.97㎡／1階（地上1階建て）
改修の有無（旧用途） 有り（住宅）
同建物内に併設する施設の有無 無し
0 25 50m
ＣＩ 敬老堂
最寄り駅まで：
511.48m
図 6-6-1　CI 敬老堂の概要
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1）ヒアリング調査結果
1.1）施設概要
　CI 敬老堂は，城北区（Seongbuk-gu）の戸建て住宅地に立地する，区立の敬老堂である．
　城北区の中でも東端にあり，蘆原区との境に近い．
　洞の住民センターから近く，歩いて行き来することができる距離である．また，施設の裏手には食
料品などを扱う市場があり，買い物には便利な立地である．
1.2）運営について
　CI 敬老堂の運営に関する主な役職は，会長・総務・幹事（会計）・運営委員長・調理担当者 1名である．
利用料金の徴収や新規会員登録受付が総務の仕事である．調理担当者は，利用者の中で所得の少ない
者が区に届け出を出す事で，昼食の調理を担当する代わりに区から一定額の手当を受け取る事が出来
るシステムとなっている．本来の契約では月に 12 日のみの仕事ということになっているが，他の利
用者とも協力しており，実際にはほとんど毎日この 1名が中心となって調理を担当している．
　利用者が支払う利用料金は 1人あたり月に 5000 ウォンであり，この他に自治体からの補助金を加
え，月に 40 万ウォンの予算で運営している．また，家具等の備品や，イベントのための資金は地域
住民や利用者の知人からの寄付を受けている．
　新規の利用登録に関しては特に広報などはしていないが，洞の住民センターや，近隣に住む高齢者
などが紹介して利用を始めるケースもある．
1.3）利用者について
　CI 敬老堂の利用登録者数は，調査時点で 49 名であり，うち男性が 8名女性が 41 名であった．年
齢は最年少が 68歳，最年長が 96歳と非常に幅が広く，平均はおよそ 80歳である．
　利用期間は，最も長い人で開設時の 1988 年から継続利用している．平均利用期間は約 10 年で，
最近は若い新たな利用者も増えている．
　利用者のほとんどは同じ洞に住んでおり，徒歩で通っている．
1.4）活動について
　定期的な余暇プログラムは週に 3日実施され，歌教室，認知症予防体操，笑いセラピーの 3種類で
ある．笑いセラピーは，歌や体操・体ほぐしを行いながら，声をあげて笑うものであり，ストレス解
消や認知症予防に効果があるとされる．これらのプログラムは区から認定を受けた地域ボランティア
等が講師として担当している．また，定期的に保健所から職員が訪れ，認知症検査を行っているほか，
肺炎予防の予防注射も実施している．余暇プログラムの内容と合わせて，認知症予防に力を入れてい
ることが把握された．
　自主的な活動として，年に 2回の遠足を行うほか，屋外で園芸・家庭菜園等を行っている．
　食事に関しては，ほとんど毎日その日の利用者で一緒に昼食やおやつを食べている．昼食の調理は，
上述の調理担当者 1名が中心となって行う．
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1.5）建築について
　平屋の住宅を区が買い取り，敬老堂として開設するために改修した建物である．改修にあたっては，
自治区の予算だけでなく，地域住民からも寄付を受けている．
　開設当初の改修の内容としては，水回りなどの老朽化した設備の更新が中心であった．その後，男
女それぞれの居間として分かれていた 2部屋の仕切りを無くして続き間にしている．
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2）平面計画
　実測調査に基づくCI 敬老堂の平面図を図 6-6-2 に示す．
　以下では，平面図中の丸番号に従ってCI 敬老堂内の様子を写真で説明する．
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図 6-6-2　CI 敬老堂　平面図
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2.1）各部屋の特徴
　・共用居間（写真：①から③）
　もともと男女それぞれの居間だった 2室の壁と引き戸をなくし，共用居間とした室である．通常は
床面を広く空けてあり，壁沿いに椅子やソファが置かれている（写真①）．南側には，余暇プログラ
ムで使用するカラオケ機などが置かれ，窓際には会長と副会長のために椅子が 2脚用意されている．
予備室入り口の近くの壁には，遠足の際の写真などが掲示されている（写真②）．また，出入り口付
近には主に総務担当者が使用する事務作業用の机が置かれている．机の後ろにはコート掛けがあり，
上着や荷物置き場となっている（写真③）．
　・予備室（写真：④）
　予備室には食事などに使用する座卓が置いてあるほか，現在は使われていない備品がしまわれてい
る（写真④）．
　・台所（写真：⑤）
　昼食やおやつを準備するための一般の住宅と同様の調理設備があり，キムチ用等の複数の冷蔵庫が
置かれている（写真⑤）．
　・トイレ 2　（写真：⑥）
　元々は浴室だったものを改修したとみられ，前室（手洗い場）と個室はともに床の仕上げはタイル
張りのまま，前室にシャワーと浴室用の蛇口が残っている．現在はこの蛇口をトイレの手洗いとして
使用している（写真⑥）．
　・玄関（写真：⑦）
　突き当たりと向かって右にそれぞれドアがあり，現在も両方が使用されている．現在の共用居間を
2室に分けて使っていた頃，それぞれの室に直接入れるようになっていた（写真⑦）．
　・アプローチ空間（写真：⑧から⑩）
　玄関横の倉庫兼ボイラー室の前にはベンチがあり，外でも休憩ができるようになっている（写真⑧）．
ボイラー室はオンドル（床暖房）のための設備である．
　また，門から玄関までの通路にプランターを並べ，夏には植物や野菜を育てていた（写真⑨）．通
路の突き当たりには物入れがあり，利用者が使用している手押し車を置いておくことができる（写真
⑩）．
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写真①　共用居間北側
写真③　共用居間南側 2
写真⑤　台所
写真⑥　トイレ 2
写真④　予備室
写真②　共用居間南側 1
図 6-6-3　各部屋の様子 1
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写真⑦　玄関
写真⑨　アプローチ空間での園芸 写真⑩　アプローチ空間
写真⑧　玄関横，ボイラー室兼倉庫前
図 6-6-4　各部屋の様子 2
第 6章　ソウル市における敬老堂の運営・利用実態
6.6　単独型　区立CI 敬老堂　運営・利用実態調査
170
図 6-6-6　12月 4日 CI 敬老堂　14時 30分の様子
3.2）　場面 2　14時 30分の様子
　図 6-6-6 に，CI 敬老堂の 14時 30 分の様子を示す．
　笑いセラピーが進行していた．一部の女性利用者は台所に立っておやつやお茶の支度をしていた．
全身を使って体操する人もいたが，壁沿いに座る女性の中には，疲れたのかあまり参加せず，周りを
眺めているだけの人もいた（写真 2）．会長がカラオケ機の操作を担当していた．
体操
体操
体操
体操
全身を動かして体操
おやつの準備
歌いながら体操
カラオケ機操作
手の動きだけ
写真 2：笑いセラピーの様子
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3）場面の記録によるプログラム活動以降の利用実態調査
　12 月 4日（木）の，長位 2洞敬老堂内の活動場面を図 6-6-5 から図 6-6-6 に示す．この日は，14
時に調査を開始し，16 時に終了した．他の 3施設の終日の利用実態調査とは異なり，午後に行われ
た笑いセラピープログラムとその後の時間帯のみの観察調査を実施した．
　調査時間内に把握された最大の利用者数は男女合わせて 31 名であり，外来者は城北区に認可され
た地域のボランティア団体に所属する講師 2名であった．
3.1）　場面 1　14時の様子
体操
体操
体操
体操
全身を動かして体操
歌いながら体操
手の動きだけ
女性利用者
男性利用者
その他（講師等）
立位
座位
臥位
〈属性〉 〈姿勢〉 〈グル プー〉
凡
例 会話・同じ行為
をするグル プー
　図 6-6-5 に，CI 敬老堂の 14時の様子を示す．
　14時に調査開始とほぼ同時に笑いセラピーが始まる（写真 1）．
　居間の北側に講師 2名が立ち，利用者は居間のソファや椅子，床の自由な位置に座り，講師の方を
向く．会長と総務を担当している利用者は，講師の近くで会長の椅子と総務の椅子に座って参加した．
図 6-6-5　12月 4日 CI 敬老堂　14時の様子
写真1：笑いセラピーの様子
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3.3）　場面 3　14時 50分の様子
　図 6-6-7 に，CI 敬老堂の 14時 50 分の様子を示す．
　笑いセラピーが終了．講師は予備室で帰り支度をする．カラオケ機の片付けも利用者の会長が行っ
ていた．
　14時 30 分時点で台所にいた女性利用者たち数名がおやつを用意し，利用者たちに配って回る．数
名の女性がトイレに立つが，トイレから戻っても同じ席，同じ位置に座る．
会話
会話
会話 会話
会話
会話・ストレッチ
会話
おやつを配る
うたた寝
うたた寝
帰る支度
図 6-6-7　12月 4日 CI 敬老堂　14時 50分の様子
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3.4）　場面 4　15時の様子
　図 6-6-8 に，CI 敬老堂の 15時の様子を示す．
　おやつを食べながらの談笑やうたた寝，帰り支度をする利用者が目立つが，事務机の席に座ってい
る総務担当者に会費を支払ったり書類の確認をしている利用者も数名みられた．
　全ての利用者が同じ室内にいたが，いくつかのグループや個別の活動にわかれて過ごしていた．
会話
会話
会話・おやつ
会話・おやつ
会話・会費の支払い
身だしなみを整える
うたた寝
おやつを食べる
うたた寝
図 6-6-8　12月 4日 CI 敬老堂　15時の様子
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3.5）　場面 5　15時 30分の様子
　図 6-6-9 に，CI 敬老堂の 15時 30 分の様子を示す．
　共用居間では，1名の利用者が持参していた殻付きのピーナツを出し，女性利用者全員に配り，み
んなで食べはじめる．ピーナツの殻を入れるためのたらいを回し，数名の利用者が率先して片付けを
したり，殻を割ってやったりする．
　男性たちは予備室にうつり，台所から持ってきたおやつと酒を囲んでいた．
図 6-6-9　12月 4日 CI 敬老堂　15時 30分の様子
おやつを配る
ゴミを集める
会話・おやつ
会話・おやつ
おやつを運ぶ
会話・おやつ
会話
会話
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3.6）　場面 6　16時の様子
　図 6-6-10 に，CI 敬老堂の 16時の様子を示す．
　利用者も減り，共用居間では帰り支度をする人が増えていた．床の掃除や座布団の片付けをしなが
ら会話をする利用者もみられた．壁に貼られた掲示物をみながら会話するグループもいた．
　人数が減ったこともあり，ふたたび共用居間には複数の少人数グループが形成されていた．
　男性たちは予備室でおやつや談笑を続けていた．
図 6-6-10　12月 4日 CI 敬老堂　16時の様子
帰る支度
おやつの片付け
帰る支度・会話
掲示物を見て会話
床の片付け・会話
会話・おやつ
会話
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4）利用実態観察調査・ヒアリングのまとめ　
　〈運営・活動について〉
　CI 敬老堂は，男性の会長・総務を中心として，介護予防・認知症予防の活動に積極的に取り組んで
いた．また，改修にあたっては地域住民からの支援を受け，現在もイベント資金などの寄付を積極的
に行うなど，地域住民からも支えられて運営がなされていた．
　〈空間利用について〉
　延べ床面積が約 72㎡と比較的小規模な施設ながら，居間を 2間つづきの 1部屋とすることでより
広く利用していた．
　会長・副会長・総務といった役職をもつ利用者には公式に指定席を与えている点が特徴であった．
それだけでなく，他の利用者も，プログラム開始時から終了後のくつろぎの時間まで，ほとんど同じ
場所から動くことがなく，それぞれが決まった居場所を確保していた．小さな空間ながらも，それぞ
れが居心地の良い場所をもっている様子がうかがえた．また，その「居場所」は，男性は続き間の南
側のゾーン，女性は北側のゾーンに分かれていた．
　プログラム時の動きに着目すると，女性の中でも全身をよく動かし，おやつの準備なども行う利用
者は台所付近に集まり，あまり体を動かさない利用者は出入り口側に集まっていたことから，年齢層・
活動の活発さによって居場所が決まっていることが考えられた．
　プログラム後の時間では，女性が居間でおやつを食べている間に，男性たちは予備室に集まって酒
を飲みながらくつろいでいた．続き間だけでなく，予備室のように別の空間があることで，それぞれ
が気兼ねなくくつろぐことができていた．また，予備室は笑いセラピーの講師が荷物を置き，身支度
をする控え室としても利用されていた．一方，利用者の身支度は居間の事務机付近で行われていた．
ここは比較的ゆったりとした空間となっていた．
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6.7　小括
　本章では，まず，ソウル市に立地する敬老堂のうち，設立主体・併設施設・新築 / 改修・階数などの条
件が異なる 7施設について見学・ヒアリング調査を行い，敬老堂の運営・計画の動向について概況を整理
した．
　その後，ソウル市に立地する敬老堂のうち，集合住宅併設型の私立施設 1ヶ所，集合住宅併設型の区立
施設 1ヶ所，単独型の区立施設 2ヶ所の計 4施設において，詳細な訪問ヒアリング及び実態観察調査により，
運営・利用の実態について明らかにした．
　以下で，項目別の詳細な考察を記す．1）では全 8施設を対象とした訪問ヒアリング調査による運営・計
画の動向に関する考察を行う．2）では，8施設のうちの 4施設を対象としたヒアリング・実態観察調査に
よる運営・利用の実態に関する考察を行う．
1）訪問ヒアリング調査結果
　全 8施設の訪問ヒアリング調査の結果を p.180 の表 6-7-1 に示す．
1.1）利用者による運営について
　区立・私立により，様々な違いがみられた．
　各施設ともに，利用者の中から会長・副会長・総務などの役職を任命し，運営の中心的役割を担っ
ていた．SB敬老堂のような高いマネジメント能力をもつ会長が全体を引っ張る場合や，SA敬老堂の
ような多くの利用者で役職を分担する場合などその形式は様々であったが，予算の使い方からプログ
ラム選択までの全ての決定権を会長を筆頭とする全利用登録者で構成される組織が握っていることは
共通しており，敬老堂が利用者自治による施設であることが把握された．また，会長などの役職に就
くことは名誉であると捉えられ，使命感・責任感をもって受け止められていた．
　その例として，SA敬老堂の総務の女性は，利用者の中では唯一の独居者であったが，敬老堂の中
では終日，他の利用者のために動き回り，SA敬老堂についてあらゆる事柄に精通していた．家庭の
中では得られない役割を敬老堂で獲得し，「仕事」として生きがいとなっていることがうかがえた．
　また，各施設ともに，利用者の中で区に申請した人が手当を受けて，調理あるいは清掃の担当者と
して中心的にサービスを提供するシステムとなっていた．これは，所得が少ない利用者にとっての収
入源となるだけでなく，役割をもつことで敬老堂の利用が定着し，閉じこもりを防ぐことにもつなが
ると考えられる．SB，GV敬老堂では，手当をもらっている調理担当者が 2名いるものの，その日訪
れている利用者で協力をして調理を行っている様子も確認された．
　4施設中，GV敬老堂のみ私立（アパートの所有物）であったため，利用者の中でもGVアパート
居住者とそれ以外の人を会長の選挙権の面で区別しており，アパートからの支援に対する配慮がみら
れた．
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1.2）外部からの支援について
　各施設ともに，行政からの補助金や，大韓老人会の担当者の訪問，様々な公共団体からのプログラ
ム提供や寄付を受けていた．
　特に，大韓老人会とは密接な繋がりがあり，定期的な会計報告だけでなく，新たなプログラムの提
案や利用者同士でトラブルが起きた際の相談をはじめ，折に触れて担当者の訪問があり，利用者を支
える存在となっていた．日常の運営は利用者の自治に任されていながらも，困ったときに相談でき，
見守ってくれる公的な存在があることが，利用者たちが安心して利用・運営できることにつながって
いると考えられた．
　公的な団体だけでなく，アパートの住民会や地域住民，教会など，近隣の人びとや団体からの金銭
面や物的な面での支援も全ての施設で行われていた．特に，区立に比べて私立の施設には公的な援助
が少ない分，私立の集合住宅併設型の施設ではアパートの住民会や設立主体が大きな役割を果たして
いた．また，区立のCI 敬老堂では補助金が不足していた施設改修費が寄付でまかなわれていた．こ
れは，儒教的思想による高齢者を敬うことの顕われであると同時に，敬老堂が地域の資源として認知
され，受け容れられていることの証左である．また，利用者の家族や利用者自身も，利用料金に加え
て寄付金や物品提供をするなど，物的にも利用者が支えている側面がみられた．
　これらの特徴から，敬老堂では，行政や大韓老人会によるフォーマルな支援と，地域住民や利用者
自身によるインフォーマルな支援の双方が，人的支援と物的・金銭的支援の両面において，相互補完
的に行われていることが明らかとなった．
1.3）利用者について
　各施設の利用者は全員，長期療養保険制度の認定を受けていない自立の高齢者であった．年齢の幅
は 60歳代から 100 歳近くまでと幅が広く，施設によっては親子ほど年齢が離れた利用者同士が一緒
に活動していることが明らかとなった．また，各利用者の通所手段はほとんどが徒歩であり，一部杖
や歩行器等を必要とする方もいたが，全員が自力での通所をされていた．
　一日の平均利用人数は 40 人前後と日本の 1学級程度であり，相互に認識できるほどの規模での活
動であることが把握された．
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1.4）活動内容について
　活動内容については施設ごとに多様性がみられた．
　全ての敬老堂で，定期的な余暇プログラムを導入していた．
　しかし，その頻度や内容は施設により様々で，利用者の意向によって活動内容が大幅に異なること
が明らかになった．設立主体や併設施設による違いはみられなかったが，各施設の利用者の中でも特
に会長や総務などを担当している方の考え・方針によるところが大きい．特に会長は基本的に利用者
の中の投票によって選ばれるため他の利用者から信任を受けており，プログラム選択などは会長が主
導権をもつ傾向にあった．
　プログラムの具体的な内容は，書道や美術教室などの静的活動や，歌教室や体操教室などの動的な
活動，笑いセラピーや認知症予防体操などの介護予防に特化したものなど様々であり，これらのプロ
グラム活動は，利用者の求めに応じて柔軟に提供されていることが確認された．プログラムの提供者
も区が認定する地域のボランティア団体，老人福祉館，教会，大学，保健所など様々であり，大韓老
人会が中心となってコーディネートしながらも，様々な組織のノウハウを有効に活用していることが
明らかとなった．
　自主活動には幅広い多様性がみられた．もっとも積極的に活動している SB敬老堂は，利用者が講
師を務める日本語教室の他に，民間企業と連携してポップアップアート製作活動を行い，利用者の収
入源としていた．敬老堂がただの余暇施設であるだけでなく，仕事の場としての意味をもつようになっ
ていた例である．
　定期的な余暇プログラムの他の支援活動としては，主に保健所が中心となって介護・疾病予防の取
り組みを実施しており，敬老堂が保健サービスの拠点ともなっていることが明らかとなった．
　また，全ての敬老堂で，冬季を除く時期では週に 5〜 7日は昼食を作り，食べていた．一部の施設
では，区に登録した調理担当者がおり，その方を中心に利用者自身で自炊をしていた．
1.5）建築について
　全施設に共通して，入り口（玄関）で下足を脱ぎ，専有空間では上足とする設えであった．この設
えとなった要因としては，韓国の家庭において床座での食事行為と，オンドル（床暖房）の設備一般
的であることが考えられる．結果的にこのような設えであることで，床面を使っての体操や昼寝など
床座や寝転がるような活動と，食事などのテーブルを使う活動が同じ室で行うことができるため，小
規模な施設空間での多様な活動が可能となっていた．一方，床座の室は，下肢の機能低下している高
齢者には長時間の利用・滞在が難しいというデメリットもあるため，幅広い利用を可能とするために
は，椅子座の設え等の配慮も求められることが把握された．
　諸室としては，旧「住宅建設等の基準」による「2室以上の居間を用意する」という施設基準があっ
たのは集合住宅併設型の敬老堂のみに対してであるが，本章でヒアリング調査調査を行った 8施設全
てに 2室以上の居間（予備室含む）が設けられていた．また，全施設で法的な基準には存在しない事
務作業のための空間が設えられていた．利用者が日常の運営に関する事務的な業務を行うことから，
小規模であっても，他の利用者とは別に作業が行えるスペースが必要であると考えられる．
　単独型の施設においては，3施設中 2施設が既存の住宅を一部改修して敬老堂としていた．
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2）実態観察調査結果
　図 6-7-1 に，対象となった 4施設の活動の流れと空間の使われ方，滞在人数を示す．
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図 6-7-1　活動の流れと滞在人数
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2.1）施設整備・計画について
　新築，改修がそれぞれ 2施設ずつであり，改修タイプの SA敬老堂，CI 敬老堂はともに住宅を改修
したものであった．新築の SB敬老堂，GV敬老堂はいずれも集合住宅併設型であり，アパートが設
立される際にあわせて建てられたものと考えられる．
　延べ床面積は最小のCI 敬老堂が約 72㎡，最大のGV敬老堂が約 343㎡と 5倍弱の開きがみられた．
　住宅を改修した SA敬老堂，CI 敬老堂ともに，敬老堂に転用する際の改修は老朽化した水回り等の
設備面が中心であり，間取りに大幅な変更は加えられていない．また，浴室を改修したトイレに関し
ても，両施設共にシャワーが残ったままにし，最低限にしか手を加えていない様子であった．CI 敬老
堂は区からは改修の予算が十分におりず，地域住民からの寄付を受けていた．SA敬老堂，CI 敬老堂
が立地する蘆原区，城北区の財政状態も影響していると考えられるが，住宅を転用して敬老堂を新規
開設する際も，行政は最低限の予算で最低限の設備改修を行い，それ以外の部分は利用者や地域住民
に任せていることが明らかとなった．1ヶ所あたりに予算を使いすぎないことが，結果的に区立の敬
老堂を複数開設・維持できることにつながっていることも考えられた．
2.2）各空間の特徴・使われ方について
　〈居間〉
　全施設において，女性利用者の割合が圧倒的に多く，女性が調理を行う傾向があったこともあり，
居間が男女に分かれている場合には女性用居間が，分かれていない場所では台所に隣接した居間が，
食事・プログラム・くつろぎなどの多くの機能を担う空間となっていた．このため，各施設に共通し
て滞在人数が最も多いのもこれらの室である．
　SA敬老堂以外の3施設では，女性用居間（CI敬老堂では共用居間）は中央は床面を広くとり，壁沿い・
窓際に椅子やソファがおいてある設えが基本となっていた．この設えにより，床面はプログラムや活
動のメインステージや全身を使う場として，椅子やソファは床座が難しい利用者や，うたた寝や休憩
をしながらも活動に参加したい利用者のための居場所として，2種類の居場所の選択肢が生まれてい
た．また，食事の際には床面に座卓を出し，食卓としていた．その際にも，座卓の近くに椅子がある
ことで，グループに参加しながらも椅子座での食事をすることが可能となっていた．
　SB敬老堂・GV敬老堂では，必要に応じて座卓の数を変え，食事と花札など，同じ床面でも異なる
活動の場を作っていた．座卓を使わない時間帯には，食事を行う居間の隅や台所，隣接する室の入り
口などの出し入れがしやすい場所に立てかけてあり，利用者が適宜自由に出し入れしていた．一方，
椅子・ソファがなく，終日床座で過ごしていた SA敬老堂は，座布団・花札用のマットなどで居場所
を作っていた．いずれも，容易に動かせる家具で設えを自由に変化させていた．
　また，2つ以上の居間や居場所（CI 敬老堂では予備室，SA敬老堂では事務室）があることで，1
つの室で行われている活動（プログラム活動，大人数での花札，おやつ等）に参加しない利用者や，
活動のグループと距離をおきたい利用者の居場所ができ，ドアの開け閉めなどで距離の取り方が調節
されることが明らかとなった．
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　〈台所〉
　4施設ともに，一般の家庭と同様の調理設備であり，日常的に自炊が行われていた．しかし，GV
敬老堂の場合には，施設規模に対して台所が小さく，女性用居間でも調理が行われていた．また，政
府から年に数回米の配給があり，それらの食料を収納する場所を台所近くに設けていた．
　各施設で，昼食の他にもおやつやお茶の時間などが適宜あったため，その前後では台所にも一定人
数の滞在がみられた．特に，プログラムのなかった SA敬老堂では一日を通じて台所の滞在が比較的
多くみられたが，これは居間と台所の間にドアがなく，続き間状になっているために，居間と一体的
に捉えられていることが原因と考えられた．
　〈トイレ〉
　GV敬老堂のみ，建物共用部に配置されていた．他の 3施設は専有のトイレはあったものの，いず
れも手すり設置などのバリアフリー化はなされておらず，広さも一般の個室と同程度であったため，
足や腰の機能が低下している利用者にはやや厳しい設えであると考えられる．また，空調がないため，
冬季には暖まった居間との気温差が大きく，循環器に負担がかかることが懸念される．
　〈玄関・アプローチ〉
　GV敬老堂・CI 敬老堂は玄関やアプローチがゆったりと設計されており，手押し車や歩行器をおい
ておく場所が用意されていたため，これらが必要になっても安心して通うことができるようになって
いた．また，調査時が冬季だったこともあり，全ての施設に共通して，コート掛けや荷物置き場が利
用されていた．高齢の利用者は身支度にも時間がかかり，上着を脱ぎ着する手伝いが必要な人もいる
ため，最低でも 2名程度が立って荷物などを置くことができるスペースが必要であると考えられた．
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施設名称 活動内容 活動をする空間の面積（A） 最大人数（B） 1人あたりの広さ（A/B）
SB敬老堂 歌と踊り 約41.25㎡ 24人 約1.72㎡
GV敬老堂 歌と踊り 約105㎡ 31人 約3.39㎡
CI敬老堂 笑いセラピー（歌と体操） 約42.75㎡ 33人 約1.30㎡
表 6-7-2　動的プログラムと活動空間の面積
2.3）プログラム活動と面積
　プログラム活動が観察できた 3施設について，各施設で行われた動的プログラムの内容と利用され
た室・空間の広さ（実測調査に基づく概算），当該プログラム時にその空間に滞在していた最大の人数，
プログラム時の 1人あたりの広さを表 6-7-1 に示す．敬老堂におけるプログラムは，基本的に自由に
出入りが可能なため時間ごとに参加人数が異なるが，ここでは各施設における当該プログラムの時間
帯において記録された最大の人数を用いている．プログラム時の 1人あたりの広さは，空間の面積を
プログラムに参加した最大の人数で除して求めているため，当該施設のプログラム時における 1人あ
たりの広さが最も狭くなっている場合の数値となる．
　各施設の活動は，SB敬老堂が歌教室（歌と踊りや手拍子），GV敬老堂が歌教室（歌と踊り），CI
敬老堂が笑いセラピ （ー歌と軽い体操）である．いずれも歌を基本として軽く体を動かす内容であるが，
利用者によっては座ったままあまり動かない方も観察された．
　1人あたりの広さは，最大がGV敬老堂の約 3.39㎡，最小は CI 敬老堂の約 1.30㎡であり，3施設
の中でも約 2.6 倍の差がみられた．3施設の平均は約 2.14㎡である．GV敬老堂では，立ち上がって
2人でフォークダンスのように踊る利用者たちもみられ，かなり広々と活動している様子が観察され
た．一方，CI 敬老堂でも一部の利用者は全身を使ってしっかりと体操している様子がみられたが，CI
敬老堂はそれぞれの利用者に固有の居場所があることが観察され，そこからほとんど動かない方もみ
られた．
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2.4）特徴的な場面の抽出
　図 6-7-2 に，各施設で共通してみられた特徴的な場面を項目ごとに示す．以下では項目ごとの詳細
を述べる．
2.4.1）プログラムへの参加度・身体機能に応じた居場所
　SA敬老堂を除く 3ヶ所で，巡回による余暇プログラム活動の様子が観察された．
　プログラム活動の場面ではどの施設においても，同じ空間で活動に参加しながらも，利用者により
参加の度合いや参加時間・居場所が異なり，自由な雰囲気の中での活動が観察された．いずれも，床
面は参加の度合いや身体能力の高い方の居場所となっており，特に講師の近くではダンスなどのダイ
ナミックな動きがみられた．一方，ソファの上や講師から離れた場所では，同じ空間にいながらもう
たた寝をするなどの半ば休憩している方なども観察された．また，SB敬老堂では，昼食の準備をし
ながら体操教室の動きにも参加するなどの，サービスを与える側でもあり受ける側でもあるという参
加の様態が観察された．また，CI 敬老堂では，会長や総務の担当者には他の利用者と向かい合う配置
の指定席があり，講師の近くでカラオケ機の操作などの補佐をしながら参加している様子がみられた．
　　
2.4.2）食事・おやつによる交流
　調理は調理担当として登録をしている利用者がいる場合はその方を中心に，主に女性によって行わ
れていた．昼食の内容は，米飯を主食に，野菜を中心としたおかず数品や汁物など充実していた（写
真 6-7-1，6-7-2）．交流の場としてだけでなく，高齢者の生活・健康を支える食事となっていること
が考えられる．時間帯は 11時 30 分頃から 13時頃にかけて行われていたが，途中参加やゆっくり食
べる人がおり，明確な区切りがなく食事が続く様子もみられた．おやつは利用者が随時自由に用意し
ていた．
　食事・おやつの場面では利用者同士の「してあげる」「してもらう」の関係性が頻繁に観察されていた．
SB敬老堂やGV敬老堂での食事の際には，プログラムやくつろぎの時間では分かれて活動していた
男女の利用者，来客らが同室で交流する場面もみられ，会話も頻繁に発生していた．更に，ソファ等
設えと，自由に配置できる座卓を食卓とすることで，椅子座で食事をする利用者と，床座ができる利
用者が，ソファの近くに座卓を設置して，一緒に食事をとる様子が観察された．
　SA敬老堂では，おやつの時間を利用して，総務担当者からのプログラムの案内や連絡が行われる
など，運営面でも意味をもっていた．また，CI 敬老堂では，比較的若い利用者が他の利用者のために
おやつを食べられるようにするなどのお世話をしている様子が顕著にみられた．
写真 6-7-1　SB敬老堂の昼食 写真 6-7-2　GV敬老堂の昼食（再掲）
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2.4.3）活動と居場所の選択肢
　各施設では，プログラムや自由な余暇などの多様な活動が観察されたが，いずれも強制的なものは
なく，活動への参加は自由である．名目上は男女の居室が分かれていても，実態的には活動に合わせ
た室・居場所の選択が行われていることが把握された．
　いずれの施設においても，利用者自身が複数の室やそれらのドアによる仕切り方を選択することで，
主体的に活動やそれに合わせた居場所を選択的に形成していることが把握された．このような選択肢
を用意していることが，様々な欲求・能力をもつ自立高齢者の活動空間にとって重要であることが示
唆された．
　具体的には，SB敬老堂では，歌教室に不参加の方は女性であっても，仕切りのドアを閉め切った
男性用居間で個別の活動を行っている様子がみられた．また，GV敬老堂では，食後に女性用居間で
花札をする大勢の女性利用者から距離を取りたい一部の利用者は，女性用居間とはドアで隔てられた
共用居間で静かに会話をしていた．
　一方，SA敬老堂では，食後に 1人の女性利用者が昼寝をする際，他の利用者が花札をしている隣
の居間との間のドアを全開にし，その様子が見える位置を選んで眠っていた．
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図 6-7-2　特徴的な場面の抽出
活動と居場所の選択肢
SB敬老堂　歌教室の様子 GV敬老堂　食後の様子 SA敬老堂　食後の様子
女性用居間では大多数の利用者が歌教室に参加
する．一方，歌教室に不参加の方々は，隣室で
それぞれに自由な活動を行う．
女性用居間のソファで昼寝する方もいるが，中
央のフロアでは花札が盛り上がる．数名はその
集団から離れ，共用居間で静かに会話をする．
1人の女性が奥の居間で昼寝をするが，中央の
居間との間の戸を開け放ち，花札をするグルー
プの気配を感じられる状態で眠る．
食事・おやつによる交流
GV敬老堂　昼食の様子 SA敬老堂　おやつの様子 CI敬老堂　おやつの様子
女性用居間がに座卓を出して，来客・男性も一
緒に食事をとる．数名の女性が2ヶ所で配膳を
担当する．椅子座で食べる方もみられた．
利用者の1人が買ってきたおやつを配るついで
に，総務担当者が新たな運動サービスへの説明
をし，参加希望の確認をとって回る．
女性達は共用居間でナッツを食べる．比較的若
い方が他の方のために殻割りや片付けをする．
男性たちは予備室に集まって酒を酌み交わす．
プログラムへの参加度・身体機能に応じた居場所
SB敬老堂　体操教室の様子 GV敬老堂　歌教室の様子 CI敬老堂　笑いセラピーの様子
講師を囲み，中央の床面がメインステージのよ
うになるが，椅子に座っての参加や，昼食の支
度をしながらの参加もみられる．
フロアで踊る方から，ソファに座って手拍子す
る方，やや離れてうたた寝しながら参加する方
もみられる．
全身を動かす方は講師側に座り，手の振りのみ
で参加する方は壁や椅子にもたれる．会長・総
務は指定席で講師を補佐しながら参加．
〈凡例〉凡例
食事準備を
しながら体操
椅子に座って体操
床に座って体操
会
話
うたた寝
会話 手拍子
歌い踊る
手拍子
講師を補佐
しながら参加
歌いながら体操
全身を動かす
手の動き
だけ参加
手の動き
だけ参加
おかずを配る
ごはんを配る
床座で食事
椅子座で食事
床座で食事
床座で食事
食器を運ぶ
来客と食事
花札とおやつプログラムの説明
おやつを分ける
おやつを運ぶ
おやつを配る
殻をむく
酒とおやつ
ゴミを集める
おやつ・会話
おやつ・会話
将
棋
を
指
す
卓
球
昼寝
会話
花札・会話
会話
お茶をいれる
花札眠る
男性利用者 女性利用者 その他（講師・大韓老人会職員） 会話や交流がみられた集団
食事の片付け
新聞を読む うたた寝
くつろぐ ポップアップアート
製作の準備
手拍子と合いの手
歌教室
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2.5）利用者同士の関わりの様態について
　運営の項目でも述べた通り，調査対象 4施設全てにおいて，会長を始めとする利用者の組織が構成
されていた．役割をもつ利用者は，プログラム活動や自主活動の際には講師の補佐や作業を取り仕切
るなど，日常の活動の中で，他の利用者を積極的にリードしている姿が観察された．
　役職をもつ利用者以外においても，利用者同士が何かをしてもらう，してあげるといった関係性は
１日を通じて極めて頻繁に発生していた．特に，食事やおやつの時間には，調理担当でなくとも調理
や配膳を進んで行う利用者や，ソファに座ったままの利用者に給仕をしてあげる，誰かが食べ終わっ
たままにしてある食器類を片付けるなどの行為が多数観察された．
　利用者の年齢層は 60歳代から 90歳代と幅が広く，自立高齢者といっても身体的な状態には多少の
差がみられた．そのため，利用者の中にも，1日じゅう他の利用者のために機敏に動いている人もい
れば，ほとんどソファに座ったままのんびり過ごす人など様々な過ごし方がみられた．しかし，全て
の施設において，「動ける人がお世話する」という自然な関係性が生まれていることが把握された．
　また，いずれの施設も，徒歩圏内に居住する人たちが集まっており，毎日のように顔を合わせてい
るため，非常に利用者同士の距離が近く親しい点が特徴であった．各利用者が役職に従って，あるい
は役職に関わらず，自分のできる行動で周囲に貢献しあっている互助的な関係・はたらきがみられた．
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第 7章　総括
7.1　各章のまとめ
　各章ごとのまとめを以下に示す．
1）第 1章　研究の背景と目的
　第 1 章では，研究の社会的な背景と既往研究の到達点・未到達点を整理し，本研究の目的を述べ，
対象地域の概要を報告した．
1.1）社会的な背景
　今日，日本は世界で最も高齢化率が高く，韓国は最も速く高齢化が進展している．この両国において，
介護保険制度・長期療養保険制度の発足に伴い，当該制度の認定を受けていない高齢者は「自立高齢
者（要介護度・等級の非該当高齢者）」という位置づけになった．現在両国の 65 歳上の大半を占める
自立高齢者の健康維持・介護予防は非常に重要な課題である．
　日本では，介護予防拠点整備や地域住民・高齢者自身が主体的な役割を担う居場所づくりの必要性
が認識されたものの，それらの施設の計画・運用は基礎自治体に一任されており，具体的な提言・指
針は見出されていない .
　一方，韓国では長期療養保険制度開始以前から存在する，利用者の自治による「敬老堂」と呼ばれ
る法定施設が全国的に普及しており，自立高齢者の地域の居場所として認知されていた . 近年では自
主的な活動に留まらず，自立高齢者支援の拠点として活用されており，介護予防の拠点としての可能
性も指摘されている .
1.2）既往研究の到達点・未到達点
　日本における自立高齢者支援施設の計画に関する既往研究は事例研究が数多くみられるが，これら
の多様な施設の整備状況・施策を把握した研究や，自立高齢者を支援する機能をもつ，地域住民や高
齢者自身が運営する施設の計画に関する具体的な提案を行った研究はみられないことが把握された．
　また， 日本における敬老堂に関する既往研究はいくつかみられるが，長期療養保険制度施行後の研
究はなく，特に詳細な整備・利用の実態を明らかにした研究はないことが把握された．
1.3）研究の目的
　これらの背景から，韓国独自の自立高齢者支援施設である「敬老堂」に着目し，日韓の首都である
東京都とソウル特別市を対象に選定した．そして，東京における自立高齢者支援施設の位置づけ・整
備状況を踏まえた上で，ソウルにおける敬老堂の整備状況，利用・運営の実態を分析することで，自
立高齢者を支援する機能をもつ，地域に密着した施設を計画するための基礎的な知見を得ることを本
研究の目的とした .
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2）第 2章　日本・韓国における自立高齢者支援施設の概況
　第 2 章では，まず日韓の自立高齢者支援施設の類型を報告し，法律・全国的な制度に基づくものに
ついては制度上の定義を把握した．更に，複数の文献文 10），文 23），文 24）を参照し，敬老堂の歴史的経緯に
ついて報告した．
2.1）日韓の自立高齢者支援施設の概況
　全国的な制度に基づき自立高齢者を主な対象とする施設は「老人福祉センター」，「老人憩の家」の
2 種類である．その他にも各自治体による独自の施設が整備されている．しかし，今日の東京都にお
いては，老人福祉センター以外の施設に関する整備状況は体系的にまとめられていない現状がある．
　韓国では地域で暮らす高齢者の活動拠点として「余暇福祉施設」を法律の中に位置づけている点が
特徴である．老人余暇福祉施設の中で，「老人福祉館」「老人教室」は日本の「老人福祉センター」と
類似点が多い．一方，「敬老堂」は利用者自身が運営を担う自律的な施設であり，全国に 6 万ヶ所以
上が整備されていた．住宅レベルの設備で成立する，韓国独自の地域に密着した自立高齢者のための
空間といえる．また，近年では，地方自治体独自の取り組みもはじまりつつあることが把握された．
2.2）敬老堂の歴史的経緯
　敬老堂は，古くは裕福な者の住宅の一室を地域の人びとのために開放した「サランバン」が原型で
あるとされた．1960 年頃から，朝鮮戦争後の住宅事情の悪化によって地域の高齢者のシェルターと
しての需要が高まり，全国的な整備が進んだ．その後，1989 年に老人福祉法の中に敬老堂が位置づ
けられた．1990 年代に入ると国内の集合住宅団地開発ラッシュに伴って施設数は急増し，1998 年の
老人福祉法改正により現行法と同じ位置づけとなり，自主的で健全な余暇活動の場と再定義された．
2000 年代に韓国でも地域福祉施策に重点がおかれるようになると，敬老堂では高齢者の健康維持・
コミュニティ形成等を支援するプログラムが提供され始め，地域福祉の拠点としての機能をもつよう
になった．今日の敬老堂では，より生産性のある活動として地域貢献や収入源となる新たなプログラ
ムの導入等が始まり，プログラムによる施設選択を可能とするような取り組みもみられた．
　
3）第 3章　東京都における自立高齢者支援施設に関する施策・整備状況
　第 3 章では，資料収集調査とアンケート調査から，東京都における自立高齢者支援施設に関する施
策と整備の今日的な状況について把握した．
3.1）基礎自治体独自の施設
　東京都における自立高齢者支援施設は，老人福祉センター・老人憩の家の他にも自治体独自の多様
な施設がみられ，全数における割合としても約半数を占めることが明らかとなった．これらの施設の
形態としては，複数の自治体に共通の取り組みがみられるもの，類似するものが数種類把握された．
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3.2）自治体ごとの自立高齢者支援施設整備に関する取り組み
　各自治体の公表する地域福祉計画・公共施設白書等の政策情報文 25）〜文 87）からは，当該施設に関する
施策の重み付けには自治体ごとに非常に大きな差がみられることが把握された．
　自治体ごとに整備状況の差がみられる理由の 1 つとして予算の問題があげられたが，足立区や北区・
豊島区といった財政力に余裕がない自治体の中でも，当該施設を数多く整備し，今後も増設や新たな
活動を検討している例もみられた．これらの共通点である，①地域住民による運営を進めている　②
地域住民のコミュニティ施設の中に高齢者のための空間を設けている　という 2 点が財源に余裕が少
なくとも施設整備・運営を行うための示唆として把握された．また，地域のコミュニティ施設の中に
設置することで，高齢者だけでなく多世代の利用者との接触の機会が得られる点も有効であると考え
られる．
3.3）自立高齢者支援施設における活動・機能
　各自治体の公表する計画・施策文 25）〜文 87）から，今日の自立高齢者支援施設における活動・機能にお
いて特に重要性，需要が高いと考えられるものは，①介護予防・いきがい活動　②多世代の交流・コミュ
ニティづくり　③元気な高齢者自身が役割を発揮する活動　の 3 点であることが把握された．
3.4）個別の施設の状況
　アンケート調査により，東京都における「自立高齢者支援施設」は 523 施設以上あることが確認さ
れ，半数近くは全国的な制度によらない基礎自治体独自の施設であった．運営方法としても，民営化
されているものが約 65％であり，「自治体が独自に整備する公設民営施設」が，東京都において最も
典型的な自立高齢者支援施設であることがわかった．
　延べ床面積のボリュームゾーンは 400㎡以内であり，特に 200㎡前後のものが多く，比較的小規模
な施設が多いことが把握された．併設施設のタイプとしてはコミュニティ施設が全体の中で最も多く，
児童・教育施設との併設も一定数みられた．この傾向は，自治体ごとの計画において，当該施設を高
齢者だけでなく地域住民や多世代の交流の場とする傾向がみられたことと一致している．
　また，浴室が必要な老人福祉センター A 以外の法的には浴室を要求されない施設においても一定の
割合で浴室が備えられており，自立高齢者支援施設において浴室は一般的かつ需要のある設備である
ことが把握された．しかし，浴室の見直しを検討している自治体もいくつかみられることから，一部
では浴室が管理・運営上の負担となっていることが明らかとなった．　
3.5）今後の自立高齢者支援施設整備
　東京都における自立高齢者支援施設整備・運営について得られた示唆を以下に示す．
　・既存ストックを活かした整備：既存の施設の改修や学校の余裕教室・空き物件の活用による整備
がコストや環境面などの様々な面からも有効である．
　・地域住民，利用者による運営：コストやニーズ把握といった実務面，コミュニティ形成の面からも，
自治体の直営ではなく，地域住民や利用者が運営に参画することは有効なのではないかと考えられる．
　・受益者負担の導入：浴室などの設備を要する機能や，プログラム活動，生きがいデイサービスな
どの利用者が限定されるものに関しては，一部受益者負担を導入することで維持可能性を向上させら
れると考える．
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4）第 4章　東京都における自立高齢者支援施設の運営・利用実態に関する既往研究
　第4章では，老人福祉センター，老人憩の家，いきがいデイサービスセンター，ミニデイサービス施設，
コミュニティセンター内の高齢者スペースの 5 種類の自立高齢者支援施設に関する 6 つの既往研究を
まとめ，それらの知見を整理した．
4.1）運営について
　今後進んでいくと考えられる施設の民営化に伴い，より積極的・弾力的な運営が可能となることが
示唆され，地域への情報提供の重要性が指摘された．また，自治体が事業として支援をすることで，
小規模施設では地域の力による「共助」の運営が実現可能であることが明らかとなった．
4.2）利用者の属性と利用頻度・圏域について
　利用者の属性としては，軽度の疾患・機能低下等をもつ利用者も確認された．「常連」となってい
る利用者が少なからず存在し，地域での居場所となっていることが把握された．通所方法は自力によ
るのものが中心であり，主な利用圏域は徒歩圏内の小学校区程度が基本となることが把握された．
　利便性・地域コミュニティの拠点としての意味からも，より地域に密着した分散型の施設が求めら
れていることが明らかとなった．老人福祉センター A のような大規模な広域型施設の場合には，バス
などの公共交通機関との連携も重要であると考えられる．
4.3）活動内容と空間について
　各施設において，多様な活動・サービスサービスが行われていることが報告された．利用の形態も
様々に類型化され，利用者の主な目的として①プログラム活動　②健康づくり　③交流　④生活行
為（食事・入浴）があげられた．また，自立であっても身体機能の低下しつつある利用者もいるため，
設えを配慮する必要性や自宅での入浴が負担となった場合に地域の施設で入浴している利用者が存在
することが明らかとなった．
　自立高齢者は様々な欲求をもつと同時に，主体的な活動・交流が多岐にわたって行われる．多様な
居場所の選択肢を用意するために，複数の空間を用意することや，設えの工夫による居場所づくりが
求められる．
5）第 5章　ソウル市における敬老堂に関する施策・整備状況
　第 5 章では，資料収集調査・ヒアリング調査により，ソウル市における敬老堂に関する各行政機関
や団体が担う役割と施策について整理し，ソウル市庁が作成した資料文 89）をもとに，ソウル市の敬老
堂の整備状況について把握した．
5.1）　敬老堂に関する各機関の連携
　第 5 章で明らかとなった，敬老堂とその運営に関連する各機関の連携を図 7-1-1（再掲）に示す．
　各敬老堂に最も直接的に関わるのは，行政機関としては自治区，大韓老人会の中では区の支会であ
る．また，公的な支援の他にも，地域のつながりによる支援があることが把握された．これらから，
ソウル市の敬老堂は，多様な主体からの体系だった支援が行われていることが明らかとなった．
　一方で，多様な団体からの支援を受けているため，提供者の信頼性を担保する上で行政職員・大韓
老人会職員のはたらきが重要である．一方，施設数が多いために各職員の負担の大きさも課題である．
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図 7-1-1　敬老堂の運営に関連する各機関の連携（再掲） 出典：ヒアリング結果に基づき筆者作成
5.2）　敬老堂に関する自治区ごとの施策・整備状況
　各自治区の自立高齢者支援施設の種類や当該施設に関する取り組みは，東京都の各自治体ほどの多
様性はみられなかった．しかし，敬老堂の施設数を増やす要因が集合住宅への併設義務であったこと
から，自治区ごとの整備状況にはその区における集合住宅団地の有無が影響していた．
　複数の自治区でみられた今後の動向としては，敬老堂の施設数を大幅に増やすのではなく質を向上
させる方向に転換していく傾向が把握された．また，区立の敬老堂の需要があるが財政的な余裕が少
ない自治区では，既存の住宅を最低限に改修して敬老堂とする工夫をしていた．住宅を改修して敬老
堂とする利点として，設備の類似性による改修の必要性の低さ，アクセス性の良さがあげられた．
　また，複数の自治区において，敬老堂利用者に対し，調理等を担当する代わりに手当を支給する制
度があることが確認された．このシステムは，敬老堂の運営を円滑にするだけでなく，当該利用者に
とっては収入が得られる上に敬老堂に通う動機付けがなされる点で，非常に有用であると考えられる．
5.3）　敬老堂の増加と高齢化率の進展
　ソウル市における敬老堂は，1989 年の老人福祉法による制度化を契機として急増してきたことが
明らかとなった．その後，1991 年の「住宅建設基準等に関する規定」による集合住宅への併設の義
務化以降，大規模集合住宅開発に伴って私立の敬老堂が急激に増加したことが把握された．
　ソウル市の高齢化率は 1990 年代後半から急激に進展しており，人口構造は急速に大きな変化を迎
えている．自立高齢者の元気な地域生活を支える拠点としての敬老堂の役割や，敬老堂を含む自立高
齢者支援施設整備に変化が求められることが考えられる．
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5.4）　敬老堂の典型的な例
　〈設立主体・併設施設別〉
　典型的な類型として，以下の 2 種類があげられた．
　1）私立・集合住宅併設型　　　　2）区立・単独型
　〈面積別〉
　ソウル市内の敬老堂の約 85% が 200㎡未満であり，20㎡〜 120㎡の範囲の施設が最も多い．
6）第 6章　ソウル市における敬老堂の利用・運営実態　
　第 6 章では，まず，ソウル市に立地する敬老堂のうち，設立主体・併設施設などの条件が異なる 7
施設について見学・ヒアリング調査を行い，敬老堂の運営・計画の動向について概況を報告した．そ
の後，ソウル市に立地する 4 ヶ所（うち 3 ヶ所は前述の調査の対象と重複）の敬老堂において，詳細
な訪問ヒアリング及び実態観察調査により，運営・利用の実態を把握した．
　ここでは，全 8 施設の訪問ヒアリング調査の結果と，4 施設での実態観察調査に分けて小括する．
6.1）訪問ヒアリング調査結果
6.1.1）運営について
　各施設ともに，利用者の中から会長・副会長・総務などの役職を任命し，運営の中心的役割を担っ
ていた．会長などの役職に就くことは名誉であると捉えられ，使命感・責任感をもって受け止められ
ていた．更に，折に触れて大韓老人会の職員の訪問があり，利用者を支える存在となっていた．日常
の運営は利用者の自治に任されていながらも，困ったときに相談でき，見守ってくれる公的な存在が
あることが，利用者たちが安心して利用・運営できることにつながっていると考えられた．
　また，様々な公共団体からのプログラム提供や寄付を受けるのと同時に，公的な団体だけでなく，
近隣の人びとや団体，利用者自身からの金銭面や物的な面での支援も全ての施設で行われていた．敬
老堂では，行政や大韓老人会によるフォーマルな支援と，地域住民や利用者自身によるインフォーマ
ルな支援の双方が，人的支援と物的・金銭的支援の両面において，相互補完的に行われていることが
明らかとなった．
　各施設の利用者は全員自立の高齢者であった．年齢の幅は 60 歳代から 100 歳近くまでと幅が広い
が，各利用者の通所手段はほとんどが徒歩であり，一部杖や歩行器等を必要とする方もみられた．
6.1.2）活動について
　プログラムは，書道などの静的活動や，歌教室などの動的な活動，介護予防に特化したものなど様々
であり，これらの活動は，利用者の求めに応じて柔軟に提供されていた．プログラムの提供者も区が
認定する地域のボランティア団体など様々であり，大韓老人会が中心となってコーディネートしなが
らも，様々な組織のノウハウを有効に活用していることが明らかとなった．
　自主活動には幅広い多様性がみられ，収入を得られる活動を行う施設も存在した．
　定期的な余暇プログラムの他の支援活動としては，主に保健所が中心となって介護・疾病予防の取
り組みを実施しており，敬老堂が保健サービスの拠点ともなっていることが明らかとなった．
　また，全ての敬老堂で日常的に昼食を自炊し，食べていた．
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6.1.3）建築について
　全施設が，専有部分は上足の設えであった．諸室としては，法的には集合住宅併設型にしか要求さ
れていない「2 室以上の居間」と，全く法的な基準のない「事務作業スペース」が全施設に備えられ
ていた．単独型の施設においては，3 施設中 2 施設が既存の住宅を一部改修して敬老堂としていた． 
これらの施設では , 開設時の改修内容は設備を最低限に入れ替えた程度であることが把握された . そ
の後必要な改修は , 寄付を募るか区に申請し , 予算がある場合に行っている . イニシャルコストを抑
えることが , 区立の敬老堂を複数開設・維持できることにつながっていると考えられた .
6.2）実態観察調査結果
6.2.1）空間の特徴・使われ方について
　4 施設ともに，女性用居間等の台所に隣接した室が最も滞在者が多く，活動内容も多岐にわたって
いた．また，これらの室の共通する特徴として，通常では床面を広くあけてあり，食事などの活動に
応じて座卓を必要な数だけ出し，食卓として使用していた．
　動的プログラム活動を観察した 3 施設では，居間の中央の床面は比較的身体能力が高く，活発に体
を動かす利用者の居場所であり，講師などや会長などが立つステージとして捉えられていた．また，
これらの 3 施設では，居間の壁沿いには椅子やソファが設えられており，床座が難しい方の居場所と
して機能していた．
　4 施設の居間の共通点として，室内の設えを，座卓や座布団，マット，椅子などの軽量な家具によ
り利用者自身が変化させていたことがあげられる．
　また，各施設共に，居間や予備室などの複数の居室があるため，プログラム活動や大勢が盛り上がっ
ている場面に参加しない利用者の居場所が確保されており，利用者自身が主体的に居場所を選択して
いた．名目上は男女で居間が分かれている施設においても，実態的には利用者自身の性別ではなく，
活動や交流の仕方により使用する室が分かれていることが把握された．
　玄関周辺は各施設ともにゆったり設えられており，身支度に時間や他者の支援が必要な高齢の利用
者がゆっくりと上着の脱ぎ着や，杖や歩行器を置くことができるよう工夫されていた．
　一方，トイレや水回りは，いずれの施設もバリアフリー化はなされておらず，下肢能力の低下した
高齢者にとっては利用しづらいものとなっていた．更に，空調も一切無いために，室内との温度差が
身体的な負担となりやすいことが把握された．今後，利用者の高齢化が進展するにあたり，最も改修
が求められる空間である．
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6.2.2）プログラム活動と面積
　プログラム活動が観察できた 3 施設について，施設建物の実測調査と観察調査に基づき，各施設で
行われた動的プログラムの内容，利用された室・空間の広さ（A），当該プログラム時にその空間に滞
在していた最大の人数（B），プログラム時の 1 人あたりの広さ（A/B）を把握した．
　1 人あたりの広さは，最大が GV 敬老堂の約 3.39㎡，最小は CI 敬老堂の約 1.30㎡であり，3 施設
の中でも約 2.6 倍の差がみられた．平均は約 2.14㎡である．
6.2.3）特徴的な場面の抽出
　4 施設においてみられた特徴的な場面としては，以下の 3 点があげられる．
　①プログラムへの参加度・身体機能に応じた居場所
　　各プログラムへの参加は自由であり，利用者自身が参加意欲や身体機能に合わせ，床座 / ソファ
や，講師から近い / 遠いといった居場所を選択していることが把握された．共通して，床面や講師の
近くは身体能力や意欲の高い方，椅子座や講師から離れた位置はそうでない方の居場所となっていた．
うたた寝をしながらの参加に象徴される，極めてゆるやかなプログラム活動の様態が敬老堂の特徴の
1 つである．
　②食事・おやつによる交流
　　利用者で共に食事を作り，皆で同じ食卓を囲むことが敬老堂における交流の主要な場面である．
食事・おやつの時間は，特に顕著に利用者同士の自然発生的な互助的な関係・交流がみられるのと同
時に，交流だけでなく，連絡事項の伝達などの運営面でも意味をもつ時間であることが把握された．
また，敬老堂内で振る舞われる食事は，栄養の面でも高齢者の生活を支えていると考えられた．
　③活動と居場所の選択肢
　　敬老堂内での活動は原則全て自由であり，利用者自身が複数の室やそれらのドアによる仕切り方
を選択することで，主体的に活動やそれに合わせた居場所を選択的に形成していることが把握された．
このような選択肢を用意していることが，様々な欲求・能力をもつ自立高齢者の活動空間にとって重
要であることが示唆された．
6.3）実態観察調査からみた利用者同士の関わりの様態について
　会長・総務などの役職をもつ利用者は，他の利用者をリードしている姿が観察された．役職をもた
ない利用者であっても，互いに何かを「してもらう」「してあげる」といった関係性は頻繁に発生し
ていた．特に，食事やおやつの時間には，調理担当かどうかに関わらず，配膳・片付けなどを通じて
他者のために働く利用者の姿が観察された．
　利用者の年齢層は 60 歳代から 90 歳代と幅が広く，身体的な状態には差があり，様々な過ごし方が
観察されたが，あらゆる場面で「動ける人が働く」という関係性が生まれていることが把握された．
　いずれの施設も，非常に利用者同士の距離が近く親しい点が特徴であった．敬老堂では，各利用者
が役職に従って，あるいは役職に関わらず，自分のできる行動で貢献しあう互助的な関係・はたらき
が無数にあることが把握された．
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7）東京都とソウル市の比較
　本項目では，調査結果に基づき，東京都とソウル市における自立高齢者支援施設の施策・整備状況
に関する比較考察を行う．
7.1）施策
　東京都における自立高齢者支援施設に関する施策は，基礎自治体ごとの独自性が高く，整備する施
設の種類やその位置づけも多様であった．そのため，自治体により施設数やその機能が大きく異なり，
自立高齢者の支援環境には地域により差があることが把握された．既に超高齢社会を迎えているなか
で，自治体によっては要介護高齢者支援の施策で手一杯となっていることも要因であると考えられる．
　一方で，ソウル市では敬老堂が非常に普及していることもあり，自治区ごとに独自の形態をもつ自
立高齢者支援施設はみられなかった．近年ソウル市が独自に整備を推進している「小規模老人福祉館」
を整備している区もみられたが，この施設も市の方針によるものであるため，各自治体の独自施設で
はない．また，敬老堂に対する施策も，原則は法的な基準の遵守と市の方針の推進であり，自治区ご
とに大幅な差はみられなかった．
7.2）整備
　東京都では，前述の通り自治体ごとの施策に基づく多様な施設が整備されていたが，自治体が管轄
する施設はほぼ全てが公設の施設であった．また，全国的な制度に基づく老人福祉センター・老人憩
の家に関しても，配置や施設数に関する明確な規定がないため，敬老堂のように，制度などを契機と
して急激に施設が整備された時代はみられなかった．その中でも施設数の伸びが比較的顕著だったの
は 1970 年代前半から 1980 年代にかけてであるが，人口の高齢化の進展が顕著になったのは 1980
年代後半からであり，期間にずれがみられることも施設整備が急激に進まなかった要因と考えられる．
　ソウル市では，3,000 以上ある敬老堂のうち 7 割近くが私設であり，数多くの私立の施設を法定施
設として公共が管理している点が特徴である．また，敬老堂は本来自然発生的にできた空間を後追い
で制度化したものであり，この制度化により一気に整備が進んだという背景がある．また，韓国では
ニュータウン開発等が盛んになった時期と高齢化の加速が顕著になった時期がいずれも 1990 年代と
一致しており，これに合わせて施設数が急増したと考えられる．
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7.2　今後の自立高齢者支援施設の計画提案
　本節では，第 6 章までで得られた知見から，東京都における現状を踏まえた上で，自立高齢者を支
援する機能を持つ地域に密着した施設の計画に関する提案・留意点を述べる．
1）運営について
　〈運営の主体〉
　敬老堂にみられたような利用者自身の参与，あるいは第 4 章でとりあげた西野ら（2004）文 18）の研
究で対象としたミニデイサービス施設にみられた，利用者にとって身近な地域住民組織による運営が，
地域への密着性と，コストやニーズ把握といった実務面からも有用といえる．
　このような利用者や地域住民による運営に対しては，敬老堂に対する大韓老人会に相当する，相談
や監査を行う組織が必要であると考えられる．利用者・地域住民へ完全に運営を任せるのではなく，
必要に応じた見守りや指導が受けられる，専門性をもつ機関との連携があることで，運営上の安心と
信頼性が担保される．東京において連携できる可能性がある組織としては，各自治体の該当する部署，
社会福祉協議会あるいは地域包括支援センターがあげられる．また，地域包括支援センターについて
は，資料収集調査から，一部の自治体でいきがいデイサービスなどとの連携が既にあることが確認さ
れている．
　〈利用者の参画〉
　運営に限らず，高齢者自身が施設での活動の中で役割を持てるような取り組みが求められる．敬老
堂のケースでは，会長・総務・調理担当などの役割をもつことが動機づけとなり，張り合いをもって
敬老堂に日参していることが把握された．地域において，自立高齢者が支えられるだけでなく他者を
支える役割を得られる場があることが，能力の発揮・生きがいづくりの点で重要であると考えられる．
具体的には，高齢者自身が活動の講師を担当することや，イベントの企画などを担うことなどが考え
られる．
　〈利用料金〉
　一部を除いて，今日の東京における自立高齢者支援施設の多くは無料である．しかし，本研究でモ
デルケースとしたソウル市の敬老堂では，低額ながらも料金を支払って会員になることが１つの紐帯
となっていた．また，自分のおさめた料金が予算に直結することから，運営方針や備品管理への高い
関心にもつながっていた．日本においても，施設の継続可能性や，金銭というある種の求心力の観点
から，活動によっては受益者負担があることが有効であると考えられる．具体的には，浴室などの設
備を利用する際や，創作などのプログラムにかかる実費などである．
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2）施設整備について
2.1）規模
　利用者による管理・運営が行われているソウル市の敬老堂の約 85％が 200㎡以内であり，ボリュー
ムゾーンは 20 〜 120㎡であった．
　また，今日の東京においても地域住民組織による運営である割合は，老人福祉センター B（165㎡
〜 499.5㎡）や自治体独自施設など比較的小規模な種類で顕著に高かった．ストックの全体としても，
100 〜 200㎡前後のものが最も多い．
　これらの結果から，地域に密着した施設を利用者や地域住民が管理・運営する上では，小規模な施
設が実現可能性が高いと考えられ，具体的な面積としては 200㎡以内が目安といえる．
2.2）配置
　現在の東京都の自立高齢者支援施設の分布は 2.2km 圏内に 1 施設程度であるが，地域の居場所と
しての機能を考慮すると，利用圏域は小学校区程度（800m 程度）が望ましいと考えられる．ソウル
市における敬老堂は平均で約 200m 圏内に１施設が存在したが，実態調査から敬老堂利用者はほぼ全
員が徒歩での通所であることが把握された．バスなどの公共交通などの利用も踏まえると，ここまで
の分散は必要ないと考えられる．そのため，バスの停留所との近接性も考慮した配置が求められる．
2.3）整備手法
　整備の方向としては，地域に既に存在しているなじみ深さの点からも，ストックを活用することが
望ましいと考えられる．以下では，本研究で得られた知見から，自立高齢者支援施設となりうるストッ
クの例をあげる．
　Ⅰ．既存の自立高齢者支援施設：東京都には現在 523 ヶ所以上の自立高齢者支援施設のストックが
あり，これらの中には自治体が用途・機能の変更や，改修を検討しているものも複数あることが把握
されている．これらの既存の施設の改修も，新たな自立高齢者支援施設開設の 1 つの手法である．
　Ⅱ．小学校の余裕教室：上記の規模・配置に関する点からも，多世代の交流機能が求められている
現状からも，学校の余裕教室（1 室約 64㎡）の活用が特に有効であると考えられる．
　Ⅲ．空き家：第 5,6 章から明らかになった通り，敬老堂は施設機能と配置の条件から空き家活用の
１つの優れた手段であり，東京においても応用可能であると考えられる．
　Ⅳ．既存の地域コミュニティ施設の一部：既に東京における自立高齢者支援施設の 1 つの典型とい
える．既存のコミュニティ施設は，自治体内の地域単位で整備されているため，立地として条件がよく，
地域の高齢者にとってはなじみがある．
3）活動について
3.1）介護予防
　国による方針もあり，今後の自立高齢者支援施設において欠かせない機能である．具体的には，既
に多くの自治体で行われている体操や口腔ケアの講座の他にも，認知症検査や予防接種などの保健
サービスを当該施設を拠点としてまとめて行うことで，多様化するサービスを利用者にとって理解し
やすく提供できると考えられる．
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3.2）多世代との交流・コミュニティづくりの支援
　学校の余裕教室や既存のコミュニティ施設の一部を活用して施設整備を行うことが，交流の機会を
増やすことにつながると考えられる．
3.3）趣味・生きがい活動
　既存の老人福祉センター等でも多様な講座や趣味活動が展開されてきていたが，高齢者自身が講師
や企画者となることも，これからの自立高齢者支援施設に求められる機能であると考える．高齢者が
自身の能力・知識を地域に提供しあうことが新たな生きがい活動にもなりうると考えられる．
3.4）生活行為
　〈入浴〉
　東京における自立高齢者支援施設では，入浴機能が非常に重要であることが明らかとなった．一方
で，設備維持や安全性の面から維持管理の難しさも指摘されている．そのため，浴室は，自治体の中
でいくつかの施設に集約した上で，低額でも利用者の負担を求めることが現実的であると考えられる．
　〈食事〉
　また，敬老堂の観察から，施設内で調理し，集まって食事やおやつをとる事が，利用者間の交流・
互助的な関係性の発生や，集いの機会となるために施設利用の動機となるという点で非常に意義深い
ことが把握された．しかし，現在東京における自立高齢者支援施設において，日常的に利用者による
調理が可能な施設は調査によっても確認されておらず，安全性や設備面からも広く実現する可能性は
低いと考えられる．実現可能性のある食事機能としては，中食を促すものが考えられる．具体的には，
簡単な温めが出来る設備や，お茶をいれるための備品の利用を可能にすることがあげられる．
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4）今後の自立高齢者支援施設に求められる意義と機能
　本節の 1）〜 3）までの留意点を整理し，表 7-2-1 に示す 4 つの意義・機能が，今後の我が国にお
ける自立高齢者支援施設に求められる機能，位置づけであると考えられる．
　①利用者自身の参画：高齢者自身が能力を発揮することができる場所であることが重要であり，そ
れらを体系的に支援することが求められる．
　②保健サービス，生活行為：自立高齢者の介護を予防することが喫緊の課題であり，多様な保健サー
ビスの参加しやすさや，自宅外で生活行為の一部が行えることで，外出を促すことが求められる．
　③多様性，分散配置：既に一部自治体で実施されている「地域施設の中に高齢者が安心して利用で
きる場を設える」などの取り組みが有用であると考えられる．自立高齢者の多様性だけでなく，利用
者の世代の多様性を受け容れる施設が望ましいと考えられる．
　④コストの考慮：今後の超高齢社会では，可能な限りコストを削減した整備と運用が施設維持の鍵
となる．そのためにも，利用者は単なるサービスの受け手ではなく，施設運営に主体的に関わること
が重要であると考えられる．
①高齢者の能力発揮を支援する場所として：利用者参画
　運営あるいは活動の主体として，高齢者自身が参画する形式が有用である．利用者組織によ
る運営や，利用者が企画者・講師として地域に知識・能力を伝承できる活動等の導入と同時
に，必要に応じて専門性をもつ機関による指導・管理が重要である．
②自立生活維持を支援する場所として：保健サービス，生活行為
　既に多くの施設で導入されている介護予防のプログラムに加え，認知症チェックなどの保健
サービスを当該施設を拠点として行うことで，多様化するサービスを利用者に分かりやすく提
供できる．また，入浴だけでなく，中食を促進する簡易調理・給湯等の設備により，「食事の
場」としての機能も求められる．
③交流・地域での居場所として：多様性，分散配置
　高齢者だけの空間ではなく，地域住民にも開かれた施設であることが望ましく，地域施設と
の併設などが有用である．また，自立高齢者の能力・欲求に応え，多様な活動や居場所の選択
肢が求められる．利便性・地域密着性から配置は小学校区（800m圏内）程度が望ましく，バ
ス停等との関係性も考慮する必要がある．
④施設の実現・持続可能性：コストの考慮
　今後の超高齢社会において，地域に密着した拠点を増やすためには低コストな整備・運営が
重要である．整備面では，200㎡以内の小規模な拠点を，既存の高齢者支援施設や学校の余裕
教室などのストックを活用して整備することが望ましい．運営面では，民営化の推進や，一部
サービスの有料化も必要であると考えられる．
表 7-2-1　今後の自立高齢者支援施設に求められる意義と機能
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5）施設内の空間・設えについて
　施設整備の項目で述べた通り，今後の自立高齢者支援施設では，より地域に密着した拠点化を図る
上で，小規模なものが望ましい．
　敬老堂での観察調査から，利用者の方々は比較的小規模な空間の中で，決して充実してはいない設
備を自分たちで活用し主体的な活動の場としていたことが把握された．これらから得られた知見から，
今後，我が国で小規模な自立高齢者支援施設を整備する際の空間構成ダイヤグラムを図 7-2-1 に示す．
各空間に関する提案，留意点について以下で述べる．
玄関
ホール
活動室A
洗面所
倉庫
調理・給湯室
活動室B
活動室C
トイレ
杖・手押し車
置き場
動的活動
情報発信
荷物置き
身支度
靴の着脱
事務作業
会議
個別活動 プログラム不参加者
の居場所
静的活動 少人数活動
大人数活動
食事・おやつ
食事・おやつ準備
凡
例 空間
隣接する
空間
近接する
空間行為
図 7-2-1　空間構成ダイヤグラム
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5.1）アプローチ・入り口
　・居室では床面での体操などに対応するため，上足とする．そのため，入り口に下足入れを設ける．
　・下足と履き替える場所には椅子を設える．
　・下足入れと合わせて，手押し車や歩行器を数台置ける空間，杖を立てられるものを設える．
　・入り口付近（上足部分）にはコート掛けや荷物を置く事のできるロッカーや台などを用意し，人
の手を借りてゆっくり身支度ができるよう，少なくとも 2 名程度が立てる空間（1 畳程度）を設ける．
5.2）活動空間（居間）
　・小規模な空間で多様な活動に対応するため，上足とする．畳やクッションフロアなどの柔らかい
仕上げが，床座や床面での体操などをする上では望ましい．
　・1 つの室で行われている活動に参加しない利用者などのために，2 室以上確保することが望ましい．
　・動的活動，静的活動に対応した空間をそれぞれ設えることが望ましい．具体的には，前者は床面
を広くとった空間，後者は椅子とテーブルが用意された空間が基本となる．
　・床座が難しい利用者も多いため，床面を広くとった空間に対しても，椅子やソファを適宜設置し，
椅子座でも体操などのプログラムに参加ができるよう配慮する．また，その際には，壁沿いにぐるり
と囲むように椅子やソファを配置することで，空いた床面がステージのような空間となりやすい．
　・設えを自主的に変えるため，家具は高齢者の力でも動かすことができる軽量なものが望ましい．
　・椅子とソファなどの設えや，展示物，娯楽の道具などを用意し，多様な活動の居場所を設える．
　・持ち込みの食事をとることが可能なよう，温める設備や，お茶をいれられる設備があることが望
ましい．また，食事をとる人と他の人の空間をわけられるよう，テーブルは複数台備える必要がある．
　・併設施設のある場合は，プログラム時の音などが他の施設の邪魔とならないよう，防音に配慮する．
5.3）水回り・その他
　・食事のための手洗いが行える場を，活動空間の室内，あるいは近くに設ける．
　・トイレは，足腰の機能が低下している方も利用できるよう，手すり設置などの配慮をする．
　・トイレと活動空間に大きな温度差が発生しないよう，空調に配慮する．
　・プログラムで用いる道具や，机・椅子などを収納する倉庫を活動空間に面した場所に用意する．
　・事務作業を行うスペースを活動空間とは分けて設える．
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7.3　本研究の到達点と今後の課題
1）本研究の到達点
　本研究の各調査を通じ，自立高齢者を支援する機能を持つ地域に密着した支援の拠点の計画に関す
る基礎的な知見として，以下の事柄を把握した．
　東京都においては，各自治体で多様な取り組みが行われ，500 ヶ所以上の自立高齢者支援施設が存
在するものの，自治体により差がみられる現状を把握した．同時に，公設公営の大規模施設だけでは
なく，「利用者・地域住民参加型の運営＝共助システムの構築」や，「地域に密着した拠点」への期待
をもつ自治体が多く存在することも明らかとなった．しかし，現状の自立高齢者へ支援体制は，自助（自
費で多様な余暇・サービスを受ける）と公助（公共に与えられるサービス）の二輪に依存している傾
向がみられた．
　ソウル市では，3000 ヶ所以上の敬老堂が整備され，地域の自立高齢者にとって身近な拠点となっ
ていることが明らかとなった．実態調査では，利用者組織による運営のもと，小規模な施設空間を使
いこなし，近隣に暮らす高齢者同士の互助的な関係性に基づく生き生きとした活動が行われているこ
とが把握された．また，これらの活動を，公的・私的な団体の双方が支えていることが明らかとなっ
た．ソウル市における敬老堂は，自立高齢者にとっての余暇・生活・保健等の様々なサービスを受け，
時には他者にサービスを与えられる拠点としての有用性をもつことが把握された．
　
　今後の自立高齢者支援施設の１つのあり方は，端的に言えば，「高齢者（利用者）自身が主体的に
利用できる拠点を地域ごとにつくる」ことであるといえる．敬老堂では，高齢者は行政や多様な主体
からのサービスを受けるだけでなく，時にはお互いが支援者でもあった．余暇活動や生活行為・介護
予防などの支援を受けつつも，自分の能力を活かして役割を発揮する場が身近な地域に存在すること
が，高齢期の元気な地域生活の継続につながると考えられる．また，その空間は必ずしも機能や設備
が充実していなくても，利用者自身が主体的に工夫し，使いこなすことで多様な活動が可能であるこ
とも，敬老堂から得られた示唆である．
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2）東京都・ソウル市への提言
　本項目では，本研究で対象とした両地域において，相互に示唆となりうる点を以下に示す．
2.1）東京都からの示唆点
　東京都の自立高齢者支援施設の多くは併設型であり，特に地域のコミュニティ施設との併設が多く
みられた．ヒアリング調査から，敬老堂の課題点として利用者の固定化・閉塞化があげられていたこ
とから，公共施設と併設することで，多世代の住民との接点がもちやすく，より開かれた施設運営に
つながると考えられる．また，東京では介護保険適応の福祉施設併設型も一定数みられ，ケアが必要
になってからも同じ拠点でサービスを受けられる点は敬老堂やソウルの自立高齢者支援施設にみられ
ない特徴である．
2.2）ソウル市からの示唆点
　ソウル市の敬老堂は，小規模で設備もあまり充実していないものの，「集まる場所があることが重
要であると考えている」という市職員の言葉どおり，高齢者の地域での居場所の重要性を認識し，信
頼して運営を任せている点から学ぶことは大きい．また，任せるだけでなく，多様な主体からの支援
体制を構築し，必要なサポートを実施しており，任せる部分（活動内容・利用料金設定など）と監督
する部分（ハードの整備・会計監査・健康チェックなど）のバランスをとって運営している点は参考
にすべきである．
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3）今後の課題
3.1）東京都の各基礎自治体へのヒアリング調査
　本研究では，東京都の各自治体の施策について文献収集により把握したが，より詳細な内容につい
て，施策・整備状況に特色のある自治体の職員へのヒアリング調査によって把握したい．
3.2）東京都における既存の自立高齢者支援施設の運営・利用実態調査
　第 4 章でレビューした論文はいずれも 5 年以上前のものであり，本研究までに機能等に変容がみら
れた施設も存在した．そのため，今日的な自立高齢者支援施設の状況を改めて把握する必要がある．
3.3）東京都におけるストックの把握
　第 7 章第 2 節で述べた，今後自立高齢者支援施設として転用可能性のある施設・空間について，東
京都あるいは基礎自治体単位でのストックを把握することで，実現可能性について検討を行いたい．
3.4）敬老堂の整備状況の経年変化の追跡
　韓国の高齢化率の進行は著しく，また，2013 年に「住宅建設基準等に関する規定」の敬老堂の併
設義務がなくなったため，今後は敬老堂の整備状況に変化が起こることが予想される．施設数の伸び
や設立主体別の内訳に着目し，整備状況の経年変化を追跡し，把握したい．
3.5）敬老堂の利用実態調査
3.5.1）新築の単独型施設
　本研究における実態調査で扱わなかった，単独・新築型の敬老堂について利用実態調査を行いたい．
3.5.2）連続観察調査
　1 週間程度の連続観察調査により，同一施設内でのプログラムの有無・内容による空間利用方法の
違いについて把握したい．
3.5.3）夏季の空間利用に関する観察調査
　本研究で運営・利用実態調査を行ったのは冬季のみである．敬老堂には冷房設備がない施設もあり，
夏季には冬季と異なる空間利用がみられると考えられるため，その詳細を把握したい．
3.5.4）敬老堂の各利用者の個別属性調査・利用状況調査
　本研究では敬老堂の利用者の属性については，利用者の代表者（会長・総務等）へのヒアリングで
把握した．そのため，各利用者の詳細な属性や施設利用状況（頻度・通所所要時間等）についても把
握し，敬老堂の利用者像について具体的に明らかにしたい．
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付録 1：老人福祉センター設置運営要綱 
○老人福祉法による老人福祉センターの設置及び運営について  
(昭和五二年八月一日 ) 
あ (社老第四八号 ) 
(各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生省社会局長通達 ) 
老人福祉法第一四条に規定する老人福祉センターについては、これに対する社会的要
望の変化等に対応するため、今般、昭和四○年四月一日社老第七一号本職通知「老人福
祉法による老人福祉センターの設置及び運営について」を廃止し、別紙一のとおり、「老
人福祉センター設置運営要綱」を定め、従来の老人福祉センターを老人福祉センター (A
型 )とするとともに、老人福祉センターの種別に新たに老人福祉センター (B 型 )を加える
こととしたので、今後における老人福祉センターの整備、運営の指導にあたり、遺憾の
ないよう努められたい。  
なお、新たに、別紙二のとおり「老人福祉施設付設作業所設置運営要綱」を定め、老
人福祉施設に付属して設けられる作業所についても、老人福祉センターとして取扱うこ
ととしたので了知されたい。  
別紙一  
老人福祉センター設置運営要綱  
第一  総則  
一  目的  
老人福祉センターは、地域の老人に対して、各種の相談に応ずるとともに、健康の増
進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与し、もつて老人に健
康で明るい生活を営ませることを目的とする。  
二  種別  
老人福祉センターの種別は、老人福祉センター (特 A 型 )、老人福祉センター (A 型 )及
び老人福祉センター (B 型 )とし、その設置される場所、目的等を考慮して種別を決定す
るものとする。  
三  運営主体  
老人福祉センター (特 A 型 )は、市 (区 )町村が、その他にあつては地方公共団体又は社
会福祉法人が運営することを原則とする。  
四  利用料  
老人福祉センターの利用は、原則として無料とする。  
ただし、必要により費用を徴収する場合にあつては、当該利用に直接必要な経費以下
の額とし、地方公共団体が運営する場合にあつては、条例において規定し、その他の団
体が運営する場合にあつては、運営規程等において規定するものとする。  
第二  老人福祉センター (特 A 型 ) 
一  事業  
老人福祉センター (特 A 型 )においては、次に掲げる事業を行うものとする。  
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(1 )  各種相談  
ア  生活相談  
老人の生活、住宅、身上等に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
イ  健康相談  
老人の疾病の予防、治療に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
(2)  健康増進に関する指導  
老人の健康増進を図るための栄養、運動等の指導を行うこと。  
(3)  生業及び就労の指導  
老人の生業及び就労等について指導を行い、必要に応じ授産事業を行うこと。  
(4)  機能回復訓練の実施  
老人の後退機能の回復訓練を行うこと。  
(5)  教養講座等の実施  
老人の教養の向上及びレクリエーション等のための事業を行い、又はそのために必要
な便宜を提供すること。  
(6)  老人クラブに対する援助等  
老人クラブの運営について援助を行うとともに、老人に対する調査、研究、広報等の
事業を行うこと。  
二  建物等  
(1)  建物の構造、規模  
ア  老人福祉センター (特 A 型 )の建物の構造は、利用者の便、防災等について十分配慮し
たものとし、その規模は八〇〇m2 以上とする。  
イ  老人福祉センター (特 A 型 )には、もつぱら当該施設の用に供する次の設備を設けなけ
ればならない。ただし、他の社会福祉施設等と設備の一部を共用すること等により、当
該施設の運営上支障が生じない場合にはこの限りでない。  
所長室、事務室、生活相談室、健康相談室、診察室、検査室、栄養指導室、保健資料
室、機能回復訓練室、集会及び運動指導室、教養娯楽室、図書室、浴場、便所  
(2)  立地条件  
老人の利用上の便宜を図ることが可能であり、かつ、事業を円滑に行うことのできる
場所に設置するものとする。  
三  職員  
老人福祉センター (特 A 型 )には、施設の長、相談・指導を行う職員、その他必要な職
員をおくものとする。ただし、施設の運営に支障がない場合には、他の社会福祉施設等
の職員との兼務は差し支えないものとする。  
四  関係機関との連携  
事業の運営に当たつては、保健関係部局等関係諸機関との連携を密にしておくものと
する。  
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五  その他  
浴場については、公衆浴場法 (昭和二三年法律第一三九号 )第二条第一項による許可を
受けたものでなければならない。  
第三  老人福祉センター (A 型 ) 
一  事業  
老人福祉センター (A 型 )においては、次に掲げる事業を行うものとする。  
(1)  各種相談  
ア  生活相談  
老人の生活、住宅、身上等に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
イ  健康相談  
老人の疾病の予防、治療に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
(2)  生業及び就労の指導  
老人の生業及び就労等について指導を行い、必要に応じ授産事業を行うこと。  
(3)  機能回復訓練の実施  
老人の後退機能の回復訓練を行うこと。  
(4)  教養講座等の実施  
老人の教養の向上及びレクリエーション等のための事業を行い、又はそのために必要
な便宜を提供すること。  
(5)  老人クラブに対する援助等  
老人クラブの運営について援助を行うとともに、老人に対する調査、研究、広報等の
事業を行うこと。  
二  建物等  
(1)  建物の構造、規模  
ア  老人福祉センター (A 型 )の建物の構造は、利用者の便、防災等について十分配慮した
ものとし、その規模は四九五・五 m2 以上とする。  
イ  老人福祉センター (A 型 )には、もつぱら当該施設の用に供する次の設備を設けなけれ
ばならない。ただし、他の社会福祉施設等と設備の一部を共用すること等により、当該
施設の運営上支障が生じない場合にはこの限りでない。  
所長室、事務室、生活相談室、健康相談室、機能回復訓練室、集会室、教養娯楽室、
図書室、浴場、便所  
(2)  立地条件  
老人の利用上の便宜を図ることが可能であり、かつ、事業を円滑に行うことのできる
場所に設置するものとする。  
三  職員  
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老人福祉センター (A 型 )には、施設の長、相談・指導を行う職員、その他の必要な職
員をおくものとする。ただし、施設の運営に支障がない場合には、他の社会福祉施設等
の職員との兼務は差し支えないものとする。  
四  その他  
浴場については、公衆浴場法 (昭和二三年法律第一三九号 )第二条第一項による許可を
受けたものでなければならない。  
第四  老人福祉センター (B 型 ) 
一  事業  
老人福祉センター (B 型 )においては、老人福祉センター (A 型 )の機能を補完する次に
掲げる事業を行うものとする。  
(1)  各種相談  
ア  生活相談  
老人の生活、住宅、身上等に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
イ  健康相談  
老人の疾病の予防、治療に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
(2)  教養講座等の実施  
老人の教養の向上及びレクリエーション等のための事業を行い、又はそのために必要
な便宜を提供すること。  
(3)  老人クラブに対する援助  
老人クラブの運営について援助を行うこと。  
二  建物等  
(1)  建物の構造・規模  
ア  老人福祉センター (B 型 )の建物の構造は、利用者の便、防災等について十分配慮した
ものとし、その規模は、一六五 m2 以上四九五・五 m2 未満とする。  
イ  老人福祉センター (B 型 )には、もつぱら当該施設の用に供する次の設備を設けなけれ
ばならない。ただし、他の社会福祉施設等と設備の一部を共用すること等により、当該
施設の運営上支障が生じない場合にはこの限りでない。  
管理人室、生活相談室、健康相談室、教養娯楽室、集会室、便所  
(2)  立地条件  
老人福祉センター (A 型 )との有機的な連携及び老人の利用上の便宜を図ることが可能
であり、かつ、事業を円滑に行うことのできる場所に設置するものとする。  
三  職員  
老人福祉センター (B 型 )には、管理のための職員、その他必要な職員をおくものとす
る。ただし、施設の運営に支障がない場合には、他の社会福祉施設等の職員との兼務は
差し支えないものとする。  
四  老人福祉センター (A 型 )との連携  
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老人福祉センター (B 型 )の事業を遂行するために、老人福祉センター (A 型 )の職員等
の協力が得られる体制を予め整備しておくものとする。  
別紙二  
老人福祉施設付設作業所設置運営要綱  
一  目的  
老人福祉施設付設作業所は、老人の多年にわたる経験と知識を生かし、その希望と能
力に応じた作業等社会的活動を行う場所を提供し、もつて、老人の心身の健康と生きが
いの増進を図ることを目的とする。  
二  設置  
老人福祉施設付設作業所は、地方公共団体又は社会福祉法人が老人福祉施設に付設し
て設置するものとする。  
なお、老人福祉施設付設作業所は、それぞれ付設される老人福祉施設の機能の活用を
図ることにより、老人福祉センターの目的とする老人の福祉を増進するための総合的な
便宜の供与を果すものであり、老人福祉センターとして取扱うものとする。  
三  運営  
(1)  運営主体  
老人福祉施設付設作業所は、地方公共団体又は社会福祉法人が運営することを原則と
する。  
(2)  事業  
老人福祉施設付設作業所においては、その目的を達成するため、次に掲げる事業を行
うものとする。  
ア  老人が行う工芸品の製作、編物、手芸等の作業に必要な場所を提供すること。  
イ  老人の作業に関する各種指導助言を行うこと。  
ウ  老人の作品の展示、即売を行う場所を提供すること。  
(3)  利用者  
老人福祉施設付設作業所の利用者は、原則として六〇歳以上の老人とすること。  
(4)  利用者の負担  
老人福祉施設付設作業所における作業に必要な原材料等の実費は、利用者の負担とす
る。  
四  建物等  
(1)  立地条件  
老人福祉施設付設作業所は、利用希望者の数が多く、かつ、それらの総体的意欲が高
い地域に設置するものとし、利用者の効率的な活用が確保でき、かつ、事業を円滑に行
うことのできる場所に設置するものとする。  
(2)  建物の構造、規模  
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老人福祉施設付設作業所の建物の構造は、利用者の便、防災等について十分配慮する
とともに、付設される老人福祉施設の利用者等の利用を妨げることのないよう独立性が
確保できるものとし、その規模は、九九 m2 以上とする。  
(3)  設備  
老人福祉施設付設作業所には、老人が行う作業等に必要な設備を設けるものとする。 
五  老人福祉施設との連携  
老人福祉施設付設作業所の事業を遂行するために、付設される老人福祉施設の職員等
の協力が得られる体制を予め整備しておくものとする。  
六  関係諸機関との連携  
事業の運営にあたつては、老人クラブ及び関係機関との連携を密にして、必要な協力
を得るものとする。  
 
老人憩の家の設置運営について
(昭和 40 年 4 月 5 日 )
(社老第 88 号 )
(各都道府県知事あて厚生省社会局長通知 )
老人福祉を増進するための施設対策として、老人福祉法による老人
福祉施設のほか、従来厚生年金保険積立金還元融資及び国民年金特別
融資による「老人クラブ」の整備が行なわれてきたところであるが、
最近におけるその需要の増嵩と重要性にかんがみ、今般これを「老人
憩の家」として、その設置運営要綱を次のとおり定め、積極的な整備
を図ることとしたので、貴都道府県においても管下市町村に対しその
実施方につき指導されたい。
なお、この施設の整備については、今後、社会局において取り扱う
よう年金局と協議ずみであるので了知のうえ遺憾なきを期されたい 。
老人憩の家設置運営要綱
第１ 老人憩の家の目的
老人憩の家は、市町村の地域において、老人に対し、教養の向上、
レクリエーション等のための場を与え、もつて老人の心身の健康の
増進を図ることを目的とする。
第２ 設置及び運営主体
老人憩の家の設置主体及び運営主体は市町村とすること。ただし、
必要があるときは、その運営を社会福祉法人又は都道府県知事が適
当と認めたものに委託することができること。
第３ 設置及び運営の基本方針
老人憩の家の設置及び運営については、その目的にかんがみ、老
人の健全な憩の場を確保し、老人の心身の健康の増進が図られるよ
う特に留意するものとすること。
第４ 設置基準
１ 立地条件について
老人憩の家の建設地は、環境、老人の分布状況等の地理的条件等
を考慮し、その社会的需要に応じた効率的な利用を確保できると認
められる地であること。
２ 構造設備について
(1) 老人憩の家の規模は、利用予定者数、事業内容等を考慮す
るものとし、その延面積は４９５平方メートルの範囲内である
こと。
(2) 構造設備の細部については、老人憩の家設計基準 (別紙 1)
によるものとすること。
第５ 運営基準
１ 利用者について
老人憩 の家の利用者は、原則として６０歳以上 の 者と する こ と 。
２ 利用料について
原則として、利用料は無料とすること。
ただし、特別の設備を設け、これを利用させる場合等にあっては、
その利用のために必要な実費を徴収して差し支えないこと。
３ 管理について
(1) 老人憩の家の設置主体は、次の事項を明らかにした管理規
程を定めなければならないこと。
ア 憩の家の名称
イ 利用手続
ウ 利用者の守るべき規律
エ その他
(2) 管理上必要な細目については、老人憩の家管理基準 (別紙
２ )によるものとすること。
別紙１
老人憩の家設計基準
１ 老人憩の家の建設規模は立地条件、利用予定者数等を十分考慮す
ること。
２ 老人憩の家の構造は原則として平屋建とすること。ただし、敷地
等の制約で止むを得ず二階建とする場合には、避難用スロープ等を
完備すること。
３ 老人憩の家の具体的設計に当つては、あらかじめ次の諸点につい
て考慮すること。
(1) 敷地内における施設計画については、単に建物のみに限らず、
庭園、周囲の造園計画、避難用空地等をも併せて考慮すること。
(2) 湯沸場及び浴室等を設ける場合にあっては、火気を用いる部
分の周囲は、不燃性材料で被覆すること。
(3) 浴室は老人の利用を考慮し、浴槽の形態、洗い場の材料等に
ついても充分配慮すること。
(4) 集会室の広さは利用人員１人当たり 1.0 平方メートル (0.3
坪 )程度を基準に定めること。
(5) 階段を設ける場合には、なるべく勾配をゆるやかにし、段の
高さをあまり高くしないこと。
別紙２
老人憩の家管理基準
１ 老人憩の家には必ず「老人憩の家」の表示をしなければならない
こと。
２ 老人憩の家及びこれに附帯する設備並びに備品類の維持管理に
ついては特に留意し、補修、改修又は補充の必要があるときは、す
みやかに措置しなければならないこと。
３ 老人憩の家においては、常に健全、かつ、明朗な雰囲気を保ち 、
秩序を維持するよう努めなければならないこと。
４ 老人憩の家内における火災、盗難の防止には、万全を期さなけれ
ばならないこと。
５ 老人憩の家の特別の設備を利用させる場合の利用料については
条例に規定しなければならないこと。
６ 老人憩の家においては次の事項を憩の家に掲示し、利用者に周知
させなければならないこと。
ア 利用手続。
イ 特別の設備を利用する場合の利用料。
ウ 利用時間等利用者の遵守すべきこと。
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[別表 7]〈改正 2011.12.8〉 
高齢者余暇福祉施設の施設基準及びスタッフ配置基準（第 26 条 第 1 項関連）…注） 
1. 施設規模 
高齢者余暇福祉施設は，次の各目の区分に応じた面積以上であるか，または人が利用できる施設を備えなければならない． 
• 高齢者福祉館：延べ床面積 500 平方メートル以上 
• 敬老堂：利用定員 20 名以上（邑·面地域*の場合には 10 名以上 ）*邑・面は農漁村における洞 
• 高齢者教室：利用定員 50 名以上 
 
2. 施設基準 
  事務所 
食堂・ 
調理室 
相談室・ 
 面会室 
集会室・ 
 講堂 
プログラム室 トイレ 
理学 
療法室 
非常防災設備 
リビング・ 
 ラウンジ 
電気設備 教室 ラウンジ 部屋 共同浴室 その他 
老人福祉館 1 1 1 1 1 1 1 1 -   - - - - - 
敬老堂 - - - - - 1 - - 1 1 - - - - - 
老人教室 1 - - - - 1 - - - - 1 1 - - - 
備考 
①	 老人福祉館：インターネットなどを介して電子情報へのアクセスが可能なコンピュータを取り付けることができる 
②	 老人教室：事務所やラウンジは．事業に支障のない範囲で講義室と兼用することができる 
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3. 設備基準 
  老人福祉館 敬老堂 老人教室 
施設基準 
・食堂・調理室：調理室の床は耐水材料として洗浄や排水に便利
な構造でなければならない 
・プログラム室：自由に利用できる適当な文化設備と娯楽器具を
備えなければならない 
・理学療法室：機能回復や機能減退を防止するための訓練などに
支障のない面積と必要な設備を備えなければならない 
・リビング・ラウンジ：20 ㎡以上で
なくてはならない 
・教室：33 ㎡以上でなくてはならない 
 
4. スタッフ資格基準 
職種別 資格基準 
老人福祉施設長 社会福祉事業法に基づく社会福祉士 2級以上の資格保有者 
相談指導員 社会福祉事業法に基づく社会福祉士の資格保持者 
 
5. スタッフ配置基準 
  施設長 相談指導員 講師（外部講師を含む） 理学療法士 事務員 調理員 管理人 
老人福祉館 1 名 2 名以上 - 1 名 1 名 1 名 1 名 
老人教室 1 名 - 1 名 - - - - 
備考：相談指導員：利用者に対して，高齢者の健康維持·レジャーなど高齢者の福祉の増進について相談·指導していること 
 
注）この資料の原典は韓国語であるが，論文に添付するにあたり筆者が日本語に訳した． 
自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
足立区 悠々館・悠々会館 老人福祉センターA,B
生きがいを持って，豊かな生活を送ることができるよう
に，行事や趣味の教室，健康づくり等の活動を行ってい
ます．はじめての方には，入館票を発行します．悠々会館
ではお風呂の利用ができます．
足立区高齢者福祉保健計画　介護保険事業計画　平成24～
26年度
・悠々館・悠々会館での交流会・健康体操教室等の企画による高齢者
の社会参加を促す．
荒川老人福祉センター 老人福祉センターA
健康相談・生活相談・機能回復訓練・入浴サービス・健
康推進・ふれあい・文化教養教室等
ひろば館・ふれあい館
あらゆる世代の区民が交流し，自主的な活動ができる地
域コミュニティの新たな拠点として【ふれあい館】を設
置いたしました．【ふれあい館】はサロンスペースや多目
的室，創作室など様々な機能を揃えた施設となっていま
す．【ひろば館】も，サークル活動や小規模の会合，ボ
ランティア活動の拠点など，地域のみなさんの交流の場
としてご利用いただけます．
ふれあい館 老人福祉センターA
趣味やレクリエーションを楽しめる施設です．また，介
護予防事業やクラブ活動なども行っています．
いこいの家 老人憩の家
広間，ロビー，浴室などがあり，囲碁・将棋，テレビな
どを備え，入浴ができる．一部のいこいの家は，健康体
操など介護予防事業の会場になっています．
シニア学習プラザ 高齢者向けの各種学習事業を展開し，施設の貸出
くつろぎの家 老人福祉センターA
熟年者にゆっくりとくつろいでいただくための施設です．
入浴可能
くすのきカルチャーセンター
趣味や教養を高めながら仲間づくりをすることができる
くすのきカルチャー教室を開講しています．
くつろぎの間 熟年者にゆっくりとくつろいでいただくための施設です．
熟年ふれあいセンター
65歳以上で，介護保険非該当の閉じこもりがちな方や身
体虚弱な方が対象．会食や民謡などの趣味・生きがい活
動や健康体操などの介護予防活動を行います．会場は瑞
江・清新・小岩・小松川ふれあいセンターの4か所で，ご
自宅から会場まではバスで送迎します．
大田区 ゆうゆうくらぶ（老人いこいの家），
高齢者センター
歌や踊りのできる広間，将棋や囲碁のできる静養室，お
風呂
1）平成26年度大田区高齢者福祉計画
2）大田区公共施設整備計画（平成26年度～30年度）
1）高齢者福祉計画
・老人いこいの家の再構築（浴室利用調査・事業調査・モデル事業の
実施）
2）公共施設整備計画
・老人いこいの家については利用者の高齢化や固定化が課題
・羽田老人いこいの家の改築については，あり方を見直し，新たな区
民ニーズに対応した施設として整備するとともに，区内に 21 ある老
人いこいの家全体のあり方についても検討
江戸川区 第5期江戸川区介護保険事業計画及び熟年しあわせ計画（老
人福祉計画）
・熟年ふれあいセンターで介護予防に視点をおいたプログラムの実
施．参加者増を目指す．
・くすのきカルチャーセンターのバリアフリー化，改修
・くすのきカルチャーセンターでは，正規プログラム修了者による自
主教室開催の支援．
付録4：別表1　東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する計画・施策
荒川区 荒川区基本計画　平成19年度～28年度 ・生きがいづくり・レクリエーション事業の充実
・ふれあい館の新規開設（用地取得）
板橋区
1）第二次板橋区地域保健福祉計画　平成18年度～27年度
2）公共施設等の整備に関するマスタープラン　平成25年3
月
1）地域保健福祉計画
・ふれあい館・いこいの家の一部施設の改修・改築
・いこいの家での会食事業の実施
2）公共施設マスタープラン
・いこいの家：浴室設備の段階的縮小や施設の統廃合，施設の担う役
割などあり方の検討を進める．
・ふれあい館：指定管理業務の仕様内容の精査や利用者負担の導入な
ど経費の削減を進める．
自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
付録4：別表1　東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する計画・施策
葛飾区 シニア活動支援センター 老人福祉センターA さまざまな社会活動への参加の支援や，先進的な介護予
防事業を実施．55歳以上から利用可能．
葛飾区施設白書（平成23年度版）
・地域において主体的に介護予防を進めていけるようにするため，地
域の指導的な人材を養成
・シニア活動支援センターは，高齢者の様々な活動を支援する多機能
を有した施設への転換が求められている．利用者自らが活動を企画・
発展させていくための意識の変革と利用者層の拡大が課題．先進的介
護予防事業として，新たな介護予防事業プロクラムを展開していく必
要がある．
・シニア活動センターは，将来的には，一部事業の企画を除き，事業
の実施及び運営については，利用者団体やNPO団体等への委託化も検
討していく必要がある．
・　今後高齢者就労支援を進めるため，シニア就業支援室のあり方を
検討していく必要がある
老人いこいの家 老人福祉センターA
介助浴室利用をのぞき，1人での通所ができる方を対象
に，レクリエーションや健康づくりなどで一日を楽しく
過ごしていただく施設．入浴．
ふれあい館
（高齢者福祉コーナー）
老人福祉センターB
地域でのコミュニティ活動や高齢者の方々の娯楽・教養
の向上を目的に設けられた施設です．
ふれあいセンター
（老人福祉センター）
老人福祉センターA,B
老人福祉センター事業を行う．高齢者の他に，障がい者
やボランティア，特に必要と認められた方が対象．
福祉会館
福祉会館では，地域の高齢者と障害者の方々の「生きが
いづくり」「仲間づくり」「健康づくり」を目標に，講
習会，軽スポーツ，レクリエーション，地域との交流会な
どのさまざまな事業を行っています．
グランチャ東雲
グランチャ東雲は，高齢者の生きがい・健康づくり，介
護予防の促進，こどもとの世代を超えた交流を図る「児
童・高齢者総合施設」です．健康づくりフロアにはプー
ル，高齢者いこいフロアには和室・浴室・談話コー
ナー・運動スペース・大広間，教養・娯楽フロアでは各種
講座を開催，高齢者・児童等交流フロアでは，親子が自
由に利用でき，高齢者とこどもたちのふれあいの場とな
ります．
江東区
1）高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画(平成24～26年
度)
2）江東区施設白書（平成18年度）
1）高齢者保健福祉計画
・いきがい活動の場の整備・充実のための事業としての各施設の運
営・管理
・老人福祉センターの改修・改築
・老人福祉センターでのボランティア講座の開講
2）施設白書
・福祉会館は多くの施設が建設から 30 年以上経過しており，大規模
な改修または改築を考える時期に来ている．今後，千田・亀戸福祉会
館の改築が計画されている．
・新たに対象人口（60 歳）になった高齢者にとって，その活動の場
として，現在の福祉会館・老人福祉センター・いこいの家が受け皿に
なっているとは言いがたい状況にある．今後，介護予防機能のニーズ
等を踏まえ，施設改修とあわせ新たな施設のあり方を検討していく必
要がある．
北区 高齢者保健福祉計画（平成25年度～29年度）
・地域での交流活動の活性化を図るため、シニアクラブの活動の支援
や、老人いこいの家の充実を図る
・高齢者の方を対象とした健康づくりやいきがい活動など多岐にわた
る事業を整理したガイドブックの作成・配布
・元気高齢者の利用しやすい窓口の開設及びいきがい活動の支援拠点
整備について検討
・区民センターでの食事会の実施
自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
シルバーセンター 老人福祉センターA,B
カラオケ，民謡や社交ダンスなど様々なグループが自主的
に活動しており，身近なところで気軽に仲間づくり，健
康づくりができる施設です．マッサージサービスや入浴
サービスも行っています．
山中いきいき広場
地域の高齢者の介護予防，健康増進，生きがいづくりを
目的に，各種講座をはじめとして，高齢者と若い世代と
の交流など地域に根ざした活動をしています．
荏原いきいき倶楽部
1階のいきいきルームでは「いきいき筋力向上トレーニン
グ」，2階のはつらつルームでは「いきいき脳の健康教
室」，ゆったりルームでは「健康マージャン広場」が開
催されています．
いきいきラボ
介護予防のためのトレーニングや初心者のためのパソコ
ン教室，楽しみながら趣味を広げるような講座など，さ
まざまな企画を展開しています．コミュニティカフェなど
高齢者ケアセンター 老人福祉センターA
老人福祉センター事業
機能回復訓練、各種講座、講演会、ふれあい食事会など
敬老館
はつらつセンター
シニア活動館
集会や娯楽のほか，ボランティアなどの社会貢献活動の
場として活用していただく施設．50歳から利用可能．
ことぶき館 集会や娯楽など
地域交流館
集会や娯楽のほか，文化活動・健康の増進に向けた活動
の場として活用していただく施設
清風館
高齢者の方が相互の交流を図り，生きがいのある1日が過
ごせるように憩いの場を提供することを目的とし，都内
在住の方が利用できる施設
高齢者活動支援センター 老人福祉センターA
区内に住む60歳以上の方の福祉増進と活動支援のための
施設です．各種講座や健康づくり事業等を行い，教養の
向上やレクリエーション活動，介護予防拠点としての機
能を担っています．
団体活動のための講座室や多目的室などがあります．ま
た，有料で入浴施設の利用や，はり・マッサージの施術
も受けられます．
ゆうゆう館
憩い，いきがい学び，ふれあい交流，健康づくりの場と
してご利用いただく施設
カラオケ等娯楽，入浴，調理，貸し室，シニアクラブの
活動拠点
杉並区
1） 杉並区保健福祉計画（平成25年度～29年度）
2）杉並区区立施設再編整備計画（第一期）・第一次実施プ
ラン（平成26年度～33年度）
1）保健福祉計画
・各施設で高齢者の自主的な活動を支援する
・個人的な関心による縁を継続的に地域に広げ，地域の活動の活性化
を図る
・ゆうゆう館ではNPO法人との連携により男性や60代の参加を促す
・高齢者活動支援センターではプールや区民センターなど併設施設を
活かし，指定管理者との連携のもと仲間づくりの幅を広げ自主的な活
動の活性化を図る
2）区立施設再編整備計画
・老朽化しているゆうゆう館の一部を代替施設を確保した上での保育
施設に転換または地域コミュニティ施設へと再編
・ゆうゆう館を高齢者が利用できる枠を確保した上で，他の世代も利
用できるように変更することを検討
渋谷区 渋谷区実施計画 2013 ・各施設での介護予防・自立支援プログラムの実施
・児童福祉センター・保育園と一体型施設へ建て替え
新宿区 新宿区高齢者保健福祉計画・第5期介護保険事業計画
・高齢者の活動の場として整備してきた「ことぶき館」を区民相互の
交流の場である地域交流館や社会貢献の場としての機能を付加したシ
ニア活動館へと転換していく
・この転換に伴い，施設のバリアフリー化や指定管理者制度による民
間事業者の視点の導入を進める
・地域交流館・シニア活動館では，いきがい活動拠点として，介護予
防活動を推進するほか、趣味活動や地域活動、仲間づくりのきっかけ
となるような特色のある事業を指定管理者と連携しながら展開
品川区
1）第二期品川区地域福祉計画（平成23～32年度）
2）品川区公共施設有効活用プラン（平成24年）
1）地域福祉計画
・自主的な活動の場，集いの場となる各施設（地域活動拠点）の支
援・拡充
・区有施設・空き店舗・学校の空き教室等を有効活用し，身近な集い
の場を増やす
・区の共同基金等を上記活動へ有効活用
2）公共施設有効活用プラン
・老朽化したシルバーセンターを含む施設の建替え，集約化を検討
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老人福祉センター 老人福祉センターA
健康で明るい生活ができるように，各種相談及び教養・
能力向上等を促す事業を行っております．さらに，高齢
者相互の交流を図る場として，サークルや老人クラブ等
の団体・グループ活動のために，施設の無料貸出を行って
おります．訓練を必要とされる方に対して機能訓練を実
施し，日常生活における自立性を高め，役割や生きがい
を持ち，社会的交流が図られる様援助します．
長寿室
65歳以上の方を対象に，憩いやレクリエーションの場と
して，民踊・カラオケや囲碁・将棋などを楽しんだり，
マッサージサービスを行ったりしています．
立花ゆうゆう館・梅若ゆうゆう館
高齢者が健康で明るく，いきいき元気に暮らせるよう
に，各種相談や介護予防，健康増進を目的とした事業，
趣味・教養講座などを，　利用者が主体的に実施してい
ます．
いきいきプラザ
元気な高齢者を対象に，世代間交流や地域コミュニ
ティーの拠点として，健康増進や生きがい活動をしてい
ただくための施設です．館主催事業のないときは，施設
の貸し出しもしています．
厚生会館 老人福祉センターA
休養室・図書コーナー・健康相談・浴室・機能回復訓練
室
ひだまり友遊会館（老人会館） 老人福祉センターA
生涯学習や仲間づくり，レクリエーション活動の場の提
供．なんでも相談，生涯大学等．5人以上の団体であれば
高齢者でなくても利用可能．
高齢者集会所
構成員の過半数が60歳以上の団体を対象として，大広
間・多目的ホール等の貸し出し
北烏山敬老会館
午前9時から午後5時までは高齢者の憩いと余暇活動の場
として，夜間は一般団体にご利用いただけます．
地域支えあい拠点
地域支えあい活動としてのサロン・ミニデイの拠点として
余裕教室や空き家等を利用
せたがや　がやがや館
健康づくりのための運動室や，舞台での発表に使える交
流室，高齢者にも人気の健康麻雀や囲碁・将棋をお楽し
みいただける娯楽室などがあります．会議室はキッチンを
備えており，会議だけでなくサロンやミニディにもご利用
いただけます．その他にも，生きがいづくりや利用者同
士の交流，社会参加が図れるよう支援します．高齢者を
中心に，多世代の方が対象．
老人福祉センター 老人福祉センターA
ことぶき教室（茶道・生け花等）・各種行事・囲碁将棋
室・談話室・貸し室（団体）
老人福祉館 老人福祉センターB
ことぶき教室（茶道・生け花等）・各種行事・囲碁将棋
室・談話室・貸し室（団体）・入浴
世田谷区
1）第5期世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
2）公共施設整備方針（平成26～29年度）
1）保健福祉計画
・老人会館・厚生会館は，指定管理者のノウハウを活かしていきがい
づくり事業を実施するとともに，機能見直しや老朽化への対応をすす
める
・今後も機会をとらえて，地域の支え合い団体が，身近な地域で活動
を行うための場の確保・整備につとめる．
・都営住宅跡地に高齢者を中心とした多世代交流・健康増進施設を開
設
・老人会館内の情報ステーションで中高年者の地域活動や社会参加に
関する情報提供，啓発活動
2）公共施設整備方針
・老朽化した区立施設（厚生会館等）は，利用状況や民間サービスの
普及状況を踏まえ，機能の見直し，廃止を検討します．
台東区 第5期台東区高齢者保健福祉計画・台東区介護保険事業計画
（平成24から26年度）
・各施設で，集会や体操・口腔ケア・サロンなどの介護予防事業を実
施
・各施設で，日常生活支援講座，いきがいづくりの講座やサロン，ト
レーニングの場の提供などのレクリエーションを提供すると共に，自
主的な活動の場を提供
墨田区 墨田区高齢者福祉総合計画・第5期介護保険事業計画
・いきいきプラザでは，高齢者が自らのニーズを発見し参画する運営
を推進 ．高齢者の学習に関する情報提供と助言を行う.
・いきいきプラザでは，在宅でひきこもりがちな高齢者等を対象とし
た住民参加型福祉サービスであるミニデイサービス「与楽所（よらっ
しょ）」事業，会食，健康体操等を実施
・ゆうゆう館では，健康増進を目的に各種教養講座を開催
・長寿室では，生きがい趣味の教室を実施
・いきいきプラザと長寿室が連携し，介護予防の健康体操を実施
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シニアセンター
おおむね50歳以上の方が対象．
・生きがい活動を図るための情報の提供，各種相談，講
座
・高齢者クラブ，その他中高年齢者で構成する団体の育
成
・施設の利用（セミナー室，多目的フロア，情報コー
ナー，ホール等）
いきいき館（敬老館）
高齢者の憩いの場としての役割に加え，健康づくり，仲
間づくり，生きがいづくり等さまざまなサービスの提
供，健康相談，生活相談
千代田区 高齢者センター 老人福祉センターA
健康な高齢者を対象に，講習会やレクリエーションの場
の提供を通じて，健康な高齢者の生きがい・仲間づくり
を図る施設．健康相談も
千代田区 保健福祉総合計画 （平成２４年度～平成２８年
度）
・高齢者の社会参加，生きがいづくりを支援するため，健康や生活全
般に係る各種相談に応じるとともに，健康保持・増進，教養の向上，
レクリエーション，会食サービスなどを総合的に実施
・従前からの高齢者センター利用者に加え，団塊世代や新規転入住民
にも広く利用でき，生きがいづくりや仲間づくり，健康増進や介護予
防のための場の提供と支援を行う施設として，高齢者センターの機能
を(仮称)高齢者総合サポートセンターに移転整備する（平成27年度開
設予定）
・カフェやサロンスペース，多目的ホールを備え，誰もが自由に集
い，憩うことができる場や機会を提供する多世代交流拠点機能を(仮
称)高齢者総合サポートセンターに整備する（平成27年度開設予定）
豊島区 いきいきひろば（地域区民ひろば内施
設）
老人福祉センターA,B
多世代が利用できる小学校区単位の集会施設（地域区民
ひろば）内にいきいきひろばのための室が複合される．
乳幼児や子どもたちとの交流事業，レクリエーション，
健康相談等
豊島区地域保健福祉計画（平成24年度～28年度）
・これまで、年齢や使用目的により利用に制限があった区の施設
（「ことぶきの家」など）を地域に密着した視点から見直し，小学校
区を基礎的な単位とした地域コミュニティづくりのための施設として
再編し「地域区民ひろば」として整備
・「地域区民ひろば」が，乳幼児から高齢者まで地域社会の多様な活
動の拠点として利用できるよう運営を支援
・平成27年度までに22カ所の整備を計画
高齢者福祉センター 老人福祉センターA
健康づくり・介護予防等を目的とした各種事業や趣味活
動の支援等
高齢者会館 老人福祉センターB
高齢者の地域における交流及び自主的な活動の促進を図
るほか，高齢者が健康で充実した生活を送れるよう支援
する
中央区 第三次中央区保健医療福祉計画
・敬老館を高齢者のいきがい活動拠点と位置づけ，｢元気高齢者人材バ
ンク」などとの連携により、高齢者自身が講師となった各種講座を実
施
・高齢者自身が敬老館の運営に参加
・地域の高齢者グループに敬老館を開放し地域における仲間づくりを
支援
・敬老館での会食，体操教室等サービスの実施
中野区
 「健康福祉都市なかの」を実現する基本計画
中野区保健福祉総合推進計画 2012
第５期中野区介護保険事業計画
第３期中野区障害福祉計画
・宮園高齢者会館の移転整備
・高齢者会館での介護予防，いきがいづくり事業
・全ての高齢者会館の運営を委託化し，すこやか福祉センターが地域
の保健福祉団体やＮＰＯによる運営を支援
・健康づくりや介護予防事業の身近な地域拠点として、すこやか福祉
センターとの連携を図る．地域包括支援センターなどと協力し，地域
における支えあい活動の一環を担う役割を強化
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高齢者センター 老人福祉センターA
生活健康相談室，機能回復訓練室，和室，娯楽室，講習
室，浴室など
敬老館（室）
地域の高齢者の生きがいづくりと健康づくりを推進する
施設．レクリエーション，講座，入浴，いきがいデイ等
地区区民館
地区区民館の和室・集会室等を日中は敬老館・敬老室と
同様の用途で利用．施設により浴室も利用可能．
文京福祉センター 老人福祉センターA
貸し室，講座，なごやかクラブ（ひとり暮らしや日中ひ
とりで過ごしがちな高齢者を対象に，仲間づくりと心身
機能の維持向上を図るための創作活動やレクリエーショ
ン）等
文京福祉センター湯島分館 老人福祉センターB
健康で充実した毎日を送ることができるよう，レクリ
エーションや疲労回復の場を提供するとともに，要介護
や要支援状態になることを防ぐための事業（健康相談
等），入浴
港区 いきいきプラザ・
児童高齢者交流プラザ
老人福祉センターA(一部）
各種教室事業（カラオケ，体操，書道，パソコン，ダン
ス，卓球等）
介護予防事業
外出事業（バスハイク，文化施設，公園などの見学・散
策）
合同事業（ほのぼの作品展・さわやか体育祭など）
地域・世代間交流事業
はり・マッサージサービス，会食サービス
夢づくり　高齢者人材バンク事業
敬老室・お風呂
港区高齢者保健福祉計画（第5期港区介護保険事業計画）
・いきいきプラザは（1）高齢者のいきがいづくり，学びの場（2）介
護予防（健診を含む），健康づくりの場（3）ふれあい，コミュニ
ティ活動の場として地域貢献入門講座等により団塊の世代など新たな
利用を促進し，区民やNPOとの協働による地域の活性化をはかる
・福祉会館は高齢者だけでなく世代を越えた区民や団体にとって集い
やすい施設に転換
練馬区
1）第5期　高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成
24～26年度）
2）敬老館事業の今後の基本方針
1）高齢者保健福祉計画
・多様な社会参加を促進するための場と機会を提供するため、敬老館
（室）や高齢者センターをはじめ，地区区民館･地域集会所等の活動拠
点の連携を図る．地域の人材等を活用し魅力ある事業を実施
・効果的に介護予防の普及を進めるために，敬老館や，高齢者セン
ターにおける介護予防事業の取り組みを推進
2）敬老館事業の基本方針
・地域の高齢者の憩いとくつろぎの場としての役割の他に，(1)高齢者
の社会参加を支援する拠点(2)介護予防や認知症予防事業，健康づくり
事業を推進する拠点(3)生涯学習を支援する拠点(4)60歳代にも魅力あ
る施設　の機能が求められる
・施設の老朽化に伴い改修工事を実施．バリアフリー化や和式トイレ
から洋式トイレへの変更，エレベーターの設置など高齢者の身体状況
や利用の実態を考慮した改修
・敬老館を介護予防拠点と位置付け，健康づくりや介護予防を中心と
する教室や講座を実施．
・「委託化･民営化方針」に基づき順次委託化
・地区区民館や厚生文化会館は地域のコミュニティ施設としての役割
と機能を担う．高齢者センターは，敬老館とほぼ同様の目的を持った
施設であるが社会福祉に精通した職員を配置するなど，敬老館にはな
い事業を実施しており連携を強化していくことが必要．敬老室におい
ても地域のコミュニティ施設の役割を踏まえ区全体としての連携を図
る必要がある
文京区 「文の京」ハートフルプラン高齢者・介護保険事業計画（平
成24年度～平成26年度）
・文京福祉センター等でひとり暮らしや家庭に閉じこもりがちな 65
歳以上の方を対象に，仲間づくりや心身機能の維持向上を図るための
学習活動やレクリエーションを実施し高齢者の日常生活の自立を促進
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老人いこいの家
友達と語らい，楽しい毎日を過ごすための高齢者のいこ
いの場として，お気軽に利用してください．生きがいづ
くり，健康づくり，仲間作りのための事業も行っていま
す．また，老人いこいの家は，区内の老人クラブの活動
の拠点として活用されています．
高齢者センター
健康増進，趣味・教養の向上を目指す事業や，遊びや学
びを通じて世代間の交流を図るためのレクリエーション
など
高齢者団体への活動の場の提供や，支援の役割も担って
おり，高齢者相互の交流から憩いの場所
昭島市 高齢者福祉センター 老人福祉センターB
健康の増進，教養の向上，趣味サークル活動及びレクリ
エーションなどに利用して頂き，福祉の向上を図ること
を目的としています．
センター内には談話やくつろぎの場，憩いの場としての和
室，研修会などのための洋室があり，松原町高齢者福祉
センターには浴場や陶芸品の製作などのための工芸室が
あります．体調や健康の増進を図るヘルストロン・血圧
計・マッサージチェアなどの健康器具も設置しています．
第５期昭島市介護保険事業計画
・高齢者福祉センターを活用し高齢者に活動の場の提供や社会参加の
促進を図り健康の増進や教養の向上に努める
あきる野市 高齢者生きがい活動支援通所事業（高
齢者在宅サービスセンター）
市内に住所を有する在宅の65歳以上の高齢者で，介護保
険法における審査判定で非該当と判定された方，非該当
の判定者以外で市長が特に必要と認める方が対象．社会
的孤立感の解消，自立生活の助長および要介護状態への
進行を予防することが目的，
（1）　生きがい趣味活動
（2）　食事サービス
（3）　送迎サービス
（4）　その他必要と認められるサービス
老人会館
ふれあいセンター
高齢者など地域の方々を対象に，「ずっと稲城で暮らし
たい・・・」，ふれあいセンターは，こんな願いを地域
で支えることを目的として設置された，地域の方々が運
営する「小地域福祉活動」の拠点です．『地域の縁側』
として，誰もが気軽に顔を出して，お茶を飲みながらお
しゃべりをしたり，趣味を楽しんだりするふれあいの場
です．
押立の家，大丸憩いの家 介護予防拠点
目黒区
1）目黒区保健医療福祉計画（平成24年度から平成28年度）
2）目黒区施設白書（平成25年3月）
1）保健医療福祉計画
・老人いこいの家等で世代間交流イベント等を実施
・いこいの家を活動の拠点とする地域の老人クラブの活動に対し，自
主性を尊重しながら健康増進・介護予防，教養の向上などの生きがい
づくり，仲間づくり，地域交流活動の活性化に向けた支援を行うとと
もに，利用者の高齢化に伴って増加する身体的に支援が必要となる人
や初期の認知症の人に対する取り組みを進める．
・上記機能に加え，地域の人たちが気軽に立ち寄り，集える交流の居
場所としての機能を拡充していくことが課題
2）施設白書
・いこいの家24施設中10施設は老朽化対策が必要
稲城市 第二次稲城市保健福祉総合計画
・地域住民が主体となって運営する小地域福祉活動の拠点としてふれ
あいセンターを整備する
・福祉会館等でふれあいセンターの情報提供
・日常生活圏域ごとにふれあいセンターの整備を図り，地域住民の交
流機能に加え，高齢者，障害者，子育てを支援していく地域の支え合
い活動のコミュニティ拠点としての機能を充実させる
・ふれあいセンターを地域福祉活動の拠点として利用できるよう運営
を支援
・介護予防拠点の整備
自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
付録4：別表1　東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する計画・施策
青梅市 老人センター，老人福祉センター 老人福祉センターA,B 高齢者の皆さんが楽しく過ごせるように，休養室，浴
室，健康器具が設置されています．
1）第５期青梅市高齢者保健福祉計画 青梅市介護保険事業計
画
2）青梅市公共施設白書（平成25年）
1）高齢者保健福祉計画
・地域福祉活動の拠点である地域保健福祉センターにおい
て，高齢者の健康増進，介護予防，交流の場としての活用
を図る
・高齢者教養講座などを開催．高齢者に親しまれる事業を継続して実
施し交流の場としての活用を図る
2）公共施設白書
・老人センター：老朽化が進むとともに，施設の一部に耐震性能の課
題がある施設であるが，必要最低限の経常的修繕で施設維持を行い，
将来的に新たな複合施設建設の際に検討．
地域福祉センター 老人福祉センターB
老人いこいの家
くにたち福祉会館 老人福祉センターA
くにたち福祉会館は，会合，サークル活動，コミュニ
ティ活動など地域の方々のさまざまな活動にご利用にな
れます．館内には他にも，老人福祉センター「なごみ」
や中央児童館等があります．
老人福祉センター「なごみ」
地域の高齢者の方々が集まって，お風呂に入ったり囲
碁・将棋を指したり歌を歌ったりと，さまざまな活動が
できる施設
地域福祉館
デイホーム事業（65歳以上の一人暮らしの方や，日中一
人暮らしと同様な生活の方で，会場まで来られる方が週
に一度趣味活動と食事を行う）等を実施．
福祉会館 老人福祉センターA
福祉会館は社会福祉活動を推進し，市民相互の親睦と福
祉の増進を図り，市民文化の向上に寄与することを目的
とした施設です．
福祉会館内には老人福祉センター，地域福祉センター，
福祉共同作業所といった福祉施設の他に公民館本館があ
ります．
老人憩いの部屋
集会施設の1部を 午前9時～午後5時までは老人憩いの部
屋として使用
小金井市
1）第５期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画
2）小金井市施設白書（平成24年3月）
1）高齢者保健福祉総合事業計画
・福祉会館の老朽化等に伴い，老人福祉センター機能を維持するため
の工事を実施．新設についても検討．
・福祉会館では65 歳以上の健康な高齢者に対し「小金井市福祉マッ
サージ会」に委託してマッサージを実施
・いきいき活動推進員が中心となって老人いこいの部屋等を活動拠点
として，趣味，スポーツ，健康増進活動，各種講座，その他の高齢者
生きがい活動を実施．今後も市報等に掲載して参加を呼びかけ
2）施設白書
・福祉会館：老朽化，耐震上の問題による建替えが必要．
・老人いこいの部屋（集会施設）：2施設で老朽化，耐震安全性が課
題．住民の要望による開設のため，地域により施設数に偏りがある．
今後は更なる利用向上を図ると共に，維持管理方法も含め，効率的・
効果的な運営方法の検討が必要．
清瀬市 清瀬市高齢者保健福祉計画・第5期介護保険事業計画
・高齢者が地域で集い，交流を深める場の確保に向けて，施設等の整
備・充実を図る
・老人いこいの家，シルバーピア団らん室で高齢者の交流，健康づく
りの場である地域ふらっとサロン等を実施
・老人クラブの拠点として老人いこいの家を活用
国立市 国立市地域保健福祉計画（平成24年3月）
・集いの機会の少ない高齢者が，気楽に自由に立ち寄れる場として北
福祉館，西福祉館の一部をたまり場として提供する
・老人センターでは健康・趣味・交遊の場のとしての場の確保の他，
趣味の会活動への助成や市内のNPO法人と連携し，児童から高齢者ま
での参加者による将棋大会を実施
・国，都等の補助制度等を活用し，NPO等の団体が実施するたまり場
や居場所づくりに対して支援
・「たまり場事業」の見直し・検討を行い，利用しやすい場を確保
自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
いきいきセンター
高齢者の団体へ貸出し，軽体操から英会話まで，さまざ
まな活動をしています．
生きがいセンター
地域の高齢者が，憩いの場として気軽に利用できる施
設．広間・談話室等．介護予防活動・創作活動を行なう
講座「生きがい交流事業」を実施．
福祉会館 老人福祉センターA 健康相談・娯楽・ヘルストロン・老人クラブ活動等
高齢者交流室
小平第二小学校内で，趣味活動・創作活動・レクリエー
ション・囲碁・将棋・季節の行事等を行います．学校の
休み時間や放課後には児童も訪れて，世代間交流の場と
なっています．都合に合わせて，好きな日の好きな時間
に参加できます
高齢者館
（ほのぼの館・さわやか館）
高齢者が気軽に交流でき，くつろぎ，語らうことのでき
る施設です．なお，さわやか館には子どもひろばや幼児
コーナーがあります．パソコンや健康に役立つヘルスト
ロン，血圧計があり，舞台付きでカラオケもできる和室
や囲碁・将棋を楽しめる和室，会議や研修などに利用で
きる多目的ホールがあります．なお，さわやか館には介
助を必要とする高齢者または障がい者で，家族等の付き
添いのもとで入浴できる介助浴室があります．
狛江市 老人福祉センター 老人福祉センターB 高齢者に健康の増進，教養の向上およびレクリエーショ
ン等の場を提供します．入浴
狛江市第３次あいとぴあレインボープラン（地域福祉計画）
・保健センター，障害者福祉センター，老人福祉センター，高齢者在
宅サービスセンターの複合施設である「あいとぴあセンター」を拠点
として，地域かかりつけ医や慈恵第３病院等の高度医療機関との連携
を行いながら，福祉・医療・保健の連携に取り組む
立川市 福祉会館 老人福祉センターA 講座，娯楽，入浴
1）立川市高齢者福祉介護計画(平成24年度から平成26年度)
2）立川市公共施設白書（平成23年）
1）高齢者福祉介護計画
・福祉会館での生きがい活動支援，介護予防（1次予防）活動の実施
2）公共施設白書
・福祉会館は幸福祉会館を除く３館で老朽化が進んでいることから，
施設保全計画に位置づけて計画的に維持管理する必要がある．その
際，環境対策への更なる取組が求められる．
・ 施設の管理運営は，嘱託職員が配置され効率的な運営となっている
ものの，専門的な対応を求められており，管理運営のあり方を検討す
る必要がある．
付録4：別表1　東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する計画・施策
国分寺市 国分寺市高齢者保健福祉計画　第5期国分寺市介護保険事業
計画（平成24年度から平成26年度）
・「生きがい活動支援通所事業サービス」「生きがい創作活動等支
援」を廃止し，「（仮）地域生きがい交流事業」に統合．利用者相互
の交流，介護予防，自主的な生きがい活動に重点
・プログラムは，異世代交流や地域のボランティア活動等につながる
仕組みを企画
小平市
1）高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成24年度～
平成26年度）
2）小平市公共施設白書（平成19年）
1）高齢者保健福祉計画
・高齢者の健康づくり，趣味，交流の場として老人福祉センター，高
齢者館の運営継続
・高齢者交流室では学校の余裕教室を利用し，趣味，創作活動，レク
リエーションや異世代交流を通じて高齢者の生きがいの充実と介護予
防をはかる
2）公共施設白書
・高齢者交流室：　団塊の世代の大量退職の時代を迎え，利用者数の
増加や，利用者の趣味・創作活動も多様化していくと思われるので，
それに対応した施設運営が課題
・さわやか館（高齢者館）：子どもつどいの広場が始まったことに伴
い急増する児童への対応が課題
・ほのぼの館（高齢者館）：　開館後１１年が経過し施設及び備品の
老朽化が進んでいるので，修繕や備品の買い替えコストの増加が見込
まれる．
・老人福祉センター：老朽化による補修の計画
自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
総合福祉センター 老人福祉センターA
老人福祉センター，障害者福祉センターのための事業施
設として，機能訓練室や介助浴室，水浴訓練室，音楽活
動室などの事業専用施設，多目的フロアや集会室，研修
室，視聴覚室，調理実習室などの一般の人も利用できる
施設（施設の貸出），談話室やふれあいコーナーなどの
交流スペース，そして福祉機器展示コーナー，図書情報
コーナーがあります．
老人福祉館 老人福祉センターB 趣味，娯楽，入浴
いきがいデイサービスセンター
おおむね65歳以上の高齢者で，家庭に閉じこもりがちな
状態や，日常生活における意欲の減退などが見受けられ
る状態にあるが対象（ただし，介護保険の対象となる方
は除きます）．住み慣れた地域で楽しく安心して暮らせ
るよう，市内4か所のいきがいデイサービスセンターで健
康・趣味の活動を支援するサービスを提供しています．
シルバーサロン コミュニティセンター内の高齢者用の和室・談話室
総合福祉センター 老人福祉センターA
機能回復訓練，通所介護サービス等を提供しています．
また，ボランティア活動のほか，広く市民の皆様に集会
の場としてご利用していただいています．
老人憩の家
多くの仲間と楽しい時間を過ごしていただく場所です．ま
た，月曜日，水曜日及び金曜日には入浴することができ
ます．カラオケ
ちょうふの里
65歳以上の方で，介護予防のための問診票の結果，医師
から介護予防事業への参加が必要であると判断された方
や家に閉じこもりがちな方を対象に，総合的な身体機能
の向上を図ります．
多摩市 多摩市高齢者保健福祉計画（介護保険事業計画）平成24～
26年度
・老人福祉館・生きがいデイサービスセンターでの世代間交流事業
・老人福祉館では寿大学や各種運動教室等の事業を実施し，高齢者が
気軽にそして安全に老人福祉センターを利用できるようバスによる送
迎を行う
・老人福祉館では昼食会やバス遠足，芸能発表会等の主催行事を通し
て，高齢者の生きがいづくりを促進するとともに地域におけるコミュ
ニティの輪を広げる
・閉じこもりがちで身体が虚弱な方の外出機会の確保や仲間づくりに
より、生きがいをもって日常生活が送ることができるよう「いきがい
デイサービス」を実施．レクリエーション，趣味，創作活動，健康体
操等や季節にあわせた行事や日帰りバスハイク等により利用者満足度
を高めるとともに，要介護状態になることの予防に努める．
・閉じこもりがちな高齢者が地域で安心して暮らしていけるようにす
るため，「いきがいデイサービス」が担うべき役割として，高齢者の
多様なニーズに応える活動、地域参加型の活動，多世代交流型の活動
を志向する等，施設サービスとしての活動内容を再検討するととも
に，施設の配置とあり方の検討や見直しを行う．
・「いきがいデイサービス」を実施している事業者の情報交換と共有
の場であるデイサービス連絡会を支援
・コミュニティセンターや公民館，老人福祉館，老人福祉
センター等で健康づくりのための講演会や各種講座等を実施
調布市 第5期調布市高齢者総合計画 ・身近な地域で集う場の提供として，老人憩の家等を整備
付録4：別表1　東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する計画・施策
自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
老人福祉センター・
福祉会館・
住吉老人福祉センター
老人福祉センターA
高齢者の健康増進，教養の向上及びレクリエーションの
ための施設です．健康相談，健康体操や各種教室の事業
の他に，高齢者の方の自主的運営による各種サークル活
動も活発に行われています．入浴も可能．
老人憩いの家「おあしす」
高齢者の健康増進，教養の向上，レクリエーション，会
議などの交流の場としてご利用できます．
保健福祉センター 老人福祉センターA
カラオケ・踊り・将棋・お風呂等の交流の場と各種教
室，サークル活動，介護予防事業
長房ふれあい館（高齢者施設エリア） 老人福祉センターA
高齢者施設エリアの利用に限り，60歳以上の市民で，自
分自身で身の周りのことができる方が対象．
長房ふれあい館は，市民どなたでも利用できる集会施設
と高齢者の娯楽施設とを備えています．娯楽施設では，お
風呂を利用したりカラオケを楽しむことができ，サーク
ルなどの活動をするときは，無料で部屋を借りることが
できます．集会施設では，地域の方の活動，趣味，教
養，健康づくりのために様々なサークルが活動していま
す．
恩方老人憩の家
身の回りのことが自力で出来る方が対象．個人で，趣味
の教室やサークル活動を通じてふれあいを深め，仲間づ
くりをする交流の場として利用できる施設．
羽村市高齢者在宅サービスセンター
いこいの里
老人福祉センターA
談話ホール，お風呂（男女各1），娯楽室（カラオケ，卓
球），集会室など
老人福祉センターじゅらく苑 老人福祉センターA 各種講座，入浴
東久留米市 地区センター 老人福祉センターA,B 老人集会室，娯楽室，入浴
羽村市 羽村市高齢者福祉計画及び第5期介護保険事業計画（平成24
年４月～平成27年３月）
・高齢者の生きがい活動・交流の場としての各施設の運営・管理
西東京市
1）西東京市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（第5
期）
2）公共施設の適正配置等に関する基本計画
1）高齢者保健福祉計画
・福祉会館と障害者福祉センターの合築を視野に入れ．効果的，効率
的な機能拡充を図ることを検討．
・福祉会館，老人福祉センターを生きがいづくりの場として整備する
ため，運動器具の導入拡大等を行う．
・老人福祉センターと福祉会館で実施している各種講座サークル活動
の参加を通じて，地域で生きがいづくりや健康づくりができるような
生きがい推進事業を展開
・閉じこもりやうつ状態等にあり，自ら健康診査や相談機関に出向く
ことが少ないと思われる高齢者に対しては，既存の高齢者生活状況調
査や民生委員，老人福祉センター・福祉
会館の看護師等の地域のネットワークと協働し潜在的介護予防対象者
を把握．
・福祉会館、老人福祉センターを介護予防事業の拠点として整備し，
市全域で介護予防に取り組みやすい環境を整備．耐震改修または建替
えが必要な建物は，周辺施設との集約，複合化や配置バランスの改善
も含めて検討
・多世代交流を進めるため，さまざまな年代が参加できる老人福祉セ
ンターの事業や地域イベントを開催
2）公共施設基本計画
・一部の福祉会館の耐震改修や建替えの必要性から，合築や移転によ
る再整備を含めたあり方の検討．
・いわゆる「元気高齢者」の増加等に貢献するために相応しい施設の
あり方や具備すべき機能等について議論する．
八王子市
付録4：別表1　東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する計画・施策
自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
付録4：別表1　東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する計画・施策
東村山市 憩いの家 和室，談話室，ロビー，浴室など
1）東村山市第5期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
（平成24年～平成26年）
2）東村山市公共施設再生計画基本方針
1）高齢者保健福祉計画
・『萩山憩いの家』において要支援・要介護状態に該当しない高齢者
の介護予防・健康維持増進、閉じこもり防止等を目的としたプログラ
ムによる「いきいきサロン」を実施．今後は他の憩いの家でも実施を
検討．
・憩いの家における児童館とのふれあい事業等を通じ，高齢者と児童
との交流を今後も図る．
・憩いの家は高齢者相互の親睦や憩いの場としてだけではなく「心身
の健康づくり」や「自らの生活を豊かにする社会参加」等の生きがい
づくり活動により福祉の増進を図ることを目的として市内に４館を設
置．今後も地域拠点の一つとして事業を継続
2）公共施設再生計画
・今後の高齢者福祉の需要を見据えると，重要な役割を担う施設とな
ると考えられるが，利用者が減少しているため，今後の市民ニーズ等
を踏まえながら，サービス提供のあり方などを検討していくことが課
題
・昭和 40～50 年代にかけて建てられた木造の久米川憩いの家や萩山
憩いの家については，老朽化対策も課題
東大和市 老人福祉館 老人福祉センターA(一部） お年寄りの健康増進，教養の向上，レクリエーションのための施設
東大和市総合計画　第四次基本計画（平成 25 年～平成 33
年度）
・市北部地域に児童館・老人福祉館・集会施設を複合した
コミュニティ施設を整備
福祉センター 老人福祉センターA,B（一部） 老人娯楽室，集会室，福祉講座講習室，健康相談室 ，浴室（一部）
ふれあい交流活動・
ふれあい交流拠点
地域から孤立しがちな高齢者が地域と交流できる場や機
会を創出し，地域住民の自主活動を中心とした，多様な
世代間の交流を促進するために設置されています．週3日
のふれあいサロンの他，自治会・老人会のコミュニティ
活動の場として集会室を提供．
高齢者福祉館（文化センター内） 老人福祉センターA(一部） 浴場等
介護予防推進センター
要介護認定を受けていない方を対象に，介護予防検診・
自立支援ショートステイ・介護予防教室・介護予防相
談・各種講座・交流支援等
府中市 府中市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（第5期）（平成24年～26年）
・市内11か所にある文化センターの高齢者福祉館で、介護予防推進事
業や地域デイサービスなどを実施し，高齢者の介護予防の拠点として
活用します。
・介護予防推進センターでは，介護予防健診の結果により各高齢者の
状態に応じた介護予防プログラム，介護予防に関する相談を実施． 介
護予防に関する人材を育成し、人材や地域資源等の情報を集約し地域
の介護予防活動を行う．地域包括支援センター，介護予防コーディ
ネーター等と連携し，介護予防事業を実施．
日野市
1）日野市高齢者福祉総合計画（平成24年度～平成26年度）
2）日野市公共施設白書（平成23年度）
1）高齢者福祉総合計画
・「ふれあい交流型」として地域の高齢者が気軽に立ち寄り交流でき
るふれあい交流の場づくりを支援．地域の高齢者が立ち寄るだけでな
く，交流の場の運営スタッフとして関わるという形での社会参加も期
待するもの．既に活動しているサロンの地域への定着を図るととも
に，各圏域ごとに２か所の設置を目標として新規の立上げを支援．
2）公共施設白書
・福祉センター（高幡福祉センターを除く），南新井ふれあいサロン
は，建設後 40～50 年程度となっていることから，修繕や建替え等の
老朽化対策が求められる．
自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
付録4：別表1　東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する計画・施策
老人福祉センター 老人福祉センターA
福祉センターは，市民の福祉及び健康の増進を図る目的
をもち，一般市民の憩いの場や地域住民活動の拠点とし
て多くの利用があります．
また，高齢者の健康の増進，教養の向上及び各種ボラン
ティア活動等の中心的な拠点として利用されています．
生きがい活動支援デイサービス
介護保険要介護認定の「要介護」「要支援」に該当しな
い方，伝染性疾患を有しない方を対象に，通所による趣
味活動や屋外でのハイキング等
町田市 高齢者福祉センター（ふれあい館） 老人福祉センターA
電位治療器（スカイウェル），マッサージ機を設置して
います．汗を流す程度の入浴ができます．民謡などの各種
教養講座をおこなっています．大広間でカラオケや踊り
などできます．囲碁・将棋などがおこなうことができま
す．相模原市民も利用可能．
町田市高齢者福祉計画 （2012 年度～2021 年度）
・ふれあい館では高齢者がいきいきと生活できるよう多種の講座や健
康相談等の行事を行い，生きがいや集う場づくりに取り組む．
・ふれあい館の今後の役割や機能について検討を行う．将来的には、
従来の機能に加えて，地域のネットワークや情報発信などの機能を有
し，生きがいづくりや集う場の拠点となることを目指す．
・ＵＲ，ＪＫＫなどの集合住宅の集会所を集う場として活用すること
も検討．
福祉会館 老人福祉センターB 趣味の利用や集会室．身体障害者手帳をお持ちの方も利用可能．
コミュニティセンター広間．老人室 入浴，娯楽
高齢者総合センター 社会活動センター 老人福祉センターB
体操講座・趣味講座（年間・短期）・自由入会講座・健
康講座などの各種講座や囲碁・将棋大会，文化祭などの
行事を行なっています．
テンミリオンハウス
要介護認定があるかに関わらず地域での見守りや社会と
のつながりが必要な高齢者等を対象に，ミニデイサービ
ス（昼食・講座），喫茶，各種イベント，親子ひろば，
世代間交流事業他
福祉会館 老人福祉センターA
老人福祉館 老人福祉センターB
奥多摩町
日の出町 老人福祉センター 老人福祉センターA 第四次日の出町長期総合計画（平成22年度～平成31年度） ・福祉センター事業の充実を図る．
武蔵村山市 武蔵村山市第二次高齢者福祉計画・第5期介護保険事業計画（平成24年度～平成26年度）
・今後とも，福祉会館（１か所），老人福祉館（５か所）の管理・運
営に努め，施設の維持・確保を図る．
三鷹市 三鷹市健康福祉総合計画2022　地域福祉計画（2012年3月策定）
・現在の福祉会館・総合保健センター等が多機能複合施設として複合
移転することに伴い，市民ニーズにあった機能の拡充を図り，今後の
活用方法について検討．
武蔵野市
1）武蔵野市健康福祉総合計画2012（平成24年度～29年
度）
2）武蔵野市公共施設白書（平成23年9月）
1）健康福祉総合計画
・テンミリオンハウス事業について，平成20～21年度に事業のあり方
の検討を行い，運営評価基準の見直し運営団体の５年ごとの公募制度
の導入などを実施．
・平成22年度から導入した５年ごとの運営団体の公募制及び地域福祉
力の向上を図る新たな運営評価基準に基づき，支え合いの場としての
機能を充実させる．今後も地域の特性を活かしたテンミリオンハウス
の設置を進める．
・高齢者をはじめ誰もが集える場としてどのような仕組みが考えられ
るのか，既存の枠にとらわれず，市民社協が策定する第３次地域福祉
活動計画の中で地域とともに検討．
・テンミリオンハウスや高齢者施設での高齢者と乳幼児親子等とのふ
れあい事業や境南小学校でのふれあいサロン及び中学校での高齢者パ
ソコン教室等，世代間交流を推進．
2）公共施設白書
・テンミリオンハウスは，一部の施設で老朽化，バリアフリー対策が
課題．運営費の補助金として、各施設に 1,000 万円を上限として交
付．
福生市 第4期福生市地域福祉計画（平成23年～26年）
・生きがい活動デイサービス事業所では，介護予防，閉じこもり防止
を目的に，高齢者を対象に趣味活動やレクリエーション，昼食サービ
スの提供等を内容とする通所によるデイサービスを実施
・福祉センターでは，地域における高齢者の「生活の質」向上への支
援拠点としての役割を果たすよう機能やプログラムの充実を図る
自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
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瑞穂町高齢者福祉センター「寿楽」 老人福祉センターA
1階が要介護認定で「非該当」と判定された65歳以上の
方及びひとり暮らし高齢者等でおおむね60歳以上の方を
対象に，介護予防・閉じこもり予防を目的とした活動を
行う身体機能向上活動・趣味生きがい活動等を行う在宅
サービスセンター．2階が教養・娯楽・健康管理に利用さ
れる福祉センターとして開設され，多くの方々が利用し
ています．
寄り合いハウスいこい 老人福祉センターA
寄り合いハウスいこいは，高齢者の方を中心に子どもた
ちや地域の方々との多世代間交流および主体的な地域活
動の場として，地域コミュニティの核となる施設です．
檜原村 ふれあいセンター 老人福祉センターA
多目的ホールを設置し，講演会や発表会などに利用でき
ます．
村民の健康維持，病気予防，機能回復等を図ることを目
的とし，檜原温泉やすらぎの湯を用いた温泉施設を整備
してあります．
瑞穂町 瑞穂町 第５期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成24年度～平成26年度）
・高齢者の生きがい対策と介護予防を推進するための施設として，高
齢者福祉センター寿楽の重要性は高まっており，高齢者のニーズに対
応した施設運営を推進するとともに，サービス内容の充実を進める．
今後は利用者のニーズに沿った施設運営を推進していく．マシーンを
用いたトレーニング，口腔ケアをはじめ，各種講座等を実施．
・高齢者福祉センター内の在宅サービスセンターにおいて，介護保険
で「非該当」と判定されたが軽度の支援が必要な 65 歳以上の方など
を対象に，健康維持や介護予防また生きがいづくりや閉じこもり防止
という観点から生きがい活動支援型デイサービスを実施．
自治体名 参考文献No. 参考文献：自立高齢者支援施設に関する計画 該当ページ 公式HP URL 公式HP閲覧日
足立区 25 足立区高齢者福祉保健計画　介護保険事業計画　平成24～26年度 p.27,29 http://www.city.adachi.tokyo.jp/index.html 2014.4.21
荒川区 26 荒川区基本計画　平成19年度～28年度 p.30,136,137 http://www.city.arakawa.tokyo.jp/ 2014.4.21
板橋区
27 第二次板橋区地域保健福祉計画　平成18年度～27年度 p.34,71,72
http://www.city.itabashi.tokyo.jp/ 2014.4.21
28 公共施設等の整備に関するマスタープラン　平成25年3月 p.159
江戸川区 29 第5期江戸川区介護保険事業計画及び熟年しあわせ計画（老人福祉計画） p.42,57,118,122132 https://www.city.edogawa.tokyo.jp/index.html 2014.4.21
大田区
30 平成26年度大田区高齢者福祉計画 p.13
http://www.city.ota.tokyo.jp/index.html 2014.4.21
31 大田区公共施設整備計画（平成26年度～30年度） p.19,20,25,26
葛飾区 32 葛飾区施設白書（平成23年度版） p.61,62 https://www.city.katsushika.lg.jp/index.html 2014.4.22
北区 33 高齢者保健福祉計画（平成25年度～29年度） p.38,51 http://www.city.kita.tokyo.jp/index.htm 2014.4.22
江東区
34 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画(平成24～26年度) p.73,74,76
http://www.city.koto.lg.jp/index.html 2014.4.22
35 江東区施設白書（平成18年度） p.31,32
品川区
36 第二期品川区地域福祉計画（平成23～32年度） p.9,31,32
http://www.city.shinagawa.tokyo.jp/index.html 2014.4.26
37 品川区公共施設有効活用プラン（平成24年） p.30,31,32,39
渋谷区 38 渋谷区実施計画 2013 p.14,15,43 http://www.city.shibuya.tokyo.jp/ 2014.4.26
新宿区 39 新宿区高齢者保健福祉計画・第5期介護保険事業計画 p.34,36,37,39,41,42,60 http://www.city.shinjuku.lg.jp/index.html 2014.4.26
杉並区
40 杉並区保健福祉計画（平成25年度～29年度） p.78,79
http://www.city.suginami.tokyo.jp/ 2014.4.26
41
杉並区区立施設再編整備計画（第一期）・第一次実施プラン
（平成26年度～33年度）
p2,5
墨田区 42 墨田区高齢者福祉総合計画・第5期介護保険事業計画 p.72,73,74,75,85,86,87 http://www.city.sumida.lg.jp/index.html 2014.4.26
世田谷区
43 第5期世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 p.34,35,55
http://www.city.setagaya.lg.jp/index.html 2014.4.26
44 公共施設整備方針（平成26～29年度） p.9
台東区 45 第5期台東区高齢者保健福祉計画・台東区介護保険事業計画（平成24から26年度） p.24,35 http://www.city.taito.lg.jp/index.html 2014.4.27
中央区 46 第三次中央区保健医療福祉計画 p.76,77,99 https://www.city.chuo.lg.jp/index.html 2014.4.27
千代田区 47 千代田区 保健福祉総合計画 （平成24年度～平成28年度） p.32,37 http://www.city.chiyoda.lg.jp/ 2014.4.27
豊島区 48 豊島区地域保健福祉計画（平成24年度～28年度） p.36,83 http://www.city.toshima.lg.jp/index.html 2014.4.27
中野区 49
「健康福祉都市なかの」を実現する基本計画 中野区保健福祉総合推進計画 2012 ・
第５期中野区介護保険事業計画 ・第３期中野区障害福祉計画 
P.70,121 http://www.city.tokyo-nakano.lg.jp/index.html 2014.4.27
練馬区
50 第5期　高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成24～26年度）
p.63,83,84,85,88,
149,153,154 http://www.city.nerima.tokyo.jp/index.html 2014.4.27
51 敬老館事業の今後の基本方針 p.5～8,17～30
文京区 52 「文の京」ハートフルプラン高齢者・介護保険事業計画（平成24年度～平成26年度） P.46 http://www.city.bunkyo.lg.jp/ 2014.5.1
港区 53 港区高齢者保健福祉計画（第5期港区介護保険事業計画） P.40,41,48,50,51 http://www.city.minato.tokyo.jp/ 2014.5.1
目黒区
54 目黒区保健医療福祉計画（平成24年度から平成28年度） P.36,40,41,42,44,
https://www.city.meguro.tokyo.jp/index.html
2014.5.1
55 目黒区施設白書（平成25年3月） p.147
昭島市 56 第５期昭島市介護保険事業計画 p.31,42 https://www.city.akishima.lg.jp/ 2014.5.1
あきる野市 http://www.city.akiruno.tokyo.jp/index.php 2014.5.1
稲城市 57 第二次稲城市保健福祉総合計画
p.18,31,33,34,42,59,
90,95,103,104
http://www.city.inagi.tokyo.jp/ 2014.5.1
参考文献別表：東京都各自治体からの引用資料一覧
自治体名 参考文献No. 参考文献：自立高齢者支援施設に関する計画 該当ページ 公式HP URL 公式HP閲覧日
青梅市
58 第５期青梅市高齢者保健福祉計画 青梅市介護保険事業計画 p.32,33
http://www.city.ome.tokyo.jp/ 2014.5.1
59 青梅市公共施設白書（平成25年） p.36,37
清瀬市 60 清瀬市高齢者保健福祉計画・第5期介護保険事業計画 p.23,28,51 http://www.city.kiyose.lg.jp/ 2014.5.2
国立市 61 国立市地域保健福祉計画（平成24年3月） p.25,69,70,71, http://www.city.kunitachi.tokyo.jp/ 2014.5.2
小金井市
62 第５期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画 p.200
http://www.city.koganei.lg.jp/ 2014.5.2
63 小金井市施設白書（平成24年3月） p.43,60
国分寺市 64
国分寺市高齢者保健福祉計画　第5期国分寺市介護保険事業計画
（平成24年度から平成26年度）
p.74,75,76 http://www.city.kokubunji.tokyo.jp/ 2014.5.2
小平市
65 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成24年度～平成26年度） p.47,48,51,
http://www.city.kodaira.tokyo.jp/index.html 2014.5.2
66 小平市公共施設白書（平成19年） p.19,20,21,
狛江市 67 狛江市第３次あいとぴあレインボープラン（地域福祉計画） p.12 http://www.city.komae.tokyo.jp 2014.5.2
立川市
68 立川市高齢者福祉介護計画(平成24年度から平成26年度) p.71,85
http://www.city.tachikawa.lg.jp 2014.5.3
69 立川市公共施設白書（平成23年） p.221
多摩市 70 多摩市高齢者保健福祉計画（介護保険事業計画）平成24～26年度 p.49,50,63,64 https://www.city.tama.lg.jp/index.html 2014.5.3
調布市 71 第5期調布市高齢者総合計画 p.73 http://www.city.chofu.tokyo.jp/ 2014.5.3
西東京市
72 西東京市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（第5期）
p.29,30,44,45,48,50,
61 http://www.city.nishitokyo.lg.jp/index.html 2014.5.6
73 公共施設の適正配置等に関する基本計画（平成23年11月） p.40
八王子市 http://www.city.hachioji.tokyo.jp/index.html 2014.5.6
羽村市 74
羽村市高齢者福祉計画及び第5期介護保険事業計画
（平成24年４月～平成27年３月）
p.49,58 http://www.city.hamura.tokyo.jp/ 2014.5.6
東久留米市 http://www.city.higashikurume.lg.jp/index.html 2014.5.6
東村山市
75 東村山市第5期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成24年～平成26年） p.190,191
http://www.city.higashimurayama.tokyo.jp/ 2014.5.6
76 東村山市公共施設再生計画基本方針（平成26年3月） p.16
東大和市 77 東大和市総合計画　第四次基本計画（平成25年～平成33年度） P.97 http://www.city.higashiyamato.lg.jp/ 2014.5.10
日野市
78 日野市高齢者福祉総合計画（平成24年度～平成26年度） P.107,109
http://www.city.higashimurayama.tokyo.jp/ 2014.5.10
79 日野市公共施設白書（平成23年度）
府中市 80 府中市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（第5期）（平成24年～26年） p.57,61,62 http://www.city.fuchu.tokyo.jp/index.html 2014.5.10
福生市 81 第4期福生市地域福祉計画（平成23年～26年） p.56,61 http://www.city.fussa.tokyo.jp/ 2014.5.10
町田市 82 町田市高齢者福祉計画 （2012 年度～2021 年度） p.38,46,47 http://www.city.machida.tokyo.jp/ 2014.5.19
三鷹市 83 三鷹市健康福祉総合計画2022　地域福祉計画（2012年3月策定） p.34 http://www.city.mitaka.tokyo.jp/index.html 2014.5.19
武蔵野市
84 武蔵野市健康福祉総合計画2012（平成24年度～29年度） p.84,85
http://www.city.musashino.lg.jp/ 2014.5.19
85 武蔵野市公共施設白書（平成23年9月） p.171,172
武蔵村山市 86
武蔵村山市第二次高齢者福祉計画・第5期介護保険事業計画
（平成24年度～平成26年度）
p.61 http://www.city.musashimurayama.lg.jp/ 2014.5.19
奥多摩町 http://www.town.okutama.tokyo.jp/ 2014.5.23
日の出町 87 第四次日の出町長期総合計画（平成22年度～平成31年度） p.51 http://www.town.hinode.tokyo.jp 2014.5.23
瑞穂町 88 瑞穂町 第５期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成24年度～平成26年度） p.51,60,69, http://www.town.mizuho.tokyo.jp/ 2014.5.23
檜原村 http://www.vill.hinohara.tokyo.jp/index.html 2014.5.23
参考文献リスト別表：東京都各自治体からの引用資料一覧
付録：東京都の各自治体に送付した施設一覧の用紙
注：論文に添付するにあたり，自治体名や施設名などが特定できないよう加工した．
　　表の記入済みの部分は，各自治体がweb上で公開する情報を元に，筆者が予め記入したものである．
　　表の空欄，色付き部分がweb上の資料収集では得られなかった情報である．各自治体には依頼状・質問状にて，この部分についての情報を提供していただけるよう依頼した．
別紙1
No. 施設名称 種別 所在地 面積（㎡） 所在階 併設 運営主体 整備主体 築年 開設年 浴室 改修 旧称 一日平均利用人数 利用料金 備考
1 ＊センター 老人福祉センターA **区＊＊　＊-＊-＊ 区 区
2 ＊敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 293 区 区 ○ 27
3 ＊＊敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 393.32 区 区 ○ 51
4 ＊＊＊敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 395.71 区 区 ○ 26
5 ＊＊＊＊敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 378.11 区 区 ○ 34
6 ＊＊＊＊＊敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 270.13 区 区 ○ 33
7 ＃敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 414.65 区 区 ○ 72
8 ＃＃敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 262.03 区 区 ○ 31
9 ＃＃＃敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 292 区 区 ○ 24
10 ＃＃＃＃敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 291.46 区 区 ○ 26
11 はつらつセンター＊ **区＊＊　＊-＊-＊ 593.39 区 区 2006 ○ 199
12 はつらつセンター＊＊ **区＊＊　＊-＊-＊ 377.20 区 区 2007 ○ 137
13 はつらつセンター＊＊＊ **区＊＊　＊-＊-＊ 497.25 区 区 2009 ○ 131
**区がweb上で公開する自立高齢者支援施設の情報一覧（区HP，区勢H24より情報引用）
入館無料
